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第 1 章   緒  言 
 
１．１  本論文の目的  
21 世紀の世界は「水資源をめぐる戦争の時代」といわれている¹⁾。その背景には地球温暖化がもた
らす気候変動によって降水パタンが変化すると予想されること、開発途上国における人口の急増とそ
の地域が偏在すること、多くの国で都市圏へ人口が集中すること、人命にかかわる水質汚染が進み安
全な水の確保が厳しくなること、社会生活レベルが向上することなど、いくつもの誘因が考えられて
いる²⁾,³⁾,⁴⁾。それらはいずれも限られた水資源に対して人類の負荷が増大し複雑に絡み合って起こ
る。その結果、水資源の豊かな国土と乏しい国土の偏りが顕著になり、国の財政力が供給能力の格差
を生み、需要地と供給地の乖離
か い り
と相まって、貧富の差も拡大することなどが危惧されている¹⁾,²⁾。 
いっぽう、地球上の水は海水の 97.5%に対し、淡水はわずか 2.5%であり、その 70%は氷床や氷河
として存在する。残りの淡水で水資源となる表流水は 1％に満たず、99%は地下水が占める⁵⁾。表流
水は水循環の降水によって短い時間に再生され使い続けられるが、偏在し季節変動が大きい。それに
比べ地下水は再生に比較的長い時間を要するが、恒温で水質が良いこと、そして地球上に比較的普遍
的に分布するという有利な特性を有している。それ故に、その貴重な価値は尊重され将来にわたって
人類が頼りとすべき水資源である。しかし塩類を含む地下水もあるので注意を要する。 
私たちの身近にあるアジアのモンスーン地域は、ユーラシア大陸の東南縁辺に位置し、世界の中で
比較的水資源に恵まれた地域に属する。そこにはチベット高原に源を発する大河が多くの発展途上国
を流下し、その最下流域に氾濫原沖積平野が広がっている。モンスーンは季節に応じて定期的に一定
の方向から吹く風で、乾季と雨季をもたらす。雨季にはときに洪水の被害が発生し、乾季に干ばつが
発生することもある。 
したがって表流水を年間を通して安定した水資源として利用するためには、膨大な投資によって水
量を効率的に調整し、浄化して運用する必要がある。その点、沖積平野の地下は大河によって長い地
質時代に運ばれた厚い堆積層から成り、帯水層に含まれる地下水は循環し、元位置で安定した良質の
水源として人々に多くの恵みを与えてきた。 
いっぽう、人類は沖積平野や台地を長い歴史時代を通して生活の場として開発してきた。とくに近
年人口が急増し、農業や商工業の生産活動が盛んに行なわれてきた。そのため地下水が多量に利用さ
れ社会の発展に寄与してきた。なかでも地下水は都市用水（生活用水＋工業用水）のなかで大きな役
割を果たしてきたが、その重要性は今日まで十分に認識されていなかったように思われる。それゆえ、
地下水は近年過剰な汲み上げにより各種の障害が顕在化し、モンスーンアジアの国々の関係者がその
対策に心を砕いていることはこの地域の共通した課題である。 
本論は地球上に存在し人類が利用できる淡水資源は、上に述べたように厳しい状況にあるという基
本的な認識をもち、アジアとくに私たちの身近に位置するモンスーン地域の地下水を取り巻く問題に
ついて考察し、将来わたって有効に利用するため政策シナリオを提言するものである。 
そのような地域から、日本の関東平野と熊本地域とともに、代表的な沖積平野であり問題が深刻化
しているベトナムのバックボ（紅河）平野、メコンデルタ、ホーチミン平野、タイのチャオプラヤ平
野、およびバングラデシュとインドにまたがるガンジス平野を取り上げた（図 1-1）。東南アジアでは
インドネシアやフィリッピンなど島嶼部に、沖積平野は存在するが、帯水層を含む地層は新しい地質
時代に噴出した火山砕屑物を挟むことが多く、ここに抽出した平野と地質の成り立ちが違うので本論
 2
中では取り上げない。 
Study area
Kanto
(Tokyo)
Bac Bo (Hanoi)
East Nam Bo (Ho Chi Minh)
West Nam Bo (Mekong Delta)
Chao Phraya (Bangkok)
Ganges
（Bangladesh,
West Bengal)
Kumamoto
 
 
１．２   本論文の構成 
研究の方向性は、まずそれらの地域の地下水の賦存状況という水理地質的な自然側面を基本として
考察した。地下水の器
うつわ
である帯水層構造を理解することは、問題の根源を解く鍵となると信じるから
である。次に、社会的・経済的側面、すなわちその利用と過剰な汲み上げによって生じた障害、さら
にその抑制や防止のために採られた地下水保全対策を歴史的な経緯ととに明らかにした。最終的には
地域間の相違点を比較し、今後地下水資源を持続的に有効に活用するため、水循環を再生し保全する
政策のシナリオについて考察した。 
本論は初めに研究の切り口として、日本の地下水問題をまとめた。日本は 20 世紀に入っていち早
く地下水開発に着手し、100 年以上の歴史を経過した。この間に図らずも日本は多くの地下水障害を
経験し、その復興に膨大な費用を注いだ。その対策で得た技術的なノウハウや事例のみならず、事業
を実施するうえで社会基盤となった政策や法律を年代を追って体系的に整理した。今まで日本が経験
した対策が、成功例と失敗例を問わず各国の地下水をめぐる事象を解析する際に、基本的な視点とな
るばかりでなく、参考になる点は多いと考える。 
つぎにその基本認識と比べながら、各国の自然や社会的・経済的な地域性を考慮し、各国の事例を
整理した。そして地球サミットで採択された「アジェンダ 21」⁶⁾に書かれているように、持続可能な
発展に向けて「総合的に考えて、総合的に運営」する施策を探るよう努めた⁷⁾。 
さらに、各地で発生した地下水の水質劣化に関し、安全な水の確保の問題を取り上げた。とくにイ
ンドとバングラデシュにまたがるガンジス平野ではヒ素汚染が深刻である⁸⁾。この複雑な問題を包含
して国境をまたいで分布する帯水層（Transboundary Aquifer）は、国連のユネスコが緊急に対策を
必要とする地下水の国際プロジェクトとして取り上げた案件の一つである⁹⁾。この特異な問題点につ
いても現状を述べ、対策について検討を加えた。 
図 1-1 モンスーンアジアの調査位置図 
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地下水は流域や流域を越えた地下水盆に胚胎し、地球の水循環の一環をなす重要な要素である。過
去に人は過剰な利用によってそのバランスを崩し予期せぬ障害を招き、多大の犠牲と費用を費やして
復興に努めた。したがって地下水の保全を水循環の視野で比較研究するためには、水を取り巻く水環
境問題を各地域の人々、とくに政策決定に当たる立場に近い専門家がどう考えているかを知ることが
重要である。そのため第 3 章に示すように、各国の関係者から直接話を聞く機会を数多く設け、現場
と関連施設を見学し、フィールドワークを踏まえてものを考えることを重視した。さらに各国の専門
家を日本に招いて公開のセミナーを開き情報の交換に努めた。 
この研究はそういう過程を経て、最終的にお互いに啓発しあい向上する互恵の精神で努力を積み重
ねて出来上がったといえる。したがって、本論の表題は、『モンスーンアジアの大都市圏における地下
水保全政策の実証的比較研究』とした。 
本論の結果は日本の地下水問題にフィードバックされ、将来の開発や保全を再考することでもあり、
さらに日本が将来ともアジアと平和で友好的な関係を築いてゆく限り、わが国の安全保障問題にかか
わる対話の材料を提起することも意図している。 
以上に述べた、本論の研究の基本となる構成と論旨の流れを、できる限り判り易く説明するため、
キーワードを選び、それらを系統的な流れ図として示したのが図 1-2 である。この図では包括的なキ
ーワードは大きな枠組みとして色づけをした。枠組みのグループ間の流れを矢印で示した。枠の外の
数字は研究の概略の流れを示したが、章立てがこの通りになっている訳ではない。 
 
１．３   本論文の用語の定義 
本論の文中では時折なじみの無い聞きなれない用語が登場する。しかしこれらの用語は本論なかで
重要な意味合いをもつので、はじめに主旨をはっきりさせるためにその定義を下に記した。 
・モンスーンアジア：ユーラシア大陸の東から東南の縁辺部と、沖合に散在する島嶼群を含む地域。季節的
に卓越する風（モンスーン）の方向が変わり、気候に大きな影響をおよぼす。通常 5 月～10 月にかけて、
インド洋～太平洋から南よりの風が吹き雨季となる。反対に 11 月～4 月は北よりの風が吹き乾季となる。
本研究では、中国、島嶼部、ミャンマー、インドの大部分は対象外とした。 
・氾濫原沖積平野：河川の堆積・運搬作用によって作られる平野で、現在も洪水によって堆積物の氾濫原を
付加しながら成長している低平地。三角州（デルタ）も河川によって運搬される堆積物が緩やかな水域（河
岸、湖岸）にたまってできた低平な地形だが、沿岸流や潮汐、水域の傾斜、堆積物の量によって影響を受
け形状が違う。両者は河川の最下流で上流と下流の関係で分布してつながり漸移することがある。本論で
は洪水と地下水涵養の結びつきについても検討したため、氾濫原沖積平野として表現した。 
・ローカルガバナンス：従来政府が行なうものと認識されていた政策の立案や、事業の執行に、地方自治体や
民間企業、地域住民の意思を反映させる社会システム。その反映のかかわり方には、行政側からの情報提
供に始まり、形式参画、権限委譲、自主管理などの段階があるとされる。「統治」と「自治」と 2 つに分け
ることを乗り越え、社会の規律を形成する主体とプロセスを示す言葉として、最近用いられるようになっ
た。 
・環境ガバナンス：地球の環境保全に対し、上記のローカルガバナンスの概念に基づいて、関係する行政、
地方自治体、民間企業、地域住民がそれぞれの立場に応じて、主体となり、そのプロセスに参画し責任を
果たす社会システム。つぎの環境マネジメントと比べると、より包括的な意味合いを有する用語である¹⁰⁾。 
・環境マネジメント：環境保全のための管理の手法や、投資と便益のバランス、地域住民に対する推進の動
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機付けなどいろいろな環境保全に関する要素をシステム化する方法を論じ、管理する面に重点を置いた用
語である。 
・総合治水対策：洪水を、従来のハードな構造物（ダム、堤防、河道改修、遊水池、排水路、排水ポンプ
など）だけに頼らず、ダムの運用、流域の土地利用や都市計画、自然の土地の遊水や浸透機能などと組み
合わせて流域全体の水循環のマネジメントを考え、ソフト面からも総合的に考慮して、洪水被害を軽減す
る考え方である。 
・政策シナリオ：本研究では、過剰な水利用や汚染によって分断された水循環を持続的な水循環に再生し、
地下水を将来とも有効に利用するための社会の仕組みを構築することを指向して、その根幹となる道筋を
示した方策や指針をいう。実際の政策は各国の社会制度、地域性、財政状況に応じて勘案される。地下水
の場合、財産権や上下流の問題が一番重要で、法律上公共財か私的財産であるかによって地下水管理の方
向性は大きく変わる。 
・地下水環境学：環境学は環境問題の解決を目標とした、まだ発展途上にある学問である。本研究で論じ
る地下水は地球上の水環境を構成する一要素である。人類は地下水を開発することによってその循環の
輪に人為的な負荷を与えてきた。地下水位の低下や涵養域の土地利用の改変は直接的な影響であり、地
盤沈下などの地下水障害は、過剰な負荷により二次的な影響として顕在化した環境問題である。本論で
は、地下水を取り巻く自然環境や利用当事国の社会的、経済的な状況を、歴史的な経緯を踏まえて比較
しながら、水環境の障害となる問題を軽減し水循環を再生する政策シナリオを考えた。最終的には貴重
な水資源である地下水を将来にわたって持続的に利用するために、地下水を取り巻く環境を学ぶ学問の
意味を込めて提案した用語である。 
・都市用水：本論で取り扱う地下水は生活用水（家庭用や都市活動等）と工業用水に利用される地下水で、
両者を合わせて都市用水と呼ぶ。農業用水に利用される地下水に触れる場合はその旨を述べる。 
 
ま と め 
本論の目的はモンスーアジアの地下水問題について解析し、地下水を保全し将来とも持続的に利用
するために必要な政策シナリオを考察し提言することである。その大きな枠組は図 1-3 に示すように、
歴史的経過を横軸とし、各地の地域性を比較する視点を縦軸として整理した。、各地域の複雑にみえる
事象も、キーワードで示した研究のフロー図（図 1-2）に従って分解して考察すると、問題の位置づ
けが明確になる。本論の内容を簡潔に表現すると、『近代の産業の発展とともに人口が急増し、都市用
水（生活用水＋工業用水）を地下水に長く依存してきたモンスーンアジアに位置する 8 つの大都市圏
を対象として、地下水に係わる問題を比較研究したものである。まず、地下の帯水層の成り立ちを述
べ、その利用と過剰な汲み上げによって生じた障害と復興の歴史的経緯を比較しながら整理し、地域
的な特性を明らかにした。つぎに国際的なスケールで地球の水環境が大きく変化すると予測される 21
世紀にあって、水環境保全の時代背景に配慮しながら、持続的な水循環の再生を目指し、将来にわた
って地下水を有効に利用するために、保全政策シナリオ（道筋）を地域別に提言した実証的研究であ
る。』と言うことができる。この研究を進める視点は、主題が地下水である以上、あくまでも地下水の
｢器
うつわ
｣である帯水層や水質を包括する水理地質学的な理解が基本にあり、各国の地下水障害の特徴や政
策の地域特性を明らかにした。そして水理地質的な技術や理解が、地下水問題解決の政策にどう採用
され、あるいは無視され、事態の成否にどう左右したかをできる限り明らかにした。検証する視点は
各国の歴史的な経緯と現況の結果の良否を判定するだけでなく、次の時代の政策を産む 源
みなもと
と考えた。 
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図 1-3 本論文の基本的な構成 
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第 ２ 章   過去の研究のレビユー 
 
２．１   過去の研究 
まず今回の研究に当たり、日本とモンスーンアジア地域における地下水開発と地下水障害の歴史、
地域性などの特徴を、各国の文献や、資料、大学や政府関係者との面談および現地の踏査によって明
らかにした。ここまではいわば理学的な世界であるが、次に開発に伴って生じた地下水障害（負の遺
産）と、その対策として採られた施策、法制度、条例などの制度について経年的に整理した。モンス
ーンアジアの各国の平野の文献は各章別に分けて章末に明示した。 
日本に関する文献は別にして、本論が対象とした東南アジアから南アジアの氾濫原沖積平野やデル
タに関して、現在まで人文地理や地形を研究した日本語の文献は多いが、地下水について触れたもの
はほとんど無い。あったとしても地下水は地形や地質の項目のなかでわずかに数行程度のみ述べられ
たに過ぎない。アジアにあるデルタの地質について本格的に研究が始まったのはつい最近である¹⁾。
本論のように、モンスーンアジアの多くの地域の地下水について、水理地質的な成り立ちから、水資
源のなかで地下水利用量に占める位置づけ、地下水障害その対策や施策について地域と分野を横断的
にまとめた論述は今までなかった。 
 
２．２   最近の研究 
ようやく最近になって類似分野を論じた次の 2 点の英文報告が公表された。最初は、 
Ohgaki,S.et al.(2006) Sustainable Groundwater Ｍanagement in Asian Cities.IGES, (CD-R 版)，97pp.が公表さ
れた²⁾。この内容は都市計画、衛生工学、社会政策、経済等の国内と海外の専門家が分担してアジア
の 6 都市の地下水について、現地の研究者と共同してまとめたものである。前半はケース・スタディ
の都市（天津、バンドゥン、スリランカ、バンコック、ホーチミン、大阪）について都市計画、衛生
工学、社会経済を専門とする研究者が、それぞれの方面の分析と政策の総覧にページを割いている。
一部は本論で取り扱う都市（バンコックとホーチミン）と同じ都市である。後半は各論で各都市の地
下水管理について概説してある。地元の専門家が参加しているので、統計の数字など内容として参考
になる点はあるが、本論と出典が違って数字が異なる個所もある。基本的に本論と目標は類似してお
り、ページの割き方は 2／３が後半にある。ホーチミンとバンコックのケース・スタディの著者も地
元出身で、観測データや井戸調査には最新の資料が揃って参考になる。しかし、本論と重なる２都市
の政策は、法規、経済、支援策、その他に分けて多くを網羅して述べてあるが、読者には優先順位が
見えてこない。さらに、つい最近アジアの都市の地下水管理と題する下記の本が公刊された³⁾。 
Takizawa,S.ed.(2008) Groundwater Management in Asian Cities : Technology and Policy for Sustainability. 
Csur-Ut.Series,Springer,334pp. 
本書は COE（Center of Excellence）Program の（Sustainable urban groundwater management in Asian cities）
の成果を取りまとめたもので、16 名の衛生工学、都市計画、河川、経済、社会政策、水質、水理地質
等の多くの専門家によって分担して書かれ、優れた内容である。著者には前書と重なる人がいる。現
地の専門家も加わっている。本書は必ずしも都市や地域ごとにまとめられたられたケース・スタディ
ではない。最初に都市地域に共通する水資源問題、地下水利用や地下水管理のレビューがされたあと、
それらの問題の処理に役立つと思われる技術、具体的には地下水汚染と地盤沈下さらに地下水の熱利
用、土壌の浄化など広範な技術的な分析と提案があり、重きはこちらにある。この点で本論が水理地
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質の成り立ちや地下水利用量とその後生じた障害、その抑制への施策の歴史と経緯、さらに保全策の
提言に重きを置いているのと内容の構成が異なる。著者には若手の技術者が多く、今後注目されるで
あろう地下水技術について精力的に論述した点や、今まで知られていなかったアジア地域の地下水問
題を発掘した意義は大きい。参考になる個所は本論で引用し明記している。 
 
２．３   現在進行中の研究 
 筆者は平成 15 年（2003 年 11 月）に日本科学技術振興機構（JST）によって｢戦略的創造研究推進
事業（CREST）｣として採択された研究領域｢水の循環系モデルと利用システム｣の課題の一つである、
｢人口急増地域の持続的な流域水政策シナリオ－モンスーン・アジア地域等における地球規模水循環変
動への対応戦略－｣（代表者：山梨大学砂田憲吾教授）のチームの一員として参加した。この課題は 5
年計画で、2009 年 3 月に終了の予定である。このかなり包括的で大きな課題の中で筆者はアジアモン
スーン地域の地下水を担当した。その成果は毎年のチーム内の研究成果発表会で発表し議論を経て、
概要集に公表した。現地調査と研究成果は、そのつど関連学会で発表したあと学会誌に細かく報告し
た。チームの中間報告として公刊した『アジアの流域水問題』（2007、技報堂出版、301pp.）のなか
で、第 5 章｢アジア・モンスーン地域・氾濫原沖積平野の地下水利用と保全政策｣の項目（ｐ.226-243）
を執筆した⁴⁾。現在英文版を作成中である。 
また、これらの成果は国際的には、APHW（アジア・太平洋水文水資源学会）で 4 回、ハノイでの
International Workshop－Geoecology and Environmental Technology で講演し予稿集（英文）に発表した。
ついで、国連大学（ボン、ドイツ）が主催し UNESCO(IHP-Ⅵ)と協同の Groundwater and Human Security
の Case Study Project の Kick-off Meeting（第 1 回）で、｢国境をまたいだ帯水層問題と安全な水の問題｣
としてガンジス平野のヒ素汚染問題を、第 2 回目のエジプト・アレキサンドリアで開かれた会議で、｢気
候変動によって影響を受ける東南アジアの水資源と地下水の脆弱性｣について発表した。 
 本論はこの CREST による 5 年間の研究の成果の中核となる部分を取りまとめたものである。研究
の間に日本の研究者のみならず、各国の数多くの人に面談し貴重な意見を頂いた。厚くお礼を申し上
げる（表 2-1）。日本の研究者名は上記の和文の本に記してある。 
 
２．４   研究中に面談した主な関係者 
 本論は技術的な内容と共に、政策に関するとりまとめが重要な部分を占めるが、後者について公表
されることは少ない。したがってできる限り関係省庁の専門家と面談し、技術的な意見交換の中から
将来的な見通しについて、意見を聞きとるように努めた。技術論文と違い、公表された資料は少なく、
とくに外国人にはあまり知られたくない部分であろう。この際にも｢ギブアンドテイク｣を心がけ穏便
に対応することが大切で、こちらから類似のデータを説明し、その見返りにデータの提供を受けるこ
とが一番手早く、適格な資料を入手できる。この研究では一部を除き、新たな分析値の発表や、新技
術のシミュレーションを行う訳ではないので、目に見えるデータがない。日本の資料を取り揃え説明
することで、互恵の人間関係を築くことが資料収集の基礎となった。 
 資料の公開に対し、比較的オープンなタイやバングラデシュと、官僚主義のベトナムの国柄の違い、
そのベトナムでも比較的オープンな大学と公式文書無しでは何事も進まない官庁の違いなど、組織に
よって対応は異なっていた。それが政策の遂行や組織改革の進め方にも現れており興味深い。 
研究中に面談した各国の主な関係者を表 2-1 に示した。 
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表 2-1 研究中に面談した主な各国の関係者 
国 地 域 機 関 氏 名  
ハノイ地質鉱山大学 学長  Dr..Bui Hoc 
ハノイ地質鉱山大学環境学部   Dr.Dinh Thai Hung 
国立ハノイ大学副学長  Dr.Mai Thong Nhuan 
水理地質調査局副局長 Dr. Do Tien Hung 
ハノイ水道公社 Mr.Pham Van Thao 
ハノイ 
JICA ハノイ事務所 井崎 宏 次長、鈴木和信 
ベトナム南部水理地質局長  Dr. Do Tien Hung （previouly） 
ホーチミン 
ベトナム南部水理地質局技術主任 Dr,Bui Tran Vuong 
カントー大学メコンデルタ開発研究所 Dr.Nguyen Van Sanh 
ベトナム 
メコンデルタ 
アンギャン大学環境工学学部長 Mr.Nguyen Tran Nhan Yanh 
チュラロンコルン大学工学部 Dr.Sucharit Koontanakulvong 
天然資源環境省 Somkid Buapeng 総局長 
天然資源環境省 Dr.Vachj Ramnarong 
アジア工科大学 Dr.A.D. Gupta、Dr.Toshiya.Aramaki
タイ バンコック 
バンコック首都圏下水道局 Ms.Sirilak Leerasiri  
アジアヒ素ネットワーク事務局（AAN） 川原一之、対馬幸枝 
JICA ダッカ事務所 新井昭男、菅原卓也 
公衆衛生工学局（DPHE) 緒方隆二 （JICA 専門家） 
バングラデシュ ダッカ、ジェソール 
地下水水理局長 Mr. Md.Ejar Uddin 
インド コルカタ パルタ水道公社、ガーデンリーチ水道公社 Mr.Bivash Maity ほか  
環境と人間の安全に関する研究所 Dr.Zafar Adeel 
国連大学 
環境と人間の安全に関する研究所 Dr.Fabrice Renaud ボン 
国際水文年プロジェクト Dr.Jose Luis Martin-Bordes 
ユネスコ 
アレキサンドリア 国連水文年プロジェクト委員長 Dr.Jaroslav Vrba 
 
ま と め 
 過去東南アジアから南アジアの大陸にかけて総括的に地下水を研究したは例は非常に少ない。国
レベルの水資源のなかで論じた総論的な研究はあるが、国民の大多数が大河川下流の沖積平野に住み、
産業活動の多くを地下水に依存しているにもかかわらずほとんど地下水に触れた文献がない。筆者は
水理地質学を専門とするコンサルタントとして 1970 年代からアジアの地下水に係ることが多かった。
今回 CREST に参加し、ようやくアジアの地下水をまとめる機会を得た。 
最近地球レベルで気候変動に伴う長期的な見通しのなかで水資源の脆弱性や淡水資源の希少性が議
論されるなかで、ようやく人間生活に密着した地下水の問題が取り上げられるようになった。問題の
焦点は、地下水の現在のありようを明らかにする技術面ばかりではない。各地域が地下水を利用し多
様な障害に直面しながら、今後いかに有効に地下水を水資源として持続的に利用してゆく政策をどう
考えているかを知ることである。上述の 2 点の英文文献も CREST の成果も日本の考えを世界に発信す
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る点で今後大きな役割を果たすだろう。 
本論では地下水の｢器
うつわ
｣を考える学問である水理地質学を基本とし、アジアで地下水開発が半世紀も
先行した日本とくに関東平野の体験を踏まえて、モンスーンアジア各国の専門家と議論しながら、横
断的に将来の地下水の有効利用のための政策を考察した。 
 
参考文献 
 
1）堀 和明 他（2006）アジアの大河川にみられる沖積層.地質学雑誌．地質学論集，59，157-168． 
2)  Ohgaki,S.et al.(2006)Sustainable Groundwater Ｍanagement in Asian Cities.IGES, (CD-R 版),97pp. 
3) Takizawa,S.ed.(2008)Groundwater Management in Asian Cities :  Technology and Policy for Sustainablity. 
Csur-Ut.Series,Springer,334pp. 
4) 辻 和毅（2007）「アジアの流域水問題」砂田憲吾 編著．第 5 章 アジア・モンスーン地域・氾濫原沖積平野の
地下水利用と保全政策．東京，技報堂出版，226-243．   
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第 ３ 章   日本の地下水利用と地下水障害 
 
はじめに 
本章は前半において日本の水資源と地下水の利用の概要をまとめた。日本の地下水問題では代表的
な沖積平野であり地下水開発の先進圏である関東平野を中心に取り上げ、水理地質構造と地下水利用
を述べ、経済の高度成長時代に過剰な汲み上げの結果発生し、災害の拡大とともに大きな社会問題と
なったた地下水障害の経緯について詳しく述べた。それは地盤沈下、塩水浸入そして地下水汚染であ
る。その後に続く抑制策や対策については第 4 章の｢日本の地下水法制と地下水管理｣のなかで歴史的
な経緯も含めて説明した。  
 
３．1   日本の地下水利用と課題 
3.1.1   日本の水資源の概要 
日本の 2003 年における水使用量は 839 億 m³で、農業用水が 557 億 m³（66.4％）、工業用水が 121
億 m³（14.4％）、生活用水が 161 億 m³（19.2％）である。このなかで地下水が占める使用量は 104 億
m³（12.4％）である。水使用量は最近全体として減少傾向にある(図 3-1)¹⁾。なお、水使用量 839 億
m³は、日本の再生可能な年間水資源量（総降水量から蒸発散量を差し引いた量）の 4200 億 m³に対し
て約 20％に当たり、水ストレス比の上限の目安である 40％より低く、渇水に脆い体質ではない²⁾。し
かし水は経済的な流通財ではないため、地域別の値に意味がある。関東地方で 40％と上限にあり、近
畿地方で 27％、東北地方で 23％と下がって、最小は北海道の 10％となる¹⁾。 
Water use in Japan from 1975 to 2003
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
1975 1980 1985 1990 1995 2000 2003
Agriculture
Industry
Domestic
0.
1 
bi
lli
on
 m
3/
y
 
 
 
日本の近年の水需給に関し基本となる施策は、1987 年に策定された全国総合水資源計画（ウォータ
ープラン 2000）であった³⁾。しかしながら、1983～1995 年間の水需給推移で都市用水（生活用水＋工
業用水）の需要量は、実績値が予測値を大きく下回り、1995 年時点で降水量が｢通常の年｣では供給量
が需要量に追いついた。具体的には生活用水、工業用水および農業用水の需要量はそれぞれ年平均伸
び率で見ると、2000 年までの見込み 2.0％、2.03％および 0．4％に対し、1995 年までの実績は 1.2％、
－0.53％および 0.03％(推計値)であった³⁾。このため計画の見直しが始まり 1999 年に 2015 年を目標
とした｢ウォータープラン 21｣が策定され、実際の需要増加率に下方修正して公表された。具体的な数
図 3-1 日本の水資源使用量の変遷 (日本の水資源，2004 から作成) 
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字は、表 3-1 に示したように、2010 年時点で、農業用水は需要量を供給量が上回るが、都市用水（生
活用水+工業用水）は 2010 年の目標年に 28.1 億 m³不足すると予想されている（表 3-1）。 
このプランで重要なことは、水源確保の目標が｢水需要に追いつく｣ことから｢利水安全率の向上、環
境用水等の新たなニーズへの対応と安定供給維持のための施設の充実へ｣移行したこと、水源確保の手
法が｢ダム等による開発｣から｢既設施設の有効利用と多様な水源の確保へ｣に政策転換されたことであ
る。建設一本槍から既存施設の維持管理へ大きな政策転換が明記されたことは、以後の公共事業の削
減政策につながってゆく。また環境用水等新たなニーズへの対応が目標となったことも、1997 年の河
川法の改正（地域住民のニーズの反映、環境への配慮）と相応して注目すべき点である。 
938.6915.7954.4888.9合計
328.2326356.3303.4都市用水
610.4589.7598.1585.5農業用水
2010199520101995年
水供給量
（億m3/年）
水需要量
（億m3/年）
 
｢ウォータープラン 2000｣の予測と実績の差異は主として工業用水の純減少によるものであった（図
3-2）。これは工場の排水に法律的な規制（1967 年の公害対策基本法や 1970 年の水質汚濁防止法など）
が課せられたこと、東京では 1965 年から代替の工業用水の供給が開始されたことが影響している。そ
のため回収水の再利用が進み約 79.2%(2004 年)におよぶ高い回収率を達成した。このように永年に亘
る企業努力と、重厚長大型から水少消費型産業へ大きな産業構造の変化に由来する水需要抑制の効果
は大きなものがあった。工業用水の三大消費産業は、製鉄鉄鋼業、化学工業、製紙業であり、全体の
71％を占めた。これらは用途が主に冷却用であったこと、大企業が大半であり、回収水利用の節水施
設への投資も充分であったことによる¹⁾。 
図 3-2 の右図は 1965 年から 1年ごとの企業の公害対策投資額の変化を示したグラフだが、1965 年か
ら 1975 年の 10 年間に急増している⁴⁾。この急激な増加は回収率の増加と調和しており、投資額の中
にリサイクル施設費も含まれていると推測される。農業用水も減少傾向にあり、その要因は米余りの
対処策である減反（水田面積は 1970 年の 342 万 ha から 2002 年の 264 万 ha に減少）という日本の農
業政策の転換によるところが大きいと思われる。 
このように水需要量の減少は第一次と第二次産業の構造転換という大きな社会変化を反映したもの
であった。一方生活用水は緩やかに増加傾向を示している。人口の都市圏への集中と生活様式の向上
によって、大都市と中堅都市への水供給は、上流地域の過疎化と裏腹の関係で水配分の再編という水
政策の転換を迫っており今後の課題といえる。 
また、減反による農業用水の減少と上流地域の過疎化は、余剰水と土地の他目的への用途転換問題
として表面化し国策レベルで水利権の転用がなされているが、全体の利用量に比べればわずかである
表 3-1 ウォータープラン 21 の数値目標（国土庁，1999） 
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(2005 年時点で 184 件、約 570 万 m³/日)¹⁾。さらに水田面積の減少による地下水への涵養機能の低下
は下流地域での地下水位の低下となって現れており（例えば熊本地域、第 5章で詳しく述べる）、土地
利用を含めた涵養機能の維持と対策を先取りした計画の策定と実行は緊急の課題であると思われる。 
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3.1.2  日本の地下水利用の歴史 
日本における地下水の本格的な利用は紀元前 5 世紀頃稲作が導入され、人口の増加と灌漑の必要に
迫られて、地下水の露頭である湧水から始まったであろう。関東平野の谷地田
や ち だ
は良い事例である。湧
水を起源とする表流水や人力で制御し易い小流域の河川が飲用や灌漑に利用され集落が成立したと考
えられる。しかし大河川の近辺は洪水の度に氾濫原が広がって流路が定まらず、後背湿地や葦原が多
く生活用水の確保や水田の維持の難しさから定住の地と為り得なかったはずである。また、敵からの
防御面からも適地ではなかったと思われる。わずかに自然堤防の微高地が砂質で、水はけも良いこと
もあり利用された⁵⁾。 
地下水の利用に関しては、稲作農耕文化への生活様式の転換が井戸や排水溝を出現させた主な要因
と考えられている⁶⁾。素掘りの小口径の穴を木板で保護した深さ数メートルの井戸が登呂遺跡から発
掘されており不圧地下水の利用の始まりを示している。以来各地で木製枠や石積み壁の井戸が発掘さ
れ、このレベルの技術の時代が長く続いた⁷⁾。地下深くに存在し自噴する被圧地下水を意図的に利用
するようになるのは江戸時代中期、江戸で竹筒の掘り抜き工法（例えば上総掘り）が開発されてから
である⁸⁾。 
20 世紀に入って欧米から機械式掘削機が輸入され、ポンプも導入されて地下水開発は深い被圧地下
水を対象として急激に進んだ。それと共に湧水の枯渇、地下水位の低下、地盤沈下や塩水浸入が進行
し、そして近年には地下水汚染の障害が発生した。 
3.1.3 近代の地下水利用 
 最近の日本における地下水利用量（2004 年）は約 124 億ｍ³（約 3400 万ｍ³/日）で、淡水の全利用
量（835 億ｍ³）に対して約 15％を占めるが、ここ数年利用量はわずかずつ減少している（図 3-3）¹
⁾。都市用水は 51％で約半分を占める。 
人に一番身近な生活用水の場合、地下水が占める割合は 22%で、用途別では工業用水の 29%に次いで
図 3-2 工業用水の回収水・回収率と公害対策費の変化（日本の水資源，2006 から作成，右図は松下，2007 による）
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依存度が高い¹⁾。全般に河川水の水質が悪いため、伝統的に地下水に依存する度合いが 50％を超える
欧米の生活用水に比べると半分以下の割合である。日本内でも水資源の中で地下水に対する依存度は
地域によって異なる。関東内陸、東海や南九州で 22～25%、近畿内陸と四国で 17～19%前後と高く、次
いで北陸と関東臨海で 13～15%となる。反対に北海道、東北、中国で 3～6%と低い¹⁾。これはその地域
に地下水が賦存する水理地質条件があるがどうかということは当然だが、他の水源（表流水）が優先
的に開発され取水できる条件が整っている場合、工業の業種やその規模、農地の位置や面積、人口規
模、コストなど社会条件を反映して、地下水の利用割合が違っていると思われる。 
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図 3-3 日本の地下水利用（1999～2004）（日本の水資源，2005 から作成） 
 
３．２  関東平野における地下水利用と地下水障害 
3.2.1  地域の概況  
関東平野は日本列島のほぼ中央に位置し、1 都 5 県に跨った日本で一番広い代表的な平野である。
平野は東西に約 75 ㎞、南北に約 75 ㎞の拡がりをもち、約 5500 ㎞²の面積である。海岸部には埼玉、
千葉、神奈川各県と東京都があり、内陸部に茨城、栃木、群馬がある。全域で約 4000 万人、平野部
で約 3300 万人の人が住んでいる。アジアの他の平野と比較する場合の目安として、広さは東京から
平野の最上流の前橋までほぼ 100 ㎞であり、その標高差は 100m ほどである。この地形勾配はほぼ１
/1000 に相当するが、他のアジアの平野と比較すると 10～40 倍となりかなり急である。関東平野の年
間降水量は 1470mm で、6 月の梅雨と 7 月～9 月の台風襲来時に集中し冬季は少ない。 
3.2.2  水理地質構造 
関東平野の地下では新生代の中期以降、急激な沈降が始まって大きな堆積盆地が形成され、古生代
以降の硬く古い基盤岩の上に砂、礫、シルト、粘土、火山灰などの砕屑性堆積物が 2000～3000ｍも
厚くたまった（表 3-2）⁹⁾。これらの下部（中新世～更新世中期）の海成堆積物が三浦層群や上総層
群と呼ばれる地層で天然ガスやかん水を含んでいる。第四紀更新世後期になると、堆積盆の沈降の場
は平野の中心に北上し、浅海性から内湾性の地層となる。第四紀更新世中期以降には大規模な海進に
より、堆積盆は急激に埋積されていった。これらは下総層群と呼ばれ、地層は礫を含む砂層や粘土層
の頻互層で、良好な帯水層となっている。その厚さは最大で 400～500m である。 
3.2.3  地下水開発と利用 
関東平野における大規模な地下水開発は、京浜臨海地域で工業用水の取水から始まった。それは第
二次世界大戦以前から始まっていたが、とくに取水量が増加するのは戦後である。取水は下総層群や
それ以浅の第四紀の埋没谷型の帯水層が対象であった。また、1951 年から東京や千葉で上総層群に含
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まれる大量のかん水が揚水され天然ガスが採取された(図 3-4)¹⁰⁾。上位の淡水の地下水と下位の天然
ガスかん水の二つの層から地下水が多量に取水された結果、地盤沈下と塩水浸入の地下水障害が発生
した¹¹⁾。東京都は鉱業権を買い上げ 1973 年以降天然ガスの揚水を中止したが、千葉県と新潟県では
後に述べるように現在も続いている。 
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現在の地下水利用は県別に統計が発表されるため、関東平野の範囲で正確な数字は把握しにくいが、
山梨県を含めた関東圏における 2007 年の利用量は、都市用水は関東平野の臨海部（埼玉、千葉、神
奈川各県と東京都）で 215 万 m³/日、内陸部（茨城、栃木、群馬、山梨各県）で 219m³/日で、合計
434 万 m³/日である¹⁾。地下水が全都市用水資源のなかで占める度合いは臨海部で 14.3%、内陸部で
42.8%となり、内陸部で圧倒的に依存度が高いのが特徴的である¹⁾。関東圏全体では農業用水を入れ
た地下水利用量（795 万 m³/日）は全水資源需要のなかで 18.7%を占め、全国平均の 12.5％より高い。 
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3.2.4  地下水障害―地盤沈下と塩水浸入 
戦後の産業復興とともに水需要が急増し、地下水も例外ではなかった。とくに京葉臨海地域では、
深さ 30～40m 以浅の不圧帯水層とより深い（深度 400m まで）被圧帯水層から地下水が揚水された。
図 3-4 東京での天然ガスかん水の揚水量（m³/日）（右図）と工業用地下水量の減少（近藤，1980）（左図） 
表 3-2 関東平野の水理地質層序表（楡井，1988 等より作成） 
（点線は不整合関係を示す） 
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加えてさらに深い被圧帯水層から天然ガスを含むかん水が揚水された。その結果これらの帯水層の地
下水位は大幅に低下し、挟在するシルト層や粘土層が圧密沈下を起こし、地表面に影響がおよんで沈
下する地盤地下が発生した¹¹⁾。江東区など東京や千葉の湾岸では、いわゆる“ゼロメートル地帯”が
出現し、ビル建物や井戸の抜け上がり、洪水と高潮による冠水を何度も被災した（図 3-5）¹²⁾。東京
の東部低地では外郭堤防の修築事業だけでも 270 億円を超え、水位調節のための樋門の建設など、復
興にかかった費用は官庁と民間を合わせて 820 億円以上にのぼる膨大な額であった¹³⁾。 
 図 3-6 は日本の代表的地点における地盤沈下累積量の 20 世紀 100 年間の経年変化と累積量を示し
ている¹⁴⁾。非常に簡潔な図だが、関東平野を含めて日本の地下水開発の“生き証人”として重要なこ
とを語っている。 
日本では古来手軽な都市水資源として、地下水を利用する地の利に恵まれてきた。明治時代以来、
産業振興に努め近代国家としての道を歩んできた。20 世紀に入って欧米の井戸掘削や揚水技術を導入
し、地下水を盛んに利用してきた。しかし当時地下水は水法上の明確な規定がなく、事実上私有権の
範囲にあったため工場や人口が集中した大都市周辺では開発が急激に無秩序に進み、下記に述べるよ
うな苦い経験をした。 
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その結果東京や大阪では地盤沈下が発生した。沈下が広い範囲におよぶことは、関東大震災（1923
年）のあとに実施された精密水準測量の結果発見されて以来、一世紀間の沈下累積量は東京で 4.5m
に及んだ。大阪の地盤沈下も京都丹後地震（1927 年）のあとの測量結果によって広域的に確認された。 
地盤沈下は第二次世界大戦中一時緩やかになった。これは空襲によって工場が操業を停止し、地下
水位が回復した結果と考えられ、図らずも諸説が論争中であった地盤沈下の原因について、地下水位
の低下による粘性土層の圧密によって発生するとする和達説の正しさが証明された¹⁵⁾。  
戦後、1950 年から 1960 年代、産業の復興と共に再び地下水の揚水が始まり、京浜、大阪や名古屋
の湾岸地域の地盤沈下は地下水の取水とともに急激に進行した。地下水位が低下するに従って地盤沈
図 3-5 東京・東部低地における地盤沈下（左上）、ゼロメートル地帯（左下）、台風による冠水地域（右上）、 
外郭堤防（右下） （稲見，1976 に加筆） 
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下は地方でも急速に進行した。旧公害対策基本法で「典型七公害」のひとつとされた所以である。特
に伊勢湾台風（1959 年）による大規模な高潮災害で、ようやく本格的な地下水規制の動きへと具体化
した。その結果、1956 年の工業用水法（1962 年改定）と建築物用地下水の採取の規制に関する法律
（通称ビル用水法、1962 年)の制定によって、京浜、名古屋、大阪などの指定地域の地下水揚水は一
応規制されたが、すぐに実効はあがらなかった。 
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これは法律の規制の甘さ（井戸の深さ、揚水量は口径に置き換え、命令ではなく勧告条項など）が
あったほか、地下水から河川水へ工業用水の水源転換と、用水の回収水再利用に時間がかかったため
である。ようやく 1965 年から 1973 年間に工業用水の回収率の伸びは、36.3%から 62.0%と 25.7 ポ
イントも急上昇した（図 3-2）¹⁾。東京東部低地では 1965 年から代替水源の工業用水の給水が始まっ
た（図.3-7）¹⁶⁾。沈下が止まり停滞からわずかに回復に転ずるのは、二つの法律が施行されてから
10 年後、ほぼ第 1 次オイルショックの時（1973 年）と符合する。 
しかし、地盤沈下は、指定地域を外れた周辺の関東中央～北部や新潟、佐賀平野など地方分散化の
傾向が出てきた（図 3-6 の矢印の方向）。これらの地域では現在地方自治体が条例や要綱を定め、地下
水の取水規制を始めた。しかし必ずしも完全に規制の目標に達している訳ではない。 
関東平野一円(栃木、群馬、埼玉、茨城と千葉県の一部)では、従来から工業、農業、生活用水を地
下水に頼ってきた。1956 年に法的な規制が首都圏で始まると、指定地外の関東地域で地下水の使用が
増加し、地盤沈下地域も拡大していった⁹⁾。このような事態に対し、国は 1981 年の地盤沈下防止等
対策関係閣僚会議の決定に基づき、地盤沈下防止等対策要綱による指導で、関東平野地盤沈下防止対
策要綱（1991 年）を関係県知事に通達した¹⁾。この通達が関東地方では、閣議決定から 10 年を要し
たのは地元との調整が難しかったことを伺わせる。同じ指導を受けた濃尾平野や佐賀・白石平野と比
べて 6 年も遅れている。 
さらに、要綱は各県の行政の努力目標であって法的拘束力がない。この要綱では対象地域は地下水
位低下、地盤沈下や塩水浸入の障害の恐れのある保全地域と周辺の観測地域の二地域に分かれる。保
全地域では取水目標値が掲げられて一応の規制がある。関東平野では 1980 年代後半には保全と観測
の両地域で 356 万 m³/日もの取水があったが、そのご規制効果が現れしばらく減少傾向にあった。 
しかし近年は保全地域では 2000 年目標が 4.8 億 m³/年（130 万 m³/日）に対し、2002 年までのこ
図 3-6 日本の代表的な都市における地盤沈下の累積量(cm)（環境省，2004 に加筆） 
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こ 4,5 年間、5.2 億 m³/年（137 万 m³/日）で推移し目標を大きく上回っている¹⁾。同じように同上の
要綱で関係各県が取水量を規制されている濃尾平野と筑後・佐賀平野（両者は 1985 年通達）ではい
ずれも目標値を下回っているのとは対照的である。この要綱に定められた 3 地域は 2005 年に連絡会
を設置し、地下水の規制目標を現行通り（関東は 1991 年決定、濃尾と佐賀・白石は 1995 年改正）と
し、5 年ごとに評価を見直すことで合意した¹⁾。地盤沈下が、依然として関東に集中している現状か
ら、地下水取水の削減に向けた努力が必要である。 
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さらに、現在でも地盤沈下が完全に収束していないことは、1984 年、1988 年、1994 年のように渇
水時になると地下水の利用が増加し、また繰り返し沈下地域が広がっていることからよく分る(図 3-8)
¹⁷⁾。佐賀・白石平野は主に農業用水が緊急に揚水された例であるが、生活用水でも同じことと思われ
る。 
これは、逆に言えば地下水が渇水時の水源として頼りにされていることを如実に示している。地盤
沈下が決して決着した過去の問題ではなく、現在の問題であることと、地下水が渇水時の水資源とし
て重要であるという両面から再認識を迫る資料である。年間 4ｃｍ以上沈下する地域は 1997 年以来無
いが、年間 2ｃｍ以上地盤沈下する地域は 1997 年以後 2002 年まで横ばい傾向で 8 ヶ所前後だが、面
積は 2002 年には 461km²と増加している¹⁷⁾。2004 年の 2cm/年以上の沈下地域は大部分が千葉県内で
その面積は 149 ㎞²に及ぶ。九十九里平野と千葉県北部では天然ガスを含むかん水は、ここ 5 年間を
通して5500万m³/年と最盛時の6割が依然として取水されており、これが原因と考えられている¹⁷⁾。 
最近の新聞報道によると石油や天然ガスの高騰に伴って、日本の天然ガス（新潟、千葉）業界では
操業をフル回転させている（日本経済新聞 2008.5.27）。恐らく 2008 年度の地盤沈下地域は以前に増
して広がると予想される。 
地下水位の低下によって地盤沈下が進行していた時期、沿海部の帯水層では地下水の塩水化が同時
図 3-7 東京・東部低地の地盤沈下と工業用水と地下水揚水量の変化（東京都水道局，2007 に加筆） 
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に発生した。通常、沿海では比重の大きい海水がくさび状に淡水の地下水の下位に浸入して、その境
界は静水圧的にバランスした地下深度にある。内陸で地下水位が急激に低下すると、このバランスが
壊れ塩水が地下浅い部分まで浸入した。 
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図 3-9 は 1961 年から 1966 年にかけて、静岡県田子の浦と近傍の沿岸部で発生した塩水浸入と地下
水位の変化を示した図で、地下水の取水によって深井戸の地下水位が低下するともに塩素イオン濃度
が急激に上昇する様子が見事に捕らえられている¹⁸⁾。この地方には製紙工場が数多くあり、富士山域
で涵養された豊富な地下水を大量に利用していたため、塩水浸入が発生したが、当時似たような地下
水障害は東京湾岸、大阪湾岸など日本の多くの沿岸地域で発生した。 
図．２ 海岸線から１．２ｋｍ内陸にある深井戸の塩素イオン量と静水位の経年変化（１９６１－６６）
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静水位
１９６１ １９６６
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10,000 mg/ｌ
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－5 ｍ
 
３．３  地下水汚染 
地下水の水質は 1970 年に制定された水質汚濁防止法の第 15 条によって、公共用水域や地下に排水
図 3-8 地盤沈下面積の経年変化（km²/年），（環境省，2004 から作成・加筆） 
図 3-9 海岸線から 1.2 ㎞内陸にある深井戸の塩素イオン量と静水位の変化(1961-66)（村下・岸，1967 に加筆)
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する工場や事業所で監視されるようになった。1988 年以来、毎年都道府県知事が作成する測定計画に
従って測定された結果が環境大臣に報告される。監視成分は 1993 年と 1997 年に追加され、2004 年で
は 26 項目（健康項目）である（地下水汚染関連の法規は後の表 4-3 にまとめた）。地下水調査は目的
によって①概況、②汚染井戸周辺調査、③定期モニタリング調査に分けら、その調査数はそれぞれ、
①と③が 5000 本ほど、②が 2000 本足らずである。これは毎年同じ井戸がモニターされている訳では
なく、各県から上がってくる調査の総計を示している。 
2004 年の結果は、図 3-10 で示すように Nitrate-N,Nitrite-N,ヒ素,テトラクロロエチレン,フッ素,鉛そ
してトリクロロエチレンが地下水の水質基準を超えて推移している¹⁹⁾。とくに前二者の割合が高い。
これは Nitrate-N and Nitrite-N で全資料の 5～6％が基準を超過している。これは肥料や家畜の排泄物の
影響が及んでいると推測される。 
このように、水質の超過確率の変化は、時代的に 1980 年代末に始まり、90 年前半に崩壊したバブ
ル経済とその後の時代を、地下水汚染という姿で示すことになった。経済の破綻は、特に大都市周辺
で工場の移転やそれに並行した都市の再開発を招いた。それに伴い、金属や VOCs (Volatile Organic 
Compounds、揮発性有機化合物)による土壌や地下水の汚染が明らかにされた。金属汚染は六価クロム、
ヒ素、銅などである。図 3-11 は 2000 年の基準を超過した項目ごとの試料数を示した図である¹⁴⁾。
重金属ではヒ素は、VOCs ではテトラクロロエチレンとトリクロロエチレンの数がずば抜けて多い。 
図 3-12 はある地方の点源で発生したトリクロロエチレンに起因する地下水汚染を示したものである。
この帯状の拡がりが地層の高電気比抵抗帯と一致することから、汚染物質は砂や礫層からなる埋没し
た旧河道に沿って拡がったことが明らかにされた²⁰⁾。このような揮発性有機物質に限らず、重金属に
よる地下水汚染も発生した。 
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      図 3-10  地下水質の監視項目のなかで基準を超過した確率の変化（環境省，2004 から作成） 
 
このように日本は都市開発や産業発展とともに、過剰な地下水開発によって地下水障害が発生し、
その抑制や防止に多額の費用と労力を要したという苦い経験をした。 
しかし現在では後に述べるように地下水は限られた資源として認識され、適度に利用することの重
要性が理解された。これは地下水の持つ利点を生かしながら持続的に利用するためには、地下水を取
り巻く水文循環システムを解き明かし、水収支を考慮しながら運用し、多くの人が納得できる社会経
済的な判断基準に従って管理することが不可欠であることが広く認められてきたことに他ならない。 
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図．３ 地下水汚染ートリクロロエチレンの汚染の拡がり
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 ま と め 
日本の本格的な地下水開発は欧米から機械式掘削機とポンプの輸入により、20 世紀初頭に大都市と
その近郊で始まった。安価で元位置で調達できる水源であったこと、水利権等の法的・社会的規制が
無かったことから、手軽に入る都市用水（工業用水と生活用水）として急速にしかも無秩序に取水さ
れた。その結果大阪や京浜地域では地下水位が低下し地盤沈下が発生した。しかし、都市活動が優先
され、明確な因果関係は解明されないまま、対策は放置された。第 2 次世界大戦中産業が壊滅した時
に沈下は一時沈静化したが、戦後の 1960 年代から始まった経済高度成長時代に、再び地下水取水は急
激な増加の一途をたどり、とくに東京東部の低地では地下水位は地表面下 60m まで下がり、累積沈下
量は 4m を越えた。その結果｢ゼロメートル｣地帯の拡大は、度重なる洪水被害を招き大きな社会問題と
なった。まさに｢公害｣であった。同時に海水が内陸の帯水層にくさび状に浸入する地下水汚染や、有
害物質の不法投棄による地下水汚染も発生した。このような地盤沈下を典型とする地下水公害は日本
各地の沖積平野で発生し、豪雨時の浸水や建造物の破壊など二次的な災害も多発した。これに対し、
市民が｢反公害｣運動に立ち上がったのは当然の成り行きであった²¹⁾。第 4章ではそのような全国的な
 
図 3-12 トリクロロエチレンによる地下水汚染の拡がり（新藤・唐・杉江，1986） 
図 3-11 地下水の基準値を超えた物質の数（環境庁，2000 から作成） 
 22
公害の発生に対して、国や地方自治体がどのように対策し災害を抑制していったかを、産業界の動き
も含めて考察する。 
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第 ４ 章   日本の地下水法制と地下水管理 
 
はじめに 
本章では、日本の｢公害｣の一つであった地盤沈下を始めとする地下水障害の抑制対策として、大き
な社会的基範となった｢地下水規制｣の法律と関連する法律について制定の経緯を考察する。また、日
本の環境政策に大きな影響を与えた国際的な環境保全の動向等について述べる。後半では現在の日本
の水循環と地下水保全に極めて重要な役割を果たしている｢環境基本法｣について述べた。 
さらに、最近の地下水位の回復に伴い社会的な新しい動きについて述べる。また重要なことは地下
水を含む｢水資源をめぐる政策や法制度に関する胎動｣が、最近国や地方自治体にみられることである。 
おわりに、本章まで述べてきた日本の地下水問題の発生から沈静化にいたる長い歴史のなかで学びと
った教訓として、｢地下水障害の緩和策から管理保全策へ｣進展した経緯と、さらに進んで｢流域管理の
重要性の認識｣に至った考え方についてまとめた。その流れに沿って第 5 章では流域管理の実践的事例
として熊本地域を取り上げた。  
 
４．１  地下水二法から 1990 年ごろまで 
日本では明治時代以来地下水に関する法律は存在しない¹⁾。この間の長い時代地下水に関する判例
の根拠となった法律は民法第 206 条の「所有権は法令の範囲内において自由にその所有物の使用、収
益、処分をなす権利を有する」と第 207 条の｢土地の所有者は法律の制限内において土地の上下に及ぶ｣
の定めであった。この 2条は第二次大戦後は上級法として憲法 29 条の「財産権の内容は公共の福祉に
適合するように法律（民法第一編のこと）でこれを定める」という財産権の規定のもとにある（表 4-1）
¹⁾。 
前節で述べたように時代の変化とともに地下水の利用が増え、戦前は地下水や湧水に係る法的な係
争が数多く発生した。多くの判例は上記の民法に従い、土地の所有者に自由に地下水の使用を認める
主旨であったが、なかに他人の権利を侵害しない範囲で利用を認めるという私権の濫用を制限した時
代に先駆けた判例がある¹⁾。しかし私権の及ぶ範囲を制限するまで踏み込んだ判例はない²⁾。いわば
「地下水は私水であって、土地所有者が自由に使える」のが判例であった。これは当時地下水が土地
（土壌）に付着するものであって、現在の地下を流動し移動する水（水脈）であるという正しい科学
的な理解がなかったことによると思われる。 
しかし戦後の昭和 41 年の宇和島地裁の判例では、「地下水は一定の土地に固定的に専属するもので
はなく地下水脈を通じて流動するものであり、その量も無限ではないから、（中略）共同の資源たる地
下水をそれぞれ独立に利用している関係にある（後略）」として、地下水について科学的に正しい認識
が初めてされた。その結果水道水源が公共の福祉のために必要であるとする被告の主張は、水道水源
として多量に地下水を汲み上げたことにより、近隣の井戸に海水の浸入を招いたとして退けられた（下
線は筆者による）²⁾。 
地下水についてはこのように法律的に明確な位置づけがないままに、第二次大戦後の高度成長時代
に地下水の取水が増加するに至った。従って再び地盤沈下が激化し全国で顕在化した。その防止策と
してようやく 1956 年に工業用水法が制定されたが、適用地域は代替水源が既に確保されているか、あ
るいは一年以内に導入される大都市地域（指定地域）に限られ、地下水の利用は既得の工業用水とし
て温存されたため沈下は鎮静化しなかった³⁾。同法と 2年後の 1958 年に制定された工業用水事業法は
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産業界にとっていわば「ムチとアメ」の対になった性格の法律であるといえる。 
しかし事態の深刻化に伴い、同法は 1962 年に事項決定の迅速化を図るため、工業用水審議会の設置
を規定した第三章が削除され、使用者に対する緊急措置は、「地下水の採取量を減少すべき旨を指示す
る」から「命ずる」（第 14 条）に改正されるなど、工業用水の確保から地盤沈下の防止に向けた改定
がなされた⁴⁾（下線は筆者による）。こうして同年に制定された建築物用地下水の採取の規制に関する
法律（通称ビル用水法）と共に地盤沈下と塩水浸入に対する抑止効果を挙げ始めた。二法による指定
域は 1984 年まで漸次周辺地域に拡大され、2008 年現在、工業用水法は指定地域を南関東・東京湾岸地
区や伊勢湾地区、大阪湾岸等の 10 都府県に、ビル用水法は埼玉、千葉、東京、大阪の 4都府県内を指
定している。指定は「地盤が沈下し高潮等の災害が発生するおそれのある場合」となっており、予防
的指定ではなく、完全に後追いになっている。 
いっぽう、特定多目的ダム法（1957 年）と水資源開発促進法(1961 年)により利根川源流域に多くの
多目的ダムが建設され、都市用水は 1965 年から 1975 年の 10 年間で 250 万 m³/日から 530 万 m³/日に
倍増した⁵⁾。東京東部低地では 1965 年の工業用水供給開始とともに、地下水揚水量が激減し、地盤沈
下が収まった様子がよく判る（図 3-7）⁶⁾。渇水続きで直前まで心配された東京オリンピックが開催さ
れたのは 1964 年 10 月のことであった。利根川から荒川に水を供給する武蔵水路（最大 10m³/秒）が完
成したのは 1968 年のことである。 
上記の地下水二法は公害を規制する対症療法的なの特別法であった³⁾。これは後に法律（公害）の
適用を受けない周辺地域や地方に地下水障害が波及する抜け道ともなった。しかし、現在日本で地下
水の揚水を規制する法律はこの 2 法のみで、その後地下水法制定の動きはない。現在では地下水問題
には水量だけでなく水質がからんでおり、どこが主管する省庁となるか行政上複雑になっている。 
いっぽう、工場排水やばい煙等の公害に苦しんだ地方自治体が国に先駆けて公害対策を打ち出し、
独自に条例を制定したことは多いに評価すべきである⁷⁾。1949 年の東京都に始まり、神奈川県（1951
年）、大阪府（1954 年）、福岡県（1954 年）など当時四大工業地帯と呼ばれた地域である⁸⁾。遅れて国
は 1967 年に公害対策基本法を制定し、それを受けて多くの地方自治体は公害対策に関する条例を制定
した。その条例では公害の一つとして地盤沈下は当然注目され、井戸に掘削の届出制や揚水量の報告
制を規定して、地下水の取水規制にある程度効果を挙げた。これは後に述べる環境基本法が定めた地
方自治体の責務に則って、地方自治体が環境条例を定め独自の環境保全や地下水保全に具体的な施策
を開始した先駆けとして、注目すべき施策の展開方向であったと評価できる⁹⁾。 
しかし、公害対策基本法と環境基本法の 2 つの法律で最も異なるのは、法律の根幹となるキーワー
ドが「公害対策・救済」から「環境」に発展・展開したことである。これは悪化した事態に対応する
「対症療法」から、目標意識をもった「環境保全」に取り組む段階に発展したことを意味する。この
間に実に 26 年もの年月を要している。第二次世界大戦後の日本の水資源や地下水および環境に関連す
る法律、ならびに主に水環境保護の関する世界の動向については表 4-1 にまとめた。 
そのご、しばらくの間は 1970 年の「公害国会」で水質汚濁防止法の制定など公害関係の法律の制定
や改正が行なわれたほかは、地下水問題に関する法的な動きは無かった。ようやく、1974～75 年にか
けて、一時期地下水法制が盛んに議論された¹⁰⁾。これは上記の 2つの法律（工業用水法とビル用水法）
によって地盤沈下は指定地域では抑制効果が現れたが、同時に全国的に地盤沈下が見られるようにな
って、根本的に問題を考えなければならないのではないかという社会的な空気が醸成されたことによ
る。しかし当時地下水と地盤沈下との定量的な因果関係の解析手法が未熟で、とくに法律に馴染みに 
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表 4-1 日本の地下水法制および関連法と世界の動き 
年 代 法 律 等 世界の動き等 
1896 
（明治29年） 
民法206条・207条（第2篇物権 第3章所有権・
第１款所有権の内容及び範囲）   
1948 温泉法 
1949 東京都工場公害防止条例 
1950 国土総合開発法 
1956 工業用水法 
1957 特定多目的ダム法 
1957 自然公園法 
1958 工業用水道事業法 
1958 公共用水域水質保全法 
1958 工場排水規制法 
1961 水資源開発促進法（フルプランの作成） 
1962 工業用水法改正 ビル用水法 
1964 新河川法 東京オリンピック 
1965 宮古島地下水保護管理条例 
1967 公害対策基本法  各自治体の条例  
1968 都市計画法、砂利採取法 武蔵水路完成 
1970 公害対策基本法改正  水質汚濁防止法 公害国会（公害関係の14法の制定、改正） 
1971 環境庁発足 
1972 自然環境保全法 国連人間環境会議（ストックホルム） 
1974～75 地下水法制議論活発になる 
1977 国連水会議（マルデルプラタ） 
1984 湖沼水質保全特別措置法 
1987 宮古島地下水保護管理条例改定 ウォータープラン2000 
1989 水質汚濁防止法改正 
1990 水質汚濁防止法改正 
1992 地球サミット、アジェンダ21 
1993 環境基本法 
1994 環境基本計画の策定（１）、各自治体の条例 
1994 
特別水道利水障害の防止のための水道水源水
域の水質保全に関する特別措置法（水道水質保
全特別措置法） 
1994 水道原水水質保全事業の促進に関する法律（水道保全事業法） 
1996 世界水会議 
1997 環境影響評価法 
1997 河川法（改正） 
1997 地下水の水質環境基準制定 世界水フォーラム（第1回） 
1999 ウォータープラン２１ 
2000 環境基本計画の見直し（2） 世界水フォーラム（第2回）、国連ミレニアムサミット 
2001 河川法（改正）、海洋法（改正） 環境省発足 
2002 土壌汚染対策法 ヨハネスブルグサミット 
2003 世界水フォーラム（第3回） 
2006 環境基本計画の見直し（3） 世界水フォーラム（第4回） 
 26
くい点があったことと、日本の縦割り行政を象徴するように当時水行政に係わりのあった建設、農林、
通産の各省、科学技術庁、環境庁にまたがった水に係わる関係省庁間で考え方が異なり、産業界の経
済的な利害の調整もつかず立ち消えになってしまった。 
この時の主な論点は地下水法制の目的、規制の内容、代替水の義務、地下水の性質を巡る公水化の
議論であった（表 4-2）¹⁰⁾。現在でもこの議論に対する結着はついていない。いずれは水循環の一環
として地表水と地下水を含めた包括的かつ総合管理的な法制度が議論されるであろうが、当時のよう
な議論が社会的な表舞台で再び俎上に近い将来に載ることは無いだろうと思われる。なぜならその議
論が社会的に関心を集めた年の 18 年後の 1993 年に公害対策基本法に代わって環境基本法が制定され
たからである¹¹⁾。しかし時代は動いている。最近の動向は 4.4.2(31 頁)に示した。 
表 4-2 ４つの地下水規制案の考え方（参考文献（10）の表の一部を割愛した） 
規制の内容 
採取＊３   目的 対象＊１
規制の
対象地域
新規 経過措置
代替水 
地下水の
性質 
中央公害対策審議会 
地盤沈下部会(環境庁）
(S49.11)  
地盤沈下 
予防 
地下水 指定地域 許可制 2～5 年 努力義務   
古賀試案（S49) 
地盤沈下 
予防 
地下水 指定地域 許可制 1～5 年 努力義務   
地下水管理制度研究会 
(建設省）（S49.11) 
地下水の 
総合管理 
地下水 ＊２ 許可制 3 年 
河川水への 
転換努力義務 
公水化 
科学技術庁資源調査会 
（S49.10） 
地下水の 
総合管理 
地下水       必要性の指摘 公水化 
＊ １：但し古賀試案及び資源調査会案では温泉等をふくむかどうかは明確ではない。＊2 地下水特別保全区域等の制度があ
るが、上記二案の地域制とは趣旨を異にする。＊3ここで経過措置とは既存の井戸であって、新規の場合にはもはや許可さ
れないものについて、一定の期間採取を認める措置をいう。 
 
４．２  環境基本法 
水問題が世界的に議論され始めたのは最近のことである。1972 年の国連人間環境会議（ストックホ
ルム）の開催から20周年を記念して、1992年ブラジルのリオデジャネイロで地球サミットが開催され、
世界の環境と開発に関する問題が初めて国連会議で包括的に論議された。そして持続可能な発展に向
けてリオ宣言とアジェンダ 21 が採択された。その〈セクションⅡ 開発資源の保護と管理〉の第 18
章に「淡水資源の質と供給の保護：水資源の開発、管理及び利用への統合的アプローチの適用」が問
題提起された。そして各国政府に持続可能な開発に関する国家戦略を策定することを求めた¹²⁾。 
そのような世界的な動きを受けて日本は翌 1993 年に環境基本法を制定した⁷⁾,¹¹⁾。同時に 1967 年
に制定されて以来、日本の公害防止と救済被害対策の基本法であった公害対策基本法は廃止された。
もう一つ自然環境の保護の柱であった自然環境保全法（1972 年）は残された。（今回取り上げた各国の
動きは表 11-3 に示したとおりである。） 
環境基本法は前文がないが、第 1 章の総則において従来の「公害防止」に代わる新たな環境政策の
キーワードとして、「環境への負荷の低減」を掲げた¹⁷⁾。第 3 条から第 5 条には環境政策の基本理念
が規定してある。この点に関しては多くの専門書に解説があるので概要だけを述べると、「環境の恵沢
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の享受と継承」で、それは「国際的にも地域間で公平」であり、「環境保全を継承することによって世
代間で公平」であることを目指したもの解釈されている。第 6 条から第 9 条には、基本理念の保全策
定のため、国、地方公共団体、事業者、国民の責務が規定されている⁷⁾,⁹⁾。 
 
 
土壌汚染対策法2002（H14）
地下水質基準改正1997（H9)
水質汚濁防止法改正
汚染原因者の浄化命令1996（H8)
重金属に係る土壌汚染調査・対策指針
土壌環境基準改正
（10項目から24項目）
有機塩素系化合物に係る土壌・地下水汚
染調査・対策暫定指針1994（H6)
水質環境基準改正
（9項目から23項目）1993（H5)
土壌環境基準（10項目）1991（H3)
水質汚濁防止法改正
（地下水質の常時監視）
（有害物質の地下浸透禁止）
1989(H1)
1989～
2005
（H1～現在）
市街地土壌汚染の係る暫定
対策指針（国有地を対象）1986（S61)
「TCE等の排水に係る暫定
指導指針」策定1984（S59)
環境庁「全国地下水汚染
調査」実施1982（S57)1975～
1985
（S50～
S60)
農用地の土壌汚染の防止
等に関する法律
水質汚濁防止法
（指定水域制の廃止）
（公共用水区域の監視体制の整備）
1970（S54)
工場排水規制法
水質保全法
（指定水域制）
1958（S33)1955～
1965
（S30～
S40) 
土 壌地 下 水年年 代
 
 
第 7条では、地方公共団体の責務として｢(前略)国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団
体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する｣と定めている。地域
性とはその土地の自然条件や地域住民の生活に密着して流域単位で独自に考えることに他ならず、あ
る意味では水循環の保全は各地方公共団体の責任に委ねられたとも言える。 
第２章では第 14 条以下第 40 条まで、環境の保全に関する基本的施策や指針を述べている。その第
14 条に環境の保全に関する施策の策定に係る指針の第１項として｢(前略)自然環境が適正に保全され
るよう大気、水、土壌その他の環境の自然的構成要素が良好な状態に保持されること｣と定められ、水
と土壌（両者は当然地下水を含むと解釈される）が自然環境の一部を構成する水循環系のなかで重要
な要素として含まれ、良好に保持されることが明確に謳ってあることと、第 21 条では国が環境の保全
上の支障を防止するために規制する措置の第１項のなかで｢(前略)地盤の沈下の原因となる地下水の
採取その他の行為に関し、事業者等の遵守すべき基準を定め、必要な規制の措置(後略)｣を定めている
¹¹⁾。これはいわば“私水か公水か”といった法律上の議論とは別に、高い条理的な次元から地下水は
日本人が当然保全すべき責務を負う自然環境の一要素であることを包括的に述べたものと理解される。
この時点で地下水保全に対する国民の基本的な合意は形成されたというべきであろう。 
さらに第 15 条に基づいて 1994 年に策定され 2000 年末に見直された新しい環境基本計画（環境の世
紀への道しるべ）は第 4 部 139 頁(参考資料・付録を除く)からなる大作であるが、分野別の戦略プロ
グラムのなかで環境保全上健全な水循環の確保に向けた取り組みを述べている¹³⁾。要約すれば現状と
表 4-3 地下水汚染・土壌汚染対策関連法規の変遷 
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課題に次いで目標では｢環境保全上健全な水循環の目標の設定に当っては各流域において水収支（地下
水と地表水との移動の状況、降雨の地下浸透など）の変化を可能な限り定量的に把握した上で、関係
主体の意見を集約し、それぞれの流域の状況に応じた目標を設定する｣と述べ、地下水を流域単位で地
表水との関係で数値として把握し、地域住民・関係機関と調整することの必要性を明確に記している。
施策の基本的方向では水循環のなかで果たすそれぞれの役割と重点施策を地域特性（山間部、農村・
都市郊外部、都市部）に分けてかなり具体的に述べている。 
2001 年末現在で、都道府県・政令指定都市のすべてで環境計画が策定されており、市町村では 426
団体において策定されている⁹⁾。 
第 3章は環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関等について規定している。 
地下水法制が 1970 年代半ばに盛んに議論されて 30 年余を経た現在、環境基本法によって地下水を
含む水循環は本質的なアプローチを可能とする法律が整備され、地下水は実効的な管理に向けてすで
に動き出した段階にきているということができる。環境基本計画は 2006 年 3 回目の改訂がされた。 
以上述べた自然環境としての水循環、それを構成する地下水の保全という視点の背景には、1992 年
に開催された｢環境と開発に関する国連会議地球サミット｣で採択されたアジェンダ 21宣言の行動計画
第 18 章「淡水資源の質と供給の保護や、水資源の開発、管理利用への総合的アプローチの適用」とそ
の後の地球規模の環境保護や資源の持続的開発を目指した世界の動きが影響を与えていることは異論
の無いところであろう⁷⁾,⁹⁾。その流れは持続可能な発展に関する国際サミット（WSSD,ヨハネスブル
グ、2002）へとより具体的な目標に向かって提言を行ってきた。 
 
４．３  地下水開発と管理の歴史的変遷 
これまで日本における地下水開発と地下水障害への対策、地下水に対する社会的な認識が凝集した
形である法律とそれに基づく施策を歴史的な変遷とともに整理してきた。その歴史的な経緯を年代を
追って整理し、それに関連する地下水開発の技術的動向を簡潔にまとめたのが図 4-1 である。左側 
の枠は地下水を開発する側の側面であり、右側は開発によって生ずる負荷とそれに対する対策を中心
にまとめている。以下の説明文の数字①～⑤は図 4-1 の数字の流れにほぼ対応する。括弧内の年代は
おおよその目安を示したものであるが、地域や事業、実施機関によって多少ずれがあり、また当然重
複する期間がある。全般的に供給側からの視点で考察しているが、需要側の対応についても適時述べ
た。 
① 井戸単位での開発と地下水障害（～1970 年頃） 
当初、地下水開発は井戸の水理学に基づき、1 本の井戸の地下水量と降下水位との関係で「限界揚
水量」¹⁴⁾が決められそれと水質が調査された。そうして井戸が個々別々に開発され先行した井戸から
優先的に揚水された。井戸掘削による地下水開発は比較的容易で安価であったことと、表流水を利用
した工業用水の整備が遅れたため、とくに恒温で清浄な水を必要とした工場は個々に独立して長い間
開発を進めた。その結果、大都市沿岸など井戸が集中する地域が現れ、降下地下水位の干渉が発生し、
過剰な地下水低下が広域にわたって起こり、地盤沈下や塩水浸入等の障害が各地で発生し大きな社会
問題となった。 
② 地下水揚水の法的規制や人工涵養が試みられた時代（1960 年頃～1980 年頃） 
これに対し、国はまず大量の地下水を利用していた工場や都市の揚水を規制するため法律を制定し、
各地方自治体は 10 年ほど遅れて 1970 年代初め相次いで同様の条例を制定した。しかし最初の法律で
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あった工業用水法は地域限定で、代替水源が確保できる地域、井戸の口径による規制という工場側の
事情を配慮した特別法であったため、制限を受けない周辺地域や地方に同じ障害が波及する結果をも
たらした。条例もみなし認可で既得権は守り、新規の開発は井戸の吐出面積に応じた届出制や許可制
の範囲内であったため、実質的に量的な規制までに至らず、地盤沈下は全国的に緩和されなかった。
 ①と②から学びうる重要な教訓は、地下水問題の根本的な解決のためには、地下水盆単元で地下水
流動を把握し、水収支を算定して地下水盆で総量規制することの必要性であった¹⁵⁾。一方、公共事業
として工業用水や流域下水道の建設が進み、使用者に水の利用料に加え排水時の処理費という二重の
負担がかかること、公共水域への工場排水は指定有害物質の総量規制という形で公害対策基本法で規
制されたため地下水の揚水量に抑制効果を上げた¹⁵⁾。需要サイドではさらに、大量消費者であった工
場は水のリサイクル施設に投資する等の企業努力により利用量を抑制した。ここでは、水が産業の発
展に大きな役割を果たしてきたことと、水の経済性が考慮されて利用量に対して大きな抑制効果をあ
げることを教えている。とくに、表流水による代替水源への転換と回収水利用の促進が果たした抑制
効果は日本の経験として貴重な経験を示している⁵⁾。 
現在タイでは地下水法（1977 年制定）によって、国が工業用水や農業用水（一部の例外地域あり）
から地下水利用料金を徴収している。1985 年から開始されたが、当初十分な抑制効果をあげなかっ 
たため、現在まで価格は改定され漸次値上げされた。細かい内容はのちに述べるが、地下水の利用 
に顕著な削減効果が現れたのは、その料金が水道料金（15 バーツ）に近づいた時点であった。現在そ
の料金は地下水の利用が多いチャオプラヤ平野南部では 8.5 バーツ（30 円）/m³である。これに、同
額の地下水保全協力金が課せられる。従って 17 バーツ/m³（60 円）と高い料金となる。ちなみに、日
本の工業用水の平均的な料金は 23 円/m³（2005 年）であるから、物価から比べるとタイの地下水料
金は随分高いように思われる⁵⁾。この例は水道料金を含む水の利用を抑制する料金制度を考える時に、
非常に重要なことを教えている。すなわち、代替用水ないし同等の水源の料金に近くなるまで、安い
地下水は利用され続けられるということである¹⁶⁾。 
一方、この時代日本では利用の抑制だけでなく、地下水の人工的な強化策として、人工涵養や雨水
浸透が試みられた。井戸注入や平地に拡水する、雨水枡、穴あきの地下埋管を利用するなどの方法で
あったが、いろいろな技術的問題やコスト面で今日まで継続してうまく機能している例はほとんどな
い。大規模な団地やビルディングなどある程度まとまった団地や企業で継続している例はある。 
さらに、1974～1975 年頃日本で地下水の法的な位置づけをめぐって地下水法に関る論議が盛んに行
なわれた¹⁰⁾。しかし関係する省庁間の調整がつかず、結局現在まで制定に至っていない。 
図 4-1 の①と②のあいだに縦に示した矢印は①が進行した時間と、②の対策がとられた時間に、時代
的なギャップがあることを示しており、これが長ければそれだけ、地下水障害の問題は大きくなり、
復興への投資も膨大なものになったことは、日本の過去の経験が教えている。 
 ③ 地下水盆単元での地下水収支の評価に入った時代（1970 年頃～1990 年頃） 
地下水障害は被害が顕著な大都市周辺の地域では緩和したものの、規制外区域へ波及する傾向は続
いた。このため、根本的に地下水問題を解決するためには、地下水を井戸の揚水量や新規掘削の規制
だけではなく、地下水盆単元で把握する重要性が認識された。新しく開発された水収支と地盤沈下モ
デルを組み込んだシミュレーション手法によって、地下水流動が広域的な水循環の一環として捉えら
れ、涵養される地下水量の範囲であれば、安全に揚水しても良い「安全揚水量」というアメリカの 
トッドが提唱した概念が導入された¹¹⁾,¹⁷⁾。こうして、水の循環の概念が導入され、局地的な地下水
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障害の対症療法的な対策から、障害の予測や予防へ踏み込んだ段階に入った。 
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④ 流域の水循環を考慮し持続的な開発まで評価を求められる時代（1990 年半ば頃～2000 年以降）
一連の規制や対策によって地下水障害は緩和したが、地下水が貴重な水資源であることに変わりは
ない。地下水を主要な水資源とする地域では、地下水位の低下や湧水の減少、地盤沈下といった問題
を緩和しながら、持続的に利用する方策を考え始めた。旧公害対策基本法やそれに代わった環境基本
法に則り、地方自治体では地域に適応した条例や要綱を制定し、それに基づいて実効的な地下水管理
を進めるようになった。そのなかでは地下水を流域単位の水環境の一単元として捉え、取水の抑制や
中止勧告に留まらず、その保全を流域の後背山地や土地利用にまで踏み込んでより具体的な方策を規
定している。また親水空間や生態系を含む環境を考慮して、地下水や湧水の果たす重要性が社会的に
認識された⁵⁾,¹³⁾。 
条例の内容に新たな条項や基準を盛り込む、いわゆる条例の「上乗せ条例」や「横付け」について
は議論があるが、「最近では環境規則に関する条例については、これを禁ずる規定がない限り、（中略）
上乗せ条例の合憲性を認める」¹⁸⁾とある。したがってほとんどの県レベルの地方自治体では独自の基
準（より厳しい方に）を規定して地下水（水質を含めて）を管理している。しがって、次に述べる熊
本県と熊本市の場合も、その条例の規定内容は非常に具体的であり、実効的な地下水管理を進める上
で、きわめて強力な法的裏づけを与えられているということができる。 
⑤ 自然の水循環と人間生活の調和の時代（2000 年代） 
最近では、地下水の保全に関して、単に水理地質的な安全揚水量の考え方から、社会経済的な条件
を加味した「許容揚水量」¹¹⁾という考え方のもとに、地下水盆管理が行なわれている。現在の状況に
関しては後の 4.5 と 4.6 に詳しく述べ、第 5章に熊本地域を事例としてあげる。 
 
図 4-1 日本の地下水開発と地下水障害対策から持続的な管理にいたる流れ 
 31
４．４   最近の地下水問題 
4.4.1   地下水位の回復と社会の動き 
 長年にわたる地下水揚水の抑制の結果、東京東部の低地では、地下水位の回復がみられる（図 4-2）
¹⁹⁾。1965 年の代替工業用水の供給開始とほぼ同時に、地下水の揚水は減少し、地下水位は少し遅れ
て上昇に転じた（図 3-7、図 4-2）。1998 年現在で、上野の新幹線駅では地下 4階の新幹線駅路盤より
15m ほど上に帯水層（東京礫層）の被圧水位はある。したがって、駅舎ビルは地下水の揚圧力を受け、
耐震性にも係る問題であるため、その押えとして鉄板の重しをホームの下に敷いている。またトンネ
ル内に出る湧水は不忍池の水質を守るため汲み上げて補給している¹⁹⁾。 
このように規制地域における地下水位の回復に伴って、地盤沈下は沈静化した。最近では、地下水
位の回復は、地下水有効利用の動きを醸成しつつある。水道料金の節約や膜処理による浄水技術の発
達と密接に関係して、「地下水ビジネス」を生み、各地で複雑な動きを見せている²⁰⁾。たとえば、草
津市は大口の水道利用者が地下水へ転換する方針を打ち出したことに対し、水道事業の健全な財政を
維持するため、転換しないように条例を改正して指導をした²¹⁾。また、災害時の非常用として井戸掘
削を進める自治体もある。地盤沈下は沈静化したのであるから「自己水源」として、その味や安全面
の点から依存する割合を増やすべきだという意見²²⁾や、反対に取水規制区域で地下水賦存量は必ずし
も回復した訳ではないという慎重な意見²³⁾もある。 
さらに、日本では地盤沈下は完全に終息した訳ではない。環境省は毎年その結果を公表している（図
3-8）。現在沈下面積が広いのは、上に述べたように千葉県と新潟県の天然ガス田地域である²⁴⁾。 
 1971 年に環境庁が発足し、1975 年から全国の環境指標の値を公表するようになった²⁵⁾。地盤沈下
では一応年間 4cm 以上沈下した地域と 2cm 以上で区分され示されているが、制限値という意味では
なく、数値目標を示したものと考えられる。その変化を見ると全般的に年々面積は低下しており、監
視し結果を公表することが抑制効果をもたらした結果と評価できよう。図 3-8 には時折面積が広くな
る年があるが、この年はみごとに渇水時に対応している⁵⁾。この年には生活用水や灌漑用として地下
水の揚水量が増加しており、地下水に対する需要の根強さを示している。 
4.4.2  最近の地下水をめぐる国や地方自治体の動き 
毎年国土交通省（土地･水資源局水資源部）から発刊される、「日本の水資源」の平成 20 年版（2008
年）は、「はじめに」のなかで「水需要に供給が追いつかない状況から脱却しつつある」と認め、「気候
変動により生じるリスクに対応するため、（中略）水資源の量的な確保から、総合的な水資源マネジメ
ントへと転換する時機にきている」と、施策の方向を転換したことをはっきりと示している²⁶⁾。これ
は前述した｢ウォータープラン２１｣（1999）以来のことである。その第Ⅰ編に「総合マネジメントへの
転換」の章を設け、従来水資源に関するデータ集と、年ごとの水資源に関する特集的な内容に留まって
いた白書から脱却し、水資源管理に対する施策を明確に冒頭の章に記した内容に様変わりした。やや遅
きに失したとはいえ時代の要請に応えた適切な編集方針の転換として評価される。 
そのなかでもとくに、「地表水と地下水が一体となったマネジメントの推進」の節の中で、「地下水に
ついても公共的な性格を持つものとして取り扱い」（下線は筆者による、p.37）と表現して、地下水資
源マネジメントの社会的合意形成を図ると明示した。これは、国土交通省が地下水の「公水化」に一歩
踏み込んだ表現として注目される。しかし、その主旨の法律を制定して、所管庁をどこにするかは別の
次元の大きな問題である。水循環保全のもとに河川水や地下水・湖沼等の質と量の面から管理し、現在
動いている複雑な行政組織を調整する能力が必要とされる時代になっている。 
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さらに、2008 年には水行政に関係する省庁や国会議員および学界関係者が水問題に関する研究会を
立ち上げ、活発な動きをみせている²⁷⁾。水資源に関する諸問題－縦割りの行政制度、食料自給率にか
らむ自国の安全保障、それと裏腹関係にある国際貢献や地下水の適切な管理と利用、減反政策の見直
し、ひいては地球温暖化の影響など広範なテーマを掲げている。1974 年当初の議論から 30 数年、今
後地下水を含む水行政と政策が大いに議論されることを期待したい。 
次に地方自治体の動きとして、第 5 章で詳しく述べる熊本県と熊本市の地下水保全条例を取り上げ
る。県の第 1 条では、「地下水が欠くことのできない地域共有の貴重な資源である」²⁸⁾という県民ミ
ニマムの基本認識を述べるに留まり、他県ととくに変わる条文はない。しかし地下水が社会性を持つ
ことは明言している。それに比べ熊本市は 2007 年 12 月に全面的に改正し、翌年 7 月に施行した地下
水保全条例の条文のなかで「公水（市民共通の財産としての地下水をいう）との認識の下のもとに」
保全を図ると大きく地下水を公共財とする表現に踏み込んだ²⁹⁾（下線は筆者による）。日本の地下水
関連の法律や条例で「公水」という表現を示した初めての例ではなかろうか。今後の波及効果が注目
される。条例の内容に新たな条項や基準を盛り込む、いわゆる条例の「上乗せ条例」や「横付け」に
ついては「最近では環境規則に関する条例については、これを禁ずる規定がない限り、（中略）上乗せ
条例の合憲性を認める」¹⁸⁾とあることはすでに述べた。この点この条文は通常行なわれる水質の基準
値の厳格化以上にかなり踏み込んだ「上乗せ条例」と言えるだろう。 
 
４．５  地下水障害の緩和策から管理保全策へ 
これまで地下水障害が発生する要因となった人的な過大な負荷や、それを緩和するための対策の経緯
を述べてきた。今後はそれらを抑制し、緩和するだけに留まらず、積極的な保全策に転換し、流域単位
で水循環の視点に立った総合的な管理のもとで、予防策に向上させる必要がある。このためには、今ま
での議論に基づいて次のような対策と施策を地域特性に応じ段階的に採ることが必要である。これは次
図 4-2 東京都東部低地の地下水変化と新幹線上野駅（片寄,1996 に加筆）  
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節で述べる「流域管理の重要な認識」へとつながり、具体的な施策として発展させるインセンティブ（動
機付け）を設定することである。地下水の基本に返れば、地下水取水量を減少させることと、それによ
って地下水位の回復を図ることであるが、具体的には、 
①法的な規制とそれに義務づけられた地下水位と取水量、水質のモニタリング 
②地下水の大量利用者に対する代替水源の供給(多くは表流水)すること 
③リサイクル水の利用の促進とそのための補助金制度を設けること 
④揚水井戸を再配置しできる限り分散させること 
⑤水使用量と下水道使用量に対して適正な料金の値上げをし、節水を促すこと 
⑥人工涵養と涵養地域での有効な土地利用とそのための助成金制度 
⑦市民レベルでの節水意識の啓発と向上 
などが考えられる。 
以上のことを地域住民や事業者の合意のうえで政策として実施に移すためには、 
１）地下水を含む地下水盆と流域単位で、水収支と水需給量の現況を把握して将来を予測し、水収支の
一部を占める地下水の量的な資源量とその季節的な変化の評価が必要である 
２）その上で、法制的整備を行ったうえで、地下水を持続的に開発するため政策目標を策定し、達成す
る方策を水量（水位）と水質について具体的な数値を地域住民に情報公開する必要がある。 
３）それは流域に占める地域特性に応じ、また時間的な計画に応じ立案するきめの細かさが必要である。
４）最終的に、上記の事業の進捗を目に見える形で監視するため、モニタリングの方法と進捗の管理
体制を整備することなどが必要である。 
 
４．６  流域管理の重要性の認識 
先に述べた環境基本法の第 7 条では、地方公共団体の責務として｢(前略)国の施策に準じた施策及び
その他のその地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す
る｣と定めている（下線は筆者による）。すなわち、ここでは健全な水環境機能の維持・回復のため、地
域の実情に即した施策の推進を求め、地域性を顧慮した環境保全計画を策定することを地方公共団体に
求めている³⁰⁾。また、第 36 条では明確に地方公共団体が施策を実施するように定めている（下線は筆
者による）。 
それに則って各自治体では環境に関する基本条例や基本計画を相次いで制定し、施行規則を定めて具
体的な保全策を講じた。2001 年度末現在で、都道府県・政令指定都市のすべてでこのような環境計画
が策定されている。また、市町村では 426 の団体で策定された³¹⁾。表 5-1 に示した熊本県や熊本市は
そのよい例である。この条例でも地下水は自然の水循環環境を構成する重要な要素として位置付けら
れ、その保全のための目標と規制条項が盛り込まれた。 
このように流域単位での地下水管理の段階に到達するまでには過去の歴史が教訓になったことは間
違いがない。地下水位の低下やそれに伴う障害は、水資源に対すして人為的に過大な負荷を与え続けた
結果引き起こされたこと、その影響は地下水盆単位に及ぶこと、その防止・保全のためには地下水を表
流川と一体となった水循環の一環として流域単位で総合的にシステム管理することの重要性が社会的
に認識されるに至った結果と理解される。その認識をもとに振り返った時、現時点での問題点や新しい
視点を要素別にみてゆくと次のよう整理される。 
a. 地下水の涵養機能が低下していること 
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―上流域で土地利用が変化している 
―減反政策によって休耕田が増加し、水田や畑地が荒廃していること 
―過疎化によって森林の維持管理作業が放置され、土壌が失われていること 
b.  中～下流域でも土地利用と地下水利用が変化している 
―都市圏への人口集中によって地下水取水量が増加した地域があること 
―いっぽうで土地利用の改変（主に田畑から宅地化）によって浸透機能が低下していること 
―特に下流域では河川改修や土地の過密な利用により河川の遊水機能が低下ないしは消滅し、豪雨時に
は都市型洪水が発生しやすくなっていること 
c. 産業構造が変化し、水需要が見直されていることと、水質汚染へのリスクが大きくなったこと 
―水資源多消費型の重厚長大産業が規模を縮小し、海岸平野の工業立地とは限らず、新規産業（特に
IT 産業など）が上流域の流通網の利便地に立地条件を求め、水質に悪影響が及ぶ恐れがあること 
―都市近郊において肥料や農薬散布の集約農業が行われていること 
一方、地下水（湧水を含む）と河川を含む水循環を身近な生活環境として捉え、生態系や住空間を保
全する重要性が認識され、ますます流域単位で物事を考える空気が地域住民レベルで高まってきた。
社会的な流れとして近年の地球温暖化や高温で少雨傾向にある天候異変も水問題に対する関心を高
めていると思われる。 
d. 生態系の保護が注視された 
―河川の維持流量を確保するだけでなく、河川の水質保全を個々人の生活レベルから考え直すこと 
―河川の植生を復元し、生物種の保護（絶滅危惧種の指定など）まで踏み込むこと 
e. 身近な住環境や景観として河川空間が注目され始めた 
―親水意識が定着するには水質の保全と自然の姿としていつも水の流れる川や湧水が存在すること 
―その一方で時に発生する豪雨時の安全な河川のあり方と管理が問われ始めたこと 
―河川敷の利用を人の側からだけ考えるのではなく、生態系の回復を考慮して進めること 
 
ま と め 
 この章では第 2次世界大戦後の経済高度成長時代に、無秩序な取水によって異常に低下した地下水位
のため、引き起こされた地盤沈下をはじめとする地下水公害を、抑制するために実施された諸対策につ
いて述べた。それらは、国の法律による地下水規制であり、それと裏腹の関係にある代替の工業用水の
供給であり、産業界が自衛策として講じた回収水の利用や節水施設が主なものであった。その効果は法
律制定以来 10 年余りの年月を経て、大都市では地盤沈下は沈静化した。しかし法律が適用されない地
方に被害がおよんで、根本的な解決には至らなかった苦い経験をした。これは当時国レベルで盛んに論
議され水行政の一元化を目指した｢地下水法｣が縦割り行政の弊害で成立しなかったことも大きい。そう
したなかで地方自治体は条例によって地下水規制を先行させ大きな役割を果たした。 
いっぽう 20 世紀の末から、地球資源の有限性や淡水資源の希少性と偏在性が、貧困や飢餓を増長す
ることが、相次いで国際会議で指摘され改善が勧告され、各国に対策の立案と実行を求めた。日本は
いちはやく｢環境基本法｣を制定した。環境基本法は｢公害の対症療法や救済｣から「環境保全」に前進
し、環境の保全に関する施策の策定指針として｢自然環境が適正に保全されるよう大気、水、土壌その
他の環境の自然的構成要素が良好な状態に保持されること｣と定めた⁹⁾。そのなかで水（当然地下水を
含む）が自然環境の一部を構成する水循環系のなかで重要な要素として含まれることを明確に謳
うた
って
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いる。具体的な行動指針は「環境基本計画」に示された。これは、包括的に水循環を保持する指針を
初めて定めたもので、実質的に全国的に地下水管理を進める仕組みが整備され、｢地域の自然的社会的
条件に応じて｣多くの地方自治体は条例を定め流域や地下水盆ごとに地下水を含む水循環の管理を進
めた。この地方自治体が先行した動きは注目されるべき制度ということができる。このなかには水質
も当然含まれる。その動きのなかで自治体が情報を公開し、地域住民が施策の遂行に参画する新しい
動き（ローカルガバナンス）が生まれてきた⁷⁾,⁹⁾。 
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第 ５ 章   地下水盆の管理と保全―熊本地域の地下水保全施策 
 
 はじめに 
第 4 章まで日本の地下水問題に関する自然的側面と社会・経済的な側面を歴史的経過とともに述べ
てきた。そこでは、地下水障害の対症療法的な抑制・防止策から管理保全へと認識が発展してゆき、そ
のためには、地下水を流域と地下水盆単元で認識し管理することの重要性を大きな教訓として学んだ。
本章ではこれらの認識を視野に入れて流域単位で地下水盆管理を実施している優れた事業として、現
在熊本地域で行われている地下水保全の取り組みを取り上げ、具体的な施策について詳しく述べた。
熊本地域は、かって日本各地で発生した地盤沈下や塩水浸入の地下水障害や渇水を経験したことの
ないきわめて恵まれたところである。そのような土地で、なぜ 30 年以上もまえから地下水保全が取り
組まれてきたのであろうか。それは、全地域の水源を 100%地下水に依存（56 万 m³/日）する地域特有
の事情が基本にある。そして長い歴史のなかで、地下水の保護に反する社会の動きや、湧水の枯渇を
目の当たりにし、地下水位の減少を観測して、地域住民が地下水の「危機」を肌で感じる機会があっ
た。それが、2004 年の「地下水量保全プラン」に結実し、地下水揚水の抑制や湧水量減少の停止を目
標に掲げたのみならず、地下水強化に結びつく休耕田を利用した人工涵養を農家の合意の下で進め、
「地域社会全体ぐるみ」で施策を着実に実行することにつながった¹⁾。 
熊本市は水道事業の一環として、地下水盆の上流地域の水田や畑に助成金を支払って借り受け、灌漑
期（5月～10 月）の休耕田に表流水を張ることによって新たに人工涵養を 2004 年から始め、目標年は
2008 年である¹⁾。これは昔から存在する流域の自然な水循環（表流水=>堰=>灌漑水路=>水田や畑）を
生かした形であり、無理がないため継続性が期待される事業である。また、熊本市民のアンケート調査
によれば、地下水を守るために、新たな金銭的負担をしてもよい（いわゆる Willingness to pay）という
結果があり²⁾、地域住民への啓発と意識も地下水保全を推進する重要な要素であることを示している。
いわゆるローカルガバナンスの考え方の導入である。いわば、地下水は自然も人も「流域ぐるみ」で取
り組む問題であって、地下水の利用や強化が、自然の水循環や人の生活パタンと無理なく結びつくかた
ちとなったとき、初めて持続的な有効利用が達成される形に近づいている。 
地下水保全条例（1977 年）の制定など 30 年来の地下水保全の取り組みが評価されて、熊本市は「日
本水大賞グランプリ」を 2008 年 6 月に受賞した。 
 
５．１   熊本地域の概要 
地下水盆単位で地下水の総合管理を先進的に推進している地域として、熊本市を含む 13 市町村から
なる熊本地域（面積約 1041km²）を紹介する。阿蘇カルデラの西麓に裾野を引く火砕流台地と有明海に
向けて広がる熊本平野は、阿蘇の外輪山を背景として、美しい景観と水に恵まれた緑豊かな大地とし
て有名である。現在同地域には熊本県人口の約半数の 96 万人が住み、4,519 本の井戸から日量 56 万ｍ
³(2002 年)の地下水が取水されている¹⁾。用途別には、生活用水（56.6％、32.2 万ｍ³/日、2002 年)、
農業用水・水産養殖用（23.1％）、工業用水・建築物・その他（21.3％）である。このように水資源は
ほぼ全てを地下水でまかなっている日本でも稀有な地域である。熊本市は 2,344 本の井戸から、32.3
万 m³/日を取水し、水道用水が 75.5％（24.0 万 m³/日）を占める。近年における両地区の地下水取水
量はわずかに減少傾向にある。 
熊本地域では第二次大戦後主として開拓農業の推進のもと、当時の農林省によって地下水調査が開
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始され、その後県や市に引き継がれて水理地質構造、地下水位が観測され地下水を含む水収支が明ら
かにされた³⁾。熊本では長年に亘って、4.5 節で述べたような、①調査・解析、から②観測、③流域単
位での水収支の把握、④問題点の抽出、⑤法的な枠組みの設定、⑥地域住民への情報公開と啓発、⑦
改善の目標と具体策の提示、⑧予算措置等実施への取り組み に至る地下水盆管理の筋道をきちんと
積み重ねる努力がなされてきた。これは県、市、学界、住民、事業者が地下水資源に対する重要性と、
これから述べる危機感を共有しながら、一体となって取り組んだ“熊本方式”と称すべき活動で高く
評価される。 
永年の観測の結果、近年地下水位の低下（図 5-1）¹⁾や水前寺など各地の湧水量の減少（図 5-2）¹⁾
が見られ、いっぽうで生活用水がわずかに増加傾向にある。さらに上・中流域での涵養機能の低下に
対して危機感が生まれ、全国的に見ても早い時期から保全に関する条例（表 5-1）の施行と対策が実施
されてきた⁴⁾,⁵⁾。 
 
５．２ 熊本県の地下水保全施策 
5.2.1   熊本県の取り組みと現況 
熊本県は熊本地域の水収支を明らかにし、以来地下水保全に向けた条例の整備を進めると共に、熊
本市と協力して地下水の総合管理体制を作ってきた。2002 年には熊本県水資源総合計画（熊本水プラ
ン 21）を発表し、このなかで熊本地域の水循環と水収支の状況を述べ数値を更新した⁶⁾。その結果を
もとに次のような健全な水循環系の構築に向けて、地下水盆のなかで地域ごとの取り組みを示した。 
・水源涵養域：水源涵養機能と水循環の保全に着目した取り組み 
・地下水涵養域：地下水涵養機能と水環境の保全に着目した取り組み 
・都市域：水循環型社会づくりに着目した取り組み 
・地下水盆全体：都市域と涵養域の連携 
このなかではそれぞれの地域区分によって涵養の保全と水質の保全について具体的な指導指針が細
かく掲げられている。具体的な施策の推進では熊本地域の目標を｢地下水位の低下傾向に歯止めをかけ
る（単年度の地下水収支が均衡する）｣ことに置き、2010 年を目標とした期間ごとの具体策を示した（表
5-2）。 
このなかで注意すべき点は、最初に掲げられた｢地下水位の低下傾向に歯止めをかける（単年度の地
下水収支が均衡する）｣である。この目標は一見単純明快なようであるが、単年度の地下水収支が均衡
し、年度初めの地下水位に回復したとしても、水収支の上ではそのような地下水採取量はいく通りも
存在する。それは熊本地域の場合は地下水採取量が増加した場合、その大部分が湧水量の減少でまか
なわれることのよって水収支が保たれ、地下水位が年度初めの水位の回復しているためである(図 5-3)
⁷⁾。江津湖の湧水量は熊本地域の生活用水量（＝地下水揚水量）より少し多い 40 万 m³/日ほどである
（図 5-2）¹⁾。 
したがって、持続的で適正な採取量を決めるには、水前寺や江津湖の湧水の減少をどこまで許容す
るか、地下水位低下によって有明海沿岸に分布する軟弱地盤からの漏水涵養が増え、それによって発
生する地盤沈下（圧密沈下、1978 年から 2005 年まで最大累積量は約 28cm で 2002 年以来沈静化して
いる）⁸⁾をどこまで許容するか、水位低下による揚水コスト増をどこまで許容するかなど社会的、経
済的要素をきちんと議論したうえで決めねばならない。熊本県は、基本的に 1984 年の水収支（7.2 億
m³/年でバランスしていた）のレベルを基準に考えている。具体的な指標として明らかなのは、生活用
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水を抑制して水前寺などの湧水量を現況以下に減少させないこと、基準井戸を選び広域的な地下水位
の変化をモニタリングすること、その結果、季節変動のある地下水位（通常 5 月に低く、10 月に高い）
にある程度の目安の水位を設け、熊本地域の指標として適正な取水量を決定しようとしている。 
 
図．４ 水前寺観測井の地下水経年変化
 
図．５ 水前寺・江津湖の湧水量の経年変化
（湧水量：九州東海大学調査結果より、降水量：熊本地方気象台資料より）
 
 
5.2.2   地下水採取の規制 
次に地下水取水の規制と生活用水優先利用の問題である。地下水に関する県の条例はいくつかの変
遷を経て最終的に地下水保全条例として統合され（表 5-1）、大きく地下水の水質と水量の保全に関す
る条項に分かれる。そのなかで地下水の取水や量の規制に係る条項は、総則では事業者の責務、県民
の責務である。地下水量の保全では合理的使用、指定地域、届出、勧告が述べられ、地下水の涵養で
は事業者の務め、雑則では報告及び検査、土地の立ち入りであり、最後は罰則である。 
その概要は①県の施策に協力すること、②知事は地下水採取に伴う障害が生じ、及び生ずるおそれ
のある地域並びに地下水理上密接な関連を有する地域を指定地域として指定でき告示すること、③地
図 5-1 水前 井の地下水位経年変化(熊本市,2004) 
図 5-2 水前寺・江津湖の湧水量の変化（湧水量：東海大学
調査結果より，降水量：熊本測候所資料より） 
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下水採取のための揚水施設は吐出面積 6cm²（直径 2.76cm）以上は届出ること、④知事は地下水量の
保全のため採取者に期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告し、従わない者は公表できること、⑤
必要な場合には土地に立ち入り調査できること、⑥届出をせず、又は虚偽の届出をした者に対する罰
則である。 
このなかには地下水の採取を禁止する条項はないが、地域指定や届出、勧告、立ち入り調査により
地下水採取が事実上かなり抑制され私権の濫用を制限することは間違いない。2007 年に全面改定する
前の熊本市の保全条例ではこの点届出時の事前協議による指導（第 11 条）と地下水採取の制限条項（第
17 条第 3 項）が明記され、私権の制約に一歩踏み込んだ内容になっていた。しかしこの条項は県条例
との重複を避け、過剰な採取の抑制策として採取量の縮減を勧告する、勧告に係る措置を命ずる（第
21 条の第 2,3 項）と簡潔な条文として残り 2008 年 6 月から施行されることになった。 
表 5-1 熊本県と熊本市の地下水に関する条例等 
条      例 施行年 
熊本市地下水保全条例 1977（1991年、2007年改正） 
熊本市地下水保全条例施行規則 1978（1991年、2007年改正） 
熊本県地下水条例（1） 1978 
熊本県地下水条例施行規則（2） 1979 
熊本県地下水保全要綱 1988 
熊本市環境基本条例 1988 
熊本県環境基本条例 1990 
熊本県地下水質保全条例（3） 1991 
熊本県地下水水質保全条例施行規則（4） 1991 
熊本県地下水の採取に関する条例（（1）の改称） 1994（2001に廃止） 
熊本県地下水の採取に関する条例施行規則（（2）の改称） 1994（2001に廃止） 
熊本市地下水採取量等公表要綱 1997 
熊本県 地下水保全条例（（3）の改称，改正） 2001 
熊本県地下水保全条例施行規則（（4）の改称、改正） 2001 
熊本市地下水保全条例（改正） 2007 
 
表 5-2 熊本県の計画期間の具体的な施策（熊本県，2003）  
計画期間 水の利用を減らす 涵養量を増やす 
計画期間前半に 
実施する施策 
（～２００５年） 
・水道使用量を九州平均並に 
・節水機器の設置、雨水の有効利用、漏水の防止
・処理再生水の活用 
計画期間後半に 
実施する施策 
（～２０１０年） 
・工業用水の回収率の向上 
・地下水採取の規制の検討 
・白川中流域水田の活用 
・地下水保全事業支援システム 
・開発等に伴う涵養機能維持確保 
・浸透桝などの雨水浸透施設の設置促進
・涵養林の整備 
計画期間以降に 
実施する施策 
・地下水の使い分けの検討（生活用水優先利用） 
・表流水利用の検討 
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5.2.3  生活用水優先の問題 
次に人工涵養事業に係る生活用水の優先利用の問題である。この事業に関しては、水理地質的に上
流側に位置し涵養に必要な地表の土地の問題と下流側で汲み上げる地下水の受益者の土地の問題が存
在する⁹⁾。県が表 5-2 に示した“地下水の生活用水優先”の検討は地下水の人工涵養によって開発さ
れた地下水利用に優先権を与える法律的な裏づけの検討を意図したものと推察される。 
これには参考になる日本での前例がある。沖縄の宮古島水道組合（当時１市３町村）は米軍統治時
代の 1965 年に宮古島地下水保護管理条例を制定した（表 4-1）。第１条では目的として組合が水源の保
護管理と飲料用水、かんがい用水、及び工業用水を包括的に取り扱うこと、第２条では優先権を定め、
地下水の利用では各種用水の中で、飲料用水が優先することが明確に規定されている¹⁰⁾。全島が島尻
層群（泥岩）とそれを不整合に覆う琉球石灰岩によって構成され、恒常的な表流水がなく、唯一の水
源は泥岩を不透水性基盤岩とし、琉球石灰岩を帯水層とする地下水に由来する白川湧水（取水施設能
力 11,250m³/日）等と井戸という特殊な島である。 
健軍水源地２号水槽水位 健軍水源地２号水槽水位
昭和４５年の持続揚水量
涵養量＝3.74億m3、揚水量＝０.36億m3湧水量＝
3.12億m3
広域地下水シミlュレーションによる将来の持続揚水量
涵養量＝3.84億m3
揚水量＝1.39億m3、湧水量＝1.97億m3
図．６ 同じ湧水量でも水収支の中身がちがう
 
それだけに干ばつ時の水源は特に貴重な資源であるという意識を島民が強く共有している。それと
当時指導したアメリカの水法の影響を受け飲料水優先が明記されたと考えられている¹¹⁾。アメリカの
地下水に関する法は州法に定められ、西部諸州では表流水も含み地下水の水利権は早く獲得した者に
原則として専用権が認められている。しかし近年は水需要の増大や干ばつの体験から公共財として認
める方向にある。その用途については優先権が生活用水とは限らない¹²⁾,¹³⁾。家畜など農業用水が優
先する判例もあるという。 
宮古島では 1987 年に同条例が改定されるまで異常気象がなかったこともあり、優先権が具体的に議
論されるような条例の運用に触れる問題は生じなかった。この考え方は現在も日本の地下水に関する
法律や条例にはないもので、当時から画期的な規定として関係者の間で問題を提起していた。しかし、
農水省の地下ダム直轄事業が始まる 1987 年に改定された（表 4-1）¹¹⁾。内容は干ばつ期のみ飲料用水
が優先するという制限が入り、地下水の総合的管理はトーンダウンした¹¹⁾。 
表 5-3 に示された地下水涵養を目的とした法定外目的税（地方税法に定められた以外の税で、特定
の目的に使う税）の導入の検討は、受益者負担（地下水取水量に応じた料金の支払い、あるいは取水
図 5-3 揚水量が増加しても地下水位が年頭の初期値に戻ったのは、湧水量から補給されたため
    であることを示している（柴崎，1993）  
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量で得た利益に対する課税）を意図したことであろう。当然考えられる対価と思われがちであるが、
税の｢公平｣と｢効率｣、「必要性（透明性）」の基本原則から種々制約を受けると考えられている⁹⁾。こ
れに先行して最近高知、岡山両県や九州各県ですでに制定された森林保全を目的とした森林環境税が
参考になるが、便益が広く薄く県民にゆきわたる森林と、多量に使用する人としない人がいる地下水
とではやはり「公平」感が欠如し、県民の納得が得られるかどうか難しい点がある。また税とするの
か水道料金に上乗せするのかでは法的なプロセスは大きく変わってくるし、水道料金の方が実施し易
い。神奈川県秦野市では要綱によって 20m³/日以上の利用者は地下水使用水量に応じて水道料金に上
乗せして協力金を支払う制度を設けた¹⁴⁾。地下水料金ではなく、あくまでも協力金である。 
熊本県の以上の試みは立案した施策を実行に移すプロセスで、いずれは住民と事業者の合意のうえ
で明文化すべきことである。宮古島と同様に、同じ地下水盆のなかで県民が全面的に地下水に依存し
て生活し、また企業活動をしているという、資源を共有する意識はいずれ地域住民が納得する方向に
収束すると思われる。地下水盆の包括的一元管理の一歩手前の段階として生活用水優先の条例化に向
けた努力に期待をしたい。 
県では表 5-2 に示した施策の推進のため、毎年予算措置をして事業を推進しているが、下記は平成
14 年度の地下水保全に直接関係する項目の抜粋である（表 5-3）¹⁵⁾。 
 
表 5-3 熊本県の健全な水循環に向けた施策（平成 14 年度の関係部分を抜粋、熊本県，2003） 
環  境  目  的 事 業 名 
健全な水循環の確保 新しい水資源総合管理計画(2002) の策定  策定済 (熊本水プラン２１） 
地下水の質・量の保全策の強化 総合的な保全策の強化 
地下水保全条例(1990) に基づく工場・事業場の 
監視・指導の徹底 地下水質保全対策事業  
地下水保全条例に基づく地下水の監視の徹底 地下水保全対策事業 
熊本地域地下水総合保全管理計画の評価見直し  地下水情報管理システムの 構築事業 
地下水涵養に係る指針及び涵養域の開発に関しての
指導要綱の策定 
地下水利用合理化の 
推進事業 
涵養域等で行う地下水保全事業に対して地下水の 
受益者が支援を行うシステムの構築 
熊本地域地下水保全事業支
援システム構築事業 
地下水涵養を目的とした法定外目的税の導入の 
可能性についての検討 硝酸性窒素汚染対策事業 
情報発信機能の強化 環境関連連絡調整費 
水源涵養機能の維持、強化 
計画的な間伐の実施 森林環境保全事業 
 
５．３   熊本市の地下水保全施策 
5.3.1   2007 年の地下水保全条例の改正 
熊本市は 1976 年に地下水保全宣言をした。その趣旨に基づき翌年地下水に関する保全条例を全国的
にも早い時期（1977 年）に個別に定めた（表 5-1）。今日までその条例に従って地下水の管理を行って
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きた。その後 1991 年の改正に続き、2007 年 12 月に全面的に改正し、翌年 7 月より施行した¹⁶⁾。改
正点は使用管理計画やその変更、廃止の届出など、熊本県の地下水保全条例（2001）と重複する条項
が廃止され、ないしは簡略になり条項の内容は以下に述べる施策の実施に向けて、現況に応じた非常
に具体的な条文になった¹⁶⁾。 
条例は 7 章 34 条からなり、第 1 章総則に続き、第 2 章地下水の水質の保全、第 3 章地下水のかん養、
第 4 章節水、第 5 章地下水の管理、第 6 章雑則、第 7 章罰則となっている。第一に注目すべき点は、
総則の基本理念の第 2 条 2 項にある「地下水は生活用水、農業用水、工業用水等として社会経済生活
を支えている貴重な資源であることにかんがみ、公水（市民共通の財産としての地下水をいう）との
認識の下に、その保全が図らねばならない。」の条文である（下線は筆者）。「地下水は公水である」と
定義するという明確な表現ではないが、日本の地下水に関する法律や条例のなかで、地下水に関して
「公水」と明文化したのは、熊本市が初めてのことで注目される。法律に対する条例の「上乗せ」は
4.3.④と 4.4.2 に書いたように判例で認められているが、この条文はかなり地下水を公共財として認め
た「上乗せ」と言えよう。 
つぎに、熊本の条例は水質の保全につき市民、事業者との連携を謳
うた
い、とくに硝酸性窒素と亜硝酸
性窒素と物質名を指して、その汚染防止に農業関係団体の名をあげ、協力を求める規定があることは、
かなり踏み込んだ表現であるといえる。逆に現状の深刻さ（2005 年調査で 57 本の調査井戸のすべて
で検出され、うち 20 本が 10mg/ℓの基準値を超えた）⁸⁾と今後の危機感の表現と理解できる。 
3 番目に、ある一定基準以上の建築物を建てる場合は雨水浸透桝を設置する義務を課せ、深さ 10m
を超える工事には届出が必要となった。つぎに地下水の管理に前条例にはなかった地下水汚染の規定
を入れ、必要な対策措置を講ずる場合には、汚染者負担とすることができる。特に有害物質の汚染に
ついては罰金を重くした。水道水源周辺工事の事前協議の条項も、1975 年におきた健軍水源地（熊本
市で一番大きな水源地で、62,200m³/日の能力を持つ）に隣接して、住宅公団が団地の建設を計画した
苦い過去の経験を踏まえてのことであろう。結局は住民の反対で中止になった¹⁷⁾。1976 年の地下水保
全宣言の背景はこの教訓にある。 
以上簡略に述べたように、2008 年 7 月の条例や同施行規則の全面改正は、現在進行している地下
水量保全プランに対して、法的な裏付けをあとづけした部分はあるが、改正前の条例に比べ内容は非
常に具体的であり、地下水を「公共財と認識する」と明文化したこと、地下水汚染の条項を充実した
ことなど全国的にも他に例をみない条例の先駆けとして評価される。 
5.3.2  地下水量保全プラン 
熊本市では、地下水保全対策は実質的には 2004 年 3 月に公表された「熊本市地下水量保全プラン」
¹⁾に則って進んでおり、それは熊本県の総合計画を受けた形で、次のようなプロセスで行なわれてい
る。 
第１章は地下水量の現状と基本認識として 
・地下水が不足した場合、代替水源（地表水）への転換は困難で地下水への依存は変わりなく、守
らねばならないこと 
・地下水盆を保全するため採取量を抑制し、涵養量を増やすこと 
・地下水抑制の主たる対象は生活用水であること 
・地下水涵養の主たる対象地域は白川中流域であると 
・行政、市民および事業者が広域連携に取り組むこと 
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を挙げた。 
第２章では県の具体策以上に踏み込んだ明確な基本目標、基本方針、目標値を立て実行に移してい
る（表 5-4）。 
以下第３章．市民・事業者・行政の役割分担：過去の市民意識調査では 90％以上の市民が「熊本の
水を誇りに思う」と答え、熊本市民が水に愛着を持っていることが明らかになっている。 
  第４章の１ ｢水のムダを省く｣ 施策の展開：節水の具体策について述べている。 
  第４章の２ ｢水をつくり出す｣施策の展開：人工涵養、森林整備、市街地・農地の雨水浸透 
  第４章の３ ｢水の源を大切にする｣施策の展開：関係機関との連携について細かな展開方針とメ
ニューが示されている。最後に、 
第５章の評価と見直しでは、指標に対する進捗をデータに基づいて毎年評価し、結果を一般に公
表することになっており、評価に当っては市民を入れた会議を設け、意見を聞く場を設けている
（表 5-5）。 
             表 5-4 熊本市が掲げた基本目標（熊本市，2004）  
目標 現在  
目標となる指標 値 年度 値 年度 
地下水涵養増加量（万m3/年） 3,000 H20 ― H14 
地下水採取量削減量（万m3/年） 400 H20 ― H14 
地下水採取量（億m3/年） 1.13 H20 1.17 H14 
生活用水使用量（ℓ/日/人） 230 H20 254 H14 
 
表 5-5 熊本市の地下水保全プランの見直し（熊本市，2004） 
計画の要約 指標（平成20年) 指標データの入手先 
全体の目標 
地下水量の保全 
①地下水位の低下傾向の停止
②湧水量の減少傾向の停止 
③水収支バランスの黒字化 
①熊本市戸島、水前寺の過去5年間の地下水位観測データ 
②九州東海大学の過去5年間の計測データ 
③環境総合研究所による水収支シミュレーション 
計画の目標（平成２０年） 
①地下水涵養量増加量 
②地下水採取量削減量 
③生活用水使用量削減 
①３０００万m３/年 
②４００万m3/年 
③230ℓ/日/人へ 
①環境総合研究所による水収支シミュレーション 
②地下水保全条例による採取量報告の集計結果 
③水道事業統計 
活動：各施策の事業メニューごとに進捗状況、成果および費用対効果について、ホームページで逐次報告します。 
 
5.3.3  白川中流域の地下水の人工涵養 
このなかで、人工涵養事業は 2004 年度から開始された。その概要は熊本地域の上流に位置する白川
中流の水田（大津町と菊陽町にまたがって 1990 年現在で約 1500ha ある）の休耕田（240ha）を１～
２ヶ月（最大 3 ヶ月）借り受け、白川からの灌漑用水（1990 年現在で合計約 43m³/秒）を張って地下
浸透を図るものである（図 5-4）。この付近は河岸段丘をなし、「ザル田」と言われるほど地下浸透率の
高い地域で、平均で 100mm/日、代かき期には 200mm/日に達する¹⁷⁾。 
人工涵養事業に関する社会的な問題は、水理地質的に上流側に位置し涵養に必要な地表の土地の問
 45
題と下流側で汲み上げる地下水の受益者の問題である。今回は市、町および地主とは協定書をもって
合意が成立した（熊本日々新聞、2004 年 1 月 29 日）。協定は 2004 年 4 月から 10 年間だが、両者協
議のうえ延長できる。1 ヘクタール当り約 10.5 万円/月の助成金を、市の一般財源である水環境の保全
事業予算を一旦水道局予算に移して支払う形になっている。1 ヶ月延びる毎に 5.5 万円/へクタールが加
算されるが、3 ヶ月が限度である。白川の慣行水利権がある 5 月から 10 月まで、年毎に地域を巡回し
ながら水田として使っていない農地に拡水する。拡水期間やその後の作付け予定（ニンジン等の野菜
が多い）は申請する義務があり、ここには助成金頼りを防ぎ農家の営農意識を阻害することなく、奨
励する市の配慮がみえる。営農上からも連作を避け、地力を向上させる、害虫の駆除になり農薬代を
節約できるなどの利点がある。 
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当地の地下水位は 5 月に最も低く、10 月に高い季節変化をするから、水文状況とも整合性が良い。 
その涵養量の 2004 年の目標は年間 726 万 m³で、今後面積を漸次増やし、最終的には 3000 万 m³
にする目標である。この数字は地下水盆全体利用量の 60%を熊本市が利用しているため、全体の計画
涵養量 5000 万 m³の同じ割合を負担するという考え方からきている。この数字は目標としている地下
水盆の全涵養量 7.2 億 m³/年（1984 年の水収支に相当）の約 7％に当る。 
以上のように涵養に要する地表の土地の問題は市水道局と町のいわば賃貸関係という合意で結着し
ている。では利用する側の問題はどうであろうか。水道という公益事業として行う以上涵養された地
下水の受益者は特定個人であってはならない。県が示した“地下水の生活用水優先”の検討は既に述
べたように地下水を「公共財」とする法律的な検討に一歩踏み出した施策として注目される。 
5.3.4  流域の土地利用変化に伴う涵養量と白川の流量の変化 
次に実際に以上に述べた涵養域の減少や涵養量の減少がどのように進行しているのかをみてゆこう。 
図 5-5 は熊本県による涵養面積の減少に伴う、地下水涵養量の予測である。まず 1997 年の涵養域は
1965 年の 948 km²に比べて 132 km²減少し、その割合は 14 %であった。この割合で減少が続くとす
れば、2010 年の地下水の涵養量は 6.5 億 m³まで減少する予想された。目標とする 1984 年の 7.2 億
m³から、7000 万 m³（9.7％）の減少である。 
いっぽう、降水量の変化はどうであろうか。1997 年から 2007 年にかけて年間 1800mm 前後で大き
図 5-4 熊本地域・菊池川流域の地質図（田中・平山，1988 に加筆） 
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な変化は無い。また、1955 年から 1998 年まで 44 年間の降水量（図 5-6）を比較すると、前半 1955
年～1976 年までの平均降水量は 1942mm、後半の 1977 年～1998 年は 2100mm で、7.5%の増で大き
な差はない。この 25 年の区切りは長期的に河川流量の記録をまとめた図 5-7 と同じ年代で区分してあ
る。次に、この間の熊本地域の中央を西流する白川と北に隣接した菊池川の流量の変化をみてみよう。
河川の流出量は流域の地質に影響を受けるが、両地域は新生代第三紀の火山岩と第四紀の阿蘇火山起
源の火山砕屑流に広く覆われ大差はない（図 5-4）¹⁸⁾。 
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 図 5-6 熊本市の 1955 年から 1998 年までの年間降水量（熊本測候所、測定年は図 5-7 と同じ） 
 
しかし、白川の 1977 年から 1998 年までの日流量は、豊水量、平水量、低水量、渇水量のいずれに
おいても 1955 年から 1976 年の流量に比べて増加し、年間総流量においても約 16％増加している。反
対に菊池川では総流量のみが増えて、他はいずれも減少しており非常に明瞭な違いを示している（図
5-7）¹⁹⁾。降水量や流域の地質がほぼ同じ条件であるにもかかわらず、この差は何に由来するのであ
ろうか。水収支の基本式は  P-R-E-I=⊿S すなわち R=P-E-I-⊿S・・・・・（1） で示される。 
図 5-5 1997 年の涵養域は 1965 年の 948 km²に比べ 132 km²減少しその割合は 14 %になる（熊本市,2004） 
 47
ここで、P：降水量、R：河川流失量、E：蒸発散量 I：地下水涵養量、⊿S: 地下水の貯留量の変化 
である。（1）式において、P、E、⊿S が変わらないとすれば、I が減少すれば R は増加する。 
図 5-7 は実際に熊本地域の流域、特に涵養に大きな役割を果たしている中流域での涵養面積の減少 
が、地下水涵養量の減少をもたらし、河川流量の増加となって現れていることを示しているのではな
いかと推測される。その 16％という増加率は、すでに述べた涵養面積の減少率 14％にほぼ等しいが、
どのような根拠があるのか今後の課題である。 
白川中流域における雨水涵養の実態は同位体の研究によっても確かめられている²⁰⁾,²¹⁾。その区域
は直径約 12 ㎞の円内に相当する広さがあると想定される量であること、浸透して地下水として江津湖
に湧出するまで 10～20 年を要することなどが分かっている。 
休耕田や畑に張る水は白川の瀬田堰から取水する農業灌漑用水であるが、市に慣行水利権はないた
め涵養事業はあくまで田畑への水張りの一環という扱いになっている。畑への水張りは、既に述べた
ように土壌中の害虫駆除や連作障害の防止など農業面での効用も期待されている。地元には地下水涵
養事業と結びつけて、作物のブランド化を図ろうとする動きもあり、地域住民の理解（やる気）と便
益がうまく調和した形になっているから、今後も継続すると期待される。 
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また、詫麻
た く ま
台地を含む熊本市東端域は、地下水盆として白川中流域の主要な涵養域の下流に位置し、
重要な帯水層である砥川
と が わ
溶岩を地下水が流動する通廊にあたっている。ここは九州高速自動車道と熊
本空港に連ずる、保田窪菊陽線と東バイパス（弓削近見線）、および水前寺秋津線の道路沿いに新しく
開発が進んだ地区である。土地計画では、すでに三つの道路沿いは準工業地や商業地域に、他は「市
街化調整区域」の住宅専用区域に指定され、緑地や耕作地は約 60％しか残されていない。熊本市はみ
ずからも、涵養域を残す努力が今後とも求められる。 
さらに、人工涵養に関し 1980 年代に当時の建設省が、阿蘇西麓にある熊本空港の東を流れる白川水
系加勢川の支川木山川および布田川の水を周辺の台地に導水する計画を立てた。目的は導水路で河川
水（主に洪水）を新設する高遊原ダム貯留池（遊水池）に導き、基盤岩となる透水性の高い高遊原溶
岩を通して地下浸透を図るとともに加勢川の洪水を調節することが目的であった²²⁾。1990 年代初めま
図 5-7  熊本県の白川（代継橋）と菊池川（玉名）の平均流量、 1955-1976(白色) and 1977-1998(赤色) 
      1：豊水量(日流量が 25%の超過確率)， 2：平水量(日流量が 50% の超過確率),  
3：低水量(日流量が 75%の超過確率)，4：渇水流量(日流量が 97%の超過確率) （西田，2006 に加筆）
16％増加 
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で調査は行われたが企画は中止になっている。濁水による溶岩の亀裂の目詰まりと地下水の水質の劣
化が懸念されたためである。これとは別に熊本空港の南に深迫
ふかさこ
ダム（堤高 19ｍ、総貯水容量 1,268 千
ｍ³のアースフィルタイプ）が空港の南に隣接して 1974 年に建設された。同じく透水性の高い高遊原
溶岩に建設されたため貯水池には遮水膜が張ってある。現在ダムは県によって管理され、農業用水を
白川沿いの河岸段丘より一段高い火砕流台地に給水している。 
5.3.5   熊本市の水道料金 
最後に水道水を地下水に 100％依存する熊本市の水道の特徴について述べよう（表 5-6）。水源（地
下水か表流水か、また自流域で賄
まかな
うか導水するか）の 2点で好対照にある福岡市を比較の対象とする。 
熊本市は 2005 年現在 1日平均 230,223ｍ³の地下水を 653,811 人に給水している²³⁾。すでに指摘し
たように熊本市は地下水保全の一つの柱として節水策をあげ、一人一日当りの水道消費量を 254ℓ（基
準年は 2002 年）から 9.5％下げ（実際には 10％節水キャンペーンとして毎年 7月に実施）、2008 年に
九州の平均なみの 230ℓに削減することを目標としている（表 5-4、表 5-5）。この目標は福岡市に比べ
一人当りの生活用水の給水量が 20％（2002 年）も多いこと、有効率は 6.4 ポイント（同年）²³⁾,²⁴⁾
少ないという実績にもよる。福岡市は 1978 年と 1994 年に大渇水を経験して以来、節水都市としての
努力を積み重ねてきた。熊本市は渇水年でも水道の使用制限を経験したことがないまことに恵まれた
都市である。 
  
 
都市 項目 単位 2005 2004 2003 2002 2001 
生活用水 ℓ/人・日 244 245 246 254 257 
有効率 % 92.5 92.6 92.3 92.6 91.5 
給水原価 円/m3  148 149 149 149 157 
熊本市
 
供給単価 円/m3  170 170 170 171 171 
生活用水 ℓ/人・日 204 204 202 203 205 
有効率 % 96.2 96.9 96.9 97.9 97.3  
給水原価 円/m3  222 224 226 230 226 
福岡市
 
供給単価 円/m3  231 233 235 237 239 
 
いっぽう、熊本市の給水原価は 148 円/ｍ³と福岡市の 222 円/ｍ³に比べ格段に安い（2005 年）。前
者は低コスト（浄水の必要がない、施設費かからない）の地下水であり、後者は他流域からの導水や、
海水の淡水化、水源水の水質の悪さなど上水がコスト高となる条件が揃っている。熊本市は全国平均
の 181 円/m³に比べても随分安い。当面熊本市が努力すべき課題は有効率（有収水量/配水量、主に漏
水の低下によって上がる）の向上である。有効率が福岡市並みに向上すれば、254ℓ/人/日の 10％（25
ℓ）をはるかに上回る削減（69ℓ）をしたことになる。 
次に、興味深いことに、2003 年熊本市が市民を対象に、熊本の地下水を守るために新たに税負担を
する意思かあるかどうかアンケート調査したところ、2300 円位まで負担してもよいという市民が多か
った（朝日新聞、2003 年 5 月 29 日）。これは市民の地下水保全に対する意識の高さ（Willingness to pay）
を示すもので、政策を推進するための大きな力となる。今年（2008 年）を目標年とした 5 年計画の
施策の結果がどうでるか興味深い。節水キャンペーンは 2002 年を基準とした年間平均値比で 2005
表 5-6  熊本市と福岡市の水道に関する基本数量（福岡市，2007・熊本市，2007） 
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年は 2.3％、2006 年は 3.1%、2007 年は 7.0％％の実績をあげたが、2008 年 7 月は早い梅雨明けと長
い猛暑のためか、目標に達しなかったそうである（熊本市水保全課談）。 
最後に市民に一番身近な水道料金である。10m³辺りの水道料金を比べると、熊本市は 1050 円、福
岡市は 1020 円とあまり変わらない（消費税抜き、以下同じ）。しかし、どの自治体でも水使用を抑制
するため、水道料金は多く使うと m³当りの単価が高くなる累進料金制度を採っている。福岡は引き
込み管の管径による累進制も他市に比べて高い割合になっており、1978 年の大渇水を契機に節水都市
を目指す姿勢が鮮明である。その点熊本市は給水原価と供給単価が共に安く、水道料金も安い。その
結果普通 4 人家族の月使用量である 25m³の使用量になると、熊本市は 3180 円で福岡市の 3785 円に
比べ、16％も安く明瞭な差がでてくる。これが全ての理由と言う訳ではないだろうが、熊本市の一人
当りの生活用水の給水量は福岡市に比べ 16％も多い（2005 年）。 
5.3.6  ローカルガバナンス 
2008 年 7 月に全面改正された熊本市の地下水保全条例のもう一つの大きな特徴は、国や県はもち
ろんのこと、市民と近隣市町村および事業者・農業関係団体との連携・協力を強く打ち出しているこ
とである（第 8 条、第 12 条）。地下水が水循環の一環として広い流域（あるいは流域を越えて）を含
む地下水盆を流動していることを理解していれば当然のことであるが、一般論として今まで自然の道
理で事業を推進することに、必ずしも行政の仕組みがかみ合わず、かえって障害となることが多かっ
た。その点今回の改正は進行中の実態を法的に裏付けた第一歩といえるだろう。 
熊本地域で実施されているように地下水環境の保全へ自治体が連携することと、地域住民が参画す
ることの重要性は古くから説かれている¹⁷⁾,²⁵⁾。熊本市が地下水保全を大津町、菊陽町の休耕田を借
り受けた人工涵養事業や、節水社会実験と「わくわく節水倶楽部」、くまもと水検定試験などを通した
情報公開と啓発活動等によって、地域住民とともに政策を具現化していることは大いに評価できる。
ローカルガバナンス（市民参加の秩序作り）の進捗の段階的な条件として、アースタインは、情報提
供、相談、パートナーシップ、権限委譲、自主管理などをあげているが、熊本市はすでにこれらの前
半の段階まで実質的に進んでいると考えられる²⁶⁾。 
熊本市は 2004 年から始めた「地下水量保全プラン」の最終年に当たる 2008 年に、2013 年を目標と
した今後 5 年間のプランの策定に着手した²⁷⁾。表 5-4 の項目で 2007 年までの達成率を見ると、地下
水人工涵養量は 41％、地下水採取削減量は 190％、一人当たりの家庭用水使用量は 5％減で、削減量
は達成したが、他の 2 つは未達である。さらに新しい目標として基準以上の硝酸性窒素を含む地下水
の超過率の減少を掲げた。「日本水大賞グランプリ」の受賞を励みに地下水保全の動きをさらに「市民
ぐるみ」で推進し、活動を外に発信しようとしている。今後の動きを注視したい。 
 
ま と め 
熊本地域の地下水保全事業は、水資源を地下水に 100％依存する地域住民が地下水位低下や湧水の減
少を目の当たりにし、それが中流域の水田の減少にともなう涵養の減少に因るという流域単元の水循
環の正しい現状認識と、将来に対する危機感から生まれた。それは科学的に裏付けられた数字で示さ
れたものであった。熊本地域では同じ地下水盆に生活する地域住民や行政そして学者達が貴重な水資
源を末永く健全に保全しながら利用してゆくという意識を共有している。それを具体化するために、
行政側は条例を整え、科学的資料の裏づけをきちんとしたうえで、問題点を整理し、地方の実状に即
したかたちで改善目標を掲げた。流域全体を見据えた地下水盆管理がりっぱに機能を果たし、いよい
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よ本番に入り、検証する段階に来ている。硝酸性窒素に代表される水質汚染や、10 年間の人工涵養の
契約期間満了後の問題、生活用水の優先権など今後の検討課題も多く残っているが、全体の方向性は
非常に具体的であり、国内海外を問わず今後同様な問題を抱える地域の参考になる優れた先進的施策
に基づく事業として大いに評価できる。熊本市は 2008 年末から１次計画の評価に入った。現在 2013
年を目標とした 2 次 5 年計画の立案に入り、市民に意見を求めた。近く新しい地下水量保全プランが
発表される予定である。 
以上第 3 章から第 5 章にわたって、日本の地下水問題とその対策と政策をまとめた。そのなかには
未解決の問題も残っており、政策にも成功例と失敗例があって完全なものではない。しかし、日本の
貴重な体験から多くの教訓を学んだ。 
第 6 章からは、それらを視点として東南アジアから南アジアにかけての地下水問題を考察する。そ
の地域のなかで、まず戦後一番早く地下水開発を先行させ、その恩恵を享受しつつも甚大な地下水障
害を被り、同時に試行錯誤しながら先進的な復興対策を進めてきたタイの中心地バンコックを取り巻
くチャオプラヤ平野をみる。さらにここでは低平な平野に宿命的な洪水対策との係わりから、水理地
質学的な理解が重要であって政策にどう生かされるか、実際のプロジェクトについて考察する。 
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第 ６ 章 乾季と雨季の水資源を配分し、高度な地下水保全政策を展開する平野‐タイ・チャオプラヤ平野 
 
はじめに 
これまで述べた日本の地下水問題に対する解析を基本的な視点として、本章からモンスーンアジア
に位置する代表的な氾濫原沖積平野の姿をみてゆく。最初は東南アジアの代表的な沖積平野であるタ
イのチャオプラヤ平野を取り上げた。そこでは首都であるバンコックに人口が集中して、生産活動が
盛んに行なわれ、地下水が貴重な水資源として長年利用されてきた。しかし、過剰な利用は地下水障
害を発生させ、その抑制のため保全対策が図られている。この地域の地下水利用は東南アジアでも早
く 1950 年代から始まり、地下水障害との｢戦い｣の歴史も古い。1977 年にアジアで初めて「地下水法」
を制定して規制地域指定と料金制度を採用し、 先進的な障害抑制策を促進し功を奏した。また低平な
デルタに位置するバンコック首都圏は洪水との｢戦い｣の歴史でもあった。地盤沈下を介して密接に関
係する二重苦の｢戦い｣の特徴を明らかにし、現在進行中の｢総合治水対策｣に地下水保全策として地下
水の人工涵養を併用することが可能かどうか水理地質学的な面から考察した。それは、今後同じよう
な自然条件を有する沖積平野の地下水資源を有効に活用する施策として東南アジアで展開できるかど
うか大きな試金石となるかもしれない。 
 
６．１   東南アジアと南アジアにおける地下水問題の基本的な現状の認識と課題 
これまで取り上げた日本の関東平野や熊本地域の理解に基づいて、モンスーンアジアの地下水問題
を概観すると、次のような現状と課題が共通して指摘できると思われる。まず、現状は以下の通りで
ある。 
①地下水はモンスーンアジアの人口が集中する沖積平野において、安全で清浄な水資源として貴
重であり、長年使用されてきた。 
②地下水は必ずしもすべての平野において水資源のなかで量的に大きな割合を占めるものではな
いが、都市用水については地下水に対する依存度は非常に高い。 
③これらの平野では河川水が主要な水資源となっているが、河川は乾季と雨季によって流量の季
節変動があって、予期せぬ渇水や洪水、水質の劣化という脆弱性を内包しており供給面で不安
定さを伴っている。 
④また、河川水は貯水池の建設や配水の施設、加えて水質浄化のコスト面から供給に至るまで多
額の投資を必要とし、実施までに時間がかかり、維持管理に費用がかかる。 
⑤その点、地下水は帯水層が存在する沖積平野においては、渇水年や乾季でも安定した水資源と
して利用価値が高い。しかも供給地と消費地が直結し、都市用水として比較的安い投資で効果
がすぐに現れる利点がある。 
⑥農業用水の場合水源が地下水でも表流水でも、さまざまな規模の灌漑水源施設が考えられる。
適度の投資で生産性が著しく向上するような効率の良い灌漑事業は、上水道事業と違って比較
的短い期間で効果が現れることもある。 
⑦地下水は水質が比較的よく、季節を通して水温が安定している利点がある。 
⑧井戸を掘削して地下水を利用する際、水利権や法律的な問題が比較的少なく利用しやすい。 
⑨ガンジス平野は地下水は豊富だが自然起源のヒ素汚染のため、水理地質構造の解析を急ぎ少し
でも安全な地下水の確保が重要である。紅河とメコンデルタでもヒ素汚染の報告がある。 
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次に、課題は、以下の通りである。 
①とりあげた平野では近年過剰な地下水開発により種々の地下水障害が発生している。 
②その障害のありようは地域によってさまざまだが、将来も持続的に地下水を利用するため、地
域それぞれで現在対策に苦労している。現在まで進捗した対策の段階は地域により差がある。 
③対策となる政策を立案し実行する際、社会的基盤となる水資源や地下水に関する法制的な整備
は、各国で事情が異なり足並みは揃っていない。 
④都市地域に限らず、農村地域で安全な飲用水の確保は大きな問題である。そこでの地下水開発
は分散して小規模であるが故に、集積して始めて形のあるプロジェクトとなる。ある程度の規
模の共同体として成功するためには、地域住民による適格な管理運営が必要で、その意識をも
ったスタッフを養成し指導するソフト面の視点も必要である。 
⑤ガンジス平野のヒ素汚染はとくに深刻であり、安全な水源となる浄化施設の建設は急を要する。
他の平野の一部でも問題化している。 
この章では、日本の例をときおり述べた。日本は地下水開発の歴史が古く、その後の地下水障害
が他地域に比べ先行して発生した。このため、障害の復興対策をすでに実施した例や、実施中であ
る事例を数多く経験している。そのなかには成功例と失敗例があるが、その両面で他の地域の参考
になる点は多い。したがって、日本の経験と施策は、取り上げた地域をいろんな面から比較検討し
て、モンスーンアジアの現況と問題点を整理するときに有用である。日本の経験は上記の 5 点の課
題の軽減に役に立つと思われ、大きな流れは次のように要約される。 
① 日本はいち早く産業が発展し人口が増加した。特に第二次世界大戦後地下水の開発とのちに発
生した地下水障害を他国に先行して苦労も体験して、対策に対するノウハウを有する。 
②地盤沈下対策の遅れは、東京東部低地や濃尾平野における洪水や高潮被害の失敗例から判るよ
うに、多額の復興費を要する。したがって広大な低平地で洪水問題を同時に抱える各平野はよ
り迅速で、複合的な対策が求められる。 
③低平地の沖積平野における地下水保全対策は流域の土地利用と深い関係がある。現在人口が集
中しつつあるアジア大都市圏では無秩序な開発を避けるため、早期に適切な都市計画を策定す
ることが重要である。これは｢総合治水対策｣を採り入れ、ある意味では関東平野の失敗を繰り
返さないことに通じる¹⁾。 
④現在、日本では地下水障害に対してある程度の法的措置をとり、対症療法的な規制の段階を過
ぎた。現在は、水環境保全の一環として地下水管理に取り組み、再び地下水を有効に利用する
準備段階にきている。 
その結果を参考に今後適正な管理方策を考えれば、地下水を将来にわたって持続的に安全に利用し
ていくため、今回取り上げた地域にある程度共通する、あるいは地域特有の施策の方向性とシナリオ
（道筋）が浮かび上がってくるのではないかと思われる。その際地域性や慣習に配慮することは必須
である。 
 
６．２   タイ・チャオプラヤ氾濫原沖積平野の地下水問題 
6.2.1   地域の概要 
チャオプラヤ平野はタイを北から南に貫流する大河チャオプラヤ川の下流に広がる平野である（図
6-1）。同川は 15.8 万 km²の流域面積をもち、国土の約 30％を占める。チャイナット付近を上流端と
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する平野は約 2 万㎞²の広さがあり、関東平野の約 4 倍に相当する。バンコックの年間降水量は
1545mm で、11 月～4 月の乾季と、5 月～10 月の雨季に分かれる。降水量の 88%が雨季に集中する。
降水量はタイ湾の沿岸部では年間 2000mm を越すが、北に向かうにつれて漸減しチャオプラヤ平野の
北の端、チャイナットでは 950mm/年である。時折台風が襲来し、2006 年の台風はタイ北部を横断し、
洪水をもたらした。 
6.2.2   水理地質構造 
チャオプラヤ平野の現在の地形は非常に広大な低平地である。この平地は南北性の断層によって形
成された幅約 100 ㎞の陥没した構造盆地を厚い堆積物が埋積して形成された²⁾。断層の延長はさらに
タイ湾の海底に続いている。したがって、難透水性の固結した基盤岩はバンコック付近で、深度 660m
以上、25 ㎞下流のチャオプラヤ川の河口付近で深さ 800m ほどに潜在する³⁾。平野北端に近いチャイ
ナットでは基盤岩は深さ 50m で確認されている。基盤岩は周辺の山地に露頭する第三紀以前の変成岩
や火山岩からなり、その上位に帯水層を含む堆積物が重なっている。 
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堆積物は上流ではチャオプラヤ川と下流周辺山地から押し出された氾濫原堆積物と扇状地堆積物か
らなり、下流ではデルタ性の堆積物で構成され、南にゆくほど厚くなり全体の厚さは 800m 以上にな
る。層相は砂や砂礫層と粘土、シルト層の互層からなり、大半が海成層であるが、一部に陸成の粘土
を挟む。基盤岩の表面（不整合面）は北から南に緩く傾斜し、その勾配はほぼ 300 分の 1（3.3/1000）
で、現地形面の約 1/13,000 に比べ 30 倍ほどで比較的傾斜がある。関東平野の基盤岩の勾配に比べる
と 10 分の 1 と緩い。 
堆積層の地質時代は第三紀の漸新世（3500 万～2300 万年前）から完新世におよぶ。帯水層構造は
挟在する難透水性の粘性土によって 8 層に分けられる。このうち地下水の取水対象となる帯水層は、
鮮新世から完新世の地層で、深さ 300m までの 3 層（上位からⅡ、Ⅲ、Ⅳ層と呼ばれる）が有力な帯
水層である²⁾。第四紀最新期の海進（日本の縄文海進に相当）に伴って堆積した最上位のデルタ性の
図 6-1 チャオプラヤ川流域図 
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バンコック粘土（上位の軟弱粘土と下位のやや固結した粘土に細分され、厚さは最大で 26m ほどであ
る）は、広く平野南部を被い、地層は残留塩分を含み利用できない²⁾。 
6.2.3   地下水利用 
a. 水資源の利用と配分 
チャオプラヤ平野で使用される水資源はかなり細かく管理されている³⁾。平野北端のチャイナット
に取水堰（チャオプラヤダム）がある（堤長 265.5m、堤高 16.5m：1957 年完成）。そこからチャオプ
ラヤ川の水は両岸に分水され、東岸は開削された灌漑水路（パサック川に通じる灌漑水路）で、西岸
は自然河川（タチン川など）を利用した水路である。これらの幹線水路からさらに細かい水路網に分
かれ平野に隈なく配水されている。この取水堰の上流域には 2 つの多目的ダム（ブミボルダム：貯水
容量 135 億ｍ³とシリキットダム：貯水容量 105 億ｍ³）があり、河川流量が管理されて放流されてい
る⁵⁾。ダムは EGAT（タイ電力公社）が管理運営しているが、RID(王室灌漑局)、天然資源環境省も協
議に加わり、強い発言力をもっている。 
一年の水資源配分の基本的な方針は、この取水堰地点において、1 月 1 日時点で年間 60 億 m³（1650
万 m³/日）の河川流量が確保されるか否かで、平水年、豊水年、渇水年のいずれかに区分され、決定
されている³⁾。取水堰における河川流量は乾季に 500m³/秒前後であり、雨季には最大 4500m³/秒（10
月～11 月）を超えている。4500m³/秒はチャオプラヤ川の最大流下能力である⁵⁾。 
水資源の使用の優先順位は、「①生活用水、②水運、③河川の塩水遡上を防止する、④灌漑用水」と
する原則がある。例えば平水年の水資源配分は、生活用水 14％、塩水浸入防止 10％、水道供給公社
16％、水運 8％、乾季の灌漑用水 52％である。チャオプラヤ平野で地下水が水資源全体に対して占め
る割合は、1989 年から 1998 年の間で 2～8%と変化している。その割合は渇水年には高く、豊水年で
低い。地下水が水資源の調整弁の役割を果たし、その保全にも役に立っている。地下水は平野全域で
利用されているが、南部と北部で利用の状況がまったく違うので分けて考える(表 6-1)⁶⁾,⁷⁾。 
b. 南部の地下水利用 
まず、バンコック首都圏を含む南部 7 県（広さ 10,315km²、ナコンパトゥム、サムットサコン、バ
ンコック、サムットプラカン、パトゥムタニ、ノンタブリ、アユタヤ）は、約 1070 万人（全国の約
17％）が住み、人口密度は 1037 人/㎞²で、首都圏に人口が集中しているのがわかる（図 6-2）。7 県
は国の約 46.4％の GDP を生産する重要な産業と商業地域である。 
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この南部 7 県の地下水使用量は、1994 年の渇水年から 2000 年までは 240～250 万 m³/日の前後で
推移していた。その後 1997 年の 250 万 m³/日をピークに、2001 年以降急激に使用量は減少し 2003
年は 175 万 m³/日であった。この減少傾向は地域内の 7 県で率は異なるものの共通して認められる（表
6-1,図 6-3）。近年の減少は、後述する 2000 年に実施された地下水料金の値上げの影響と、1997 年に
起こった東アジアの通貨危機の不況が残ったと考えられている⁸⁾。2003 年における地下水使用量の内
訳は、総計 175 万 m³/日のうち、工業用水が 88 万 m³/日であり、生活用水は 74 万 m³/日、残り 13
万 m³/日が農業用水である（図 6-3 の左図）。生活用水は原則として、乾季の 1 月から４月に揚水され
地下水の持つ特性を生かした、賢明な保全策（地下水源の温存）と考えられる。近年 MWA（首都圏
水道機構、首都圏と両隣のノンタブリ県、サムットプラカン県に供給する）も PWA（地方水道機構、
南部の他県をカバーする）も公共水道用の地下水の取水を減らしている（図 6-3 の左図）⁹⁾。重要な
ことは、南部地域の地下水取水量が、MWA と PWA の上水道供給量の合計の伸びと逆比例して減少
していることである。地下水量の対上水道供給量比は 2002 年の 35％から 2003 年には 28％に減少し
た。タイ政府がいかに地下水から表流水へ代替を急いでいるかがよく分かる（図 6-3 の右図）。 
 
表 6-1  チャオプラヤ平野の地下水利用 
地域 用途 使用量（万 m³/日）
生活用水 
工業用水 
45～100 
農業用水 120 
チャオプラヤ 
平野北部 
（5 県） 
合計 165～220 
生活用水 74 
工業用水 88 
162 
農業用水 13 
チャオプラヤ 
平野南部 
（7 県） 
合計 175 
生活用水 
工業用水 
207～252 チャオプラヤ 
平野全体 
農業用水 133～143 
総計  340～395 
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なお、最近の統計では南部のバンコック首都圏とノンタブリ、サムットプラカン両県の水道をカバ
図 6-3 チャオプラヤ平野南部 7 県の地下水取水量 (左図)，MWA と PWA の供給水量と 
地下水料金＋地下水保全協力金の推移（PWA と地下水取水量の記録は不完全，右図）
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ーする MWA は 476 万 m³/日（2007 年）と、PWA（地方水道公社）は 305 万 m³/日（2007 年）⁹⁾、
合計 781 万 m³/日の水道水（生活用水と工業用水）を生産している。この中に上記の地下水（工場で
独自に使う量があるから全てではない）は含まれ、全水道水量の約半分（約 390 万 m³/日）が生活用
水として使われている。したがって生活用水に使う地下水の割合は約 19％（2005 年時点）である。
平野全体の水資源に対する地下水の割合である最大 8％に比べると、都市部の多い南部の地下水依存
率は非常に高い。表流水に比べ水質や供給の利便性に対する信頼は依然として高いのであろう。 
c. 北部の地下水利用 
いっぽう、平野北部の 5 県（13,195 ㎞²、チャイナット、ロプブリ、シンブリ、アントン、サラブ
リの 5 県だが、ロプブリの約 6 割とサラブリの約 4 割は山地である）では地下水は圧倒的に農業用水
として利用されている⁷⁾。農業用水量は 1989 年～1998 年の 10 年間で 62～166 万 m³/日と変動した
が、平均値は 120 万 m³/日である。最大の 166 万 m³/日は 1994 年の渇水時に、最小の 62 万 m³/日は
1996 年の豊水年の総計である。即ち、チャオプラヤ平野北部では水資源のなかで地下水は調整弁の役
割を果たし、温存されている。 
また、米の相場が上がると農民が稲作に励むため地下水需要が増えるそうである⁵⁾。現在（2008
年）からしばらくはまさにそういう経済状況であろう。北部 5 県の総量でほぼ 165～220 万 m³/日の
地下水が揚水されていると推定されているから、農業用水との差である 45～100 万 m³/日ほどが都市
用水（生活用水＋工業用水）として使用されていると推測される。しかし 2001 年以降、二期作目の
稲作面積が 1999 年（40 万 ha）から 2003 年（72 万 ha）にかけて大幅に増えているにもかかわらず、
地下水利用量の統計では 50 万 m³/日に急減しており、その理由は良くわからない。同じ期間の一期
作目の稲作面積は 130 万 ha で変わらない。北部の地下水利用は、ここでは一応 2000 年までの平均
的な数字をもとに述べる（表 6-1）。  
以上をまとめると、チャオプラヤ平野全体での地下水使用量は北部と南部平野の合計で、2003 年時
点でおおよそ 345～395 万 m³/日と推定される。全国の地下水利用量の 75%以上に相当する。2001
年以降南部、北部ともに地下水利用は減少傾向にある。 
6.2.4   地下水障害 
a． 地盤沈下 
チャオプラヤ平野における地盤沈下は 1968 年に Cox により初めて報告された¹⁰⁾。引き続いて 1978
年半ばから 1982 年にかけて、RID（王室灌漑局）が水準点の水準測量を半年毎に行ない、AIT（アジ
ア工科大学）の 31 箇所の観測点も加えて、はじめてバンコック地域の地盤沈下の様子が明らかになっ
た。その結果は 1978年から 1982年間に累積量で最大 54cmの沈下が、1940年から 1980年では、1.14m
の沈下が認められた。1978年～1982年の沈下は最大 10cm/年の割合であった(図 6-4)¹¹⁾，（図 6-5左）。 
これに対し、タイ政府はアジア諸国のなかでいち早く、1977 年に「地下水法」を制定した¹²⁾。この
法的基盤により日本が実施したような地下水の揚水規制として、地盤沈下量や地下水位低下量に応じ
て、地域を指定し新規井戸の掘削や揚水量の制限をした。しかしすぐに地下水取水を抑制し、地下水
位の回復と地盤沈下の緩和に実効をあげなかったため、2度（1992 年、2003 年）改定された¹²⁾。 
1983 年ようやく、地下水料金を導入する予告が出され、井戸掘削許可にもより厳しい規制措置がと
られた。1985 年に地下水料金の徴収が始まり、揚水規制地域を指定した。厳しい地区から ZoneⅠ、Ⅱ、
Ⅲがあり、図 6-5 の左図の赤枠内でのちの図 6-11 の左図に相当する。その結果、1984 年よりバンコ
ック首都圏では地下水取水量は減少し、地下水位も回復に転じて、地盤沈下は緩やかになった（図 6-4）。
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その効果は 1990 年代初めまで続いた。この地下水の取水量に応じた地下水料金という制度は日本では
施行できなかった施策である。タイでは法制上地下水は公共財と考えられているから実施できた。し
たがって公共の水道用井戸から料金は徴収されていない。対象は工業用水と農業用水であり、公共水
道のサービスが行き届かない地域は割引されるか、免除されている。 
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その後、地下水の取水は、設定された指定地域の周辺の郊外に移り、地盤沈下もより広い地域へ拡
大していった(図 6-5 の右図)¹³⁾,¹⁴⁾。このように、地下水の取水量は、1990 年代の著しい経済発展と
共に再びバンコック郊外と隣接県で急激に増大した。それに伴って、地下水位は再び降下し、地盤沈
下が拡散しただけでなく、塩水が内陸に浸入する水質汚染も拡大した。当初地盤沈下はバンコックの
東部と南部および西部のある範囲に点在して発生したが、近年では工場の分布と符合し、東部郊外の
広い範囲と西部の限られた範囲に分散する傾向にある。中央部では回復している（図 6-5 右，図 6-6）。 
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図 6-4 バンコックの地盤沈下，地下水位変化（帯水層Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ），地盤沈下，重要なイベント 
図 6-5  地盤沈下地域の変化：1978～1991 年 (左図)と 1996～2003 年までの累積量(mm)（右図) 
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地下水料金は 1985 年の 1 バーツ/ｍ³（3.5 円/m³）から 1994 年に 3.5 倍（約 12 円/m³）に値上げさ
れたが、揚水量の減少と地下水位の上昇という改善効果は直後の 1～2 年はあったものの、長くは続か
なかった（図 6-4，図 6-7）。次に現れる揚水量の減少と地下水位の回復は 1997 年から始まり加速する。
これは東アジアを襲った通貨不足に伴う経済不況の影響と二重苦になったとの見方が有力である。加
えて 2000 年にさらに地下水料金は 8.5 バーツに値上げされ、2004 年には地下水保全協力金も導入さ
れ、減少は加速した（図 6-7 右）。協力金は最初Ⅰバーツ/m³であったが、2006 年にかけて 8.5 バーツ
/m³まで 8 回も値上げされ、南部 7 県に課せられた。したがって、地下水取水者にとって、地下水料金
＋地下水保全協力金＝8.5＊2＝17 バーツ（約 60 円/m³）はかなり大きな負担となった¹⁴⁾。その結果
抑制効果も顕著に現れ、地下水取水量は減少した。ちなみに、日本の工業用水の全国平均料金は 23 円
/m³（2005 年）であるから、物価を考慮すればかなり高い。 
南部 7 県は、経済発展が著しく、国の GDP の約 50%を占めている¹⁵⁾。水需要が多いのは繊維業や
化学製品、食品業、機械などで、とくに水質の良い地下水に対する需要は根強く、将来も現状維持か
ら微増の傾向にあると予想される（表 6-3）。南部 7 県の地下水の 50％は地下水であるから、工場の
分布は地下水の取水量と相関すると予想される。図 6-5 の右図（1996～2003 年）地盤沈下と図 6-6
の工場の分布（調査は 2000 年代？）にはよい相関性がみられる。 
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工業用水の取水抑制に関しては、今後供給側は需要側に節水努力を促すため、助成策や補助金を策
定する必要がある。反対に、需要側には、水のリサイクルや節水型機器の導入が求められる。とくに
MWA（首都圏水道公社）や PWA は量・質ともに安定して代替水道を供給するため、地下パイプから
の漏水を低減することが早急に求められる有効な対策である¹⁵⁾。タイでは MWA（首都圏水道公社）
が浄水して首都圏とノンタブリ、サムットプラカン両県に水を供給し、East Water 会社が配水するシ
ステムになっている。MWA では 476 万 m³/日の生産水量（2007 年）のうち 30％（実に 143 万 m³/
日）が失われて、その有収率は 70％前後を推移している（図 6-8）¹⁶⁾。この漏水などの無駄は早急
図 6-6 チャオプラヤ南部 7 県の工場の分布 
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に改善される必要がある。南部の他県に給水する PWA の生産高は 305 万 m³/日（2007 年）で漏水率
は約 27％に達し、同じように有収率は悪い。MWA と PWA（ほぼ南部 7 県）の合計は 781 万 m3/日
である（2007 年）。 
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またバンコック首都圏庁は従来無料であった下水道を料金制にすることを検討中で近々実施する予
定である。これは 6.3.3 の項で日本の例について述べるように有効な抑制策となると思われる。漏水
の改善も公平な下水道料金の徴収システムのいずれも財政的な負担を強いるため、助成策が必要であ
る。タイではすでに述べたよう表流水を取水する浄水施設を持つ水道事業は公営化されているが、パ
イプラインによる配給は会社に委託されている。したがって、需要側（特に企業経営者）に安定した
供給を得られるかどうか不満な点が多い。最近では自前で浄水施設を建設する企業者も現れている。 
b. 塩水浸入 
1990 年代盛んに下位の帯水層Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ（深度 300m まで）から揚水し、塩水浸入が発生した³⁾,⁴⁾。
図 6-7 チャオプラヤ平野南部の地下水取水量・地盤沈下・地下水料（左図），工業用水の累積減少量(1996－2003)（右図）
図 6-8 バンコック首都圏水道機構（MWA）の水道給水量、有収水量と有収率（右軸） 
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地下水位は降下し、上に述べたように地盤沈下が拡散しただけでなく、塩水が内陸に浸入する水質汚
染を招いた。チャオプラヤ川河口の東側に位置するバンパコン川には第四紀最新期の旧埋没谷沿いに
明らかに現在の海水の浸入が認められる(図 6-9，図 6-10)⁴⁾。それとは別に同じ時期の海進に伴って
チャオプラヤ平野の上流（現標高 5～6m）まで高濃度の塩素イオンがチャオプラヤ川の西岸に沿って
アユタヤ県の西側まで認められる。これは海成のバンコック粘土層に残留したいわゆる化石塩水の影
響と思われ、その分布の北限は、標高 5m のパトゥムタニの北付近である（図 6-10）。 
この海進はチャオプラヤ川の河口から約 90 ㎞内陸のアユタヤ付近（標高 6m）まで遡った。チャイ
ナットの北まで広がる現在の平野のほぼ南半分が水没したことになる。この粘土は日本の有楽町層や、
有明粘土に相当する。非常に軟弱な海成粘土で、かん水を含んでいる。層厚は最大約 26m である（図
6-10）¹⁷⁾。 
その際、明らかに海水浸入と考えられる沿岸部と東部のバンパコン川沿いの埋没谷は別として、内
陸部で塩素濃度が高くなった個所（例えばⅡ層(100～150m) のナコンパトム県の北端で最大 8000ppm、
アユタヤ県の南端で 4000ppm が発生した）が現れた(図 6-9)⁴⁾。その分布は地下水位降下が大きい地域
とほぼ一致する。さらに前者とほぼ同じ地域の下位の帯水層Ⅳの地下水ではその濃度は 4000ppm と薄
くなる。これらの地域はバンコック粘土が 12～16m と周辺より厚い地域と似た分布をするため、バン
コック粘土のかん水が水頭差の増大により絞り出された可能性が高い。 
この粘土は地下水採取の対象ではないが、粘土層の最下位に、旧海岸砂丘層と思われるレンズ状の
帯水層を挟む個所があり、最上位の帯水層Ⅰとして小規模に利用されている。 
この粘土層は下位の帯水層の過剰な取水による地下水位低下によって、圧密を受け地盤沈下した地
層である。実際過去に地盤沈下の被害が大きかった地域と、バンコック粘土の厚い地域は重複する。 
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ｃ. 地下水汚染 
タイでは地下水の水質に関して日本と同じく、VOCs と重金属に関する 25 項目の基準が定めてあ
る。このほかに殺虫剤 9 項目、その他 PCB 類 4 項目がある。水道水には別の基準がある。現在のと
ころ、チャオプラヤ平野で塩水のほかに地下水汚染の報告はない。 
図 6-9 帯水層（Ⅱ）PD 層地下水の塩素イオン濃度（*1000mg/ℓ,1993 年） 
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６．３   地下水保全施策 
6.3.1   地下水料金と地下水保全協力金 
上述したように、地下水の過剰な取水による障害に対し、タイ政府は長年にわたって対策を講じて
きた³⁾,⁴⁾。1977 年に制定した地下水法は極めて重要な法律であった。そのなかでも重要な柱であった
地下水料金制度については、地盤沈下に関連してすでに詳しく述べたので、ここでは補足的に述べる。 
1978 年から 1982 年にかけて、国家環境審議会事務局の調査の一環として、地下水資源の開発と管
理およびバンコックの地盤沈下に関する調査が、AIT や鉱物資源局（DMR）によって実施された。 
それに引き続き、1982 年に調査が完了したあと、「バンコック首都圏の地下水危機と地盤沈下の緩
和に係る政府決議」によって、DMR は地下水取水量を管理する権限を与えられた。これは地下水法
の施行に伴う措置であった。1985 年に施行された省令によって、DMR は地下水の個人使用者から地
下水料金を徴収することを始めた。この取り組みはアジア諸国の中で極めて早く、地下水取水の抑制
策として高く評価される。地下水料金は公共水道用の井戸や、公共水道のサービスの届かない地域に
は課せられず（あるいは用途に応じて一定の割引がされた）、工業用水と農業用水が対象である。 
その結果、1983 年から 1987 年にかけてバンコック首都圏と周辺では、公共水道用の地下水取水量
は減少して地下水位が回復し、徐々に地盤沈下も緩やかになっていった。 
その後 、タイの工鉱業生産額は 1990 年から 2000 年にかけて対 GDP 比 27％から 35％に急速な伸
びを示した¹⁸⁾。しかし、表流水の配水網整備が市街地や産業の拡大に伴う水需要の増加に追いつかな
かったため、地下水使用量は、バンコック、ナコンパトゥム、サムットプカランを除き、外側の 4 県
で再び増加し、削減は十分に目的を達成できなかった。DMR は 1994 年に地下水料金を 1 バーツ/m³
から 3.5 バーツ（12 円）/m³に値上げしたが、表流水の水道料金に比べはるかに安かったため実効が
上がらなかった。料金は 2000 年から 10 回以上段階的に 8.5 バーツ（30 円）/m³まで値上げされた。 
図 6-10 バンコック粘土等層厚線図(m)と海底地形（JICA,1995 と英国海図に加筆） 
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一方で水道料金は m³当たり 21 バーツ（74 円）から 15 バーツ（53 円）に値下げされた。そのため、
地下水料金の値上げは水道料金の 15 バーツ/m³が限度だと考えられている⁸⁾。地下水法には地下水料
金は水道公社の水道料金の最高料金を超えてはならないという規定がある（第 6 条）。これは、税金
や公共料金の負担の公平さを考慮してのことであろう。2007 年現在は 12 バーツ/m³である。 
バンコック東部の観測点における地下水位の変化と地下水料金の変化を比べると、料金の設定時や
1 回目の値上げに相応した時期に地下水位に顕著な上昇（改善）は認められず、下降が続いている。
1998 年には回復に転じたが、前年に起きた経済危機による取水量の減少と考えられている⁷⁾。2000
年の料金の値上げと 2004 年の地下水保全協力金の実施後は水位が確実に上昇傾向を示しており、抑制
効果がこの段階になって顕著に現れた。バンコック北方のノンタブリ県の観測点でも同様な傾向がみ
える。地下水保全料金の追加措置はかなりの効を奏したと思われる。しかし水道料金との関係で、
Pricing Policy はこの辺が限界であろう。 
集金された地下水料金等は地下水開発基金となり政府予算に入らない¹²⁾。その半分は集金等の事
務・運営費に使われ、半分は地下水保全のための調査、研究に使われる。地下水保全を推進する地下
水目的税の役目を果たしていることは賢明な策である。予算の使途は各省からなる委員会で決められ
るが、管理は地下水資源局のもとにあり同局が独自の予算を持ったに等しい。2003 年現在その額は
1300 百万バーツ（約 45.5 億円）に達したが、現在は減少している¹⁴⁾。 
日本では特殊な一部の地域を除き、地下水の汲み上げに対し行政側が地下水料金を徴収した例は無
い。これは財産権や水法の根本的な問題に係ってくるからである。地下水が公共の財産という規定が
あれば、政府が個人から料金を徴収することもできるが、日本では法的に地下水はその土地の所有者
に帰属する私有財産に準じている。上記の特殊な一部地域とは、ある規定量以上の地下水採取者が、
水道事業へ地下水利用協力金という形で納めるもので地下水料金ではなかった¹⁹⁾。 
6.3.2   地下水取水規制指定区域 
次に、タイの地下水法による地下水規制策で重要なものは、第 4 条に規定された地下水の指定地域
（Critical Groundwater Zone）である⁴⁾,¹²⁾。指定地域とは地下水が地下水涵養量より多く採取され
ている地域と定義され、その結果地下水位の降下、地盤沈下、塩水浸入やその他の環境へ影響が及ぶ
原因となる。地域は地下水委員会で審議され大臣が決定する。表 6-2 はその指定基準を、図 6-11 は
指定地域（1983 年と 1995 年）を示したもので、その指定基準と地域は地下水位の変化を見ながら改
定されている。当初の 1983 年の指定では、地下水位の降下も地盤沈下も一番激しい時期で、幅が広
い基準値で規制された。一番規制が厳しい地域（Ⅰ）はバンコック首都圏を中心にチャオプラヤ川を
挟んで幅約 50 ㎞で南北方向に海岸まで広がった。図 6-10 をみると、バンコック粘土層の厚い地域に
近い。 
 
指定地 1983 年 1995 年 
Critical Zone 1 
(赤色帯) 
地盤沈下＞10cm/年 and/or
地下水位が急激に低下 
地盤沈下＞3cm/年 and/or 
地下水位＞3m/年低下 
Critical Zone 2 
（黄色帯） 
地盤沈下 5～10cm/年 
and/or 地下水位が低下 
地盤沈下 1～3cm/年 and/or
地下水位が 2～3m/年低下 
Critical Zone 3 
（緑色帯） 
地盤沈下＜5cm/年 and/or
地下水位が緩やかに低下 
地盤沈下＜1cm/年 and/or 
地下水位が＜2m/年低下 
表 6-2  チャオプラヤ南部 7 県の地下水規制地域の指定基準（1983 年と 1995 年） 
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1995 年には地盤沈下は緩和したが、地下水位は依然低下傾向にあり、障害地域が郊外に広がったた
め、規制基準値の幅は狭く、厳しくなった。その結果、南部 7 県全域が指定地になった。その地域（Ⅰ）
はバンコック東部からサムットプラカン県に至るチャオプラヤ川東岸一帯と対岸のサムットサコン県
の沿海から中央部一帯の 2 地域に分かれて広がった。地域（Ⅱ）は両地域をドーナツ状に取り囲み、
地盤沈下地域が地方に拡散したため、地域（Ⅲ）は南部 7 県の周辺におよんだ。 
すでに日本の例で述べたように、地盤沈下に対し、何らかの地下水規則を制定し、それに基づいて
保全すべき地域を指定したあと、障害地域がその外周に拡大してゆくのは日本で発生した苦い経験で 
あった。 
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日本では、それに対し、指定地域を追加拡大したのはもちろんだが、その根拠として、ようやく 1980
年代に実用化してきた地盤沈下をふくむ地下水障害を予測する手法が用いられた²⁰⁾。それは、①地下
水盆単元で表流水を含む水循環収支シミュレーションによって科学的に把握したうえで、②その結果
に基づいた明確な改善目標を掲げ、③厳格にモニタリングして情報を公開し、③官民が一体となって
試行錯誤を繰り返しながら最適の改善策を見出すというプロセスで被害の拡大を防止してきた。また、
特別 2 法で対処できない地域については地盤沈下防止対策要綱（1991 年）をまず、関東各県に通達
した²¹⁾。これによって設立した関係自治体の規制協議会が周辺や広域の地下水規制に当った。タイ政
府は、現在地下水位の回復に伴い、指定地域の基準を再度改定する検討をしている。 
一方で、DMR は 1999 年から雨期の洪水を、井戸に注入する地下水の人工涵養を開始した³⁾。しか
し実効はあがらず、2001 年にプロジェクトは棚上げされた。注入井戸による人口涵養は日本でも試み
られたが、注入水の水質の問題から、スクリーンの目詰まりが生じて効果が長続きしない事例が多く、
またコスト面でも厳しいため、今日ではほとんど行なわれていない。 
6.3.3 回収水の利用と工場排水の管理 
工業用水の回収・再利用に関して、日本では全国平均で 2003 年現在回収率は 79.2%である²¹⁾。地
域でかなり差があり、関東都市圏では 90%に達するが、山陰では 30%にすぎない。これは業種によっ
てその差が生じるためと思われる²¹⁾。回収率が 90%を超えているのは鉄鋼業、石油化学製品業など
のいわゆる重工業であり、反対に 50%以下は、繊維業、窯業・土石製品製造業、食品・飲料業、パル
プ業である（表 6-3 の右欄）。タイの工業用水は回収水のリサイクルに取り組む段階にきている。こ
図 6-11 チャオプラヤ南部 7 県の地下水規制指定区域（地域Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、左 1983 年、右 1995 年） 
（地図の縮尺は異なる。1983 年は南部であったが、1995 年には規制域は南部 7 県全域に及んだ）
線で囲んだ地
域は同じ 1983
年指定地域に
相当する 
1983 年 
1995 年 
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こでの問題は日本でも低い回収率に留まっている繊維業と食品業・清涼飲料水業が工業生産の大半を
占めていることである。加えて日本の実績では従業員が 30 人以下の工場になると、回収率は 30％以
下に極端に落ちることである。 
タイ政府の厳しい地下水規制にもかかわらず、食品業関係者などは水道の水質や不安定な供給を嫌
って、地下水を使っている。バンコックを含む南部平野では、地下水使用量の 50％は工業用水である。
タイにはタイ産業連盟という組織があり、政府の地下水規制に対し、反対の意思を表示している。南
部地域の工業は良質の水を多量に必要とする繊維業（染料を扱う）と食品業、清涼飲料水業が大半を
占めているから、地下水の使用がこのまま減り続けるかどうかは、安定した代替水源の供給と水質に
かかっている。ちなみに業種別の水需要は、上位の繊維、化学製品、食品、機械の４業種で工業用水
全体の 55%を占める（DIW,2005）²²⁾（表 6-3）。ここに回収水へ転換する根本的な難しさがある。 
 
 
Water demand  Water unit 
Cum/d/106 
Baht 
Real output
106 Baht 
m3/day mcm/year
Recycled ratio, 
Japan,2004 
Textiles 6.3 72,708 455,690 166 14% 
Chemicals and 
chemical products 5.9 41,373 242,664 89 84% 
Food products and 
beverages 1.1 169,605 191,673 70 40% 
Machinery 1.8 72,881 128,904 47 45% 
Other service 
activities 14.4 14,743 211,996 77 ― 
Study area 2.2 830,986 1,844,176 673  
 
タイの関係機関は、工業用水を削減するため、指定した危機的地域(Critical ZoneⅠ、前述)におい
て、工場の再配置と、他の水源への転換を考えた。さらに BMA（首都圏庁）は現在無料の下水道料
金を、1～2バーツ/m³に有料化しようとしている。 
この点では日本の神奈川県平塚市の地盤沈下対策の取り組みが参考になる²⁰⁾,²³⁾。当地では 1960
年から 1970 年初めにかけて年間 33mm もの地盤沈下が発生した（図 6-12）。1972 年神奈川県の公害
防止条例（当時）が施行され地下水の取水は規制されたが、その法的な規制効果とは別に地下水の採
取が削減された要因があったと考えられている²⁰⁾。平塚市より地下水の採取削減を要請された企業が、
同時に導入された流域下水道料金の上乗せ負担を恐れたのである。表流水から供給される工業用水に
転換するよりも、一度使用した水を回収し再利用した方が経済的に安価であると経済評価し、多くの
企業が回収設備に投資することを選択した。結果としてこの経済的な比較検討が工場の費用削減につ
ながり、地下水取水量に抑制効果をもたらし、地盤沈下が収まったという経緯がある。 
この際、工場側から資料の提出や節水への取り組みに積極的な協力が得られ、水資源を共有してい
るという住民意識があった²⁰⁾。タイにおいても、行政側の公平な監視と料金徴収（メーター制）が求
められ、企業側から地下水取水量の資料の提供など協力が得られることが地下水管理に不可欠である。 
表 6-3 タイの工業生産高と水需要（上位 5 種）および同業種の日本での回収水利用率（2005） 
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６．４   地下水保全と総合治水対策 
6.4.1   モンスーンアジアの氾濫原沖積平野がかかえる宿命 
 本論で取り上げたモンスーンアジアは、ユーラシア大陸の東南縁辺に位置し、世界で水資源に恵ま
れた地域に属する。チベット高原を発した大河は中国西部の横断山脈やヒマラヤ山脈の険しい峡谷や
峰々を削り、一気に南流してインドシナ半島からガンジス平野に位置する発展途上国を貫流する。こ
の間長い地質時代に運ばれた膨大な土砂は、最下流域で氾濫を繰り返しながら沖積平野を作った。モ
ンスーンは毎年同じように雨季と乾季を繰り返し、雨季はときに洪水の被害をもたらし、乾季に干ば
つが発生することもあった。時に台風やサイクローンの来襲をこうむった。 
 取り上げた沖積平野は、いずれも広大で非常に低平な地形をなしている。平野の上流域は氾濫原や
後背湿地、沼沢地、三日月湖、自然堤防など多様な地形から構成され、下流ではデルタや海岸砂丘が
潮汐の影響を受けながら湿潤で軟弱な地形を形成した。その地形の平均勾配は 10,000 分の 1以下で、
関東平野に比べ、10 分の 1以上も緩い。そして河川はメコンデルタを除いて極端に曲流し、河岸は天
井川である紅河を除いて、大部分が堤防のない自然河川のままである。 
 そのような季節のめぐりと地形を有する沖積平野に住む人々は、洪水との戦いを長い歴史的な宿命
として背負ってきた。なかでも規模の大きなバングラデシュの洪水被災については第 9章で述べる。
このような土地ではただひたすら洪水が引く時を待つのみである。将来懸念されている海水準の上昇
にも脆弱な宿命を負っている。 
しからば、洪水をうまく利用できる方策がないのであろうか。つぎにタイのチャオプラヤ平野を例
にとって考察する。ここでは具体的な施策として、現在進行中の総合治水対策を水理地質の観点から
見直し、地下水を人工涵養という形で自然の水循環に取り込み、有効に利用する可能性について考え
た。これが持続的に地下水を有効に利用する施策のひとつとして、具体的であり分かり易い実例と考
図 6-12 平塚市の地盤沈下と復興対策の流れ（水収支グループ編、1993）を簡略化
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えたからである。 
6.4.2   総合治水対策 
バンコック周辺では 1980 年代に入って、高速道路の整備と共に都市化の波が訪れ、特に中心街か
ら東北～東部に市街地が急速に広がった。それと共にチャオプラヤ川を主な原因とする都市型の洪水
が発生し都市機能の低下と経済的な損失をこうむった。近年では 1983,1993,1995,1996,2006 年など
頻繁に洪水があった¹⁾。 
これに対し、1995 年にチャオプラヤ川流域の洪水被害軽減のために、タイ政府は日本政府に治水対
策のマスタープランの作成を要請した。そして 2018 年を目標年度とした総合治水プランが決定され
た¹⁾。プランはチャオプラヤ川の上流域とバンコック首都圏に対し、洪水防御と内水面排水を主な内
容として立てられた。2005 年には BMA（バンコック首都圏庁）によって、実施計画が立てられた。
このプランの最大の特徴は、小規模な堤防の建設や排水機の設置、地下トンネル貯留（2008 年 9 月
現在 10 本のうち 5 本完成）といったハードな施設とともに、現在の自然の遊水機能を生かし、首都
圏の土地利用をゾーニングして開発を規制し「洪水をゆっくり貯めてゆっくり流して排水する」ソフ
ト対策からなる総合治水対策である（図 6-13）¹⁾。タイでは幸いにこの治水事業計画時に、市街地化
があまり郊外に及んでいなかった。この点は無秩序に急速に都市化して、遊水池や涵養域を失った東
京近郊とはちがう。今後の土地開発を計画的に進める方針が実行されていることは十分に評価に値す
る。図 6-13 の左図と図 6-14 の円は都心から約 30 ㎞圏を示している。 
その基本は首都圏を盛土の堤防（Green Belt Levee－King Dyke、堤防は外環高速道として利用さ
れる)で囲み、内側は保水機能を保全した開発地域とし、外側はグリーンベルトとして遊水地とする。
盛土は土取場から運んでくる。堤防の内側は、法律によって都市開発を規制し、開発する場合でも一
定面積の調整池を設ける流失抑制対策を義務付けした。洪水は東の堤防の外側を南に流れ、チャオプ
ラヤ川の河口の東に造成された遊水池に一時的に貯留し海に排水される仕組み（Monkey Cheek 
Project）である。 
堤防の東北部の細かい土地利用や行政区分との関係は、それぞれ図 6-14と図 6-15に示した。図6-13
の北の部分を行政区画や主要道路との関係で示したのが、図 6-14 である。この図を見ると、dyke（堤
防）と行政界がほぼ並行しており、バンコック首都圏を守る計画であるのは明らかである。土地利用
から見ると北のパトゥムタニ県の中央を通る国道1号線より東側は広大な水田地帯（図6-15）であり、
間に幅 数 km の森林帯を挟んで、南に市街地が広がっている。この治水対策が現況の土地利用をうま
く利用して、バンコック市街地を守るために計画の根幹となる堤防の配置が決められたことが明らか
に読み取れる。 
以上はチャオプラヤ川東岸の計画である。西岸ではチャオプラヤ川と平野の西側を南流する支川の
タチン川に挟まれる西バンコック首都圏（約 710km²）は、既に 14 ブロックに分割して堤防で囲まれ
た「輪中群化」しており洪水対策は先行している。東岸の郊外に比べ宅地や果樹園の開発利用が進ん
でいたためである⁸⁾。 
以上に述べた総合治水対策は、いわばバンコック首都圏を巨大な「輪中化」とする大構想と考えら
れる。その結果、年を追う毎に冠水域は減少している。極端な言い方をすれば、洪水に対して「バン
コック首都圏を救って周辺地域を見捨てた」計画ということができる。グリーンベルトに位置するス
ワルナブミ新空港（3000ha）は、域内に独自の排水システムを設置して例外区域とされた。 
最終的に洪水は南のタイ湾に向かう。遊水地を潮汐平地の砂質地盤からなる海岸沿いに造ることは、
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浸透した地下水が淡水レンズを形成し海水浸入防止に効果があるという利点もある。オランダの地下
水強化を兼ねた浄水方式と同じである。 
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6.4.3   水理地質学的考察 
この計画を水理地質の観点からみた場合、すでに述べた地盤沈下や塩水浸入といった地下水障害対
策として、有効であると期待される。それは、チャオプラヤ平野の地下水盆の上流から周辺地域に、
雨水の地下浸透を促す遊水機能をもった広い土地が確保されるからである。雨水の垂直浸透の際、心
配の種は表層の化石塩水を含むバンコック粘土層であるが、その北限はアユタヤ（標高 6m 前後）あ
たりで、その南の堤防のすぐ外（北）側にあるパトゥムタニ（標高 5m）では厚さ 10m～12m である
（図 6-10）。その点は、過去の実績を見ると心配はない。1993 年下位の帯水層Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの水位が地
表面下 45m まで低下したときでも、塩素濃度は 1000mg/ℓ以下であった（図 6-9）。粘土層の厚い一部
で 3000mg/ℓの記録が残るのみである。現在地下水位は約 30m まで回復している⁸⁾。 
さらに、上流域に目を向けると、スチャリットらの実測によれば、アユタヤより約 40 ㎞上流西岸
のチャナスール灌漑事業地域では、雨期に雨量の 2～10%が有効雨量として地下浸透（地下水涵養）
する⁴⁾。雨期（6～11 月）に当地の年間 1000ｍｍの 80％の雨が降るから、16～80mm となる。その
面積を 100 万 ha とすれば、160～800 百万 m³/6 ヶ月（88～444 万 m³/日）の地下水涵養がある。乾期
（12 月～5 月）は残り 200mm の 4%が地下浸透するが、微小である。年間合計で平均すると 65～240
万 m³/日の地下水涵養がある。この数字には上積みされる灌漑用水の浸透涵養量は含まれていないか
ら、実際はもっと大きな数字であろう。砂丘性の地層であるから地下の浸透性も比較的大きいと考え
られる⁴⁾。地下水流動は表流水に比べはるかに緩やかだが、この平野の上流域のもつ土地の広大さや
地質は、そのハンディをカバーして、下流域の地下水を多量に涵養しているのは疑いが無い。それが、
図 6-13 バンコック首都圏の総合治水対策（左の計画図は吉川勝秀氏の提供による）中央は東京の都市化（黒い
部分）を示す図、写真は高速道を兼ねる堤防（右上、工事中）と調整池を持った新興住宅団地（右下）
バンコックの
中心部、市街化
区域 
ﾁｬｵﾌﾟﾗﾔ川河口 
 70
実際にどれほどの地下水量を供給し、地下水流動に要する時間がどれほどなのかは今後検討する価値
は十分にある。 
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この点では Sanford ら（1996）の研究が参考になる²⁴⁾。彼らは、チャオプラヤ平野にある約 50
本の井戸（スクリーン深度 60～550m、帯水層Ⅱ、Ⅲ、Ⅳが大半、他にⅠ、Ⅴ、Ⅷ）から地下水を採
取し、炭素 14 を用いて地下水の年代を測定した。年代の基準初期値は周辺や上流域の土壌中の地下
水の炭素同位体比である。この年代とシミュレーションモデルで算出した地下水流動を比べ平野全体
の流動系を 3 次元的に推測した。その結果は上流周辺で垂直涵養され、深層に向かった地下水がバン
コック周辺で湧き上がっており、集中的な地下水の揚水に伴って生じた人工的な流動系をうまく再現
している。この結果から、地下水の涵養域が平野の上流から周辺域にあり、平野全体に広がる流動系
が存在することがよく判る。 
6.4.4   地下水人工涵養 
グリーンベルト遊水地は堤防の北側の上流から周辺を囲む地域に位置する。自然の遊水機能を生か
した総合治水対策が実に見事に、地下水涵養と調和した形になっていると言える。この際土取場が堤
防のすぐ外側に位置すると、透水性の低い軟弱な表土を削剥除去し、浸透能力を高めるため都合が良
い。この点タイ政府は 1270 万 m³の雨水貯留容量の土地を確保するため協定を結んでいる。これは水
理地質的な見方をすれば、地下水盆の上流に表流水が地下に浸透する人工涵養池を造ったことに他な
らず、その効果は地下水位をモニタリングすることで判明する。いわば「都市型の人工涵養」といえ
る。 
このように地下水は地表から雨水や表流水の浸透によって補給され、その涵養域は通常地形的に高
い上流域にある。下流には地下水が海や川に流出する流出域があり、その間を地下水がポテンシャル
に従って流動している。この水の流動系が存在する地下の器（うつわ）が地下水盆である。 
 したがって、涵養域の浸透能力を保全し地下水盆の流動を維持することが地下水を保全するうえ
で重要なことである。外郭堤防の土取場を、堤防外側の近傍に配置し、粘性土の表土を剥いで遊水池
図 6-14 バンコック首都圏の総合治水対策と行政区分（色区分）の位置関係図 
 
チャオプラヤ平野と 
バンコック首都圏 
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とすれば、浸透能を高めることもできる。かん水を含むバンコック粘土層は 10～12m の厚さであるか
ら、サンドパイプを掘って浸透能力を高めることもできる。最近の稲の品種は 2,3 日の冠水で枯れる
そうであるから、排水ポンプのほかに早急に排水する工夫が求められる。 
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さらに、アユタヤ（標高 6m）以北には広大な灌漑水田地域が、チャイナットまで広がっている¹⁴⁾。
タイ全国で 460 万 ha の灌漑耕地のうち、46%の 210 万 ha がチャオプラヤ川沿いの中央平野に集中し
ている（1996 年）。アユタヤ以北で 110 万 ha である。代表的なものは、西岸のチャナスール（75 万
ha）と、東岸のラーマⅥ世頭首工（配水量最大 1800m³/秒）により灌漑されている水田地帯（配水量
から推察すれば、少なくとも 100 万 ha になり、チャオプラヤ平野の約半分をカバーする）である。
関東平野が約 50 万 ha であるから、いかに広大な耕地を上流域にかかえているかが判る。さらに、表
層の地形解析では、アユタヤからチャイナット（標高 12m）まで上流にゆくに従い、段丘や扇状地が
両岸の山すそに分布することや川沿いに自然堤防が多くなることから、地質は表層の粘土は薄くなり、
比較的粗粒で透水性の高い地層に変化すると予想される²⁵⁾。 
タイの RID(王室灌漑局)はアユタヤ付近のチャオプラヤ川両岸で、農用地を洪水期に補助金（約
40,000 円/ha）を支払って借り受け、洪水防御の遊水地に使う計画を考えている。アユタヤ付近は東
西方向に広がる旧海岸線の砂州からなる微高地があり、しかもチャオプラヤ川の川幅が狭く流下能力
が上流の半分（約 1300m³/秒）しかないため、その上流側は洪水被害を受け易い地形になっている²⁴
⁾。RID の計画は地形をうまく利用した事業だが、本来農用地を開発し、水を分配して生産を上げる立
場にある RID の仕事から外れた事業であろう²⁶⁾。洪水被害の著しかった 2006 年限りの措置かどうか
不明であるが、話はそれ以前からあった⁸⁾。いずれにしても地下水側からすれば、遊水地として有効
に作用する。 
次に、チャオプラヤ川の自然河道堤の標高は、アユタヤ付近では東岸が 50cm～100cm も低い個所が
図 6-15 キングダイクの東北部の詳細地形図と土地利用（1/50,000 より編集） 
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多く、そのため洪水はそちらに溢れる。河道の流下能力もアユタヤで最小（2900m³/秒）である²⁷⁾。
また、東岸支流のパサック川（ラーマⅥ世堰とパサックダム）を水源とする農業灌漑用水路の整備に
よって東北部郊外の灌漑水がバンコック市内に入るようになった（図 6-15）¹⁾。 
したがって、チャオプラヤ平野の下流に広がるバンコック市では、洪水被害に悩まされ、特に 1983
年は大きな被害を受けた。さらにその下流には工業地域があり、地下水の揚水によって発生した地盤
沈下によって被災はより甚大になった。 
最後に拡水法で地下浸透させるチャオプラヤ川からの洪水と広大な水田を通過して流入する灌漑水
の水質問題である。一般に効果的な人工涵養を行うのに 3つの大きな障壁があるとされる²⁸⁾,²⁹⁾。河
川など流水で運ばれてきた比較的粗粒な堆積物、懸濁物質、流入水の化学成分である。砂以上の粗粒
な堆積物は沈砂池で除去できる。粘土やシルトは遊水池を目詰りさせ、浸透能力が急激に落ちる。ア
メリカの例では検査をまめにやって、池の乾燥と重機で表層を削り取って回復させている²⁹⁾。また、
当地に場合、東北側から流下してくる洪水は、広大な灌漑水田を広がって時間を掛けて到達するため、
細粒土分をかなり沈殿させる可能性はある。また、農村であるため危険な化学物質の心配はない。た
だ、農薬と殺虫剤の残留濃度である。遊水池に誘導する水として比較的適しているかもしれない。 
Gupta ら（2003）は中流域の幾つかの地区で、洪水を井戸で注入する地下水涵養を提案したが、ス
クリーンの目詰り等の検討が必要とのみ述べている³⁾。また、Mana（2005）は平野周辺で注入井戸
と拡水法による地下水人工涵養のシミュレーションをして、パイロット事業を提案している¹⁴⁾。 
6.4.5   環境マネジメントとの接点 
 チャオプラヤ平野では人口が集中するバンコック首都圏の上流後背地に広大な水田が広がる。水田
は大きな垂直浸透能力をもって地下水を涵養し地下水盆単位で流動する地下水の源となっていること
は述べた²⁷⁾。実際に地下に浸透する有効雨量の測定も行なわれた。水田は雨季の自然の涵養に加え、
乾季の灌漑期にも管理された灌漑用水によって涵養される。この涵養による地下水の動きは適切に配
置された観測井戸の地下水位をモニターすることによって、追跡でき効率的に浸透面積を移動させた
り、増加させる工夫ができる。 
この点は流域単位で一元的な管理がしやすい循環型地下水が存在する氾濫原沖積平野の大きな利点
である。タイ灌漑局はチャオプラヤ川右岸上流で、土地の標高が低く雨季に冠水し易い農地を借り上
げ、洪水対策を兼ね遊水地として利用することを考えた。これも地下水への浸透（いわば人工涵養）
を期待できる。以上は他の平野にも適応できる循環型地下水の｢農村型の地下水人工涵養｣といえる
（図 6-13,図 6-14,図 6-15）。 
従来、バンコックの地下水問題は、南部 7 県（Lower Chao Phraya Plain）の範囲で議論されてきた。
そこは海岸からわずか 90 ㎞の地域である。チャオプラヤ平野とその地下に広がる地下水盆は、はる
か北 200km のチャイナットまでひと続きで、表流水も地下水も上流と下流の関係でつながって流れ
ている。今後チャオプラヤ平野の地下水を論ずる場合、南部 7 県と上流 5 県は一つの地下水盆として
一体化して議論されるべきであろう。 
南部の地下水問題を考えることは、北部の地下水問題を抜きにして考えられず、今後はチャオプラ
ヤ平野全体の自然な水循環の視点から、総合治水対策に環境マネジメントの観点を組み入れて考察さ
れ、その結果に基づいて将来とも地下水が持続的に活用されることが望まれる。それは将来も地下水
を現在の形で利用しようとする限り、広大な涵養源である上流を含めたチャオプラヤ平野の現在の環
境を守ることが最も重要だと考えられる。そのために、何を優先させ、どこにどれだけ投資をして、
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何を実行してゆくか、いろいろな選択肢があろう。供給側からの対策や、需要側の対策など立場が異
なれば、施策も大きく違う。そして最終的に関係する当事者にどう動機づけをし、費用負担と便益を
バランスさせてその環境を持続させるかにある。 
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遊水池の大半は政府機関が所有する土地であるという。しかし私有の水田も広い。昔の浮き米と違
い、現在は収量の多い品種に代わり、稲は 3 日も水に浸かると腐ってしまうとのことである⁸⁾。稲作
で生計を立てる農民とどう調整するか、大きな問題である。災害だから農民は我慢しろでは済まない
問題であろう。農民のインセンディブをいかに引き出すかが問題である。 
以上の説明を概念図として表現したのが図 6-16 である。 
6.4.6   関東平野の総合治水対策との比較 
すでに述べたように、関東平野の東京東部低地で地盤沈下がようやく沈静化した 1970 年代初め、関
東平野は既に都市化がかなり進んでいた³⁰⁾。図 6-13 の中央に示した地図のなかで、黒い部分が 1973
年時点で都市化した様子を示している（後の図 6-18 の右図が原図）。赤い円は都心から 30 ㎞圏であ
る。バンコックと比べた場合、関東都市圏で残された緑地や水田、遊水池など地下水の涵養機能を果
たす土地の狭さは歴然としている。 
関東地方でも関東大震災後、「緑地と水辺の空間」を重視する考え方は防災都市計画の中で、都心か
ら 10～15 ㎞の距離に環状緑地帯を設置する案が導入され、第二次世界大戦後の戦災復興事業のなかで
も適用された（図 6-17）³¹⁾。しかし、度重なる洪水対策として堤防が建設され、河岸の切りくずし
など市街地開発が優先し、当初の計画はほぼ壊滅状態であった³¹⁾。これは日本の高度経済成長時代、
無秩序な都市開発が残した失敗の結果である（図 6-18）³²⁾,³³⁾。この間土地利用や都市計画と水循
環の考えが結びつき、計画的に上流の涵養域に田畑や緑地帯が残されることはなかった。地下水の涵
養域となる水田や畑地を水循環の観点から保全する大切さが、広く認識され明文化されたのは 1993
年に制定された環境基本法（第 21 条）であり、環境基本計画（2000 年版第 4節）である³⁴⁾。 
図 6-16 バンコック治水総合対策とチャオプラヤ平野・地下水盆の水理地質学的解釈 
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10 km環状緑地帯
 
 
 
チャオプラヤ平野の東岸域では、今後はさらに上流に広がる地域を含めて、“Urgent Area”（緊急
地域はポルダー（干拓地）化する、このなかに 3000ha のスワルナブミ新空港がある）を設定し、さら
にその後背上流の水管理を考えた壮大な総合治水を計画している（図 6-19）³⁵⁾上流がフェーズ 2、
下流がフェーズ 1計画と呼ばれている。図 6-13 と図 6-14 でチャオプラヤ川とキングダイクに挟まれ
た範囲は、図 6-19 の右側の左下に示した四角形に相当する。全体の範囲は約 5200 ㎞²におよび関東
平野と変わらない。緊急地域はほぼその 1/8 の広さである。それでも標高は河口から直線距離で 100km
に位置するアユタヤでわずか 6m の低平地である。 
1905年, 人口200万人 1973年, 人口2000万人以上
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地盤沈下の激しかった
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第四紀末の最大海進（日本の縄文海進に相当）に伴って、チャオプラヤ平野の最上位に堆積したバ
ンコック粘土（最大層厚 26m で化石塩水を含む）は、アユタヤ付近まで分布する。パトゥムタニで 10
～12m の厚さしかない。幸いなことに、過去下位の帯水層の地下水位が低下した 1993 年当時、その地
下水の塩素イオン濃度は 1000mg/ℓ以下であった（図 6-9）。よって上流域の水田から垂直浸透した地
下水が、塩分を拡散させる恐れは少ない。 
緊急計画地には長大な灌漑水路が何条も走り、約 30 万 ha のおよぶ水田が広がって、水田は巨大な
図 6-18 東京都市圏の急激な都市化（緑地面積 90-100%（白）・0-20%（黒））（佐々木,1977,1981）
図 6-17 関東大震災後に提案された東京環状緑地帯計画図（都心から約 10 ㎞～15 ㎞に防火緑地帯がある） 
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遊水池となる（図 6-19）。Inner dyke（内堤防）と Outer dyke（外周堤防）はチャオプラヤ川本流や
支流では吐け切れず、溢れた洪水をバンコック首都圏とその周辺の重要生産活動地域を迂回させる役
目を担っている。堤防は幹線道路として利用される。他に大きな構造物はない。下流の末端（海岸線
や東側のバンパコン川沿い）に排水ポンプ場が設置してあり、潮位が低い時に内水面の洪水を排除す
る。 
この壮大な総合治水計画は、溢れる洪水は「水の流れに和して逆らわずに」ゆるやかに低きに導く
ように造られている。ここには、アジアの人の悠々たる生活心情を感じさせる。 
以上はチャオプラヤ川東岸の計画である。西岸ではチャオプラヤ川と平野の西側を南流する支川の
タチン川に挟まれる西バンコック首都圏（約 710km²）は、既に 14 ブロックに分割して堤防で囲まれ
た「輪中群化」しており洪水対策は先行している。東岸の郊外に比べ宅地や果樹園の開発利用が進ん
でいたためである（図 6-20）⁸⁾。 
図 6-19 のさらに上流のチャオプラヤ平野全域の土地利用を示したのが、図 6-20 である。バンコッ
ク首都圏の上流域に広大な水田地帯（約 210 万 ha）が分布しているのがよく判る¹⁴⁾。 
従来、チャオプラヤ平野の地下水問題は、南部 7県にみで議論されることが多かった。平野の地下
水は一連であり、北部の地下水を抜きにして考えられず、今後はチャオプラヤ平野全体の水循環と地
下水流動系を総合的な環境マネジメントの観点で考察し、その結果に基づいて将来の地下水利用量の
持続的な目標が設定されることが望まれる。 
なぜなら計画が大きなものであればあるほど、科学的な根拠を持ち、その決定のプロセスが民主的
なものであることがその推進と実現のために不可欠だからである。基本的には将来も地下水を持続的
に利用しようとする限り、広大な涵養源である上流を含めたチャオプラヤ平野の現在の環境を、これ
まで述べたように計画的に守ることが最も重要だと考えられる。日本が高度成長時代に犯した自然の
水循環を阻害した無秩序な都市化という失敗をタイで再び繰り返してはならない。 
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ここに至って「環境保全政策の最終の解答は、国土計画にある」という（宮本,1989）の古くて新し
図 6-19 チャオプラヤ川東岸の大規模治水計画と灌漑計画（青色が緊急地域，左下はバンコック上流の 
チャオプラヤ川で東岸標高が西岸に比べ低いことを示す図，Kasemsan,2006） 
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い命題の重みが改めて理解できるのである³⁶⁾。 
そのために、何を優先させ、どこにどれだけ投資をして何を実行してゆくか、いろいろな選択肢が
あろう。供給側からの対策や、需要側の対策など立場が異なれば施策も大きく違う。そして地域住民
の同意のうえで最終的に関係する当事者にどう動機づけをし、費用負担と便益をバランスさせて環境
を持続させるか環境ガバナンスの観点が重要である。松下（2002）は環境ガバナンスを「環境に関す
る政策課題やよりよい環境管理を、狭い意味での政治や行政の世界だけでなく、企業や市民社会全体
の適切な参加も得てとりくんでゆくこと」と定義している³⁷⁾。 
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６．５   タイの水行政改革 
  6.5.1   水行政の一元化 
タイでは 2002 年 10 月水管理行政にとって特筆すべき組織改革を行なった。そのうちの一つに、天
然資源環境省（MONRE）の設置がある³⁸⁾。地下水管理は従来の産業省鉱山局から MONRE の地下水
資源局に引き継がれた。MONRE は環境、天然資源、土地・水資源管理とそれらの調整をする 4 部門
を統括する権限が与えられた。これは、タイの河川と地下水を含む水管理・環境行政が一体化したこ
とを意味する。しかし長い伝統をもつ灌漑局（RID）は健在であり、今後同局が所管する農業開発と
灌漑用水分野と実際問題において当面した時調整に多少の混乱が待ち受けていると思われる。 
6.5.2   タイの水資源計画と環境保全関係の法律 
時代はやや前後するが、ここでタイの国家社会・経済開発計画について述べておこう⁵⁾。1961 年の
第一次から始まり 5年を区切りとして 1996 年まで続いた第七次の計画においては、水資源開発の基調
は「施設の建設」に重点を置いたものであった。しかし 1997 年から始まった第八次計画からは、大き
な方針の転換が見られる。すなわち持続可能な開発や天然資源の保護がうたわれ、その戦略の一つと
して効率的な水資源の開発と水利用の計画がかかげられた。いわば水の作り方と使い方を工夫するソ
フト面が強調されたことになる。そして灌漑システムの改善、整備、生態系管理を目的とした水の節
約、効率的な水利用が加えられた⁵⁾。ここには明らかに環境保護や持続的な発展を目指す国際社会の
図 6-20 チャオプラヤ平野全体のの土地利用図（Mana,2005） 
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動向が反映されている。1997 年は経済危機の只中
ただなか
という事情も重なったが、その後の動きを見ると今
まで述べた地下水保全の動きもこの潮流にあることが理解できる。 
1960 年代から現在までの、タイの水資源や自然・環境保全関係の法律を表 6-4 にまとめた⁸⁾。 
表 6-4 タイの水資源や自然保全関係等の法律（抜粋）（Scharit,2008 による） 
1961 National Park  
1962 Ditch and Canal to control irrigation ditch and canal 
1964 National Park  
1967 Municipal Water Works  
1967 Minerals  
1968 Electrical Generating Authority also control water power dam 
1974 Agricultural Land Readjustment  
1975 Land and City Planning  
1977 Groundwater  
1979 Civil Disaster Prevention  
1979 Ship Crushing Prevention  
1979 Industrial Estate Authority  
1979 Provincial Water Authority  
1979 Building Control  
1983 Supply Water Canal Control  
1992 Energy Conservation Promotion  
1992 Sanitary Control  
1992 Cleaniness and Harmless Control to control general good conditions to people normal life 
1992 Industry to permit factory and control pollution control in the factory 
1992 Hazadous Substances to identify, handle, dispose 
1992 National Environment Conservationand Promotion to control environment quality and standards 
1992 Wildlife Conservation  
1997/2007 Thai Constitution to identify personal right 
 
法律の内容は 1977 年の地下水法を除き判らないが、法律の名称を見る限りでは 1960 年代から 1970
年代に矢継ぎ早に水資源、エネルギー、首都圏の水道、土地利用、都市計画、舟運、災害防止等社会
基盤整備関連の法律が制定された。次いで、1980 年代前後に地方水道、運河の水供給管理など、1990
年代にエネルギー保護や衛生、公害防止、有毒物質の管理、野生生物の保護など世界的な環境保全の
動向を反映した法律が整備された経緯を読み取ることができる。そのほか「水の都」に相応
ふ さ わ
しく灌漑
水路と運河の管理や舟運の事故防止に関する法律が制定されている。 
 
ま と め 
タイのチャオプラヤ平野での地下水開発は東南アジアで一番先行し 1955 年頃から始まった。その
水理地質構造は 8 層に分かれた帯水層からなり、大部分は深度 300m までの上部のⅡ、Ⅲ、Ⅳ層から
取水されている。最下層は深度 800m を超え第三紀の漸新世に遡り、基盤岩に不整合に重なる堆積岩
としては東南アジアでも一番古い地層に入る。本章では長い間の地下水利用によって地下水障害が生
じ、その地盤沈下と塩水浸入の経緯を述べた。なかでも極めて低平なデルタに発達したバンコックを
含む南部地域の障害の広がりと規模から、度重なる洪水と重複して被害が拡大した歴史を述べた。 
それに対し、タイ政府は 1977 年にアジアに先駆けて｢地下水法｣を制定し、規制地域の指定と地下
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水料金、地下水保全協力金等の料金制度を導入した。、このいち早い独自の地下水抑制策・保全政策の
推進によって、利用量の抑制と障害の緩和に成功した。そのタイの取組は、産業界の反対もあったが、
迅速かつ的確であり評価できる。値上げを繰り返すなど変転はあったものの、価格政策が功を奏した
が、水道料金との価格調整などに問題点は残った。また、将来の水需要予測によれば、工業用水を多
く利用し回収水の利用が難しい南部の産業構造と、代替水源となる上水道の整備の遅れから、地下水
利用量をさらに軽減することは難しい見通しを述べた。 
また、従来南部 7 県に限られていた地下水対策は、ひと続きであるチャオプラヤ平野全域の水収支
や流域の土地利用も包括した環境マネジメントの観点で進められるべき事を指摘した。そうして工業
用水の開発地の分散や工場の北側への配置転換によって集中開発を避けるのは、障害の緩和と地下水
収支を好転させる常道であり今後考える余地があることを指摘した。 
さらに、日本の技術協力によって 1995 年にタイに導入され、現在進行中の「総合治水対策」を紹
介し、この計画の中に地下水の人工涵養の考えを取り入れる可能性について論じ、水理地質的な観点
から評価できることを述べた。 
最後に、重要な問題として、2002 年に実施された水行政の統合など組織改革の「迅速さ」と地下水
管理の一元化について評価し、日本が学ぶ点が多いことを指摘した。 
次章では、ベトナムの北部、バックボ（紅河）平野を紹介する。ベトナム戦争（1960-1975）中から
開発が始まり、開放政策（ドイモイ政策、1986 年）後急速な人口急増と産業の発展をみたハノイ首都
圏は、現在 270 万人が住んでいるベトナムの首都である。都市用水を 100％地下水に依存してきた稀
有な大都市であるが、現在水量と水質の面から限界にこようとしている。 
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第 ７ 章 地下水に対する依存度が高く地下水汚染が発生した沖積平野―ベトナムのバックボ（紅河）平野 
 
はじめに 
ハノイを含むバックボ平野（紅河デルタ）はベトナムの北部に位置し、近年産業が発展して人口が
急増している。ハノイは長年全面的に都市用水を地下水に依存してきた。その利用が急速に進んだた
め、地下水障害、とくに地下水位の低下と塩水の浸入が発生した。さらに、ハノイで 2001 年に地下水
にヒ素汚染が報告された。その後、海外の援助のもとに調査が進むにつれて、汚染の報告は増加して
いる。ベトナム政府は首都圏のみならず、バックボ平野全体の水需要にも対応しなければならないが、
そこでは工業用水の水源をめぐって地下水資源開発が競合しあう行政組織を抱える苦悩が感じられる。
ハノイ首都圏では追加水源としてダムからの導水も始まり、100％地下水に依存してきた体質から脱却
を図ろうとしつつある。現在ダムからの導水を 50％完成させ準備怠りないハノイ首都圏の姿を明らか
にする。この点次章で述べるホーチミンの水政策は後追いがちで大きな違いが感じられる。ここでは
初め水理地質構造について述べ、地下水利用と他の障害や地下水のヒ素汚染について概観したあと、
今後地下水資源を活用する施策を立案する道筋（シナリオ）を考える際に、第 8章も含めてベトナム
を代表する南北両都市の対照にも触れてみたい。 
 
７．１   バックボ（紅河）平野 
7.1.1   地域の概要 
バックボ平野は中国から流下してくる紅河と北の支流タイビン川の下流に広がった三角州が複合し
た沖積平野である（図 7-1）。紅河は平野の中央を曲流しながら、西北から東南に流下し、タイビン川
は平野の北の縁を同じように曲流しながら東南に流下して、トンキン湾に注いでいる。この平野で標
高 25m 以下の低地の広さは約 15,000 ㎞²あり¹⁾、関東平野の約 3倍である。 
紅河は図 7-2 の断面図にあるように、極端な天井川をなし洪水に対し脆弱であったため、過去堤防
のかさ上げ工事が繰り返し行われた²⁾。西支川のダイ川は紅河の放水路で、分岐点のソンタイにはフ
ランス統治時代に調整水門が建設されたが、最近新しい水路が開削され調整水門も新設された。 
この平野に周辺地域を含め約1100万人の人が住み、国の総人口7632万人の15％を占める（図7-3）。
ベトナムの首都ハノイは、平野の中央よりやや西北の上流にあり紅河の右岸に位置する。人口はハノ
イ首都圏の市街地を含む首都圏（921ｋｍ²）に 270 万人ほどで首都の割合に規模が小さい。政府によ
れば、周辺の都市化とともに人口は 2010 年に 350 万人、2020 年には 450 万人に増えると予測されて
いる。市西北部での大規模団地開発や、紅河をまたぐ大型高架橋の建設が進んでいる。 
ハノイ市街地は紅河が東南から南よりに流路を変える緩い曲流の内側（右岸側）にある。右岸側に
は紅河の氾濫原や後背湿地の名残と思われる大小の湿地や三日月湖が多数点在して、現在は公園とし
て利用されている池もある。ハノイ市は河口から 110km 上流に位置し、標高は 10～12m ほどで非常に
緩やかに東南に傾斜し、平野の最上流から海岸までの地形の平均傾斜は 1/10,000 で関東平野の 1/10
である。ハノイの年間降水量は 1700mm で、11 月～4月の乾期と、5月～10 月の雨期に分かれ、降水量
の 80%が雨期に集中する。したがって乾燥した冬と湿潤な夏となり、蒸発散量は 900mm を超え、地下
水位は冬に下がる。 
7.1.2   水理地質構造 
バックボ平野の水理地質構造をまとめると、次の通りである（表 7-1）³⁾。①難透水性基盤岩は最
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も深いところ海岸線沿いの地下で 100～200ｍほどあり、他のアジア地域の平野に比べかなり浅く、西
北から南東に緩傾斜している。その勾配は 1/1000 で、関東平野の 30 分の 1、メコンデルタの 1/3 ほ
どである。②基盤岩をおおう堆積層は鮮新世から始まり、完新世の粘土層まであり、他の平野の下部
に存在する中新世の地層を欠いている。③これらの堆積層は後期鮮新世以降顕著になった世界的な気
候変化に伴う海水準変動の影響を受けているから、整合一連の堆積物ではなく、間に不整合面を挟む
と思われる。すなわち海成層が雨水浸透によって水質改善した時代がある。④帯水層は狭在する明瞭
な 2層の難透水層によって上位から、第一、第二、第三の 3層に区分される。⑤ハノイ市から紅河の
北のソクソンにかけて深い第二帯水層が分布し、紅河から南では浅い第一帯水層が厚く分布している。
⑥紅河からハノイ市を境にして北部地区と南部地区で帯水層の構造が異なっており、第一と第二帯水
層が有力な取水対象層である。第三帯水層はあまり取水の対象となっていない。 
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バックボ平野では最近ボーリング調査が行なわれ、第四紀における平野の地質構造と堆積の発達史
が詳しく解析された⁴⁾,⁵⁾,⁶⁾,⁷⁾。その結果を水理地質的な観点でまとめたものが図 7-4 の右である。
まず、現在の紅河とその西側を並行して南流するダイ川の間と、東支流のタイビン川にほぼ沿った形
で埋没谷地形がある⁶⁾。前者はハノイの西まで内陸に入り込むが、後者は浅く広い谷である。両谷は
図 7-1 バックボ平野（紅河平野）の位置図（A-A’ の地形断面は図 7-2） 
図 7-2 図 7-1 の A－A’に沿う地形断面図（春山，2004 より簡略化） 
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更新世の堆積物で構成される平坦な尾根で分岐する。2 つの谷は最終氷期の海退時に下刻された旧河
谷で、谷底には河成の砂や礫層が堆積していることが前者で確認された。その下底はボーリング C 地
点で地表面下 70m 以上である（図 7-4）⁴⁾。この旧河谷地形はその河成堆積物（一般に透水性の良い
砂や砂礫層から構成される良好な帯水層となる）の被圧地下水位から推定したものである⁶⁾。現在の
海岸線下では、100m たらずの深さと推測される。この谷の痕跡はトンキン湾の海底マイナス 100m
付近まで追跡できる（図 7-4 の左）。 
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最終氷期後の海進に伴いこの谷は、河成（フルービアル）堆積物の上位に河口（エスチュアリー）
堆積物、そしてデルタを作る細粒の堆積物によって埋没した。下位の粗粒河成堆積物は良好な帯水層
をなし、更新世のハノイ層（第Ⅱ帯水層）に相当する(表 7-1) ³⁾。 
図 7-3 ベトナム主要都市と地域の人口の推移 
表 7-1 バックボ平野の水理地質層序表（Doan,et al.,2005 等から作成）  
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従来完新世の浅い第Ⅰ帯水層とされた地層は、深さ約 30m までのタイビン層とハイフン層の砂層
である。しかし、一番海側のＣ（図 7-4）に位置するボーリング（ND-1）では、砂層が顕著に連続す
るエスチュアリー堆積物は更新世末のビンフック層の上部（深さは 25m～35m）に相当し、その上位は
難透水性の泥層からなり第Ⅰ帯水層に相当する地層は存在しない。したがってハノイ近郊で作られた
層序（表 7-1）と整合しない。 
西側（ハノイ寄り）の DT（Ｂ地点）および、CC（Ａ地点）では 20m 以浅に砂層を頻繁に挟む層が連
続し、従来第Ⅰ帯水層とされたタイビン層とハイフン層に対比される。両者はアグレディショナル（埋
積）デルタ堆積物としてまとめられ、エスチュアリー層の上位にあって、最終の海退時に氾濫原の谷
を埋めて堆積した砂質な地層と考えられる。 
以上述べたように、ボーリングの地層区分はハノイ近郊では従来の層序と適合するが、平野の下流
域では適用できないことが分かる。これは、平野下流の表層地質が紅河の押し出しによる細粒デルタ
堆積物に広く覆われて層相が異なるためである。これは平野の表層に透水性の低い防護幕をかぶせて
海に面した形になっており、塩水浸入に対し抑止効果が期待できる。 
バックボ平野の塩水浸入が、紅河とタイビン川に沿った形で、内陸に深く浸入しているのは、他の
地域に比べ埋没谷に沿って取水が集中し、水位降下が大きいためであろう（86 頁の図 7-7）。 
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7.1.3   地下水の利用 
バックボ平野の水需要予測は表 7-2 に示す通りである⁸⁾,⁹⁾。ハノイ市を含む、約 1100 万人の人が
住むバックボ平野全体の水需要を知るうえで参考になる数字である。 
このうちハノイ首都圏では生活用水は 100％地下水に依存しており、工業用水にも地下水が使われ
ている。その開発と供給の形態は次のようになっている¹⁰⁾,¹¹⁾。①公共水道: 都市地域向けにハノイ
水道公社（約 52 万 m³/日）とほか一公社（約 12 万 m³/日）が運営し、８つの主要な井戸群区がある。 
②私用井戸群: 企業や工場向けの工業用水（約 10 万 m³/日？）として各企業が運営している。井戸
の掘削や取水量は政府へ届け出制になっている。③ユニセフ井戸:主に郊外の農村地域で掘削された生
図 7-4 バックボ平野の水理地質図とトンキン湾の海底地形（マイナス 100m 付近まで海底に谷地形が明瞭に残る） 
   （Hori et al.(2004),Tanabe et al.(2003)をもとに作成。トンキン湾の海底図は海上保安庁海図による）  
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活用水の井戸で、75,000 本以上あるという報告がある。深さ 20-40m の小口径の井戸で平均 1-1.5m³/
日の取水量である。鉄分の除去が十分でないため水質は良くない。地方組織とパイプ所有者で管理し
ている。このように②と③について地下水利用量は正確に把握されていないが、全体で約 87.2 万 m³
の地下水が取水されていると考えられる（Dinh,T.H.私信）。このうち公共水道用が約 75％を占める。
ハノイ首都圏での地下水の開発水量と将来の見通しは図 7-5 に示すとおりである。 
 
表 7-2  バックボ平野の水需要の予測 
  2000年（＊千m³/日） 2010年（＊千m³/日） 
都市地域 農村地域 合計 都市地域 農村地域 合計 
1,005 633 1,638 1,453 1,253 2,706 
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図 7-5 ハノイ首都圏の水需要と将来予測（水道公社井戸）  
 
北部水理地質局では、将来の地下水需要の急激な増加に対応するため、水理地質調査結果を総合して
ハノイ市と西南に隣接したハータイ県を含む約 1000km²で水収支シミュレーションを行い、地下水取水
の将来計画を立案した¹⁰⁾。この結果、2020 年予測で 107 万 m³/日が取水可能となるが、図 7-5 に示し
た 2020 年の需要予測値 140 万 m³/日に２割強不足する。この不足を補うため、他県と共同して開発を
計画しているとのことだが、バックボ平野全体を統合した地下水評価はまだ行なわれていないようであ
る。ベトナムでは行政単位での縦割り意識が強く、横の連携が薄いように思われる。 
また、ハノイの東に位置するバクニン県では工業団地の建設が進んでおり、水源は地下水である。こ
の点からもバックボ平野全域の地下水評価と管理が早急に求められる。 
ハノイでは下水処理施設が不十分なため、河川水が汚染しており、水源を河川水に転換するにはなお
時間を要する。安全清浄で安価な水源として、地下水への依存は今後も変わらないものと思われる。 
いっぽう、水道公社には首都圏での地下水開発は現状（70 万 m³/日程度）で限界にあるという認識が
あり、今後表流水の導水計画を進める予定である¹¹⁾。現在ハノイの西南西約 60 ㎞にあるホアビンダム
（既設）から市内へ導水する工事を実施中で、2007 年末に計画の半分（約 30 万 m³/日）が概成した。 
7.1.4   地下水障害 
a. 地盤沈下 
＊1000 
m³/日 
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地盤沈下はハノイ市の南部の井戸群を中心に発生している（図 7-6）¹²⁾。1991～2001 年の 10 年間
に約 6m 地下水位が降下して、年間最大 30～40mm の地盤沈下を記録し、10mm/年の地域は上記地区を含
み市街地全域に及んでいる。沈下の激しい地域はピート層が分布する地域とほとんど重なっている¹³
⁾。この地域の地下水取水量や地下水位降下量の分布が判らないが、有機物起源の堆積層を中心として
圧密沈下していると思われる。 
b. 塩水浸入 
完新世の帯水層の塩水化は、2001 年時点で当平野の沿岸から 40 ㎞ほど内陸側まで帯状に認められ
る(図 7-7)¹⁴⁾。これは沿岸のナムディン県の内陸側のほぼ県境あたりに位置し、かなり深刻な問題で
ある。しかし完新世の帯水層の塩水化はハノイ市までは及んでいない。すでに述べたようにハノイ首
都圏では深度 100m 以浅にある第一、第二帯水層が有力な帯水層で、生活用水、工業用水として利用さ
れている。この点は、メコンデルタやチャオプラヤ平野の地下水と大きく異なる利点である。その要
因は、海岸からの距離が遠いことと、関東平野と同じように周辺を山地に囲まれ、紅河とタイビン川
から 扇状地を作る河成の粗粒堆積物に地下水が供給されていること、地層の傾斜が関東平野の 1/30
程度はあって、地下水流動を促進していること等があげられる。 
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図 7-6 ハノイ市と南郊外でのピート層の等層厚線図 (左図)と地盤沈下量(右図)  
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図 7-7 バックボ平野の塩水浸入（1996 年と 2001 年） 
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c. ヒ素汚染 
ヒ素は 1998 年地下水中の重金属の調査の折 Berg ら（2001）によってハノイ市と周辺農村から初め
て報告された¹⁵⁾。それによれば、ヒ素濃度が高い（ベトナムの基準値は 10μg/ℓ以上）地域は、紅河
の両岸に広く分布し、特に危険濃度の 1000～3000μg/ℓを越える高い地域は市街地の東南の、紅河が
曲流を繰り返す両岸の郊外農村に集中する(図 7-8)¹⁵⁾,¹⁶⁾。 
濃度の高い地域が広く分布するため、ガンジスデルタと同様に自然起源であり、浸食と風化によっ
て、ヒ素が鉄酸化物として上流から流下して濃集し、堆積したと考えられる。さらに、ヒ素に富む鉄
酸化物が堆積層中の還元下で帯水層の地下水に溶解したと考えられている¹⁵⁾。紅河における還元状態
は地下に存在する自然有機物のバクテリアによって作られる。実際、15％の有機炭素を含むピート層
がボーリングによって確認されている地域とヒ素濃度の高い地域が重なる（図 7-6）¹³⁾。この地域は
池や湿地が多いところであり、紅河の後背湿地やラグーンであったと推測される。現在までにヒ素中
毒と疑われる症状は報告されていないが、ハノイで地下水が飲用水に使われて 7～10 年であり、過去
の経験から 10 年以上経たないと症状が顕在化しないため、今後注意が必要である。 
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図 7-8 ハノイ首都圏の公共井戸と浄水場のヒ素濃度（Berg et al.,2001 を簡略化し加筆) 
 
2007 年ベトナムのファムらは、ベルグが高濃度のヒ素を発見したハノイ南部のナムドン地区の井戸
群を調査し、健康基準値の 10μg/ℓを超し、最大 180μg/ℓのヒ素を含む地下水が第二帯水層にも存在
することを発表した¹⁷⁾。同地区の紅河に近い井戸からも 80μg/ℓのヒ素が検出されており、大量の取
水（最大 3300m³/日/本）によって浅層の地下水や河川水（紅河は天井川で水位が高い）を引き込んで
汚染したことを、重炭酸や有機窒素との高い相関関係から推測している。第Ⅰと第Ⅱ帯水層を分ける
難透水性のビンフック層がレンズ状にせん滅する、いわゆる｢窓｣から漏水した可能性がある。第四紀
最新期の最高海進はハノイの北にあり（図 7-8）、ピート層の分布もガンジス平野のヒ素が濃集する堆
積環境と類似する。これは第二帯水層が主要な取水源であるハノイにとって危険な兆候で、今後のモ
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ニタリングが必要である。 
また近年、ハノイ市上流で紅河の右岸のダンフォン地区や、ハノイ市の 50 ㎞上流のビェトトリ市（上
記の最高海進線より上流）でも基準値を越す高いヒ素濃度を示す地下水が報告された¹⁸⁾。ダンフォン
地区ではハノイ鉱山地質大学がデンマークとの共同研究を 2005 年から同位体を用いた地下水流動量
（特に基底流量）の研究を開始した(ブイホック,私信)。 
7.1.5  水道料金と地下水料金 
ハノイ水道公社は利用者から水道料金を徴収している¹¹⁾。それは、家庭用で 16m³まで 2800 ドン（21
円）/m³、16～20m³は 3500 ドン（26 円）/m³、20～30m³は 4500 ドン（34 円）/m³、30m³以上は 7000
ドン（53 円）/m³と累進制になっている。1ℓのペットボトル一本が 3500 ドン（26 円）であるから、日
本の料金と比較して、1/8～1/6 ほどできわめて安い。従って給水原価に比べて、完全に逆ザヤになっ
ているが、政府補助金とフィンランドからの無償援助によって経営は成り立っているそうである¹¹⁾。 
水道の問題は、有収率が 66％と非常に悪いことである¹¹⁾。その内訳は 25％が漏水、8-10％はメー
ターが正しく作動していないことによる不払い、他は公共用水である。ヒ素や塩水の汚染の話はとく
に出なかったが、現実に発生していることは、すでに報告済みである。 
工業用水は届出、許可そして月 1回の取水量の報告によって、政府が管理しているが、地下水料金
は安いとのことである。ベトナムではホーチミンとともに、地下水料金の徴収がつい最近始まったが、
単価が安すぎて取水の抑制効果は上がっていないと推察される。 
 
７．２   地下水保全施策 
北部水理地質局はハノイ首都圏の地下水を保全するため、地域を指定し地下水のモニタリング網の
整備を 1990～94 年に実施した。それは①ハノイからハタイ県に至る南部地区は要注意管理区域、②紅
河左岸に沿うギアラム地区は注意管理区域、③ハノイよりソクソン地区に広がる北部地区は現状維持
管理区域とした。北部地区は深井戸が公共水道水源地域としてすでに管理されているが、南部は浅い
帯水層であるため乱掘が進み、今まで管理が行き届かなかったことと、上に述べたような地下水汚染
と地盤沈下を考慮したものと考えられる。 
さらにブイホックら（2005）はベトナム全国の地下水資源を総括したあと、地下水の水量と水質の
保全管理について提言を示している。その中からベトナム特有の問題に関する項目を取り上げると次
の通りである⁸⁾,⁹⁾。 
①水資源保護の法律を真剣に考えて策定すること、②法律の下のレベルで公文書や指針等を厳密に実
現化すること、③広く国民に水を有効にかつ経済的に開発し、使用するよう啓発すること、④水資源
を必要とする地域、特にハノイ、ホーチミンや他の都市地域において保護地区を設定すること、⑤地
下水の開発や保護に関係する産業や組織に水管理をすぐに近代化するため、教育コースを設けること、
⑥水の管理と供給を効率的に行ない、開発中の障害を最小限にするため、水開発センターを設置する
こと等である。 
結論では政府に対し、再度全国同一レベルで水資源とその保護に関する法律を制定し、地下水調査
や持続的な水資源開発に関する規則など具体的な地下水管理の対策をたてるよう強く求めている。日
本が経験した経緯と似た点が多いが、ベトナムの緊急の課題を充分に表現している。 
筆頭著者のブイホックはハノイ鉱山地質大学の学長を勤めたあと、特に大学内に新設された環境地
質学部長であり、長くベトナムの地下水問題に直接かかわった権威である。この提言の前段として地
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下水資源の総括では、地下水は現状では全国的に需要を満たしているが、近い将来には地下水は量的
に逼迫し、質的に劣化すると述べており、根底に将来の地下水資源に対する危機意識がある。それは
ハノイやホーチミン等人口の集中する都市部で緊急の問題であると述べている。今後政府内で検討が
進むものと思われる。 
第 8章のホーチミンで詳しく述べるが、ベトナムには水資源法（1998） があり、地表水と地下水の
管理・保護・開発および利用、加えて水に起因する有害な影響の防止を定めている¹⁹⁾。政令（2000）
では全国の水資源を審議することになっている。法律の詳細は判らないが、井戸の乱掘など地下水障
害を招く事例が多く発生しているので、上に述べたように具体的に地下水保全策を実行できる法律が
求められているのが現状である¹⁹⁾。 
 
ま と め 
ハノイ首都圏（人口 270 万人）は都市用水を 100％地下水に依存する、東南アジアの大都市圏ではめ
ずらしい水事情の都市である。地下水開発は 1960 年代半ばから本格的に進められた。現在水道用水は
70 万 m3/日を取水し、ほぼ限界にあると現地の関係者は認識している。これに工業用水が加わり、約
100 万 m3/日が取水されていると思われる。平野全域の地下水評価は行なわれていない。すでに西方の
ホアビンダムからの約 30 万 m³/日の導水を始めた。この点で政策の先の見通しの良さは評価される。 
バックボ平野の帯水層を含む堆積層は他地域に比べ 100～150m と非常に薄く、中新統を欠いている。
これは他の平野と比べて特異な点である。地下水障害は、地盤沈下と塩水浸入、ヒ素汚染が発生してい
る。ヒ素汚染は現在南部の浅層に限られているが、低平なデルタ特有の有機物を含む地層の拡がりと下
位の帯水層の地下水位が低下していることから、難透水層の切れ目（ウィンドウ）を通して下位に漏水
する恐れがある。政令や指針で、工業用水量の報告を義務付け、地下水料金を徴収しているが、安価で
抑制効果は期待できない。この点はホーチミンと同じである。 
バックボ平野の東部に工業団地開発が進行中で、人口が集中しているため、水資源の需要の伸びが予
想される。平野全体では 2010 年で 270 万 m³/日と予測している。首都圏の水道は 2社の公社経営だが、
地下水が水源であるため水道料金は安く、漏水率が 30％台と非常に高いため、赤字経営で政府と海外
からの補助金で運営は成り立っている。今後の独立採算に向けての体質改善は大きな課題である。 
今後バックボ平野全域の地下水評価が必要なことと、全国的に地下水を管理する基本となる法律の制
定が望まれることは述べた。ハノイ首都圏の代替水源の見通しはダムからの導水で立っており、半分の
30 万 m³/日は概成した。しかし、平野全域の水資源管理には行政の縦割り意識が強く、首都圏・県の連
携が十分で無いため、将来の総合的な政策の立案には大きなマイナスで、強力な統合的組織で開発を先
導することが望まれる。 
次章では、ベトナム南部のメコンデルタとホーチミン市について考察する。ホーチミン市はベトナ
ム最大の人口（612 万人）と人口密度をかかえる産業都市である。厳しい地下水障害問題の発生によ
って、地下水に大きく依存した体質からつい最近政策を大転換し、脱皮しようとしているが容易では
ない。この政策を実行してゆく体制の遅れはハノイと対照的である。流入する都市人口と代替水源の
水質や地下水の塩水化など多難な問題に苦悩するホーチミンと、安全な水へのアクセス率向上に努力
する広大なメコンデルタの状況を明らかにする。 
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第 ８ 章 低平なデルタに人口が集中し、産業経済が発展するナムボ平野－メコンデルタとホーチミン平野 
 
はじめに 
 
本章はベトナム南部のナムボ平野の地下水利用と保全について述べた。ナムボ平野はメコンデルタ
とホーチミン平野を総称した名称である¹⁾。前者はアジアの大河メコン川の最下流に広がる世界でも
有数のデルタである。後者はその東端に隣接し、サイゴン川とドンナイ川の下流に形成された複合デ
ルタである。本章では両地域は隣接し水理地質的に関係が深いので、各節で並行して述べる。それは、
ホーチミン平野は面積はるかに狭いが、平野のほぼ中央に位置するホーチミン市がベトナムのなかで
高い社会的地位を占め、重要な地域であることを考慮したためである。 
地下水を含む帯水層は両デルタの地下に広く分布し、貴重な水資源として利用されている。ホーチ
ミン平野はベトナム第一の人口 612 万人（2004 年）を有するホーチミン市をかかえ、全国人口 7632
万人の 8%を占める。その人と経済活動を支える水資源は 2004 年現在約 40%を地下水に依存している。
当地では近年人口がとくに増加し、産業の発展と都市化によって地下水利用が急速に進んだ。そのた
め地下水位が低下し塩水化が内陸に進行した。また、河川の水質も熱帯特有の土壌の風化により悪化
した。そのため、つい最近水源を地下水から表流水に転換する大方針を打ち出したが、諸般の事情に
より問題なく移行するとは考えにくい。 
メコンデルタでは、都市用水のほぼ 100%を地下水に依存している。しかし、帯水層には、海水の浸
入と高い全溶存物質(TDS)を含む地下水（化石塩水）が残留する規模が広いため、良質の地下水を開発
するのは容易ではない。また、分散した農村集落が多く、河川や運河の水を生活用水として使い安全
な水へのアクセス率が全国で最悪の状況にある。さらに、最近デルタ中央を南東流する主要二河川沿
いの浅層地下水でヒ素汚染、土壌や農産物にヒ素の濃集が報告され、ヒ素中毒症状の患者が発見され
た。本章では両地域の水理地質構造と地下水利用、地下水の塩水化やヒ素汚染について概観する。と
くにメコンデルタでは本研究で判明した第四紀最新期の埋没化石谷を中心とした水理地質学的知識を
生かしながら、地下水障害との関連や今後地下水資源をできる限り活用する施策を考えた。 
 
８．１  ナムボ平野の地形と概要 
8.1.1  メコンデルタ 
ナムボ平野は国際河川である大河メコン川の下流端に広がる沖積平野である。その大部分を占める
メコンデルタはカンボジアとの国境の北約 80 ㎞にあるプノンペン（標高約 12-13ｍ）から始まる。こ
こでメコン川は二つの支川、東北側のティエン川と西南側のハウ川に分かれ、デルタの中央をほぼ並
行して東南方に流下する(図 8-1)。 
このデルタは、デルタの一般傾斜方向の西北から東南に約 280 ㎞、直交する海岸線の方向に約
270km の広さがあり、面積は約 62,520 ㎞²で、うち、約 63％の 39,565 ㎞²がベトナム領である。ベ
トナム領で日本の九州の 1.1 倍、関東平野の 6.6 倍強の広さがある。12 の行政県に分かれている。 
デルタの地形は大きく見ると、自然堤防、後背湿地、氾濫原などからなる河成の上部デルタと、砂丘
列、海岸平野、沼沢地、マングローブ湿地など、主に沿岸流や海進・海退などの海成過程で形成され
た下部デルタに分かれる²⁾。 
カンボジアとの西北部国境に標高 300～500m の山地（古生代の石灰岩や火山岩）が連なり、南に
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広がる平野の下に潜在して難透水性基盤岩をなしている。低平なデルタのなかで、地形に際立った変
化を与えるのはこの山地のみである。メコンデルタは非常に平坦で、河口から 190 ㎞遡った、カンボ
ジアとの国境に近いアンギアン県の北のティエン川で標高 5m ほどしかない。したがってその勾配は
3.8 万分の 1 で、バックボ平野（紅河デルタ）の 1/４、関東平野の 1/40 と極めて緩やかである。その
緩やかな勾配にかかわらず、ティエン川とハウ川の二大支川と他の七つの分岐河川を含め、合計九つ
ある河川（九竜の名がある）は、曲流の度合いが非常に小さく、直線状に流下している。 
これはおそらく、メコン川の雨季の洪水流況が、①上流のトンレサップ湖（水面標高 7-8m）に逆
流して、巨大な遊水機能（貯水容量 450 億 m³、貯水面積は最低水位時の約 3.3 倍になる）によって
調整され平滑化されること、②広大なデルタ内の支川や運河、灌漑水路網も遊水機能を有すること、
③したがって、ゆっくりした増水はあるが、破堤し流路を変えて暴れ川となるような洪水が少ないた
め、現在の最大勾配の流路で安定した時代が長いのではないかと推測される。それでも上流域の約 1/3
の地域が 1m 以上冠水するような洪水が発生する。 
ちなみに雨季の平均流量は 25,000m³/秒（最大 40,000m³/秒）で、乾季に平均 6,000m³/秒になる。
乾季の終盤の 4 月～5 月には 2000m³/秒（最小 1800m³/秒）間で減少し、塩水はティエン川とハウ川
沿いで約 50km 遡上し、最も厳しい渇水時はプノンペンまで遡上する³⁾。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
メコンデルタは行政的に 12 県からなり、人口は約 1810 万人で、農業（米、野菜、水産養殖、畜産）
が主な産業である。メコンデルタの年降水量は地域によって異なり、大きな傾向として、西から東に
向かって少なくなる。西部で 2400mm、中央部で 1400mm、東部で 1200mm である。季節は 5 月～11 月の
雨季と、12 月～4 月の乾季に分かれ、降水量の 90%が雨季に集中する。乾季には川の水位が低下し、
汚染物が沈積して水質が悪化するため、メコン川のそばでも地下水が主な飲用水となる。 
8.1.2 ホーチミン平野 
ホーチミン平野は、西北から東南に流れるサイゴン川とその西に並行して流れるバンチョドン川の
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図 8-1 ナムボ平野の位置図（メコンデルタ（西）とホーチミン平野（東）） 
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流域に広がる。その面積はサイゴン川の上流側に隣接し、北縁でカンボジアと国境をなすタイニン県
を含めると 6120 ㎞²であり、ホーチミン県のみでは 2090 ㎞²である。東の分水界は中・古生代の堆積
岩類と玄武岩からなる小起伏のビンドォン丘陵である。その標高は北部で 25m 未満、南部で 30m 前
後と緩やかだが、ビンドォンとドンナイ両県と境をなしている。ドンナイ川は東隣のドンナイ県と分
水界をなす丘陵を下刻して曲流しながら西流し、西北から流下するサイゴン川と、ホーチミン市の下
流左岸で合流する。西はメコンデルタの東端と緩やかなバンチョドン川流域を境に接する。バンチョ
ドン川はさらに下流で右岸よりサイゴン川に合流する（図 8-1）。 
ホーチミン市街地の上流では、東側の小起伏の山麓とサイゴン川の両岸に擦りつくように更新世の
段丘が分布し、第四紀の最終間氷期の最高潮位を示している。この段丘を作る層は西に傾きながら浅
い地下水の帯水層となっている。市の下流は、感潮域の複合デルタがホーチミン市の下流約 50 ㎞の河
口まで広がっている。ホーチミン市の標高は約 8～10m である。サイゴン川の上流に、ダウティエン
ダム（貯水量 15.8 億 m³）が、ドンナイ川にはトリアンダム（同 27.5 億 m³）があり、発電と利水の
多目的ダムである。ホーチミン市の水源として重要な役割を担っている。 
ホーチミン県の人口は 612 万人（2004 年）で、農村からの流入も含め年 20 万人の増加がある（図
7-3，83 頁）。GDP は国家の約 20%を占め、貿易額は国の 40%に上る。工業生産高は国の 30%に達し、
ベトナム経済の中心都市である（のちの図 8-12，106 頁）。年間降水量は 1800mm で、12 月~4 月の
乾季と 5 月~11 月の雨季に分かれる。雨季には台風の襲来がある。降水量の 85%が雨季に集中する。 
８．２ ナムボ平野の水理地質構造 
8.2.1 メコンデルタ 
メコンデルタの難透水性の深い基盤岩を構成する地質は、5 本の深いボーリングで確認されている
²⁾。その深度は全般に北で浅く南で深くなるが、107m から 2120m の範囲にある。最深の 2120ｍは、デ
ルタ東南端のカチョイで記録されたもので、デルタ中央のカントー以南では、ほぼ 400～500m ほど
と考えてよい（図 8-1,図 8.2）。これら深さの違いは基盤岩がブロック状の断層運動によって異なった
陥没や隆起運動をしたためと考えられている²⁾。カントーの南から西北のティエンギアン県にかけて
は沈降域であるが、デルタ西北部に隆起域が分布する。上位の地層の傾斜はこの動きとほぼ調和して
おり、下位の基盤岩の構造運動に支配されたものであろう。後に述べる海成の帯水層中の複雑な塩類
残留は、このブロック運動の動きが岩盤の難透水性バリアを形成し、動水勾配の違いをもたらした結
果ではないかと筆者は考えている。 
ホーチミン平野の水理地質構造は、その地域の重要性と、調査精度がナムボ平野のなかでもきわめ
て高いことから、のちに独立した節で取り上げて整理した⁴⁾。 
メコンデルタの水理地質は、分布地域、地下水位、透水量係数、水質などについて表 8-1 にまとめ
た⁴⁾。下記に、特記すべき事項のみを取り上げて整理した。 
① デルタの難透水性基盤を構成する古い岩盤は、デルタ南部において深さ 400～500m ほどで確認
された。東海岸の一部の地点では 2000m を越えている。紅河デルタと同じく、基盤岩を被う堆
積層は第四紀に繰り返し起きた海水準変動の影響を受けたから、整合一連ではなく間に不整合面
を挟んでいると推測される。すなわち海成層は雨水浸透によって涵養され、水質が改善した時代
がある。 
② 帯水層を含む堆積層は 400～500m の厚さがあり、北から南に緩く傾斜し、一般に南で厚くなる。
基盤岩上面の平均傾斜は 3/1000 であり、関東平野の地下水盆の基盤岩に比べ 1/10 である。 
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③ 帯水層は堆積岩中に挟まれる粘性土からなる難透水層によって、5 つの層に区分される（表 8-1,
図 8-2）。その時代は下位から中期中新世から始まり完新世に至る。 
④ 関東平野に堆積した堆積岩類は当地とほぼ同じ地質時代に堆積したが、その厚さに比べて当地で
は非常に薄い。これは島弧変動地殻にあって基盤岩が沈降を続け堆積盆地を作った関東平野と、
安定した大陸地殻の縁にある当地と地質的な堆積の場の違いによると思われる。この関東平野と
の層厚の大きな違いは、大陸縁辺にあるタイ・チャオプラヤ平野⁵⁾、紅河平野⁶⁾、中国の天津⁷⁾
でも共通する。 
⑤ 当デルタの主要な帯水層は、中新世から更新世に属する地層であり淡水域は主に平野中央部に分
布する。TDS（全溶存物質）が高い（1g/ℓ以上）地下水は、地下水開発に伴う水位降下によって、
海岸から塩水浸入を引き起こしたと考えられる地域と、地層に残留した塩類が影響していると思
われる内陸部がある。これについては、地下水障害の節で詳しく述べる。 
⑥ デルタは第四紀最新期の最終氷期に汎世界的に起きた大規模な海退によって陸化し、風化浸食を
受ける時代があった。それはデルタ中央から東部にほぼ東西方向の主流と南北方向の支流に下刻
した 3 条の埋没谷がボーリング結果から推測されることから分かる(図 8-3)⁴⁾,⁸⁾,⁹⁾,¹⁰⁾,¹¹⁾,¹²⁾,¹
³⁾,¹⁴⁾。西側の谷は、Hung（2003）の原図では閉じた凹地形と表現されているが、主な埋没谷の
延長はデルタ東部の海底地形（プロデルタ）に追跡される⁸⁾ため、東に開いていると推定される。
その後、第四紀最新期の海進（日本の縄文海進に相当）は地形が低平なためカンボジア国境線ま
で北上し、谷は海進時と海退時の堆積物によって埋没した。このうちほぼ東西方向の埋没谷が上
に述べた主谷筋で、最近ボーリングにより正確に確認され、深度 70m で不整合面（谷底？）に達
し、層相が解析された（図 8-3）⁸⁾,⁹⁾。この点の細かい結果については後に述べる。 
⑦ この埋没谷堆積物は下位に河成の砂礫層と砂層を挟み、淡水を含む良好な完新世の帯水層となっ
ており、これと同じ状況はアジアの他の平野でもみられる。深度 40～50m には植物片や有機物
を多く含む内湾性の細粒堆積物がある。 
⑧ デルタの南沖の海底では、－30～－40m 付近に平坦な段状の地形が認められる（図 8-3）。これは
最終の海進時に海水準が停滞したことの反映と推定され、関東平野の沖でも同様の地形が存在す
る。これに相当する層準には干潟、ラグーン特有の堆積相を示す。 
メコンデルタでは、上に述べたように過去に５本の深い調査ボーリングがあり、最も深い孔は 2000
ｍを超えて基盤岩に達した²⁾。また最近デルタの東部を中心として 10 ヶ所でボーリングコアが採取さ
れ、主として第四紀完新世の地質と層相の変化が細かく解析された⁸⁾,⁹⁾,¹⁰⁾,¹¹⁾,¹²⁾,¹³⁾,¹⁴⁾（図 8-3）。
それらの結果を合わせて、最終氷期前後の海水準変動とデルタの変遷をみてみよう。 
 デルタは最終氷期に海退して陸化し、更新世の地層は浸食されて下刻谷が形成された。最近の結果
を総合すると、まずデルタ最下流の海岸線に沿った 5本のボーリング(VC1～GC1)は、ほぼ 20m の深さ
で更新世の地層に到達し、完新世の地層は非常に薄いことが分かる(図 8-3)。その境界は緩やかに内
陸側に向かって深くなるため、撓上した更新統の壁が海岸線に沿って潜在する形になっている。これ
は従来考えられていなかった新事実である。 
深さ70mを超える埋没谷が潜在すると思われる地点は、現在の段階で、内陸のドンタップ（Dong Thap）
県の Sa Bac の西(DT1)と、東部のベントレ（BenTre）県の Giong Trom(BT3)で見つかっている(図 8-3)。
後者の深さ 61m で採集された木片の年代は 13,200cal yr BP である。この 2地点を結ぶ西から東に向
かう谷が存在するのか、また別の谷であるのか今のところ分からない。一つの推測は、2 本のボーリ
 95
ングを結ぶ東西方向に埋没谷が潜在するということである（図 8-3）。それはすでに述べた海岸沿いに
更新統の浅い壁があって塩水浸入がなく、地下水位も谷状に西から東に低くなるためである。筆者は
そのように考え、図 8-3 の完新統の等層厚線図を描いた。Ta.et al.は後者の見解のようである¹³⁾。 
海岸沿いには更新統の撓上により被圧水頭が高くなって、塩水浸入を抑制する構造ができた。しか
し埋没谷方向には、内陸での水位降下に伴って、浸入が内陸までおよび TDS（全溶存物質）が高くな
ったと考える方が自然な解釈と思われこの可能性は高い。この埋積谷の沖合海底にデルタの前置層と
なるプロデルタが存在することもこの考え方と調和する。 
その後 最終海進（日本の縄文海進）はデルタが低平なためカンボジア国境線（標高 4.5～5m）まで
北上し、西北部の基盤岩の山地と、東北部に散在する更新世の段丘を除きほとんど水没した¹⁰⁾,¹¹⁾。
その極大期の年代は 5300cal yr BP である。この海進に伴って上に述べた谷は埋没した。その層相は
各ボーリングで細かく解析されれ、BT3（深さ 71m）と DT1(同 53m）は、それぞれ深度 58m と 42m で更
新世の地層（10,000cal yr BP）に達したが、埋没谷の基底（不整合面)には到達していない。 
谷は紅河のボーリング結果と同じように、最下位の河成の粗粒堆積物の上位に、海進・海退時に堆
積したエスチュアリー堆積物とデルタ堆積物によって埋没した。最下位の河成砂礫層と砂層は淡水を
含む更新世末期の良好な帯水層となっている。 
表 8-1 メコンデルタの水理地質層序表（Hung,2003 等をもとに編集） 
地質時代 記号 
深度 
(m) 分布、水位、透水量係数 T（m²/日）等 水   質 
完新世
 
  qh  30～90 
全域に分布、粘性土が卓越し、透水性低い、
淡水はメコン川沿いと埋没谷に沿った地域の
み、メコン川から涵養される,不圧地下水  
淡水域は全体の 15％(30％？）程度、
大部分が塩水、チッソの汚染で生活用
水として使用できない、デルタ中央に
ヒ素汚染がある 
中期～後期
 
Qp²-³ 30～150 
（110） 
ほぼ全域に分布、帯水層の厚さ 50m 以下、水
頭は乾期 1～-5ｍ、雨期 2～-5ｍ、西南部半島
に年間を通じ 地下水開発による水位の低い
目玉、雨期にメコン川から涵養が顕著、被圧
地下水、T=1300、非常に良好な帯水層 
水質は上位層に比べ、非常に良好で淡
水域は 60％、塩水域は北部に帯状に分
布、西南にも点在し、両者とも海水が
浸入した形状を示す 
第
 
四
 
紀
 
更
 
新
 
世
 
前期
 
Qp¹ 30～250 
(110) 
国境の一部を除き、全域に分布、北に浅く、
南に深い、東北部で地表に露頭、乾期水頭 1.5
～ー3m 、雨期 3～-4m、西南半島に年間通じ 
水位低下の目玉、メコン川よりの涵養顕著、
T=800、非常に良好な被圧地下水  
水質は上位の帯水層に比べ非常に良
い、中央部のみ淡水域で、全分布域の
60％、北部、西南端は塩水 
鮮新世
 
  M⁴ 100～450 
(120) 
西北端を除き広く分布、乾期・雨期ともに内
陸に向って地下水流動するのは開発の影響、
乾期水頭 1.5～-3m、雨期 3～-4 m , 乾期に
半島部に低い目玉できる、T=550、被圧地下水 
中央部のみ帯状に 淡水域があり、全域
の 60％、西端と南部、西南半島は塩水
域で海水浸入の形状 
新
 
第
 
三
 
紀
 
中新世
 
中期～後期
 
M³ 300～500＋ 
(100) 
東南域に分布、西北は分布しない、北から南
に厚くなる、開発により乾期水位が内陸で低
い 5～1 m 、T=500 m 、水産用に TDS の高い
地下水を利用している、被圧地下水  
南部と北部は TDS＞1ｇ/ℓ 
東海岸より塩水浸入、北部は残留塩
水？淡水は中間の東北～西南方向に帯
状に分布 
古生代
 
        
難透水性基盤岩 (石灰岩等）デルタ東北部に
露頭が点在、南～東南に向って沈み込む 
  
括弧内の数字は帯水層の最大の層厚（ｍ） 
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図 8-2 西部メコンデルタの水理地質断面図 
（図 8-3 の A-A’線） 
 BT3 の深度 40～50m には植物片や有機物を多く含む内湾性の細粒堆積物がある。デルタの南沖の海
底では、マイナス 30m～マイナス 40m 付近に平坦な段状の地形が認められる。これは最終の海進時に
海水準が一時停滞し、デルタから河口域の堆積環境が出現していたことを示している（図 8-3）。関東
平野の沖でも同様の海水準に停滞水域とかん水域に生息するアシ原などを起源とするピートなど有機
質堆積物やカキなど底棲貝類化石が存在する（図 8-4）¹⁵⁾。この層準の有機物集積層は後に述べるガ
ンジス平野のヒ素の濃集と関係があると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8.2.2 ホーチミン平野 
ホーチミン平野の地質層序と地質や水位の概要は表 8-2 に示した⁴⁾。その特徴を取り上げると次の
通りである。 
① 難透水性基盤岩を構成する古い岩盤は古生代～中生代の堆積岩類である。平野の東にあってドン
ナイ川とサイゴン川の上流に位置するビンドォン丘陵を構成する。 
    
Sea level change and depositional environment indicated 
by in situ fossil in the Tokyo area  (Kaizuka,S.1999)
Peat ＆ Oyster
Stagnant period
+ 5m
Transgression
wood
埋没上位波食台 埋没中位波食台 埋没谷底
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後期有楽町海進
沖積層基底
の地形
東京低地
多摩川低地
海
面
高
度
 
  図 8-4 東京湾の堆積環境と海水準変動（貝塚，1999 に加筆） 
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図 8-3 メコンデルタの完新統の等層厚線図，高い
TDS（10g/ℓ以上から 1g/ℓ以下）と海底地形図 
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② この基盤岩はホーチミン市の地下でほぼ 180m、さらに西の県境で 350ｍの深度で確認されている。
したがって上位に不整合に重なる地層は一般に東から西に傾斜した単斜構造で堆積しており、そ
の勾配は 8/1000 である。これはメコンデルタの 2.7 倍、関東平野の 1/4 である（図 8-5、図 8-6）。 
③ 前期更新世の堆積岩はホーチミン市北部のサイゴン川上流両岸に段丘を形成し、西南部に傾斜し
埋没することから、この地質時代以降東の丘陵が隆起し、西の平野側が沈降する変動があったと
推定される。堆積岩に一部では西落ちの断層が認められる¹⁶⁾。 
④ 基盤岩を被う堆積岩類は中新世の地層を欠き、前期鮮新世から始まり完新世に至る。帯水層は挟
在する難透水性の地層によって、4 つに区分されている。それらは、前期鮮新世、後期鮮新世、
更新世および完新世の砂層や砂礫層である（図 8-6、表 8-2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ このなかで、有力な帯水層はホーチミン周辺では下位の鮮新世の 2 つの帯水層である。東北から
西南にかけ、層厚と透水量係数が大きくなる。北部ではサイゴン川の両岸に分布する更新世と完
新世の段丘を作る地層が帯水層となっている。 
⑥ その透水量係数の値は鮮新世帯水層で 500m²/日から 2000ｍ²/日の範囲にあり非常に有力な帯水
層である（図 7-5）。更新世帯水層は層厚も薄いため、その値は 200～500m²/日である。 
⑦ 被圧水位は上位の後期鮮新世の帯水層の方が高い。現況では両者共に海水準以下に下がった水位
等高線の目玉が市街地を包み込む広さで分布している。これは地表面から約 60m の降下に相当す
る。長年にわたる地下水開発が市街地に集中した結果を反映しているものと思われる。 
⑧ その結果、両層ともに地下水中の TDS 濃度が 1g/ ℓを示す前線が、下流からドンナイ川に沿って
市街地の南（河口から約 40 ㎞）まで浸入している。その一方で内陸側からホックモン（Hoc Mon）
地区の西部に同じ前線が現れている。前者は地層の分布から、海水浸入の機構で説明できるが、
後者は西の隣接地の状況が不明なため原因は明確ではない(図 8-5)。 
⑨ その原因の一つとして、メコンデルタの地下水障害の①、②で述べた上位にある TDS（残留塩水）
の高い更新世帯水層がすぐ西に隣接しているので、そこからの漏水が考えられるが検証されてい
ない。 
図 8-5 ホーチミン首都圏の水理地質図（鮮新世帯水層） 
図 8-6 地質断面図（図 8-5 の A-A’） 
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メコンデルタの沖合の大陸棚は、全般に平滑な海底面を示し顕著な谷地形はみられない¹⁷⁾。しか
し、最終氷期の海退時に大陸棚に下刻谷はボーリング結果で示されたように形成されたが、9つの河
口に分かれて大量に吐き出されたメコン川水系の大量の堆積物に埋没されたと推定される。なぜなら
メコンデルタの東海域の海底は、トンキン湾に比べ現況で 4倍ほど急な勾配の大陸棚であるからであ
る。 
しかし、その海域を細かく見ると、海底に谷地形の痕跡がある。ベトナム南部の大都市ホーチミン
を流れるドンナイ川の河口の沖合には現在の流路方向の東南側延長の北側に、並行して深さ 5m、10m、
15m、20m の等深線が描く西北西～東南東方向の末広がりの明瞭な海底谷がある¹⁸⁾。これより東の以
深の沖合では、谷地形は不明瞭になり 36m～54m まで平坦な海底面が広がり、深さ 100m の沖合いまで
平坦な大陸棚の海底面が続いている。 
表 8-2  ホーチミン平野の水理地質層序表（Hung,2003 等をもとに編集） 
地質時代 記号 深度(m) 分布、水位、透水量係数 T（m²/日）等 水   質 
完新世
 
  Q²  15～42 
全域に分布、標高 4m 以下の低地、サイゴン川、
ドンナイ川、ガンギオ海岸に分布、シルト、粘土、
礫を含む細砂層、帯水層の生産性は低い、 
塩水とチッソ酸化物で汚染
され全般に地下水として不
良 
後期
 
  0～22.5 
全域に分布し、北部～中部では地表に露頭する。
ラテライト質の礫を含むシルト、難透水性、分布
は連続的ではない 
難透水層 第四紀
 更新世
 前期
 
Q¹,¹-³ 
32～75 
市内で 25～35 
(25～35+) 
全市域に分布し、北部～中部では地表に露頭す
る。細砂、礫を含む中～粗粒砂、シルト質砂から
なる良好な帯水層、全般に西～西南に深く,厚く
なる、北部～市内で透水性高い、T=200～500、水
位 10～-2m 
水質は地域によって異なる、
市南部～カンギオ、市西南部
で高い TDS を示す、他地域
は良好、所々で埋土による汚
染がある、北部では飲用水と
して重要な帯水層 
後期
 
N²,²bm 
top：8～95 
bottom：61～193 
(50～100＋) 
全域に分布するが、地表に露頭しない、西南方に
深く厚くなる、上部（厚さ 0～34m）は透水性は
低いが、下部（厚さ 20～30m）は砂礫層の良好な
帯水層、T= 1000～2500 と西部ほど高い,被圧水位
は市内に海水準以下の低い目玉ができ、周辺が高
い、被圧水位は下層に比べ高い 
ドンナイ川に沿って下流か
らハノイ市の南郊外と Hoc 
Mon 西部で塩水化（TDS＞
1g/ℓ）、残りの地域は良好 
新第三紀
 
鮮新世
 
前期
 
N²,¹nb 
top：100～150 
bottom:150～350 
(50～100+) 
東端には分布しない、西南方に深く、厚くなる、
被圧水位は市街地で低い(-10m)目玉ができ、海水
準以下、周辺で高く、開発地域の差を反映、T=500
～2500 と、有力な帯水層で西部ほど高い 
ドンナイ川に沿って下流か
らハノイ市の南郊外と Hoc 
Mon 西部で塩水化（TDS＞
1g/ℓ）,残りの地域は良好、傾
向は上層に似る  
古生代
 
       
難透水性基盤岩（堆積岩類）、Dong Nai 川上流の
東部山地に露頭、西に向かって沈み込む 
  
括弧内の数字は帯水層の層厚（m） 
 
このように、現在の河口から比較的近い部分に、谷地形の痕跡が残った要因は二つ考えられる。一
つは、ドンナイ川は、サンゴン川と合流したあと最下流の河口にかけて、長さ 45km、幅 25km のかな
り広い複合デルタを形成し、支流網が入り組んでいる。これは過去河川が陸域から広い幅に渡って流
路を変えながら懸濁堆積物を沈積させてデルタを形成し、堆積物が到達しなかったことを示している。
二つ目は、ベトナム南岸では東から西に向かう沿岸流が卓越するためドンナイ川から吐き出された土
砂が、西に流されることも影響していると思われる。沿岸には、デルタの海岸線と並行に深さ 10m～
20m の平坦な階段状の地形があり、東から西に時計回りの沿岸流が卓越していることを示している。 
この谷の下底に沿って、海退時に河成の砂や礫層が押し出し分布している可能性は高い。この地層
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は透水性が高いから、滝沢が推定したホーチミン市の地下で淡水地下水が流動する回廊（Cl 濃度
400ppm 以下）¹⁶⁾の下流として連続するのかもしれない。 
 
８．３  地下水の利用 
8.3.1  メコンデルタ 
メコンデルタには 2000 年現在で 1810 万人の人が住んでいる。メコンデルタの河川水は汚水処理が
なされず、さらに懸濁物や水質の点から、公共飲用水としてほとんど使用されておらず、水源を 100%
淡水の地下水に頼っている。南部水理地質局はその取水量は約 45 万 m³/日と推定しているが、後述す
るように別の資料では倍近い数字になっている。表 8-3 はメコンデルタとホーチミン平野の水需要を
示したものである¹⁹⁾,²⁰⁾。この数字から両地域のおおまかな水需要の規模を知ることができる。 
 
表 8-3 メコンデルタとホーチミン平野の水需要 
 2000年（＊万 m³/日） 2010年（＊万m³/日） 
 都市地域 農村地域 合計 都市地域 農村地域 合計 
メコンデルタ 36.1 52.0  88.1 47.1 60.9 108.0 
ホーチミン平野 128.1 22.7 150.8 163.2 42.5 205.7 
 
メコンデルタの将来の水需要は、このほかにも人口増加と一人当たりの水消費量 50～60ℓ/日から推
定されている³⁾。これによれば 2000 年現在 1810 万人の人口が 2015 年には 2360 万人（増加率 2.3％）
と推定されることから、それぞれの年の水需要を、90.5 万 m³/日と 141.6 万 m³/日と予想した。これ
に対し、地下水開発可能量は淡水 100 万 m³/日、半かん水（1.5＜TDS＜3.0g/ℓ）が 60 万 m³/日と算
定し、生活用の飲料水は不足すると結論づけた。2000 年時点の水需要は 90 万 m³/日前後で、ブイホ
ックらの数字、88 万 m³/日と近似するので、この数字がこの時点の地下水利用量と考えてよいと思わ
れる。 
メコンデルタのなかで、地下水賦存と井戸の掘削状況には地域的な差が出ている（表 8-4）⁴⁾。こ
のリストは深さが 100m 以上のポンプの付いた深井戸で、浅い井戸は含んでいない。このなかで、人
口 1000 人当りの井戸数を地域別にみると、数が一番多いところはデルタ東北部で、次いで西部から
南部にかけての沿岸部となり中央部は少ない。 
井戸の多い地域は、完新世～更新世の浅い帯水層が塩水化して TDS 濃度が高く、飲料水として不適
なため、深い井戸に頼らざるを得ない水理地質的な背景を反映したものと判断される。また、地下水
による給水人口比率を考えると、比率が 10％を下回っている県はメコン川最上流の、右岸と左岸の 2
県であり、浅い地下水が利用できる地域と一致する。同様に比率が低いが、今後も開発が難しいと思
われる 10％台の県は、ハウ川とティエン川に挟まれた、デルタ最下流の 2 県である。比率が 22％の
ティエン川左岸に隣接する地域で、ともに深い帯水層から浅い帯水層まで海水浸入が発生して、塩水
化が著しいため、地下水開発が困難な地域である。   
デルタ西南のバクリュウ県では、南部水理地質局がオーストラリアと共同で地下水開発事業を開始
した²¹⁾。この事業で提案された標準井戸の仕様は次の通りである。①水理地質：0－40m 完新世の粘
性土、40－80m 上部更新世の砂混じり粘性土、80－170m 下部更新世の砂、砂礫層と粘性土の互層、
帯水層は 89－158m の砂、砂礫層、②井戸掘削深度：164m、掘削口径：深度 0－70m は 800mm、深度
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70－96m は 550mm、深度 96－164m は 550mm、0－70m は掘削壁を遮水壁とする、掘削孔と挿入管の間
には径 2－3mm の砂利を充填する、③上記の仕様には、地表から上部更新世の深度(68m)近くまで遮
水壁を設けて TDS 濃度の高い地下水の流入を防止し、ポンプ設置区間に PVC パイプを使用し錆びを
防止する、さらにステンレス製で開口率の高いスクリーンを使用するなど、井戸を長く維持管理して
ゆくうえでの工夫がしてある、④標準井戸の揚水量は 200m³/時間（4800m³/日、55ℓ/秒）以上を目標
とした大規模な井戸である。 
表 8-4 メコンデルタの井戸、人口、揚水量（UNICEF と個人井戸、1994 年 12 月）         
県 人口(千人） 井戸の数
１000 人当りの 
井戸数 
揚水量 
(ｍ3/日） 
給水人口 
(千人） 
給水率
（％） 
An Gian 2026 1133 0.56  6798 151 7.45 
Ca Mau &Bac Lieu 1368 6860 5.01  44140 969 70.83 
Ben Tre 1372 1354 0.99  3880 182 13.27 
Can Tho 1230 4160 3.38  21240 434 35.28 
Dong Thap 1537 879 0.57  3895 112 7.29 
Kien Gian 1082 6990 6.46  32425 854 78.93 
Long An 968 3882 4.01  23292 485 50.10 
Soc Trang 1134 3950 3.48  18540 394 34.74 
Tien Giang 1288 1859 1.44  12150 283 21.97 
Tra Vinh 890 2965 3.33  17930 367 41.24 
Vinh Long 901 915 1.02  3210 134 14.87 
合計  13,796 34947 2.53  187500 4365 31.64 
 
8.3.2 ホーチミン平野 
ホーチミン首都圏では水道公社が 80 万 m³/日の給水をしているが、その 90%はドンナイ川上流のト
リアン湖（本来は発電ダム）からの給水で、残り 10%が地下水である。工業用水はほぼ 100%地下水
に頼っている。これに個人用の井戸を加えるとかなり地下水が使用されている。南部水理地質局と滝
沢チームによる地下水収支の解析では当初約 53 万 m³/日であった¹⁶⁾。この中には上記の水道公社の
地下水も含まれるから、この 53 万 m³/日が 2004 年までの総取水量であろう。表 8-3 を参照すれば、
水需要の約 26～35%を地下水に依存していることになる。しかし最近状況は変化している。 
ホーチミンにおける今後の水資源の需要と人口の予測は、表 8-5 に示した²²⁾。この表から生活用水
が 1 日一人当たり 170ℓから 220ℓに増えること、河川水源の割合を 62%から 79%に大きくすること、工
業用水等の水需要も増えると予想している。この表からも地下水から河川水へ転換する方針が分かる。 
表 8-5 ホーチミン首都圏の水需要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2010 年 2020 年 
全水需要量（万 m³/日） 160 240 
生活用水（万 m³/日） 105 160 
他（工業用水など万 m³/日 55 80 
河川浄水能力（万 m³/日） 99.2（62%） 190（79%）
人口（万人） 612（2004 年） （735）推計
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８．４ 地下水障害 
8.4.1 メコンデルタ 
a． 残留塩水と塩水浸入 
 メコンデルタの地下水障害は TDS 濃度の高い（＞1g/ℓ）の水質問題が最重要課題である⁴⁾。その要
因は沿海部の帯水層で発生する海水浸入だけではない。通常は海水の浸透圧と淡水地下水位の静水圧
のバランスが崩れたことによって、海からの塩水浸入は発生する。当地ではさらに、海成層堆積時の
残留塩水（いわゆる化石塩水）そのものと、その塩水が帯水層間の地下水位のバランスが変化するこ
とによって発生する、上下の隣接層への残留塩水の漏水移動と考えられるもの、さらに現在の河川を
遡上してくる海水による塩水浸入などの要因が考えられ非常に複雑である。まず、第 1 に鮮新世まで
の地層とそれ以降の上位の地層では、残留塩水と塩水浸入のパタンが大きく違う。 
① 中新世から鮮新世までの深い帯水層は、現在の海水浸入と考えられる浸入域が海岸ぶに見られる
（図 8-7）。北部の内陸部には広い淡水域がある。いっぽうで、北のカンボジア国境線に沿って
TDS 濃度が高い（1g/ℓ 以上）帯があるが、②に比べ分布が非常に狭い(図 8-7)。化石塩水の可能
性もあるが、この帯状域はメコン川がタイ湾に流出した旧河道に一致するため現海水の遡上の可
能性も考えられる。 
② 更新世の地下水は、メコンデルタの東部から、東に隣接するホーチミン市を含み、カントーの対
岸付近までの広い地域に、3g/ℓを越す TDS が含まれている（図 8-8）。最終間氷期（12～13 万年
前）の海進時の残留塩水と推測されるが明確ではない。一方で、デルタの西部には TDS＜1.5g/ℓ
以下の地域が広く分布する。これは、メコン川からの涵養によって水質が改善された結果と思わ
れる。 
③ 更新世以降の帯水層では、乾期と雨期ともに、メコン川（ハウ川とティエン川）と北東丘陵から
地下水涵養が行なわれていることは、地下水位等高線が河川から両岸に向けて伏没した分布をす
ることから判断できる(図 8-9)。この地域には淡水域が広がっている（図 8-3）。 
④ 完新世の厚い地層（最大約 70m）はデルタ中央から東部にかけて、3 条の埋没谷地形を作って分
布する（図 8-3）。このうち淡水を含む帯水層はハウ川とティエン 川の上流両岸（アンギアン県
やドンタップ県）の川沿いに分布するだけで、あとの大部分は海進期の残留塩水や現在の海水浸
入のため、TDS 濃度が高く使用できない。完新世の帯水層中の TDS 濃度が高い原因として、現
在の川を遡上する海水によるとする説もある³⁾。乾季の塩水遡上は最大プノンペンまで認められ
ているが、乾季の平均流量 1800m³/秒の時は、ティエン川とハウ川沿いでも、河口から約 50 ㎞
までの遡上であるから、現在の海水遡上の影響は少ないと思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-7 鮮新世の帯水層と TDS 濃度が高い地域 
図 8-8 上部―中部更新世帯水層と TDS 濃度が高い地域  
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このように、地下水中の TDS 濃度の分布の複雑さは、平面的な広がりと地質時代を考慮した断面
の三次元的に現象をみないと正しい理解が得られない。またこれに加え、乾季と雨季にわたる地下
水位の季節的な変化があるため、かなり複雑で原因と対策を一概に結論づけるのは難しい。したが
って、塩水浸入対策は、新規の開発に留まらず現在使用中の井戸でも今後の運用には細心の注意が
要求される。そのためには、観測網の整備とその後の地下水位と水質のモニタリング、および基準
値を越えた場合、代替水源の確保など危機管理体制の構築が重要である。 
ｂ． ヒ素汚染 
ベトナムで地下水のヒ素汚染が報告されたのはハノイが初めてである²³⁾。そのご地域が広がって
いる²⁴⁾,²⁵⁾。数年前からメコンデルタでも基準を越すヒ素を含む地下水が報告された²⁶⁾。この間
ベトナムのヒ素の飲用水質基準は 50μg/ℓから WHO 基準と同じ 10μg/ℓに引き下げられた²⁰⁾。 
Nguyen,V.L. et al.(2006)は、メコンデルタで個人所有の 260 個の飲用井戸を野外分析器と実験室で
調べた結果を報告した²⁶⁾。この報告によれば、地下水のヒ素汚染は地域と井戸の深度に深く関係し、
かなり顕著な特徴がある。以下は 2001 年から調査を始めた中間報告による（図 8-10）。 
まず、その濃度は 1～1450μg/ℓの範囲にあり、その約 80%は基準値を越えている。うち 42%が
10～50μg/ℓ未満、22%は 50μg/ℓ以上で、16%は 100μg/ℓ以上である。高濃度の地下水は、深度
15～70m の井戸に認められる。その分布は上部メコンデルタのティエン川とハウ川に沿っている。
70～80%の井戸が、500μg/ℓを越える非常に高い濃度の地域は、カンボジアと国境を接するドンタ
ップ,アンギアン両県に認められる。低い濃度の地域は 200～300m の深井戸に認められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8-9 上部～中部更新世被圧地下水位等高線図 （1996 年 10 月、雨季） 
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図 8-10 メコンデルタの地下水のヒ素汚染濃度と井戸数（Nguyen,2006 から作成） 
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その後、下流周辺 のカントー,ヴィンロン,ティンギアンの各県の 15～60m の浅い井戸からも高い
濃度が検出された。2006 年までに、ヒ素中毒の症状を示す患者は報告されていないが、高濃度地域
では、今後住民の健康に不安材料をもたらしている。その後 2008 年に患者が報告された（後述）。 
以上述べたヒ素汚染分布の特徴は、汚染地下水が見出される深度と地層や、第四紀最終氷期に形
成された埋没谷の周辺に分布する点で、本章で述べた完新世の水理地質の分布と特徴に符合する（図
8-3）。それは第 8 章で報告するバングラデシュと西ベンガルの地質的素因を同じである。 
ｃ． 酸性土壌と肥料汚染 
  熱帯特有の酸性土壌の削剥や浸食による河川の酸性化汚染や、農業肥料の施肥による窒素、アン
モニア、燐などの汚染は、報告されているが、実態はよく判っていない²⁷⁾。上部デルタでは浅い地
下水を使用する割合が高い(90%以上)ため、影響が懸念される。  
8.4.2 ホーチミン平野 
a. 地盤沈下 
ホーチミンでは地下水位は観測されているが、地盤沈下は組織的かつ継続的に観測されていない。
地下水位は鮮新世と更新世の両帯水層で降下している²²⁾。前者は1993年から10年で60mも低下し、
後者で 1984 年から 20 年間に 18m 低下した（のちの図 10-9，142 頁）。現在も年間 2m の低下が見ら
れる市内で、地盤沈下はすでに発生していると思われる。 
b. 残留塩水と塩水浸入 
上に述べたような地下水位低下に伴って、塩水浸入が発生した。深さ 150～350m にある下部鮮新
世の帯水層中の 1g/ℓの塩素濃度の前線はホーチミン市街地まで浸入した（図 8-5）。メコンデルタと
同じ状況である。上位の地層も同様である。サイゴン川では、川に沿った塩水の遡上（250mg/ℓ）
によって、浄水施設が取水を中断した事故が報告された¹⁶⁾。 
c. 表流水の水質汚染 
  近年ベトナムでは、沿岸域でマングローブを切り開き、淡水魚とエビ・カニの養殖が盛んに行な
われている。そのため、エサや排泄物による水質の悪化が報告されている¹⁶⁾。河川水の水質悪化は、
市の基本方針である地下水の削減と河川水への転換に、大きな負担を強いる結果となる。さらに、
ベトナム戦争時代の枯葉剤の影響も残っているという²⁸⁾。 
 
８．５ 地下水保全施策 
8.5.1 メコンデルタ 
ベトナムではでハノイの章で紹介したように、水資源全般に関する法律は制定されているが、地下
水に限った法律は無い。環境保全の一環として水資源の保護を定めた基本法とその施行指針があり、
地下水の関しては、その探査、掘削の許可・免許に対して、臨時の規定があるだけである（表 8-6）
²⁹⁾ 。これに対して、地下水問題に詳しいブイホックらは,早急に全国的に適用される地下水法の制定
と実施のための指針策定を求めている¹⁹⁾,²⁰⁾。 
メコンデルタにおける一番大きな問題は、安全な飲用水の供給にある。図 8-11 に示すように、当
地はベトナムのなかで、安全な水を得る家庭の割合が最低水準にある²⁹⁾。とくに農村では 20%余と非
常に劣悪である。住民が河川や運河の近くに住みながら、汚水の垂れ流しや施肥汚染のため利用でき
ない、また利用せざるを得ない現実は悲惨である。さらに乾期はひどくなる。この図で 2000 年の数字
は計画を示しているが、実現の程度は不明である。ここでいう安全な水は、水道水、雨水、深井戸の
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図 8-11 ベトナムの地域別に示した安全な水にアクセス
できる家庭の割合（1991 年，1994 年，2000 年） 
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水を言い、掘りぬき井戸（Shallow dug well）は含んでいない。この対策として次のことが考えられる。 
・現在使用中の井戸は貴重な水資源である。その一番の脅威である塩水化をいち早く防止するため、
現在東西南北格子状に設置されている 42 本の観測井戸をさらに充実し、地下水位と電導度をモニタ
ーし、警戒水位を設け過剰取水を防止することが一番の保全策になる。 
・深井戸揚水による共同水栓方式―まず、最低限安全な飲用水を供給する。深井戸の被圧地下水位が
問題であるが、電力を使わず手動で対応できる方式、手動ポンプやインディアンポンプなどが望ま
しい。雑用水は河川や浅井戸でしのぐ。 
・深井戸の適地の選定には、残留塩水やヒ素汚染の問題があり簡単ではないが、専門家が事前に地域
を評価する。農村地域では生活距離から、最大半径 500m 以内に 1本の井戸と共同栓が欲しい。 
・人口が集中するある程度以上の都市では、深井戸を掘削し大規模に動力で揚水し、タンクからパイ
プ給水する方式が良い。 
表 8-6 水資源の関する重要な法律および規則 
1993 National Law on Environmental Protection 
1994 Guideline Implementation Law on Environmental Protections 
1997 
Decision on issuing Temporary Regulation of implementation of regimes of 
license (some omissions) for searching, exploring and drilling of ground water 
exploration works 
1998 Law on Water Resources 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、地下水の人工涵養はナムボ平野で、2 つの目的で計画された。1 つは、上流域での地下水強
化と、2 つ目は塩水浸入を防止するためである。前者は、河川敷からの拡水法であり、後者は海岸の
砂丘から淡水レンズ形成のための注入である。方法は拡水、注入井戸、立坑で、対象は河川、砂丘、
割れ目の多い岩石などを考えているが計画の段階で具体化していない。 
8.5.2  ホーチミン平野 
地下水を直接統括する天然資源環境省は、ホーチミンの水資源に対し、①地下水の過剰開発を制限
すること、②サイゴン川とドンナイ川の水質を改善すること、③水資源開発と涵養のバランスは、河
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川水と地下水に密接に関係しうまく管理されることを基本認識としている²²⁾。そして、地下水の具体
的な削減目標は、理由は明らかでないが 50 万 m³/日としている。これは、基本的に水源を地下水か
ら河川水に転換する方針と考えられる。現況の数字 53 万 m³/日はすでに目標を達成したように見える
が、地下水位が降下続けている現実は、地下水取水量の現況の把握に疑問が残る。ある記録では、1994
年から 2003 年まで 10 年間に 19.75m（地表面化 2.50m から同 22.25m へ）まで小さな振幅の季節変動
を繰り返しながら右肩下がりに降下し、一度の回復もみられない（のちの図 10-9，142 頁）。 
市政府は表流水への転換の方針に沿って、独自に条例や指針を作成し、行政的な指導を始めた（表
8-7）²²⁾。下に述べるようにさらに地下水取水量を減らす方針である。 
 
表 8-7  ホーチミン市の地下水管理に関する規則と指針 
Guideline on strengthening of management of groundwater 
exploitation and trade of drilling Under consideration of HCMC People’s Committee 
Regulations on water resources management in HCMC Issued 
Regulations on limitation or prohibition of groundwater 
exploitation in HCMC 
Being compiled by Department of Natural Resources & 
Environment 
Draft guideline on collection of resources tax in HCMC based on 
the Ordinance of Resource Taxes of Ministry of Finance Under consideration of HCMC People’s Committee 
Draft regulation on collection of groundwater exploitation fee in 
HCMC 
Under compilation by Department of Natural Resources & 
Environment 
 
法律の具体的な内容は定かでないが、井戸の掘削規制と地下水料金の導入が削減の目玉のように思
われる。土地や資源は公有制であるから、法的に問題はないだろう。しかし、課題はタイのチャオプ
ラヤ平野と同様に、地下水料金を課す場合、公平に徴収するシステムの構築と適切な料金の設定にあ
る。ハノイ市の場合、工業用水は届け出、許可、報告の段階を踏んで、政府が管理しているというこ
とであるが、当市では特に利用実態が明らかでない工業用水を把握し、抑制することが緊急の課題で
あろう。 
ホーチミン政府は、つい最近 2007 年に相次いで、全国に先駆けて地下水取水規制に関する規則を制
定した。揚水規制の具体的な方法は、次の三つの基本事項からなる¹⁶⁾。 
・首都圏にある工業団地に対して、地下水揚水許可証を所持しない工場には新規に取水する許可証
を発行しない。すでに取水許可証をもつ工業団地に対しても取水量を増やすことを認めない。 
・市の特定地域を地下水規制地域に指定し、その地域の全ての地下水利用者(家庭、商業、工場すべ
て)に対して今まで以上の量の地下水の利用を認めない。 
・市の全域において水資源(地下水と表流水)の、一般家庭を除く利用者に対し税金をかける。 
であった。その税金は地下水を利用する企業に対して 40-160 ドン/m³(約 0.3-1.2 円/m³)であり、余り
にも安い。それに対する水道料金は 4500 ドン/m³(約 33.8 円/m³である。ハノイでは一般家庭使用量
20～30m³で 4500 ドン/m³と同じである。したがって課税したとしても地下水利用が抑制され、工場経
営者に水道へ転換する経済的な動機付けになりうるかどうか疑問である。したがって今回の規制導入
は、主に工業団地と地下水を大量に取水する企業を対象とした政策の宣伝効果が目的であるように思
われる。問題は公平な課税体制および代替水源の確保である。 
このためには、行政側から揚水施設の能力規制やメーター制による立ち入り監視・監督だけでは不
十分である。企業者の節水・回収水導入の努力を評価し、工場移転を奨励する土地利用政策も組み入
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れた、いわば「ムチとアメ」の両面の施策が必要である。それは、企業者に製品コストに占める水の
経済評価を促すことで、国家社会主義から自由競争経済への意識転換が求められているとも言える。 
ホーチミンでは、近年産業団地（IP）や輸出促進区域（EPZ）などハイテク産業振興策が採られて
いるが、食料品、清涼飲料水、繊維、紙製品などの業種が優位ではないかと思われる。図 8-12 は工
業生産高の推移を示したグラフで、ホーチミンの際立った成長と占有率がわかる³⁰⁾。図 8-13 はベト
ナムの工業生産高のトップテンの業種の出荷額の割合の推移を示したグラフである。食料・清涼飲料
水業（38％）が第一位で 22％、第二位は石油と天然ガス生産（－%）の 8％、第 3位は化学製品業（84％）
の 6％である。以下非金属製品（75％）、電気製品の組み立てと輸送（45％）と続く。木製品と繊維工
業（14％）は 9位と 10 位である。上の括弧内の％の数字は 2004 年の日本の同様業種の水利用の回収
率である。いっぽう、水の消費量からみると、化学製品がずば抜けて多く、次いでパルプ・紙製品、
食料となっている³⁰⁾。 
食料品・清涼飲料水、繊維、紙製品業種は良質の水を大量に必要とし、回収率は日本でも平均で 50%
に満たない。従業員 30 人以下の中小企業では 30％以下にすぎない。 
以上のことから、化学製品業や非金属製品に、早期に水道供給による代替水源を整備し、企業の要
求に適う水質の水を安定して供給できるかどうかが、地下水削減の成否の鍵と考えられる。 
供給側からの具体的な抑制案としては、開発規制区域の設定や、地下水障害の程度に応じた段階的
で、累進性の地下水料金の設定すること、地下水揚水地域を北部や西部に分散させることが先決であ
る。一方では、節水機器の導入や回収水率の増加に向け補助金制度を設けて、揚水抑制に誘導する策
が必要である。 
また重要なことは、水資源に対する危機意識を市民全体で共有することで、節水目標や標準地下水
位の情報公開や日常の啓発は欠かせない地道な施策である。 
ホーチミン平野では 30 本ほどの国家レベルの水位観測孔とその倍ほどの数の市レベルのモニタリ
ング観測網が、北部を中心に配置され運用されている。今後、帯水層別に広域の地盤沈下を観測する
ことが望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 8-12 ベトナムの地域別の工業生産高の推移（10 億ドン/133＝752 万円） 
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約 2 兆 2256 億円 
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メコンデルタの農産物の生産は、1990 年から 2002 年にかけて急激な伸びを示し、総額は
5000billionVND から 80,000billionVND（約 3500 億円）に上る³¹⁾。じつに 16 倍の伸びである。内
訳は米を主とする穀物が半分を占め、次いで、水産物、畜産物の順である。このなかには換金性の高
いエビや魚を主とする水産業が地下水を利用していると思われるが、実態は不明である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ま と め  
メコンデルタ 
当地は非常に広大で低平なデルタ地帯で、約 1810 万人の人々が生活用水と工業用水を 100％地
下水に依存している。しかし農村集落が分散し、河川や運河の表流水や浅井戸に生活用水を依存し
ているため、安全な水へのアクセス率は 50％以下で全国で最悪の地域である。カントーやミントー
などの都市には深井戸による給水施設がある。帯水層は完新統から中新統まで 6 層に分類され、最
大深度は 400～500m である。 
当デルタの地下水の最重要問題は水質である。各層とも海水浸入と化石塩水と思われる塩類が複
雑に分布するため、開発地域は慎重に選定する必要がある。地下水利用量は現在 90 万 m³/日と推
定されるが、工業用水量は不明である。人口増（2.3％）と生活レベル向上（衛生改善）が需要増の
要因となり、近く 110 万 m³/日になると予想されている。現在カントー大学が国連大学と共同して
地下水を利用した農村開発に伴う生活改善の変化をモニタリングしている。 
いっぽう、近年高濃度（＞10μg/ℓ）のヒ素汚染がメコン川主流の上流沿いに 60～70m 以浅の井
戸から発見された²⁶⁾。完新統帯水層から溶脱する自然起源と考えられ、その分布は今回の地質解析
によって第四紀最新期の埋没谷とその周辺に沿っていることが初めて判明した。その後その谷筋の
上流左岸のドンタップ県でボーリング調査が行なわれた。その結果深さ 80～100m にシーケンス境
界の下底を示す粗粒砂を主とする旧河床堆積物と思われる地層(厚さ 20～40m)が、南に緩傾斜して
図 7-11 ベトナムの地域別の工業生産高の推移（10 億ドン/133＝752 万円） 
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図 8-13 ベトナムの工業生産高の割合の順位変化（第 1 位～第 10 位） 
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連続することが報告された³²⁾。同時に深さ 30～70m の浅い地下水から 100μg/ℓ以上の高濃度のヒ
素が報告された。このようにメコン川主流では河川から浅層地下水は涵養され、量的に問題はない
が水質に注意が要る。地質構造はガンジス平野のヒ素汚染機構と類似することから、ヒ素が濃集す
る地層の分布は今後広がる可能性があり、慎重に開発しモニターする必要がある。つい最近土壌や
農産物にヒ素が濃集し、ヒ素中毒症状を示すと思われる患者が同上地域から報告された³²⁾。他に酸
性土壌と肥料による表流水と地下水汚染が報告されている。今後安全で塩類を含まない地下水に依
存する社会構造は当分変わるとは考えられないため、将来のヒ素中毒を回避することが重要で、水
理地質構造の解明、地下水収支の評価と地下水汚染の解析、きめ細かいモニタリング網（水質･地下
水位）の構築が必須である。 
 
ホーチミン 
ホーチミン市はベトナム最大の人口（612 万人）をかかえる産業の中心都市である。長年にわたり
市街地と北の郊外に集中した地下水開発に伴い、著しく水位が低下した。水位低下に伴い市の南端ま
で塩水が浸入した。地盤沈下の観測はないが、発生していると推測される。帯水層は鮮新統から完新
統からなる。その層厚はホーチミン市の地下で 180m、西部の県境で 350m である。東部から西に単
斜構造で傾斜し、西部ほど透水量係数は大きくなる。下部の帯水層に化石塩水が残留している。 
2004 年現在都市用水として約 52 万 m³/日の地下水を取水していたが、障害に伴いようやく地下水
取水を抑制する方向である。2020 年に 19 万 m3/日に減らす計画だが、代替水源が整っていないこと、
工業業種から予測される回収水率の低さから、他の水源へ短期で転換することは難しく、地下水の需
要量の性急な抑制は困難と思われる。 
それは、工業の上位業種が食品、清涼飲料水、化学製品、非金属製品で水需要量を引き上げ、現在
の日本でも回収水率が低い業種ためである。また、急激な人口の急増が追い打ちをかけている。2004
年現在総需要量 167 万 m³/日のうち約 69％の 115 万 m³/日を 2 つのダムから導水しているが、サイ
ゴンダム貯水池内とその下流岸の酸性土汚染と河川沿いの塩水遡上によって、浄水場の機能と水質に
問題があると思われる事件が報告された¹⁶⁾。 
さらに、2007 年から料金制度導入で本格的な地下水規制を始めたが、地下水税は水道料金に比べ、
格段に安く、転換する経済的動機となり得ないと思われる。タイでは地下水料金は水道料金を上回っ
てならないと法律で決まっているが、実際には地下水保全協力金が倍上乗せされたため、実質的に水
道料金より高くなり実効をあげた。そこに至るまで 20 年かかっている。地下水税の値上げ（ムチ）
と代替水源の確保と回収水の導入補助政策（アメ）のバランスの取れた政策、および工業団地の分散
（北西方向が望ましい）を推進することが望まれる。総合的に考えると水政策の企画・実行力におい
て、ホーチミン市はハノイ首都圏に比べかなり遅れているといえる（図 8-14）。 
 ハノイ首都圏は 2001 年に結果を出した西隣りのハタイ県を含む地域の水収支計算で、地下水は約
100 万 m³/日が限界で、2020 年需要予測の 140 万 m³/日に対応できないことを知っていた。いつ決定し
たかは分からないが、ホアピンダムから約 60 万 m³/日を導水することを計画し、2007 年末には半分が
概成した。代替水源の確保の見通しが早かった。それに比べホーチミン市は地下水位低下と塩水浸入
が続くにもかかわらず、約 50 万 m³/日の地下水揚水を 2004 年まで続けた。地下水料金等による規制
を施行したのは 2007 年半ばである。代替水源を供給する容量をもつダムは近くにあるが、水質汚染の
ため十分機能を果たせない状況にある。このようにベトナムを代表する両大都市の水政策の見通しと
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遂行する能力に大きな差があるのが目に付く。今後の推移を見守ってゆきたい。 
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第 ９ 章  ヒ素汚染による深刻な地下水の安全保障問題と国境をまたいだ帯水層に苦悩するガンジス平野 
 
はじめに 
本章ではガンジス平野（古くから使い慣れたこの名称で統一する）を取り上げる。ガンジス平野は世界の大
河、ブラマプトラ川とガンジス川の最下流に開けた、東西約330㎞、南北約350㎞、面積は10.6万㎞²におよ
ぶ広大な平野である（図 9-1）¹⁾。これは北海道の約 1.3 倍の面積に相当し世界でも有数の広さをもつ沖積平
野である。この緑と水の豊かな平野は豊富な地下水に恵まれながら、世界でも一番重い課題を背負った帯水層
が広がる大地でもある。自然起源のヒ素に汚染された地下水は今日
こんにち
でもここに住む人々の生活の水である。そ
れ故 ｢Silent Killer｣ や ｢Creeping Threat｣ といういまわしい名で呼ばれる地下水汚染は、地下水の保全や規制の
問題以前に、人命の安全保障にかかわる重い課題をどう解決するのかと言う問いを突きつけている。 
バングラデシュはインドに囲まれ、西はガンジス平野を国境が細かく蛇行して連なり、北部はカシア丘陵で、
東部はチッタゴン山地にインドとミャンマーの国境線が走る。南はベンガル湾に面する。このように、ガンジ
ス平野は複数の国際河川によって作られた国際平野という性格をもっている。インドとバングラデシュは、第
二次世界大戦以前は英国領西ベンガル州として同じ行政区域であったが、戦後政治的、宗教的な対立によって
二国に分かれた。また、コルカタ（カルカッタ）は、長く英国領インド統治の首都であったが、20世紀の初め
にデリーに移転した。 
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いっぽう、平野の地下には厚い堆積層が累積し、豊富な地下水を含む帯水層を胚胎している。このように国
境にまたがって分布する帯水層をユネスコの IHPでは、Transboundary Aquifer（以下TA層と呼ぶ）と呼んでい
る²⁾。TA 層は水理地質的に多くの共通点を有するいっぽうで、困難な問題点を抱えている。当地では発生し
ていないが国際河川や海底資源と同じように、ときに地下水開発をめぐって政治的な紛争が起きることもある。 
また、ガンジス平野は、膨大な人口を抱える農業を主な産業とする地帯である。バングラデシュは 14.4 万
km²の国土に約1.41億人、西ベンガル州は8.9万㎞²の国土に8020万人の人が住んでいる。なかでも前者の首
都であるダッカに1100万人（推計）が集中し、後者の州都コルカタ首都圏には1322万人の人が住み、世界で
も有数の人口が稠密な都市である。 
当平野では、1960年代から地下水開発が本格的に始まり、都市用水と農業用水として多量に利用されてきた。
図9-1 ガ ン ジ ス 平 野 位 置 図 
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しかし、1980年代初めに地下水に自然起源のヒ素汚染が発見され、中毒患者も発見されてこの問題は以来今日
まで解決していない。本章の主題は、地下水の開発と人の生命に直結する水質汚染をめぐる地下水の安全問題
を含め、TA層にかかわる両国の現況と論点を整理し、今後の施策の方向性について考察することである。 
 
９．１  国境にまたがった帯水層（トランスバウンダリー帯水層）の問題  
ユネスコの IHP（International Hydrological Programme）-Ⅵ によって問題提起された 「Internationally Shared 
(Transboundary) Aquifer Resources Management（ISARM）」（2001）は、下に示した の5つの検討項目を掲げ、
それぞれの項目について、具体的に検討すべき内容の概要を述べている²⁾。最終的に、関係国にそれぞれ5項
目の右に示した作業を指導し主要な結論をまとめるよう提案した。TA層は国境またはその地下にまたがって分
布するため、関係国間で開発や上下流の汚染問題をめぐって争いの種となる（図 9-2）²⁾。その作業項目とは、
次の5つである。 
1）科学的―水理地質的な背景：信頼できるTA層の概念モデルを開発するよう指導をする。 
2） 法律的な側面：（TA 層の地下水を開発する、筆者注）合意を形成するため、交渉の場の法的な枠組みを指
導する。 
3） 社会制度的な側面：TA層を共同管理するため、責任と権限を持った社会制度を構築するよう指導する。 
4） 社会―経済的な側面：人口、産業、農業および環境の現況と将来の需要（負荷）を把握するよう指導する。 
5） 環境的な側面：生物的な多様性、気候変動、倫理上の水使用（権）を含む環境影響評価を発展させるよう
指導する(これは涵養域となる降水域やその降り方が変わることを想定したうえでのことと思われる、筆者注)。 
IHPは本編の巻末に、ケーススタディとして世界の次の５つのTA層地域をあげ、その要約を示している。 
1） 東ヨーロッパ：チェコとポーランドにまたがるオドラ川流域の後氷期平野の帯水層 
2） 北アフリカ：エジプト、リビア、チャド、スーダンにまたがるヌビア砂岩帯水層 
3） 南アメリカ：ブラジル、ウルグアイ、パラグアイ、アルゼンチンにまたがるグアラニ帯水層 
4) 南アフリカ：ボツアナ、ナムビア、南アフリカにまたがるカラハリ・カルー多層帯水層 
5）中央ヨーロッパ：スロバキア、ハンガリーにまたがるスロバク・アグレチックカルスト帯水層  
この5つのケースは１）を除き古い地質時代に固結した堆積岩や火成岩に含まれる、いわゆる化石地下水や
複雑な流動系をもつ石灰岩を帯水層とする地域である。しかもいずれも大陸河川の内陸地下に分布している。
2004 年にアフリカ編の報告書が、2006 年にはアジア編（主に中国編）が公表された。IHP の提案は確かに、
TA層がかかえる重要な側面を抽出しており、検討されるべき問いかけである。しかも5つの事例が直面してい
る現実を見て分かるように、すぐに解決できるような簡単な問題ではない。本章で述べるガンジス平野は、国
境をまたいで地下に世界有数の広大なTA層を有し、IHPの事例と比べて問題はさらに複雑で多様な側面を有し
ている。 
 
９．２ バングラデシュと西ベンガル州の概要 
9.2.1 バングラデシュ 
 バングラデシュ人民共和国は、ガンジス川とブラマプトラ川というヒマラヤ山脈から流下する２つの大河の
最下流に位置する国で、東西約350㎞、南北約350㎞の広がりをもち、国土面積の7.5%を河川が占めるという
非常に低平なデルタから構成された国である¹⁾。1.41 億人の人口の 85％は回教徒、残り 14％はヒンドゥ教徒
である。首都は国のほぼ中央にあるダッカである。人口密度は896人/㎞²と世界有数の過密な国であり、人口
増加率は2.08%と高く、2025年には1.81億人に増加すると推定されている。主な産業は稲作や綿花繊維業、ジ
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ュート、絨毯、紙製品であり、一人当たりのGDPはUS$1900と世界的に最貧国の1つである。国土の80％は非
常に平坦で肥沃な平野で農業に適するが、河川流量の制御や排水に対するインフラ整備が乏しいため、モンス
ーンやサイクローンがもたらす大量の降水は、毎年規則的に国土の20％に洪水をもたらし、ピーク時には60％
に達して、経済的損失が大きい³⁾。11月～3月の乾季と、6月～10月の雨季に明瞭に別れる。降水量はベンガ
ル湾岸部で2500mm、中部で1800mm、北部丘陵で5000mmを超える。 
Aquifer
Groundwater flow
 
 
 
9.2.2 西ベンガル州の概要 
西ベンガル州は南はベンガル湾に面し、北はヒマラヤ山脈の前縁丘陵に至る、南北に長い州で、バングラデ
シュの西半分をとり囲むように広がっている。その州の中央を 16 世紀頃まで、ガンジス川の主流であったフ
グリ川が北から南に曲流している（図9-3）。西ベンガル州の人口は約8020万人で、面積は8.9万km²である。
人口の11％が州都コルカタに集中する。19の県からなり、341ブロック（バングラデシュのupazila,郡に相当？）
に37,910の村がある。コルカタ（昔のカルカッタ）は、1690年英国の東インド会社がフグリ川の左岸（東岸）
の幅2～5㎞、長さ5㎞ほどの自然堤防の上に街を築いたのが始まりである⁴⁾。コルカタは18世紀の東インド
会社時代から、20世紀初頭の英領インド時代まで、インド統治の中心都市として栄えた⁴⁾。戦略上防御に有利
であったことと、周りに比べて標高の高い自然堤防であったことから街が発展した。以来フグリ川の下流にダ
イアモンド港をかかえ、交易地として東インドを代表する都市となって栄え、現在は首都圏を含め 1322万人、
中央141区で458万人が住み、インドで最も人口密度の高い（中央部で2.4万人/㎞²）都市である⁵⁾。 
州別GDPはインド全国で第3位と高いが、一人当たりでは中位に留まる。主要農作物は米で全国の16％を占
め第1位のシェアを誇る⁶⁾。他にジュート、ジャガイモの生産高がベスト3に入る。 
 
９．３ ガンジス平野の第四紀の水理地質 
9.3.1 地形発達史 
この平野の地下に潜在する TA 層は、インド東部の西ベンガル州からバングラデシュの東部にまたがって広
大な地下水盆を形成し、南のベンガル湾に流出する。その広さは東西約 330km、南北約 350 ㎞に及び、面積は
約10.6万㎞²あって、北海道の広さの1.3倍に相当する。世界でも第一級の広さのTA 層を有する平野である
とともに、南の海岸域は、現在も成長する円弧状デルタのなかに多様な生態系を育む特異な環境のWetlandと
して重要である。インド・西ベンガル州と国境をなすシュンドルボンは、豊かな生態系を残したマングローブ
群生地帯として、1997年世界自然遺産に登録された。 
図9-2 Internationally shared (Transboundary) Aquifer（IHP-Ⅵ,2001に加筆） 
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第四紀の更新世末期から完新世にかけて、ガンジス平野を形作ったデルタの発達は、大量の堆積物がガンジ
ス川の本流によって吐き出される平野の西北端から始まった(図 9-3)⁷⁾,⁸⁾。それはヒマラヤ山脈の隆起と浸食
に因るものであろう。ガンジス平野の西端を流れるフグリ川は、西ベンガル州西部に分布する固い岩盤（古生
代の花崗岩類）とその東端を縁取る更新世の段丘堆積物を東に回り込んで、東南に流れ出し堆積物は扇状に広
がっていった。それは氾濫原と自然堤防や後背湿地を作り、河川流路の浸食と堆積を繰り返しながら、流路を
変えて蛇行し三日月湖跡を残してゆくという、デルタ形成の一連の地形発達史を繰り返した。 
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ヒマラヤ山脈の隆起による浸食によって堆積物の供給が増加し、河口デルタ域の沈降が相まって、ガンジス
川は氾濫原と自然堤防の扇形の列をいく列も作り、フグリ川が作った古いデルタを迂回し埋没させ、流路を東
遷させながら、東にデルタを広げ、旧ガンジス堆積盆を埋積しながら帯水層を形成した。 
ガンジス平野とデルタの形成の上で重要なことは、膨大な土砂がガンジス川とブラマプトラ川（下流でジャ
ムナ川）という2つの大河を通して流れ出てきたことと、その堆積の場が時代と共に大きく変遷（主に西から
東へ）したことである。Goodbred Jr.らはボーリング調査と共に過去の結果と最近の年代測定値を総括して、当
平野の第四紀における構造発達史をまとめた⁹⁾,¹⁰⁾,¹¹⁾。 
そのなかに上記の推測を裏付ける部分がある。「ガンジス平野の西部では7000cal yr BP（暦年較正値）まで
に、海水準の上昇を上回って堆積物がガンジス川から供給されたため、海岸では堆積物が押し出し多数のバイ
パスを作ってデルタを急速に広げた。そのためブラマプトラ川の堆積物は内陸の構造的盆地に隔離されてしま
った。その結果海進は東部デルタに沿って進行した。次いで 5000cal yr BP までに、2 つの河川は流路を変え
合流して東部デルタに沿って流れるようになった。これが今日のガンジス川で、3000cal yr BP には現在のデ
ルタの形はほぼ出来上がった。」とあり、ジャムナ川の最下流が古いデルタによって閉塞されたことと、ガンジ
ス川の東遷に地質的な裏づけをしたことになる。 
こうして図 9-3 に示すようにガンジス平野のほぼ中央に位置するクルナ（Kulna）周辺は、第四紀更新世末
期から第四紀の早い時期にガンジス川の右岸に弧状に伸びた何条もの自然堤防を作りながら吐き出された氾
濫原堆積物により、比較的早い時期に埋没された⁸⁾。第四紀最新期の海退期に下刻された化石谷である｢古ジ
図9-3 ガンジス平野の地形区分概要図 ( Oya,1993を簡略化した) 
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ャムナ川｣（後述）は、ジャムナ川（ブラマプトラ川の下流名称）とガンジス両河川から大量の堆積物を供給
されて埋没し流路が絶たれた。したがってクルナの南方沖海底に現在も海底谷は明瞭な形で残ったと考えられ
る（後の図9-6に明示）。一方、東のガンジス川は現在まで堆積物を海底に運んだ結果、海底谷が埋没し不明瞭
になったと推測される。西の海底谷が明瞭に残り、東の谷の傾斜が緩く、地形が不明瞭になっている違いは、
谷の下刻後海水準が上昇する地質時代にもたらされた堆積物の量の違いに因るものであろう。 
9.3.2 水理地質概要. 
ガンジス平野の地下を構成する TA 層は第三紀から第四紀に属する未固結ないし弱固結の厚い堆積物に含ま
れる透水性の高い礫層や砂層である。あいだにシルト層、粘土層、ピート層など難透水性の地層を挟み、その
層厚は南部の沈降域で中新世の地層まででも3000m以上になる¹²⁾,¹³⁾。全般に北に粗粒な地層が薄く分布し、
南に行くほど細粒な地層が厚くなる（図9-4）。 
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ガンジス川より北部は地質構造が隆起帯となり、更新世の隆起段丘が東西方向に広がっている。段丘はその
後の地質時代、北に東西に連なるヒマラヤ山脈の隆起に伴って、南側の前縁丘陵から山麓扇状地堆積物が大量
に吐き出し、大小10個ほどの南北に細長い段丘群に開析され分断された（図 9-3）。 
このようにして、ガンジス川より北は粒度の粗い地質に被われ、帯水層は薄く地下水位が深いため、農業に
適した土地とはいえない。このことは、帯水層構造からみれば、ガンジス平野は北に降った雨水が、地下に浸
透して地下水を涵養し、南方に流動して循環する水理構造を基本としていることを示している。 
 バングラデシュで地表に露頭する一番古い地層は、東部インドとミャンマーの国境をなすチッタゴン丘陵と
国境東北縁辺のカシア丘陵に分布する新生代中新世から更新世の堆積岩類である¹²⁾,¹³⁾。この丘陵の西側は、
ベンガル湾からほぼ南北方向に北上する大構造線によって大きく陥没するため、堆積岩類は平野の地下に深く
潜在する。 
いっぽう、西ベンガル州の西ビハール州との州境には古生代の花崗岩が分布し、その東縁を更新世の段丘堆
積物が縁取っている。州の中央を南流するフグリ川を境に、その東は広大で低平なガンジス平野に移ってゆく
図9-4  模式地質断面図 （図9－3のガンジス平野のA-A’方向) 
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（図9-4）。 
平野の地下構造は、英国地質調査所や最近のJICAによる全国的な地下構造のデータ解析から、徐々に明らか
にされた¹⁴⁾,¹⁵⁾。しかし、水理地質構造（透水層や難透水層の区分）と堆積岩類の層序や地質時代の対比はま
だ十分ではない。ここでは今まで明らかになった比較的浅い深度に分布する地層と地質構造について述べる。
それは更新世末期から完新世に至る地質時代である。この時代の地層がTA層の主な取水対象層である。 
JICA（1974）はバングラデシュ平野のほぼ中央にあたる、ジャムナ川とガンジス川の合流点付近のボーリン
グ調査の際、深度110mで木片を採取し、28,320年前の炭素14年代を得た（図9-5,図9-6）¹⁶⁾。その上位（深
度 90～100m）に砂礫層があり、これは更新世末期（最終氷期の 18,000～19,000 年前）の埋没谷に堆積する河
成の基底礫層と思われる。したがって、それ以浅の堆積物がほぼ第四紀の海進と海退に伴う堆積物に相当する。
それは、下位から中粒砂層（厚さ30m）、細粒～中粒砂層（厚さ20m）、その上位がシルト～細粒砂層（厚さ30m）
である。さらに、約100㎞南にあるクルナでは深度40mまで地質が調査され、ジャムナ川の地下に分布する地
層が南に傾斜してつながるものと推定された⁸⁾。最近クルナの東南バッゲラートで実施されたボーリング（BH-1,
深度90m）で60m以深に厚い河成砂層があり、深度55mの木片から9219calyrBPの年代が得られた (図9-6)⁹⁾。   
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一方、ジャムナ川からクルナを結び、その南の延長にあたるベンガル湾の海底地形に、深度100m以上まで明
瞭な海底谷が認められる（図 9-6 に併記）。この海底谷と現在のジャムナ川を結ぶ方向に埋没谷（図 9-6 の点
線）が連続すると推測される。これを「古ジャムナ川」と新称した¹⁷⁾。その東、現在のガンジス川の河口沖に
も、南北方向に深度50mまで緩い傾斜の海底谷がある。この二つの谷は現在の陸地にある埋没谷の方向と連続
すると想定される。谷が浸食され形成されたのは、海水準が現在より約120m下がった最終氷期に相当すること
は、上記の年代測定値から推定される。 
西の海底谷が明瞭に残り、東の谷の傾斜が緩く、地形が不明瞭になっている違いは、谷の下刻後、海水準が
上昇する地質時代にもたらされた堆積物の量の違いに因るものであろう。そのため、古ジャムナ川の埋没谷を
流下する堆積物の供給は早く絶たれた。しかし、ジャムナ川はガンジス川と合流して流路を東遷させながら東
流を続けたため、東の海底谷は現在まで河川が供給する堆積物によって埋没され不明瞭になったと考えられる。
この２つの埋没谷は、後述するようにヒ素に汚染された地下水の分布と深いかかわりをもっている。 
バングラデシュにおける最終の海進（日本の縄文海進に相当）は、沿岸植物の花粉の研究から現地形標高の
図9-5 ジャムナ川に沿う南北方向の地質断面図（矢印地点から木片採集、左が北）（Chida.,1975） 
この辺りがジャムナ川 
とガンジス川の合流点 
に位置する 
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3.5m 前後までといわれている（図 9-6）⁸⁾,¹⁸⁾,¹⁹⁾。しかし他のデルタに比べ堆積の速度が速いため不確定な
部分も多い。また、最終の海進時に 2 度の停滞期があったことは世界的に知られており、とくに現海面下 30
～40m付近では2000年間ほど海水準が停滞した。ガンジス平野でもマイナス30m～40m間の長い停滞期が明瞭
に見て取れる（図 9-7）⁹⁾。これは第8章の東京湾の例（図 8-4）とよく似ている²⁰⁾。この間にかん水が漂う
河口域（エスチュアリー）やデルタが形成されたと考えられる。そこでは、マングローブやアシなどの湿原植
物が繁茂する後背湿地や氾濫原が出現し枯れては堆積した。これが現在バングラデシュの地下 30～40m にみ
られるピート層の起源であろう。 
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図9‐6（この原図は図9-8のバンラデシュ側の図である）に示すように、この最終海進の北の範囲は、ヒ素
濃度が50μg/ℓの健康基準値を越える井戸の割合が60％以上の地域の北限（標高3.5～4.0m）とほぼ一致する。
さらに、ヒ素に汚染された地下水は100mより浅い井戸から取水される¹⁴⁾。これは上流から鉄酸化物に吸着し
て流下してくるヒ素化合物が、最終の海進と海退の時に、流れの停滞した河川環境（エスチュアリーからラグ
ーン）のなかで繁茂した有機物の遺骸や粘土に吸着し濃集した結果と推測することを裏付ける。バングラデシ
ュの潮位差は現在 3.3m～3.8m と比較的大きいが、過去もそうであったと仮定するとその潮位差と波浪による
浮泥堆積作用で、その範囲は海進の上限より遡って広がったと考えられる。 
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図9-6 旧埋没谷とヒ素汚染分布図, 海底地形図（meters) 2つの低濃度汚染の回廊、現地形等高線（1～5m） 
図9-7 ガンジス平野の間水準変動 （Goodbred Jr.,2000に加筆） 
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９．４ ガンジス平野と帯水層の特異な問題点 
9.4.1 広大な低平地で、洪水問題と不可分である 
バングラデシュでは、地形的にデルタと氾濫原に分類される地域は、国土の南半分に広がってその72％を占
める。したがって平野の約50%は標高5m以下と極端に低平で、平野の南縁は感潮デルタ地帯となって、大半
が地球温暖化による海面上昇の影響を受ける（図 9－3）³⁾。 
バングラデシュの首都ダッカの標高は 5m、ガンジス川の河口から約 340 ㎞遡った、インドとの国境に近い
ラジャシャイでわずか17mである。西ベンガル州では、フグリ川（旧ガンジス川）の河口より130㎞上流にあ
る西ベンガル州の州都コルカタは標高6～7mにすぎない。ちなみにカンジス川が両国の国境と交わる地点は標
高22m、その上流18㎞にあるファラッカ堰も約22mである（図9-1、図9-3）。 
ガンジス川はこの平野を、遥か西方からインド亜大陸の北縁を東南流し、バングラデシュの中央で北から流
れ出るジャムナ川（上流でブラマプトラ川）と合流する。合流後さらに南東流して、最下流で東北のシレット
より流れ出るメグナ川と合流してベンガル湾に注いでいる。 
当平野は 6 月から 10 月に南から卓越するモンスーン気候帯に属し雨季になる。古くから近代まで、ガンジ
ス川、フグリ川、ジャムナ川、メグナ川など大河川の氾濫によって大洪水に見舞われてきた。当平野の年間降
水量は南部から中央部にかけて2000～3000mmあり、東北のカシア丘陵にゆくと5500mmと猛烈な熱帯雨林帯と
なる。一方西北国境付近にかけて雨量は少なくなり、1500mm程度である。たびたび襲来するサイクローンは、
洪水、土石流、堤防浸食などの災害をもたらす。11月～3月は乾季となる。 
以上に述べた地形と気候条件は、当平野は4つの大河が貫流して洪水や河岸浸食に対して常にリスクを抱え
ていること、内陸まで浸入する海水によって地下水や農業に脅威を与えることなど、国家計画の基本となる、
国土の保全に関して計り知れない負の宿命を背負っていることを意味する。 
バングラデシュは、毎年ほぼ規則的に国土の 20％が洪水に襲われ、ピーク時には 60％も冠水する³⁾。水利
管理施設が乏しいため、安全な生活用水を年間を通して安定して得る事が困難である。ガンジス川の年間平均
流量は約3.0万m³/秒、洪水流量は8.1万m³/秒、渇水流量は6千m³/秒と日本の河川に比べ、桁違いに大きい
¹⁾。東北部のシレットを含むメグナ川流域は、ガンジス川本流の最下流で合流することと、流域の標高が低い
ため河川の流出が阻害（時には逆流）され、数ヶ月間広大な淡水池 (Beel)となって定住生活ができない⁸⁾。 
洪水が多く、流失する掃流砂によって自然河川堤の浸食が進む一方で、河床に土砂が埋積し河川流路が定ま
らないことは、舟運の確保と国民の定住地や耕作地の安定といった国土の保全に大きな不安と負担を与えてい
る³⁾。人が水資源を利用するためには、過剰でもなく、不足もなく適度に「調整」された水量であることが一
番望ましい。当平野ではその点調整機能を持った社会基盤の整備がほとんどできていない。2007 年 8 月と 11
月に 2 度発生した大洪水とサイクローン災害はまだ記憶に新しい。観測史上最大級のサイクローンの直撃で、
2000万人が被災したという。 
9.4.2 急増する農業人口が生活用水を地下水に依存し、灌漑用水の揚水と競合する 
有力な帯水層はガンジス平野の南半分に広がる。ここにはバングラデシュの総人口 1.41 億人（2004 推計、
2025年には181百万人と推計）²¹⁾のうち、約30％の約4230万人、西ベンガル州のフグリ川東岸には約5040
万人が住んでいる²²⁾。肥沃な土壌であるので、水利施設さえ整えば、稲作、ジュート、野菜、養魚などの農水
産業に適した土地で、大半の国民が従事している。集落の多くは氾濫原に散在する微高地で、水はけのよい自
然提防のうえにある。以上の南部の状況は、ガンジス川を境にして粗粒の段丘堆積物からなり土壌と水に乏し
いガンジス川以北と自然条件が大きく異なり、バングラデシュ国内に「北に低く、南に高い」経済格差が存在
する大きな素因となっていると思われる。 
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バングラデシュでは、1960年初めから地下水灌漑が始まり、1971年のパキスタンから分離独立後、地下水に
よる生活用水の開発が続き 1980 年代に急速に伸びた²¹⁾,²³⁾,²⁴⁾。最初は政府は深井戸を奨励し、融資もした
が、世界銀行が 1980 年代後半に大規模開発から中小規模単位の自立支援政策へ転換したため、安価な浅井戸
による小規模灌漑に移った。他に低揚程ポンプ（渦巻きポンプ？）も導入された。1997年現在、地下水灌漑面
積は380万haで、その60％を浅井戸が占める²³⁾。ちなみに日本の耕地面積は約470万haである。 
少し古い資料だが、バングラデシュの地下水取水量は822万 m³/日（1979 年）で、その86％が農業用水で、
生活用水は13％に過ぎない²⁵⁾。現在農業用水は格段に増えて比率もさらに上がっていると思われる。 
MLGRDC (Ministry of Local Government, Rural Development & Co-operatives)は、2004年に灌漑用の井戸水にもヒ
素汚染の兆候があり、土壌はもちろんのこと、稲の茎や葉および家畜など食物連鎖に影響を及ぼしていると認
めており、揚水抑制の傾向にある²⁶⁾。また、稲作は水を多く消費するため、小麦やジャガイモなど畑作への転
作を指導している。 
9.4.3 ヒ素汚染地下水に関わる安全な水問題 
バングラデシュでは 1971 年、パキスタンから分離独立後、地下水が安全で手軽な飲用水源として、ユニセ
フなど国際協力もあって大々的に開発され、現在まで使用されている。特に多くの人口を抱えた農村地域の水
源となっている。こうして大規模に地下水の使用が始まったが、20年たって地下水に人間の健康に有害な水質
基準（両国とも50μg/ℓ、WHOは10μg/ℓ）を超えるヒ素が含まれることが判明した。 
しかもヒ素は自然起源であって、回避し簡単に処理できる障害ではなかった。長年にわたってヒ素が体内に
蓄積したことに起因すると思われる皮膚ガンの症状が報告されたのは、西ベンガル州で 1983 年のことであっ
た²²⁾。バングラデシュでDPHE により北西部の数本の井戸から高濃度のヒ素が発見されたのは 1993 年のこと
である²⁴⁾。両者は国境を挟んで約260㎞離れた農村であるが、この間10年という長い時間が経過している。 
この長い時間の経過は、インドの西ベンガル州とバングラデシュは、長い国境で接し帯水層を共有しながら、
ヒ素に起因する健康障害が人間生活に不可欠な地下水から発見されたことについて、お互いに迅速に情報を交
換しあったとは言えないことを物語っている。インドでは上記のようにヒ素中毒病症がコルカタの南に隣接す
る南 24 パルガナス県で最初に発見され、同じ症状の患者が多いことが徐々に判明した。バングラデシュでは
地下水に高濃度のヒ素が発見された北西部のナワブガンジ県サダールで翌1994年中毒患者が発見された²²⁾。 
このようにヒ素問題が人の命にかかわる緊急課題であったにもかかわらず、隣国での発見まで 10 年の時間
が流れている。ガンジス平野のTA層問題は、国境を越えて流動する地下水が抱えるリスクを早急に回避し、｢安
全な水を緊急に確保して被災者を少なくするにはどうすべきか｣という課題を問いかけている。 
当平野では、TA層に依存する農業人口が大半で、しかも急増していること、さらに不幸なことに汚染した地
下水無しには生活できない人口が多いことを考えると、当地域は世界でも最も深刻な地下水問題、とくに安全
な水の確保という問題を抱えた地域であると言うことができる。しかもその汚染の規模や、健康被害は調査が
進むにつれて依然として拡大している。 
現在ようやく両国において井戸の汚染のスクリーニングが終わり、その実態がほぼ判明した段階である。ヒ
素の飲用水質の健康基準である50μg/ℓ以上の地下水を飲用とするヒ素汚染の危険にさらされている人たちは、
現在までに判明しているだけで、バングラデシュで約1230万人（推計＝全国人口1.41億人＊全人口のうち南
部居住者30%＊汚染率29%）²¹⁾,²⁷⁾、西ベンガル州で約1210万人である（推計＝東部9県の居住者5040万人
＊汚染率24%）²²⁾。バングラデシュでは2008年1月現在38,430人の中毒患者が発見された²⁸⁾。西ベンガル
は予察的な数字だが96,000人である²²⁾。汚染率については、のちに詳しく述べる。 
現在、地下水の汚染度の高い地域から徐々に汚染水源の浄化や代替水源の設置など、安全な飲用水へ転換す
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る対策が実行され始めている。バングラデシュ政府は、最近の報告で農村地域では59%の、都市地域では71%
の給水施設は整備されたと述べているが²¹⁾、限られた予算や、施設の維持管理を続けてゆく地元の事情（財
政不足や貧弱な組織）を考慮すると、今後早急に改善すべき点は多く、安全な水を確保するまでまだ途は遠い。 
9.4.4 人口の都市への集中 
 21世紀は世界的に人口が都市に集中する時代であると推測されている²⁹⁾。その兆候はすでに20世紀の末に
始まっていた。バングラデシュでは2005年現在3300万人の都市人口は2015年に4700万人、2025年には7000
万人と倍増すると予測されている²⁹⁾。農村人口は 1 億人と横ばいと予想されている。一方、コルカタは現在
でも人口密度が世界有数であるが、2000年に1550万人であり、2015年には2140万人になると予測されている
²⁹⁾。コルカタの給水計画はかなり具体性を有しているが、ダッカを始めとするバングラデシュの都市部の給水
計画について、具体的な数字は見当たらなかった。人口がこれだけ移動することが予想されるのであれば、農
業用水から都市用水への転換が計画されねばならないが、余り真剣に考えられていない。さらに排水処理、衛
生状態の確保に膨大な投資を強いることになる。 
 
９．５ 地下水のヒ素汚染の実態 
9.5.1 西ベンガル州 
20世紀の後半になって、国際機関の協力もあって両国では手軽で安全な水資源として地下水が、井戸掘削に
よって盛んに開発され、その後主として生活用水に長い間使われた。それらは 50m から 150m 前後の深さが
大半で、地下水位は浅く手押しポンプで揚水できた。この程度の井戸は地元の人力掘削機によって掘ることが
できた。ただし平野の南端から沿岸部は海水浸入があるため、300mを越す深い井戸が掘られた。その後乾季の
農業灌漑用に100m～300ｍ以上の深い口径 100mm 以上の井戸が機械式掘削機によって掘られ、ポンプ揚水され
ている。都市近郊には工業用の井戸もある。 
インドで最初に地下水のヒ素汚染が発見されたのは、1976年インド北部パンジャブ州、パティアラ州、ヒマ
チャル・プラデシュ州である。手動ポンプや手掘り井戸で得られる飲用の地下水をサンプル調査した結果であ
った²²⁾。 
インドの西ベンガル州ではすでに述べたように1983年、サハ医師によって南24パルガナス州で皮膚病患者
が発見されたことに始まる。これは地下水のヒ素汚染が広く知られた最初である。それ以来、多くの村でそれ
以前にもヒ素汚染患者がいたことが報告されたが、組織的に診察されることはなかった。ガライらは西ベンガ
ルで、最初にヒ素の毒性を科学雑誌に発表し、そのなかで、角膜の腫瘍や、診察が遅れた場合は肝臓に障害が
及ぶことを警告した。1988年にジャダブプール大学のSOES（The School of Environment Studies）がヒ素研究に
参加した²²⁾。その結果は多くの科学雑誌に公表された²²⁾。なかでもジャダブプール大学のチャクロボティ教
授は同問題の国際会議を主催するなど主導的役割を果たした。1995 年日本の NPO アジアヒ素ネットワーク
（AAN）の川原一之が初めて、コルカタでの国際会議に出席した³⁰⁾。 
SOESによる調査は19年間続けられている。そのなかで19県の241ブロック（70.7％）、7823村（20.6％）
の調査を終えた。調査したなかで111ブロック（全体の32.6％）の3417村（全体の9.0％）で50μg/ℓを越え
る汚染があることが、2005年現在判明している（図9-8）²²⁾。この数字にコルカタは含まれていないが、あと
で述べる。 
西ベンガル州では、左上に示した汚染の度合いを県単位で50μg/ℓ以上（赤色）、11～50μg/ℓ（橙色）、3～10
μg/ℓ（黄緑色）、3μg/ℓ以下（緑色）の 4 色に分けて表現してある。そして 19 県全域の傾向を３つに分類し
た²²⁾。1番目は非常に汚染されている井戸水で、300μg/ℓのヒ素濃度が見られるものである。フグリ川とガン
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ジス川の分岐から、下流東岸にある9県に分布する。135,555個のサンプルの49.7%が10μg/ℓ以上、24.7％が
50μg/ℓ以上を示した。2番目は中位に汚染されている井戸水で、2923本の井戸を調べた。大半が50μg/ℓ以下
で、少数が50～100μg/ℓで、50μｇ/ℓ以上は0.2％にすぎない。100μg/ℓを越える濃度はない。西ベンガル州
の最北の5県に分布する。3番目の地域は、1672 個のサンプルは全て3μｇ/ℓ以下である。非汚染の範囲に入
る10μg/ℓ以下かヒ素無しとしてよい地域で、フグリ川の西岸の5県に見られる。 
Hazard Map
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図9-9の範囲
 
 
9.5.2 コルカタ 
コルカタの植民が始まった17世紀には、手掘りの井戸が掘られ池や川の水が生活用水として使用されたが、
細菌汚染と塩水浸入のため十分に使えるものではなかった⁴⁾。コルカタで初めて地下水を目的とした井戸が、
掘削されたのは1838年で、ウィリアム砦（現在でもフグリ川の東岸にある）の兵員用であった。幸い約52m
の深さで淡水の地下水に遭遇し使用された。その後人口の増加や、ジュート工場の進出で井戸の掘削は増えた
が、需要を賄うことは出来なかった。 
英国政府が 19 世紀なかば直轄統治へ乗り出し、早くも1870 年には市街地の約30㎞上流に位置するフグリ
川の東岸脇にパルタ浄水場を建設した。その後随時施設は増設され、主に市の北に配水した⁵⁾。しかし新規に
発展したコルカタの南部はパルタ浄水場から遠いため長い間取り残され、依然として井戸を生活用水として使
っていた。ようやく1982年南部にガーデンリーチ浄水場が完成し、市の大部分に配水できるようになった³¹⁾。 
地下水では公共用の深井戸が 235 本、家庭用の小口径の井戸が 7350 本あるとされる。このほかに個人用、
工場、集合住宅用の井戸があり、数は把握されていないが、全体で約14万m³/日の揚水がなされている⁵⁾。コ
ルカタ地域では、最近まで地下水が使用された南部にヒ素被害が報告された。現在地下水に対する依存度は
8.8％で低いが、実態はもっと多いのであろう（表9-1）。 
それは最近急激に地下水位が低下している地区によく示されている。1985 年の調査では、1956 年に比べ地
下水位が全体に低下しており、とくにコルカタ南部でその傾向が強く、その降下幅は3.84mから9.75mにおよ
図9-8 バングラデシュと西ベンガル州のヒ素汚染（BAMWSP と SOESの結果を合成した図） 
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んでいる⁹⁾。コルカタでは中心部から南部にかけて手押しポンプによる浅い地下水の利用が多く、ヒ素によっ
て汚染されている（図 9-9）²²⁾。50μg/ℓ以上が80％を越す地域（赤色）が、地下水利用が依然として多い南
部と、川沿いで塩水浸入のため井戸水に依存する割合が高いと思われるフグリ川の東岸に集中している。低い
地域はガーデンリーチ等の地表水の上水が配水されている区域であろう。右上に示した区分は3μg/ℓ以下（緑
色）、3～9μg/ℓ（黄緑色）、10～50μg/ℓ（黄色）、50μg/ℓ以上（赤色）の4段階である。 
Maximum 825 μｇ/ℓ
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9.5.3 バングラデシュ 
バングラデシュではDPHE（Department of Public Health Engineering）がインドとの国境に近い北西部のナワブ
ガンジで1993年に最初に数本の井戸の地下水からヒ素汚染を報告し、患者も報告された²⁴⁾。その結果は1995
年ジャダブプール大学のセミナーで報告された。その後 、DPHE を始めとする政府が動き出し、国際機関や各
国のODA、NPOも加わった。 
しかし、1996年の半ばまででさえ、ヒ素の全国的な汚染や被害の規模は明らかにされていなかった。BGS（英
国地質調査所）の調査が始まったのは1998年1月で、1999年1月に速報値が公表され、最終報告が出たのは
2001 年 2 月である¹⁴⁾。かなりおおがかりな調査で科学的な結果が公表された。チッタゴン丘陵を除く全国で
3534本の井戸を調査し、3ヶ所のモデル地区を選別し詳細な調査をした。その結果は150m以浅の井戸のうち、
27％が基準を越えていた¹⁴⁾。 
次いでヒ素汚染調査は、BAMWSP（Bangladesh Arsenic Mitigation Water Supply Project）に引き継がれ全国統一
して系統的に行なわれた²⁶⁾。これは政府、地方政府、ODAやNPOが地域を分担して、1998年より2006年まで
9年を要した壮大なプロジェクトである。当初は世界銀行により始められ、2003年政府に移管され、援助国の
ODAやNPOに引き継がれた。各団体で郡（upazila）単位に担当を分け、データはDPHEのNAMIC（National Arsenic 
Mitigation Information Center）に集積されデータベース化された³²⁾。水供給、保健と農業の3つある部門なか
で水供給部門は、国の南半分を中心に、約490万本の生活用井戸を主に野外分析器によって地下水のヒ素の化
学分析を実施し濃度を測定した。 
最終的に、BAMWSPは全国で469郡あるなかで269郡を調査し、約800万本あるといわれる井戸の62％を
個別分析した。その結果、全体の 29％の井戸で、50μg/ℓの基準値を越すことが分かった。それを郡単位の割
合で図化したものが、図9-8のバングラデシュ側である²⁷⁾。右上に示した割合の区分は、20％以下、20～40％、
図9-9 コルカタ市中心部141区のヒ素汚染（図9-8に四角形で示した区域、 SOES
による ）市の中心は上方の西縁部で、フグリ川東岸に沿っている 
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40～60％、60～80％、80％以上の5段階で、淡そら色からピンク色、赤紫色、赤色になっている。ドット（灰
色）はデータがない地域を示している。この29％という割合はBGSが出した結果の27％とさほど変わらない。
これは、BGSの調査対象の母集団がBAMWSP の約1390 分の１の少なさであったにもかかわらず、割合がさほど
変わらないのは、バングラデシュ全体の汚染の割合を示唆する数字としてかなり重要である。 
郡単位で60％以上の井戸が基準値を越す地域は、非常に顕著な分布を示す（図9-6、図9-8）¹⁷⁾。その地域
は、バングラデシュの南半分を約 100～120 ㎞の幅をもって、西の国境線から西南西－東北東の走向で東の国
境まで帯状に連なる。その長さは約 240 ㎞である。ただし、その帯は途中 2 ヶ所でほぼ南北方向に幅20㎞ほ
どの低濃度帯（20％以下）で途切れる。また、興味深いことに、分布の北限は標高3.5－4ｍの地形等高線に並
行する¹⁷⁾。これは約6000cal yr BP(暦年較正値)頃の最大海進時の標高とほぼ並行する⁸⁾。 
南限がほぼ1.5ｍであるのは、塩水浸入があるため、以南には浅い井戸は存在せず、300ｍほどの井戸で淡水
を利用しているためである。他の地域は、測定密度も低いこともあって、60%を越すような高濃度の郡は、メ
グナ川上流のシレッﾄおよび、ガンジス川の国境付近のみである¹⁷⁾。 
汚染した地下水が含まれる帯水層の深さは、井戸の深度とヒ素の濃度の分布から推定することが出来る（図
9-10）¹⁴⁾,²⁴⁾。BGSの調査も、高濃度のヒ素を含む地下水は、深さ150mまでの井戸に集中し、その濃度も平
均 100μg/ℓで、濃いものは1000μg/ℓを越える。とくに、深度20～100m の井戸に、100μg/ℓを越える井戸が
集中する¹⁴⁾。深さ150mを越える井戸には基準値を上回る井戸は少ない。150mを越すような深い井戸が少ない
こと、帯水層に設置したスクリーンの前後の外周が密に閉塞されているかなど井戸の仕上がりの問題はあるが、
100m以浅、とくに50m以浅の井戸にヒ素が多いことは明らかである。BGSの結果も同じである¹⁴⁾。 
Arsenic Concentration of groundwater in wells 
from the DPHE/BGS National Survey plotted 
as a function of well depth
(BGS)
(DPHE)
 
 
９．６  ヒ素の化学的な性質と地下水中の挙動 
ヒ素（As）は硫砒鉄鉱（FeAsS）や黄鉄鉱（FeS₂）を起源として、風化浸食によって酸化して土粒子に含
まれたり、他に熱水や火山噴気起源がある。水の中では陽イオンとして挙動せず、酸素と親和力が強いため、
結合してオキソアニオンとして挙動する。ヒ素には４つの同位体があり、毒性の強い＋３価のヒ素は亜ヒ酸（H
₃As₃）を作って、負電荷の物質とは結合しない。 
自然の水圏（雨水、地下水、海水）のヒ素濃度は、0.00145～0.0016mg/ℓで、6～7倍濃縮すれば、WHOの
環境基準＜0.01mg/ℓ＝10μg/ℓ）を超えてしまう程度の濃度で存在している³³⁾。50μg/ℓだと30～35倍の濃縮
である。さほど稀な元素ではなく、身近に存在している。 
図9-10 地下水のヒ素濃度と井戸の深さの関係図（左：DPHE,右：BGS） 
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吉村・赤井によれば「ヒ素のオキソアニオンはFe、Mn、Alなどの酸化物・水酸化物等の表面に吸着されて、
沈殿したり、水中に懸濁している。表面に吸着されるため比表面積が大きい、つまり小さい物質の方が吸着率
が大きい。（中略）鉄酸化物・水酸化物はヒ素を吸着している最も重要な鉱物である。ピート層に濃集するこ
とも知られている」とある³⁴⁾。 
また、同著では、「地下水ヒ素汚染のメカニズムとして、ヒ素の溶解度は小さいので、即地下水がヒ素に汚
染されるとは限らず、溶け出すそれなりのきっかけ、誘因が必要である。（中略）それらとして、酸化還元環
境の変化、pHの変化―アルカリ化、塩分濃度の変化、肥料―とくに燐酸の影響、その他の化学物質の影響、富
栄養化、地下水位と地下水の流動速度」をあげそれぞれ論点を整理している。 
次に彼らは簡潔にヒ素汚染をもたらす地質環境を述べている。これは、次のように整理できる。バングラデ
シュにおける海水準の変動とヒ素汚染した井戸の分布については、すでに述べたので、繰り返さないが、重要
なことは①高いヒ素分布地域の北限と、地質的に推定される第四紀最新期の海進の標高とほぼ一致する、②こ
の海進中に海水準の停滞期がバングラデシュにも認められ、この層準に有機物質が多く含まれる。③ヒ素の高
濃度帯は２ヶ所汚染率が20％以下の低汚染帯によって南北に分断される、④その2つの分断帯は最新期の氷期
の埋没谷の方向にほぼ一致する、⑤ガンジス川の北に分布するバリンド台地や、西ベンガル州のフグリ川西岸
の段丘にヒ素汚染は見られない、⑥ここには更新世の段丘堆積物や、その後の山麓扇状地が分布し透水性の良
い粗粒な堆積物から構成され、地下水流動がよい帯水層である²⁴⁾。⑥の観察は吉村・赤井の記述と一致して
いる。即ち酸化電位条件下の地域である。 
以上述べたように、ヒ素の挙動に関して重要な点は、①どこの何からもたらされたか、②どうしてある程度
の深さにある層準の細粒堆積物やピート層に濃集したのか、③最後に、どのようなメカニズムで地下水中に溶
脱したのか について明らかにすることである。横田（2006）によれば、①はヒマラヤから鉄と共沈して、砂
や泥と川底に沈殿した、②は植物や有機物に吸着され堆積した、③は地下の還元状態に、嫌気性微生物の活動
や科学的還元により、鉄や有機物に吸着していたヒ素が地下水に溶出した。と説かれている³⁵⁾。 
この際還元状態であれば、どこにでもヒ素は溶出していたのか、人為的な行為（例えば井戸から取水して地
下水位を下げる、肥料を撒くなど）が溶出を誘発したのかで、議論が分かれている。 
近くでは、1994 年福岡県の県南（筑後川の左岸）の筑後平野でヒ素汚染が広域で発覚した³⁶⁾。自然起源と
され最高濃度は293μg/ℓと高濃度で、調査井戸11,700件のうち、日本の環境基準（＞10μg/ℓ、1993年に改正）
を超える井戸は22.5%であった。バングラデシュの基準値50μg/ℓ以上の井戸は2.8%であった。その起源は深
さ44～55mにある帯水層とされ、最終間氷期（旧下末吉海進）の海進に相当する非海成の地層（中原層）に相
当する。最新期の海進に比べひとつ時代は古いが、三角州、氾濫原、扇状地など停滞性の河川堆積物であるこ
とに変わりはない³⁷⁾。その地下水の化学的な特徴は、弱アルカリ性、フミン酸など有機物が多い、TDS が高
い、DOが少なく還元状態であった、陽イオンはNa+が多い、陰イオンはHCO₃が非常に多いなどである。結
論としてヒ素溶出機構は、「①Ca+や PO₄イオンなどの電解質イオンによる沈殿作用やイオン交換作用による
機構と、②有機物による地下水の酸化還元作用による機構の2つが推定される。」とされた³⁷⁾。  
 
９．７  安全な地下水の確保へ ― ヒ素汚染低減化の試案 
バングラデシュの過去の洪水による冠水域の記録をみると、洪水はバングラデシュ西部のクルナからジェソ
ール、さらに西側の西ベンガル州との国境までの南北に長軸をもつ卵型の地域におよばず、冠水しなかったこ
とが分かる。（図9-11）³⁸⁾。地形図では西ベンガル州のフグリ川東岸に広がる古いデルタにほぼ相当する（図
9-3）⁷⁾。当地域は周りに比べ標高が高い訳ではないから、これは恐らく支流網の上流がガンジス川本流と分断
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されて、洪水が浸入しない地形と、古い自然堤防などの微高地が多いことによるのではないかと考えられる。 
この卵型の無冠水域の東縁（点線の矢印）は、ほぼ｢古ジャムナ川｣の流路に当る。この流路は旧河川谷であ
るから、地下に透水性の良い砂や礫の多い地層が堆積して海に連続していることは十分予想される。上記のヒ
素の化学的性質を考慮すると、①以前は周りと同じようにヒ素は高濃度であったかもしれないが、流動性の良
い地下水によって洗い出された結果、ヒ素汚染率が 20％以下の低い地域になった。②粗粒堆積物が多いため、
もともと海進時にヒ素が濃集しなかった。と2つの考え方ができる。恐らく②の可能性が高く、低濃度率の分
断帯が旧流路に近い要因はここにあると思われる。 
したがって、洪水が冠水した事が無いクルナの西を、自然の右岸堤とし、古クルナ川の直上に沿って洪水を
導水する排水路を開削すれば、ヒ素を含まない雨水を地下水の人工涵養の水源として、水質改善と洪水の放水
路を兼ねた導水路（いわば古ジャムナ川の復活案）が出来るのではないかと思われる（図9-6の点線)。ガンジ
ス川のバイパスとして分流すれば、ガンジス川の流量が減り下流で合流するメグナ川からの排水を容易にする
と思われる。メグナ川流域は低平地で長期に冠水する広大な淡水地（Beel）となり、雨季は定住できない。 
その長さは、ジャムナ川との合流点から南海岸の河口まで約 150 ㎞である。勾配は 6/150,000（1/25,000）
と極めて緩い。これは必ずしも直線形にする必要はない。自然の地形（後背湿地、三日月湖、自然堤防、古砂
丘、ラグーン跡）を生かしうまく接続させ、ところによっては霞堤のように遊水池を作ってゆけば、工費も安
くなると思われる。また、独立して自然地形として各地に残る低地を、人工涵養の皿池として利用できる。も
ちろんこれから始める各ユニオン（バングラデシュで行われている代替水源の共同組合組織）ごとの代替施設
の建設費や維持費との経済比較検討が必要である¹⁷⁾。湿地帯の生態系への影響はもちろん配慮せねばならな
いが、安全な人の水を確保することも考えねばならない。 
(Management information and monitoring Division,1998)
 
 
９．８  現在の水道供給の状況 
9.8.1  コルカタ市の給水 
フグリ川の右岸（西岸）には水理地質で述べたように古い更新世の段丘が分布し、ヒ素を含む地層は分布し
ない。西ベンガルのコルカタでは市街地の 30 ㎞北のフグリ川から取水するパルタ施設（現在インディラ・ガ
ンディと改名）が1870年に、配水を2.3万m³/日から始め、ヒ素が都市部で問題になることは無かった。2007
年には 98.4 万 m³/日に拡張の予定である（表 9-1）²⁹⁾。都市が南に発達するにつれて、ガーデンリーチに新
図9-11 1974年 と 1998年に洪水に影響を受けた地域（Management Information and Monitoring Division, Disaster Management Bureau(1998)
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たに浄水施設が作られた。しかし、農村地帯には手が回らず、フグリ川の左岸（東岸）に沿う農村で100mよ
り浅い井戸に 50μg/ℓを超す濃度の高い地下水が産出し、ヒ素被害が発生した。表 9-1 にある地下水利用率は
8.8%と低いが、実際にはもっと高いと思われる。なぜなら最近法令順守を促す下記のような広報が行なわれた
からである。 
表 9-1  コルカタ水道公社の水源（*1000m3/day） 
ガ ン ジ ス 川 （表 流 水） 
左 岸（東岸）・コルカタ 右 岸（西岸）・ハウラー 
パルタ ガーデン リーチ 
ﾊﾞﾗナｶﾞﾙ・ 
ｶﾏｰﾙﾊﾃｨ ﾊﾟﾄﾞﾏﾌﾟｸｰﾙ ｾﾗﾑﾎﾟｰ ﾙ 
730 270 136 180 90 
1,136 270 
1,406 （91.2%） 
地 下 水 
地区井戸 私用井戸 ― ― ― 
90 45 ― ― ― 
135 （8.8%） ― 
1,541 （100%） 
 
 西ベンガル州は当初は大統領の裁可事項で、2005年にWest Bengal Ground Water Resources Act を制定した。
市と州内で違法な地下水揚水が後を絶たないため、水管理委員会に地下水涵養と保全のキャンペーンを立ち上
げ、市民に喚起を促すよう指示した（The Statesman,2007年3月7日）。伝統的な雨水利用や節水と、新規の井
戸掘削に許可が必要なことを改めて指示した。市の中心部では地下水位が 9m から 16m も降下した。これは急
速な都心部の開発が影響している。農村から都市への人口の流入やバングラデシュからの難民（現在特別に水
道料は無料となっている）など最近急激に人口が増加している。市中心部の人口密度は、2.4 万人/㎞²で、デ
リーやムンバイを抜いている（表9-2）²⁹⁾。 
表9-2 コルカタ首都圏の水需要予測 
需要量（＊1000m3/日） 
年 人口 （万人） コルカタ 
都市圏 
コルカタ自治体 
の配分 
2000 1550 2,034 675 
2015 2140 2,565 696 
 
給水に関する他の問題点として、自然条件では、市の東部に塩沢地が広がること、南は感潮域に面すること、
熱帯特有の細菌などである。社会条件としては、不適切で老朽化した配水システム、人による盗水や消火栓の
劣化による漏水など有収率の低さがあり、漏水は26-30％にもなる⁵⁾。 
見逃せない問題として、未処理水の水供給が34万m³/日もあることである⁵⁾。これは、フグリ川から直接ポ
ンプアップされ、主幹線のパイプで配水される水で、カンリックガット、ワットガンジにある。これらの水は
火事、道路清掃、トイレ等に使用され、貧困層には家庭用水として使われている。そのため 1960 年代のコレ
ラ流行の原因となり、以後塩素滅菌され、1963年から病気は減った。ほかには使い古したパイプとタンク、ス
ラム街や道路には壊れた水道栓がある。配水管は1日に6-7時間通水され、他の時間は空にするため、パイプ
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の亀裂から公害物質が浸入したり、配水管の周りの土の塩分濃度が高いため、腐食も問題である。しかし、コ
ルカタの水道関係者から水道のヒ素汚染の話を聞くことは無かった。 
コルカタではろ過され供給された水道の大部分は、水道料金を徴収されない⁵⁾。水道料金は資産税に含まれ
ているからである。給水管を引いたことに対する税であろう。大口の給水に対しては使用量に対し請求がある。 
最後に、コルカタの給水問題として、ガンジス川のファラッカ堰は避けて通れないだろう。この堰は 1975
年国境から約 18 ㎞上流の本流に造られた³⁹⁾。16 世紀まで本流であったというフグリ川に両国の協定により、
決められた水量を分水しているという。インド側の3つの目的は、途中のムルシダバッドにある石炭火力発電
所（認可発電容量210万KW）に使用し、フグリ川に埋積した掃流砂を流出させ、舟運航路を確保し、コルカタ
の水資源を確保するである。 
これに対し、バングラデシュ側から水資源の減少によって農業と人の生活が脅かされる、塩水の遡上によっ
て農作被害が広がる、予告なしの放流で洪水が発生するなどクレームがついている。1996 年 12 月「ガンジス
川協定」によって両国の分水量は一応決着したとされている⁴⁰⁾。 
9.8.2  西ベンガル州 
 当地における給水は、水理地質とヒ素汚染の項で述べたように、村落は地下水によって行なわれている。そ
の水量については分からないが、コルカタ市の141区以外の75.6百万人が50ℓ/日の生活用水を使用した場合、
約378万m³/日の地下水が揚水されている。 
9.8.3  バングラデシュ 
バングラデシュでは生活用水の97%を地下水に依存している。政府はヒ素の水質基準（50μg/ℓ）を越える生
活井戸の汚染率が80％を越えている800村（全体で8540村あるうちの9.4％）をEmergency Response Villages
として優先的に対策に乗り出すことにしたが、必ずしも適当な代替水源がある訳ではない。その具体的な指針
がMLGRDCによって2004年3月に出された｢National Policy for Arsenic Mitigation 2004 & Implementation Plan for 
Arsenic Mitigation in Bangladesh｣である⁴⁰⁾。ここには基本政策から、適地の選定、工法、代替水源の設計図にい
たる細かいことが記してある。今までODAやNGOによって実施された事例は多い⁴¹⁾。 
援助組織や地元事情により、規模は異なるが、1タンクの建設費は、代替の浅井戸の掘削を含め、25～30万
円であるが、その 90％は援助するが、残り 10％は地元負担とする。地質的な条件で、濾過材である砂利は 1
タンク当り6200円と割高である。砂も北から運搬する。 
住民の自立を促すため、維持管理費は地元に任せ、その負担とする。水質にもよるが、年に1～2回は砂と礫
を洗浄する必要がある。給水計画は一人5ℓ/日とし、1タンク当り1.5～2.0m³とするため、給水人口は平均300
～400人（水源により150～200人もある）である。生活圏から500m以内に1つの共同栓があることが望まし
い。ヒ素汚染のない深井戸から直接給水するのが、一番安全で安いので、地元のドンキー工法で300m を目指
している。2005年11月までに汚染地に21,005基の代替水源が建設された²⁸⁾。 
このほかに特殊な例として、JICAとAANは三日月湖の水源（Baor）使った規模の大きな地域水道パイプシス
テムの試みを行なった⁴²⁾。8m³タンクを備え、パイプラインで1500人に10ℓ/日を基準として給水している。
乾季の暑い時期に湖に藻類が繁茂して、浄化槽に目詰まりが発生し水質が極端に悪くなる報告がある。 
 代替水源で一番の問題は、建設を受け入れる組織の単位をどうするか、維持管理をうまく運営する組織とし
て存続してゆくかにかかっている。代替資源の成功の鍵は、最初の計画から住民参加型にすること、井戸ごと
の利用者組合の結成と団結をうまく継続させることであるという⁴³⁾。水源と並行して、症状の進行を抑えるた
め日常生活の食事における栄養指導も行なわれている。月に1度NPOなどにより水質検査が行なわれている。 
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９．９   ガンジス平野のトランスバウンダリー帯水層に潜むリスク 
9.9.1   生活用水がヒ素汚染され、健康を害するリスク 
 一般にリスクの被害規模や発生確率が大きな場合、その低減対策は安全対策や有害要因の低減に向かう⁴⁴⁾。
当平野の場合リスクの原因は保険のきかない自然起源であり、回避して逃れられる問題ではない。そこに定住
し生活する人が帯水層に対し地下水位を低下させ揚水して始めて地下水を得る。その作用をおよぼす限り、そ
の反作用をこうむることになる。こういう発生確率も被害規模も大きなリスクでは、被害のこうむり方を最小
限にする工夫を出来る限り早く探しだし、リスクを地道に取り除いてゆくより他に方法はないと思われる。 
9.9.2  地下水のヒ素汚染の発生機構の解明と対症療法に関する情報交換不足のリスク 
 人は異変の発生を認識したとき、まず事項を整理・分析し、個人や組織の範囲（政府や国）で対処できるか
否かを判断するものである。このとき限られた人的資源や情報量のなかで、異常性の評価がその後のリスク低
減の度合いを大きく左右する。その場で偶然に発生したことで、田舎の地方の奇病という症例と評価すれば、
一時的な一地方の異変として埋没する。 
したがって、他者の目に付かないように秘密裏にことを覆い隠し、公表を避けるのが常である。それが少し
良心的な科学者の世界であれば、混乱や誤解を避けるため、再現性や確証を得るため、さらに実験や調査を続
けたあとに、再度判断の岐路に立つだろう。しかし多くは内輪の世界で処理されがちである。国が違えばその
壁はなおさら高くなるであろう。 
今回の場合、インドで、北部パンジャブ州などを除き、西ベンガル州で、ヒ素汚染患者が報告されたのは1983
年である。バングラデシュで発見され問題化したのは、1993年である。10年の月日が経っている。専門学術雑
誌での発表は別にして、両国で情報交換の場がもたれたのは、1995年コルカタの国際会議が最初であろう。 
この長く経過した時間の間に、もっと早く対策が講じられていれば命を救われた人や、症状の悪化を防げた
人が沢山いたことを想像するには、十分な時の流れであろう。 
これに関連するが、ダッカの近くに住む50代の原告（Sutradhar 氏）がBGSの上部組織である NERC(Natural 
Environment Research Council)を被告として訴えた損害賠償請求の訴訟事件（2004）がある⁴⁵⁾。最終的に英国の
House of Lords（最高裁判所にあたる）は2006年被告に不作為の過失は無かったと請求を棄却した⁴⁶⁾。この訴
訟のいきさつは次の通りである。原告は1983年まで飲用水を近くの池の水で賄っていた。同じ頃BGSがダッカ
周辺地域に地下水による農業灌漑プロジェクトを実施した。この際BGSに雇われていた水理地質の専門家は幾
つかの井戸を掘削した。その井戸のなかで、原告は、住んでいた村に掘られ、たまたまヒ素の検査をしなかっ
た井戸に水源を代え、長い間飲用した。その結果、1991年にヒ素中毒の発症をし、その後も悪化しているため
補償を求めたというのが訴えの理由である。ここには政府から住民に対する情報伝達の不十分さを理由に非難
される過失はあるし、将来同様の訴訟の対象になる可能性を示唆していると思われる。当初から多数の井戸を
掘削した国連のユニセフに対しても同様の話がある。 
9.9.3  地下水のヒ素汚染が食物連鎖におよぶリスク 
 バングラデシュでは深井戸を掘削し、乾季に灌漑して稲作をしている。稲は比較的ヒ素に強いと言われてい
るが、最近残留ヒ素が茎や葉に見つかった²⁶⁾。稲作はバングラデシュの 50％以上の人が従事する基幹産業で
ある。National Policy 2004ではヒ素汚染の検査を土壌や家畜についても行なうよう指示した。この問題はこれ
からどう展開するか全く予測がつかない。 
 
９．１０  リスクを低減する対策・指針と人間の知恵 
 異常や異変を見逃さずに、予測されるリスクを普遍的な原理・原則までさかのぼって分析し、評価する力は、
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第1にその人が属する国や組織が決めたリスク対応方針や行動指針によるだろう。直接に異変に遭遇した場合、
人が異変を「見逃さない」判断を下すことや、最悪のシナリオを想定する力は、リスク対応に対する教育や科
学的専門性、それに経験や人脈に由来する人間的な総合力とも言うべき「人間の知恵」によるところが大きい
と思われる。ガンジス平野の場合には、病理的な症状の判断と汚染地下水の器となる水理構造や、原因物質で
あるヒ素に対する広範な知識や情報収集力を結集して将来のシナリオをシミュレーションする力が一番基本に
なると思われる。 
最後にこの世界でも最も困難な TA 層問題に取り組むバングラデシュ政府が発表した最近の政策や指針を表
としてまとめた（表9-3）。この中に彼らの英知は十分書き込まれており、内容は評価できる。この中で一番重
要でかつ緊急の政策と思われる｢National Water Management Plan 2004｣の冒頭のExecutive Summaryの一説に、“最
近のヒ素の発見によって、農村地域の人々へ安全な水を供給した過去の成功は、もとに戻ってしまった”とい
う悲痛な叫びがある⁴⁷⁾。 
表9-3 バングラデシュの主要な水資源に関する法律と指針 
Year Policy  and  Plan 
1992 National Environmental Policy 
1994 National Forestry Policy 
1996 National Energy Policy 
1998 National Fisheries Policy 
1998 National Policy for Safe Water Supply & Sanitation 
1999 National Agricultural Policy 
1999 Industrial Policy 
1999 National Water Policy 
2004 National Policy for Arsenic Mitigation 2004 & Implementation Plan for Arsenic Mitigation in Bangladesh 
2004 National Water Management Plan(Approved by the Council) 
2005 Sector Development Programme, Water and Sanitation Sector in Bangladesh. Vol.1,Main Report  
2005 Pro Poor Strategy for Water and Sanitation Sector in Bangladesh  
 
バングラデシュ政府は、代替水源がないため、ヒ素の処理について多くの研究を行なった。しかし大規模で
管理された浄水施設では通用しても、コスト高で各家庭に普及できるものはなかった。かれらは、『National 
Policy for Arsenic Mitigation 2004』により、浄化槽で｢安全な水｣の供給することを決定した。これからはいかに
これらのポリシーに則り、迅速に地方末端までの組織力をきちんと構築して実行するかにかかっている。それ
はTA層の地下水に依存する人々の命に直結した緊急の課題である。 
図 9-8 は科学的にはヒ素汚染を表した分布図であるが、約 2430 万人の人々が現在も災害の渦中にあって、
人の健康・生命におよぶ災害が極めて高い確率であることを示した「Hazard Map」として理解すべき図である。 
バングラデシュのNational Policy for Arsenic Mitigation 2004は、地下水を国家の水源とし、Groundwater Actを
制定する必要性をはっきりと述べている。しかし今も地下水や水道水源に関する法律は無い。急を要するその
場の対応に追われてPolicyとWater Guidelineの策定に精一杯であったという事情は想像できるｶﾞ、地下水管理
に一番基本的な法的措置が置き去りにされている。地下水の法的位置付けは国の財産権、水に関係する慣行水
利権、環境保全などの関係法と大きな係わりをもっている。これから検討されると思われる地下水法の内容と
ともに今後具体的に対策がどう展開するのか注視しながら課題としたい。一方、インドでは中央政府から1970
 130
年に地下水管理のためのモデル法案「Groundwater Control and Regulation Bill」が各州に提示され 、制定は地方
政府に任された。この法案では地下水に対する権利は一切州政府に属し、調査・差し押さえの規定があるほか、
多額の罰金、投獄、電力供給の停止も規定し、家庭用の井戸以外の井戸についてはかなり厳しい罰則を定めて
いる⁴⁸⁾。インドの地下水問題の深刻さが伺える。西ベンガル州ではThe West Bengal Ground Water Resources Act
が2005年に制定されているが、実効を伴っていないことは既に述べた。 
 この章の始めに触れたTransboundary Aquiferについて、国連の国際法委員会は2006年より法律の草案作成
を進めている。その後関心のある世界の47ヶ国から口頭や書面でコメントが寄せられた。その内容については
大半が賛成する意見であった。その結果を受けて同委員会は最終の草案を2008年2月に修正し、7月の会議で
審議された。その内容は5部20条（8ページ）からなり、序説、総則、保守と保全および管理、他国に影響す
る活動、および雑測である⁴⁹⁾。この法律は「Shared Natural Resources (oil and natural gas)」に関する報
告のAnnexの位置づけで、この秋の国連総会で審議される予定である。 国境をまたいだ帯水層の問題の解決に
今後大きな役割を果たすものとして期待される。  
 
ま と め 
ガンジス平野は地下水は豊富で1960年代より外国の援助で都市用水と農業用水として開発され、生活の利便
性や衛生の向上と農業生産に希望の火を灯した。しかし、1980年始め地下水に毒性の強い自然起源のヒ素汚染
とその長期飲用によると思われる中毒患者が発見されて事態は暗転した。現在、ヒ素に汚染された地下水が発
見されて25年以上経つが、安全な水はまだ簡単に確保されていない。生命にかかわる基準濃度以上の地下水を
生活用水として、生活せざるを得ない人々は概算でも2430万人にのぼる。一日も早い安全な水の供給が緊急の
課題である。現在では、両国政府の長年にわたる努力により地下水のヒ素濃度スクリーニングの結果、汚染の
割合の高い分布域と割合の少ない地域が平野全域で明らかになった。深度方向の濃度分布も明瞭な傾向がある。 
このような地下水賦存状況やヒ素の分布を理解するためには、ガンジス平野の地形発達史や水理地質構造、
とくに第四紀最新期の海水準変動を理解することが非常に重要である。この解明は少しでも汚染の度合いの低
い地域と帯水層を選別し、安全な水を供給するための基本的知識となる。今回の解析で、高濃度帯の分布の北
限は第四紀最新期の海進線（縄文海進）にほぼ一致すること、2 つの南北方向の低濃度のチャンネルは最終氷
期に下刻された埋没谷（化石谷）に一致することを明らかにした。このような水理地質構造から、地下水の人
工涵養案と洪水排水と人工涵養を結び付けた試案について提言した。また、ヒ素に安全な深層（深さ100～150m
以深）の地下水評価を進めるよう提言した。深度方向の傾向は海水準変動の停滞期に対応する堆積環境の変化
で説明できることはメコンデルタやバックボ平野と共通している。したがってそれらの地層を避けて、100m以
深の深い井戸を掘り、裸孔と挿入塩ビ管の隙間を密閉する井戸を仕上げることが重要であることが分かった。 
また、中毒症状の概査によりヒ素に汚染された地下水を水源とする地域は、貧しい農村地域と重なっており、
乏しい栄養状態はヒ素中毒症の症状を悪化させる要因となっており、 専門家が栄養指導にあたっている。 
 現在の段階では地表水を浄化するなど安全で大規模な代替水源を直ぐに確保できないため、地下水からヒ素
を除去する方法を考えねばならない。実験室レベルではイオン交換樹脂膜を通す方法、毒性のある3価のヒ素
を5価に酸化させ、鉄と共沈させて除去する方法、太陽熱で汚染水を蒸発させ冷却して凝固させ蒸留水を作る
方法など、有用な方法があることは多くの研究で分かっている。それらの規模を大きくして集中制御し、うま
く管理運営すれば有用な技術であっても、農村レベルで維持し、管理するにはそれなりの訓練と技術が必要で、
何よりもコスト高で実際問題としては適用するのは難しい。 
バングラデシュ政府は2004年のNational Policyに則り、ヒ素を浄化する小規模な水槽を建設することを対
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策の基本方針と決定した。その方針に従い各地で建設が始まった。海外からの援助機関も多く参加している。 
しかし、運営のなかで、数多くの問題点が浮上した。一つの浄化水槽を200～400人程度の単位で建設して利
用し（大部分が補助金）、住民が自立した運営組織を構築するハード面、年に数回必要な浄化槽の洗浄を継続し
て機能を維持すること（この費用は地元負担）、時に代替水源を得ることが難しいなどのソフト面である。さら
に、帯水層の有無だけでなく、水源をため池とした場合養魚と競合する、浄化槽建設の土地所有者の意向と合
わないなど地域社会の問題であることが多い。 
 代替水源を持続的に維持管理してゆくために、指導する地方自治体の管理能力を高める必要があり、ローカ
ルガバナンスの確立が急がれる。JICA はこれを目的とした援助を 2008 年末まで続け、大きな貢献をした。潜
在的な中毒患者は、まだ存在すると思われ、今後さらに発見と治療に努める方針であるという。 
 さらに、長年にわたる乾季の地下水灌漑の結果、土壌や稲などの作物にヒ素の濃集が発見された。稲の茎や
葉を飼料とする家畜にもおよぶと懸念されている。食物連鎖によるヒ素の蓄積・濃集は将来どう変化してゆく
のか現在の段階では不明なため、追跡調査が必要である。今後も地道に浄化槽の設置と、維持管理能力の向上
を継続することは必須である。長期的な気候変動にともなう河川（ブラマプトラ川とガンジス川）の季節変動
から予測される地下水の「脆弱性」については次章で述べる。 
 
参考文献 
 
1) http//www.geol.lsu.edu/WDD/ASIAN/ganges-Bramaputra/ganga.htm  
2）IHP-Ⅵ,Series on Groundwater(2001)Internationally Shared (Transboundary) Aquifer Resources Management. Their Significance and 
Sustainable Management. A Framework Document.71pp. 
3) Ministry of Water Resources・Water Resources Planning Organization(2001)National Water Management Plan.vol.1,Summary 46pp. 
4) Chaudhuri,S.(2005)Calcutta. The Living City. Vo.1. The Past. New Delhi,Oxford University Press.276pp. 
5) Chaudhuri,S.(2005)Calcutta. The Living City.Vo.2.The Present and Future.New Delhi. Oxford University Press, 365pp. 
6）㈱アジア産業研究所（2007）インド経済・産業データハンドブック. 
7) 大矢雅彦（1993）「河川地理学」．ブラマプトラ‐ジャムナ川―造山帯・モンスーン河川，東京，古今書院，179-194. 
8) 海津正倫（1997）「世界の地形」．貝塚爽平編著，第3章－2ガンジスデルタの地形，東京，東京大学出版会，108-120. 
9) GoodbredJr,S.L.et al.(2000)The significance of large sediment supply, active tectonism, and estuary on margin sequence development: late 
Quaternary stratigraphy and evolution of the Ganges-Brahmaputra delta. Sedimentary Geology,133,227-248. 
10)GoodbredJr,S.L.(2003)Control on facies distribution and stratigraphic preservation in the Ganges-Brahmaputra delta. Sedimentary Gelogy, 
155,301-316.  
11)Allison,M.A.(2003)Stratigraphic evolution of the late Holocene Ganges-Brahmaputra lower delta plain. Sedimentary Gelogy, 155,317-342. 
12) Reimann, K. U.（1993）Geology of Bangladesh (Beitrage zur Regionalen Geologie der Erde).Gebruder Borntraeger,160pp. 
13) Khan,F.H.(2000)Geology of Bangladesh. Dhaka,The University Press Limited,207pp. 
14）Kinniburgh,D.G..and P.L. Smedley ed.（2001）Arsenic Contamination of Groundwater in Bangladesh. British Geological Survey Technical 
Report. WC/00/19,vol.1-4,Vo.1 Summary,15pp. 
15) APSU/JICA/Local Government Division(2006)Final Report on Development of Deep Aquifer Database and Preliminary Deep Aquifer 
Map.152pp. 
16) Chida,M.（1975）JICA Study Report on Subsoil Investigation Works for Jamuna River Bridge Construction Projec,t ,2ndStage Report, S1-S8. 
17) 辻 和毅(2006c)アジアモンスーン地域・沖積平野の地下水利用と保全政策（その3）四万十・流域圏学会誌，6，31-38. 
 132
18) Shahidul Islam,M.(2001)Sea Level Changes in Bangladesh: The last Ten Thousand Years. Dhaka, Asiatic Society of Bangladesh.185pp. 
19) Narayama,A.C.(2002)Late Quaternary Geology of India and Sea Level Change. Memoir 49.116pp. 
20) 貝塚爽平（1979）東京の自然史.東京,紀伊国屋.239pp.成瀬 洋（1977）日本列島の成り立ち.東京,同文書院.258ppなど 
21) Local Government Division(2005)Sector Development Programme Water and Sanitation Sector in Bangladesh.Vol.1,Main Roport.157pp.  
22) http//www.soesju.org.arsenic/wb.htm(2007)Groundwater Arsenic Contamination in West Bengal-India(19 years study) Reported work done by 
SOES(The School of Environmental Studies)  
23) Fazzal,M.A. and T.Kawachi(2001)Extent and Severity of Groundwater Arsenic Contamination in Bangladesh. Water International,26,370-379. 
24) Rahman,A.A. et al. ed.(2003)Groundwater Resources and Development in Bangladesh. Background to the Arsenic Crisis, Agricultural Potential 
and the Environment. Dhaka,The University Press Limited,466pp 
25) 世界資源研究所（1999）世界の資源と環境．東京，中央法規出版，第3回世界水フォーラム事務局資料 
26) Feroze Ahmed,M. et al. ed.(2003)Fate of Arsenic in the Environment. Tokyo,United Nations University, 208pp. 
27) http://www.bwspp.org/photo_albam.html#SCreening%20Resulat（National Arsenic Mitigation Information Center）. 
      28）http//www.jica.jp/Bangladesh/0515032E0/news.php. 
29) ウィトォ ,ーJ.I.・ A.K.ビスワス著・深澤雅子訳（2002）水のリスクマネージメント 都市圏の水. 東京，国連大学出版局， 
271pp. 
30) 川原一之（2005）アジアに共に歩む人がいる ヒ素汚染にいどむ. 岩波ジュニア新書，東京，岩波書店，214pp.  
31) Garden Reach Water Works(1993)Calcutta Metropolitan Water and Sanitation Authoruty.26pp. 
32）Local Government Division(2005)National Arsenic Mitigation Information Center. 
33) 島田充尭（2008）自然界におけるヒ素の存在と挙動-土壌・地質・地下水汚染への対応．特別講演，応用地質，49，184-185. 
34) 吉村敬久・赤井純治（2003）土壌および堆積物中のヒ素の挙動と地下水汚染. 地球科学，57，137-154. 
35）横田 漠（2006）「地下水・土壌汚染の基礎から応用」．第10章海外における砒素汚染，日本地下水学会編，東京，理工図書，
223-251. 
36) 日本水環境学会編著（2000）「日本の水環境 7」．九州・沖縄編，東京，技報堂出版，75-90. 
37) 下山正一 他（1994）有明海北岸低地の第四系．九州大学研究報告，地球惑星科学，18，103-129. 
38) Management Information and Monitoring Division, Disaster Management Bureau in Bangladesh (1998). 
39) 中山幹康（2003）ウォーター・ウォー―もうひとつの南アジア紛争史. FRONT，172，34-36. 
40) Local Government Division(2004)National Policy for Arsenic Mitigation 2004 & Implementation Plan for Arsenic Mitigation in 
Bangladesh.92pp. 
41) 対馬幸枝（2003）東部諸県代替水源視察記（手記）.6pp. 
42) JICA/ANN(2004)Arsenic Mitigation Report 6,Pipeline Water System, Baor: the Water source,12pp. 
43) Local Government Division(2007)Sustainable Arsenic Mitigation under integrated Government System in Jessore. Interim Report,7pp. 
44)（社）日本技術士会（2001）技術士制度における総合技術監理部門の技術体系.197pp. 
45) Atkins et al.(2006)Toxic torts:Arsenic poisoning in Bangladesh and the legal geograpies of responsibility.Transaction of the Institute of British 
Geographers.31,3.272-285.  
46）http//www.lsu.edu/WDD/ASIAN/ganges-Bramaputra/ganga.htm. 
47) Ministry of Water Resources.Water Resources Planning Organization(2001)National Water Management Plan.Vol.1.Summary 46pp. 
48)多田博一（2005）「インドの水問題 州際河川水紛争を中心に」．Ⅳ章 地下水資源とその利用，東京，創土社，315-343. 
49）International Law Commission, United Nations(2008)Fifth report on shared natural resources:transboudary aquifers.24pp. 
 
 133
第 １０ 章  第四紀最新期の海水準変動と気候変動 ― 水理地質や気候の情報は政策に活用されたか 
 
はじめに 
これまで、筆者はモンスーンアジアに位置する大都市圏の地下水問題を地域別に述べてきた。本章では前半
でそれらの平野の帯水層構造や地形の成り立ちをアジアにおける第四紀最新期の大規模な海水準変動という広
域的な観点から考える。そうすると、地質時代の最終にあたり現代を含む第四紀、とくにその最新期に世界的
規模で起きた海水準変動が現代の沖積平野における地下水問題に大きな影響を及ぼしたことが分かる。海水準
変動は、海水面が全地球的に上下に変動する現象（ユースタシー）に、地域特有の地殻変動と堆積速度の違い
が加わって発生する。第四紀最新期に全地球的に発生した海水準変動はモンスーンアジアに位置する平野の地
質発達史に重要な役割を果たし、地下水盆の形成に決定的な影響を与えた。 
さらに重要なことは、以上の検討結果を各地の地下水障害の抑制・保全策と対比した時、当時水理地質の理
解がどの程度対策に役立ったのか、あるいは考慮されなかったのか、いわば政策レベルに反映された度合いを
検証することである。これは水理地質学を実社会に生かすためにも、政策決定者にとっても重要なことである。 
ここでは東南アジア地域の氾濫原沖積平野の水理地質構造と地形の発達史を長い地質時代のなかで、今から
18,000～19,000年前に極大期となった最終の氷期を挟む、第四紀の末期から現在に至る時代に焦点を当て考察
する。それは、繰り返し起こった海水準変動の中で、現在の平野の形成にいちばん密接に関係するのは、約
125,000 年前の海進（最終間氷期）から、18,000～19,000 年前に極大期を迎え、現在の海水準に比べ約 120m
も低下した最終氷期の最盛期の時代と、その氷期のピークから一転して今日の海水準に至るまで上昇した第四
紀の最新期の海進の時代であるからである。図 10-1 にあるように、海水準はこの間に細かく変動しており¹⁾、
上記の表現は大局的にみた場合の話である。したがって、本章を理解し易くするため、内容や図表の一部には
各地域の水理地質や保全政策で述べたことと重複する点があることを、あらかじめお許し頂きたい。また、文
献も重複をできるだけ避けるため誤解の生じない範囲で省略した。 
本章の後半では 21 世紀に入って、技術の発展によりかなりの精度で成果がでるようになった地球の温暖化
に伴う気候の変動予測について簡潔に述べる。それは第四紀の今後の海水準変動と密接に関係する。その手法
は降水量モデルと河川流動モデルの併用によって河川流量の変動予測に結びついている。その予測は気象研究
所により、東アジアでは 20 ㎞間隔の格子点で解析できる段階まで発達し、長期的な水資源政策を立案する手
段として有効なレベルに達しつつある。本論では気象研究所がCRESTの研究で明らかにした結果を用い、東
南アジアから南アジアにかけての 21 世紀半ば以降の長期的傾向が水循環や水理地質的な側面に与える影響を
推察し、政策立案に資する点を簡潔に論じた。 
 
１０．１  関東平野の海水準変動 
 10.1.1  海水準変動からみた水理地質 
変動する海水準面はその地域の堆積層の水準面であり、とくに地質時代の新しい沖積平野では堆積層の変遷
を明瞭に示すため、環境の指標として重要である。関東平野と東南アジアの沖積平野の海水準変動曲線を比べ
た場合、大きな違いがある。図10-2は東京湾の約2万年前から現在までの海水準変動図だが、年代的に図10-1
の右端の一番新しい海水準上昇に相当する（年代が逆になっているので注意）。そこでは、マイナス120mまで
海水準が後退（海退）したあと、最終の海進時（縄文海進にあたる約6000年前）に地殻が海水の重みによって
沈下したため、海進が現在の海岸線を越えて沖積平野の内陸側により深く浸入し、堆積層が下刻谷（化石谷）
を埋積した。海退後には地殻がリバウンドして元に戻ったため、海水準曲線では縄文海進は、見かけ上緩い顕
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著な海進のピークとして現れる（図 10‐2 縦の矢印）²⁾。これは関東平野が地殻の薄い大陸縁辺（厚さは 10
㎞前後）に位置しているためである。一方、ユーラシア大陸の縁辺部に位置する沖積平野では、同時期の海進
は現水準を超えて内陸に浸入したが、同時期の変化曲線に凸状の海進ピークとして表れない。厚く安定した大
陸地殻（厚さは30～40㎞）は、海水の重みによって撓むことはなく海水準の上昇のみが表現されるためである。
その海水準曲線は、海進のピークに達した後、なだらかに現在の海水準に緩やかに下降する（例えば図10-5）。
関東平野の水理地質構造は第 3 章に述べたので繰り返さないが、ここで重要な帯水層の一つは、図 10-2 から
読み取れる海水準の上昇に伴って下刻谷を平野内陸深くまで埋積した堆積層である。この地層は関東平野の臨
海地域で最初に地下水開発の対象となった帯水層である。その後過剰な地下水取水のため、地盤沈下を起こし
たのもその上位に重なった軟弱な粘土層やシルト層である。 
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10.1.2   地下水開発と政策の変遷 
   ・東京東部低地の広域的な地盤沈下は関東大震災後の広範な水準測量によって初めて判明した³⁾。さらにボ
ーリング調査によっていわゆる埋没谷（第四紀最新期海退時の下刻谷あるいは化石谷）が明らかになった³⁾。
これは画期的な発見であった。これ以降地層の分布はしだいに明らかにされ建築物の基礎として評価される
図10‐1 最終氷期と最終間氷期の間の海水準変動（Pirazzoli,1991に加筆） 
図10‐2 東京湾の堆積環境と海水準変動（貝塚、1999に加筆） 
図10-2に相当 
する時代（年代が
反転しているの
で注意） 
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が、同時に当地域における地下水開発の始まりであったかもしれない。化石谷の下半層は透水性に富む砂礫
層や砂層で構成され、井戸を掘れば清涼な水が得られた。それまで浅い井戸の塩水に苦しんだ下町の人には
天の恵みであっただろう。 
 ・震災の復興から東部低地は徐々に人口の集中と産業の発展によって、大規模な井戸が盛んに掘削され地下水
位は低下し地盤沈下が発生した。規模が大きくなるにつれ建築物の基礎の倒壊や浸水など予期せぬ被害が発
生し、地盤沈下が原因として疑問視され、因果関係が解明され始めたが決着は遅れた。このことは工業振興
が優先された時代背景や第2次世界大戦前後の混乱もあって、各地で頻繁に高潮や水害を招き大きな社会問
題となった。この20世紀初頭から1960年代に至る経過は、地盤沈下に対する抑制政策として、長い間水理
地質的な理解（地下水量を規制し水位を回復させる）が生かされなかった例としてすでに第3章で詳しく述
べた。無秩序な開発は「 地下水の争奪」係争を裁く法律の不完全さにも大きな原因があった。 
・すなわち、日本では地下水は私有権に属する。地下水は土地の付属物と考えられ、隣り合う土地を流動する
地下水という概念がなかったといわれている。明治以来の民法の財産の所有権と処分権の考えが今も生きて
いる国である。したがって日本では地下水抑止策として地下水料金制度を適用する法的な根拠がなかった。 
・ようやく1960年代に制定された規制法である特別2法は、大都市と周辺の工業用水と建築物用水を規制する
地域を指定し漸次拡大した。指定には「地盤沈下が進行し、塩水や汚水の浸入の恐れがあるところ」と言う
条件が要求されたので、予防的意味合いは全くなく、あと追いでそれ以上はひどくならないように指定する
のが本意であった⁴⁾。したがって当時この指定地の線引きの認定に科学的な根拠があって、予防措置的な政
策が含まれていなかったことは明白である。 
・さらに、この特別2法の指定地域には代替の工業用水の供給が確保され、多少時間はかかったものの水源の
転換に不自由はなかった。しかもその料金は8円/m³（1975年）という、当時の水道料金57円/m³（1975年）
に比べて格安であった⁵⁾。工業振興を優先させた国の水政策が明瞭である。 
・1970年代以降になると地下水盆単位で、地盤沈下量と許容揚水量は不可分という概念が漸次進歩し、地域性
に応じて適正な地下水が取水され、地盤沈下は沈静化するようになった。下記の要綱の規制値に水収支の技
術手法が明確に政策目標として活用される時代になった。平塚市の地盤沈下対策は良い事例である。 
・特別2法に含まれない地域は、公害対策基本法に則って制定された地方自治体の条例によって、また農業用
水を多用し多県にまたがる関東北部、濃尾、白石の各平野は政府の地盤沈下防止等対策要綱で規制された。
それぞれ地盤沈下調査会が設置され、専門家が適正取水量を判定し数年ごとに更新がある。1986年から1990
年のことであるが、この頃には技術手法が政策目標に活用された。 
・また、1970年以来法律によって公共用水域への排水水質基準に規制がかかり、広域下水道料金の設定など排
水に費用が加算され水使用に抑制効果が働いた。給水量ばかりでなく、排水の水質という技術的要素によっ
て法律で規制し抑制効果を求めた策が功を奏する時代になった。 
・いっぽう、1990年代に盛んになった国際的な水環境の保全や淡水資源の希少さを保護する動向を受けて、環
境基本法が制定され地方自治体も同様の主旨の条例を定め、地域性や流域盆単位で地下水保全政策が進めら
れるようになった。これは流域単元で水循環を科学的に解析し、地域社会の要望にも配慮するように求めた
環境基本計画の指針の影響が大きい。科学技術が政策に調和した時代が到来したといえる。1994年のことで
ある。この計画は5年ごとに見直され、最新の2006年版の「水循環の確保」の項では従来実施した取組に指
標を設けて、進捗を検証する施策に重点が移ったようである。 
・日本には自然界を循環している水の動態に適合した法律がない。明確に地下水の法的な位置付けを定めた法
律をもたない。そのような世界にあって、なぜ日本の「水の問題」が一見静穏にみえるのであろうか。ユネ
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スコの地下水専門家は筆者に最近「日本のように進んだ国で、なぜ地下水法が存在しないのか。不思議でし
ょうがない」と言った。筆者は明確な答を持たないが、ただ言えることは、① 現在の法制度のもとで水の
流域や地下水盆に適った形で地下水保全に努力し、うまく取り組んでいる国の一つであること、② 地方自
治体の地下水や環境保全関連の条例が国の法律を巧妙に補完し機能している、③ 地下水の水質汚濁の事故
の際、改善命令や罰則規定は土地所有者の範囲を越えて行なわれなければ全く機能を果たさない。ここには
地下水に実質的に公共性が入り込まないと処理できない⁶⁾、④ 日本はたまたま最近深刻な水不足問題に遭
遇していない。また、国民性として人は水が循環系をなし、上流から下流に流れ、使うとまた戻ってくると
漠然と信じているほど恵まれた自然のなかで生活しているからではなかろうか、である。しかし近い将来に
「環境基本法」を超えた「水基本法」を制定し、所官庁を一元化して明確にする必要があると考える。実際
にこの名称は最近の水政策の議論になかに出ている⁷⁾。 
 
１０．２   バックボ平野（紅河平野） 
10,2.1   海水準変動からみた水理地質 
ベトナムのバックボ（紅河）平野の沖は東南に開いたトンキン湾である。東に雷州半島と海南島という大き
な陸の障壁があるため、全般に内湾性の穏やかな海になっている（図10-3）。大陸棚の縁辺にあたる深さ100m
の等深線は、紅河の河口の東南の約900㎞沖合をほぼ東北～西南の方向に走っている。その東に大陸棚の縁辺
斜面が続き、水深200m線の以東は急激に1000m以上の深海となる⁸⁾。100m以浅の大陸棚には東南に開いた緩
やかな海底谷地形が明瞭に認められる(図10-3) 。 
  バックボ平野では最近ボーリング調査が行なわれ、第四紀における平野の地質構造と堆積の発達史が詳しく
解析された⁹⁾,１０⁾,¹¹⁾,¹²⁾。その結果を水理地質的な観点でまとめたものが図 10-4 である。まず、現在の紅河
（Song Hong）と西側を南流するダイ川の間と、東支流のタイビン（Thai Bing）川にほぼ沿った形で埋没谷地
形がある⁹⁾。前者はハノイの西まで内陸に入り込む深い谷であるが、後者は広く浅い谷である。両谷は更新世
の堆積物で構成される平坦な尾根で分岐する。谷は低海水準期の海退時に下刻された旧河谷で、谷底には河成
の砂や礫層が堆積したと推測される。その下底はボーリングC地点で地表面下70m以上である（図10-4）⁹⁾。
この旧河谷地形はその河成堆積物（一般に透水性の良い砂や砂礫層から構成される良好な帯水層となる）の被
圧地下水位から推定したものである。現在の海岸線下では、100m弱の深さと推測される。 
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 図10-3 トンキン湾の海底等深線 図10-4 バックボ平野の地形区分と海底等深線図（堀,2004と 
田辺,2004より編集） 
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この谷は最終氷期後の海水準上昇に伴い、ラグ堆積物の上位に河口（エスチュアリー）堆積物、そしてデル
タを作る細粒の堆積物によって埋没した。下位の粗粒河成堆積物は良好な帯水層をなし、従来の層序では更新
世のハノイ層（第Ⅱ帯水層）に相当する(表10-1) ¹³⁾。上水道用井戸群は紅河右岸と埋没谷源頭に分布する。 
以上の海水準変動に伴う海進については多くの研究がある（図10-5）¹²⁾。海進の最盛期の海域はハノイ（現
在標高10～12m）の北まで浸入し、下刻谷は下位から上位に向けて河成、河口性からデルタ性の堆積物によっ
て埋没した。南シナ海の海水準変化を示した図 10-5 には上述した、関東地方（図 10-2）に比べて約6,000 年
前の海水準上昇極盛期の凸状のピークがほとんど無く、平滑に現水準に達している。その後の高海面期には、
紅河から大量に供給された河成堆積物が海側に押し出し（プログラデーション）て、低平なデルタを形成した。
その後さらにプログラデーションが進んだ結果、デルタフロントは現在の海岸線より 10 ㎞以上の沖合まで伸
びている。 
一連の堆積物の押し出しの大部分は、紅河に沿ってなされ、東支流のタイビン川に流下することは少なかっ
た。このため、紅河は天井川となったものの、その左岸とタイビン川に囲まれたデルタは、堆積物に覆われる
ことなく標高3m 前後の低い完新世の海成段丘が多く残って分布した（図 10-4）。当地域の 2 ヶ所で行なわれ
たボーリング結果では、現地表面（約3m）から深さ20mほどで、更新世（40kaBPと21kaBP）の段丘層に達し、
完新世のデルタ堆積物は非常に薄い¹¹⁾。この結果は図10-4の旧河谷の推定と調和する。 
表 10-1は以上の地質発達史とベトナム側の資料に基づいて作成した水理地質層序表であるが、現在開発中の
井戸群の分布や深さと調和している部分とそうでない部分がある。ハノイの北に分布する更新世の段丘面は、
標高が 12～15m 前後で、一つ時代が古い約 12.5 万年前の高海面期（最終間氷期）に相当する時代にできた海
成段丘で、かなり風化が進み基質は赤褐色化している。ハノイ首都圏の主要な地下水源の一つである、紅河の
北のソクソン地区の井戸群はこの地域に分布している¹⁴⁾。ハノイ市街地がある紅河の右岸沿いから南にかけ
て分布する井戸群は、深さが70ｍ前後であり、上記の埋没谷の下半部にある河成あるいは河口性の粗粒堆積物
を帯水層とする地下水を帯水層（ハノイ層、第Ⅱ帯水層）とする地下水を取水している。 
従来完新世の浅い第Ⅰ帯水層とされた地層は、深さ約30mまでのタイビン層とハイフン層の砂層である。し
かし、一番海側のＣに位置するボーリング（ND-1）では、砂層が顕著に連続するエスチュアリー堆積物は下位
の更新世末のビンフック層の上部（深さは25m～35m）に相当し、その上位は難透水性の泥層からなり、第Ⅰ帯
水層に相当する地層は存在しない。従ってハノイ近郊で作られた層序と異なっている。 
西北側（ハノイ寄り）の DT（Ｂ地点）および、CC（Ａ地点）では 20m 以浅に砂層を頻繁に挟む層が連続し、
従来第Ⅰ帯水層とされたタイビン層とハイフン層に対比される。両者はAggregational（埋積性）delta堆積物と
してまとめられ、エスチュアリー層の上位にあって、最終氷期の海水準低下期に氾濫原の谷を埋めて堆積した
砂質な地層と考えられる。 
以上述べたように、ボーリングの地層区分はハノイ近郊では従来の層序と適合するが、平野の下流域では適
用できないことが分かる。これは、平野下流の表層地質が紅河の押し出しによる細粒デルタ堆積物に広く覆わ
れて層相が異なるためである。これは平野の表層に透水性の低い防護幕をかぶせて海に面した形になっており、
塩水浸入に対し抑止効果が期待できる。バックボ平野の塩水浸入が、紅河とタイビン川に沿った形で、内陸に
深く浸入しているのは、他の地域に比べ埋没谷に沿って取水が集中し、水位降下が大きいためであろう¹⁴⁾。 
10.2.2  地下水開発と政策の変遷 
・ハノイ首都圏では地下水の開発は紅河の右岸提外に井戸を配置し、いわば伏流水を開発することから始ま
った。順次その数を増やすとともに、井戸を北部の更新世の段丘水田地域からなるソクソンに地域を広げ
た。この方針は上に述べた水理地質の状況からも正しい判断であった。前者は第四紀最新期の旧下刻谷に
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ほぼ沿い、70m 前後の深さに潜在する透水性の良い河成帯水層から地下水を取水している。紅河は天井川
であり水質も良いので最高の条件である。しかし現在では井戸間隔が数百mと近く、干渉し合っている恐
れは充分あるので今後の開発は無理であろう。化石谷沿いに海水浸入の兆しがみられる。 
・ハノイ首都圏の水道用水が現況の70万m³/日で地下水取水の限界にあるというのは、水収支結果と地下水
位が降下しているという現況を踏まえての正しい判断であった。代替水源としてホアピンダムから 30 万
m³/日の導水を概成させたことは先見性のある優れた政策といえる。ハノイは内陸 110 ㎞にあり塩水浸入
がないこと、平野が 1/10,000 と比較的地形傾斜があり、地下水流動が比較的早いこと、紅河が天井川で
涵養を受けること、など恵まれた水理条件は今までの開発政策に味方したといえる。 
・反面洪水の被害に悩まされた。今も残る多くの河川の曲流の内側にある後背湿地や三日月湖が遊水池の役
割を果たしている。ハノイから紅河右岸沿いに約 15km 上流にあるダイ川の分流点には旧仏領時代に作っ
た調整ダムがあるが、現在は直ぐ上流に新しい調整水門が完成した。 
・ソクソンは標高 15ｍ前後の更新世の段丘堆積物で井戸の深さは 30ｍ～40ｍで第 2 帯水層であろう。水田
地帯と後背流域を抱え涵養は十分と思われ、良好なフィールドである。紅河の北（左）岸のドンアンを加
えて、約77,000ｍ³/日の取水をしている。当地で懸念される問題は、帯水層の深さが十分でないため、肥
料や農薬による水質汚染である。また、ベトナム特有の風習として、土葬墓が水田に点在しており腐敗物
汚染の心配もある。 
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・今世紀初めハノイ市街地南部で発見された地下水のヒ素汚染域は、有機物を含む地層の分布とよく対応す
ること、地層の深度が30～40mあるいはそれより少し深いことから考えると、メコンデルタやガンジス平
野と同じ、第四紀海水準変動時の停滞性水域堆積環境で濃集した自然起源の汚染と考えられる。現在では
難透水層の「窓」を通した下位帯水層への漏水も報告されており今後モニタリングが極めて重要である。 
・バックボ平野がベトナムの今後工業開発の目玉になることは間違いない。ホーチミンには十分な土地がな
い。その計画の一つとして注目され、地下水を水源として期待している東側のタイビン県の地下にも、た
またま埋没谷が存在する。しかし、ハノイの谷に比べ小規模で緩やかで堆積物も薄く、地下水のポテンシ
ャルも低いと想定される。また、地表面が3～4ｍと低く、塩水浸入がすでにタイビン川沿いに遡上してい
る。したがって地下水収支の評価をし、水理地質的な理解を十分したうえで、今後将来の開発政策に十分
図10-5 Sea-level change of extreme western South China Sea in the last 
 20,000 years（modified from Tanabe et al., 2003） 
表10-1  Geohydrological succession in Bac Bo plain 
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活用する必要がある。 
 
１０．３   ナムボ平野 （メコンデルタ･ホーチミン平野） 
10.3.1   海水準変動からみた水理地質 
メコンデルタには、過去に５本の深い調査ボーリングがあり、最も深い孔は2000ｍを超えて基盤岩に達した
¹⁶⁾。また最近デルタの東部を中心として10ヶ所でボーリングコアが採取され、主として第四紀完新世の地質
と層相の変化が細かく解析された,¹⁶⁾,１７⁾,１８⁾,１９⁾,２０⁾。それらの結果と合わせて、最終氷期前後の海水準変動
とデルタの変遷について考察する。 
デルタは最終氷期に海退して陸化し、更新世の地層を浸食して下刻谷が形成された。過去のデータでは現在
のデルタ中央と東部にほぼ南北方向に刻まれた 3 条の埋没谷がボーリング結果から推測されていた²¹⁾。西側
の谷は、ベトナム側の資料では標高マイナス60mで閉じた凹地形と表現されていた。しかし、それは疑問で最
近の結果を総合すると違った結果になる。まずデルタ最下流の海岸線に沿った5本のボーリング(VC1～GC1)は、
ほぼ20mの深さで更新世の地層に到達し、完新世の地層は非常に薄いことが分かる(図 10-6)。内陸のボーリン
グDT1、VL1によればその境界は内陸側に向かって深くなるため、撓上した更新統の壁が海岸線に沿って潜在す
る形になっている。これは従来にはなかった新事実である。 
深さ70mを超える埋没谷が潜在すると思われる地点は、現在の段階で、内陸のドンタップ県のSa Bacの西
(DT1)と、ベントレ県の Giong Trom(BT3)で見つかっている(図 10-6)。後者の深さ 61m で採集された木片の年
代は13,200cal yr BPである。この2地点を結ぶ西から東に向かう谷が存在するのか、別の谷であるのか今の
ところ分からないが、以下の考察により、東西方向に連続した埋没谷があると筆者は考える。 
一つの推測はデルタ南の沖合の海底地形に2条ほどの谷の痕跡が追跡されるため、それぞれ2本のボーリン
グと結んだ南方向に開いた2つの埋没谷が、上記の壁を横断浸食して大陸棚とつながっていたということであ
る（図 10-6）。もう一つの推測は、2 本のボーリング方向に埋没谷が潜在するということである（図 10-6）²¹
⁾。それは、上部－中部更新世の帯水層に、海岸沿いの壁方向から塩水浸入がなく、地下水位も谷状に西から東
に低くなるためである（図 8-8）。従って連続した東西方向の 1 つの埋没谷が存在する可能性が高い。Ta et 
al.(2005)は後者の見解のようである¹⁹⁾。 
海岸沿いには更新統の撓上により被圧水頭が高くなって、塩水浸入を抑制する構造ができた。しかし埋没谷
方向には、内陸での水位降下に伴って浸入が内陸まで及びTDS（全溶存物質）が高くなったと考える方が自然
な解釈と思われる。上流域に淡水域が広いのはメコン川からの涵養によると考えられる（図 10-6）。さらに、
BT3の東沖合の海底にデルタの前置層となるプロデルタが存在することもこの考え方と調和する。 
その後 最新の海進（日本の縄文海進）による海域は、カンボジアとの国境線（標高5m付近）まで北上した
ため、西北部の基盤岩の山地と、東北部に散在する更新世の段丘を除き、現在の平野をほとんど水没させた¹⁶
⁾,１７⁾。その海進最盛期の年代は5,300cal yr BPである。その後高海水準期のプログラデーションが生じて、
デルタが前進してゆききわめて低平な現平野が完成した。  
この海進に伴って上に述べた谷は埋没したが、その層相は各ボーリングで細かく解析された。BT3（深さ71m）
とDT1(同53m）は、それぞれ深度58mと42mで更新世の地層（10,000cal yr BP）に達したが、埋没谷の基底（シ
ーケンス基底面)には到達していない。埋没谷は紅河のボーリング結果と同じように、最下位に河成の粗粒堆積
物があり、その上位に海進時に堆積したエスチュアリー堆積物とデルタ堆積物によって埋没した。更新世末の
地層である最下位の河成砂礫層と砂層は淡水を含む良好な帯水層となっている。BT3 の深度 40～50m には植物
片や有機物を多く含む内湾性の細粒堆積物がある。 
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デルタの南沖の海底では、海面下マイナス30m～40m付近に平坦な段状の地形が認められる。これは最新の海
進時に海水準上昇が一時停滞し、デルタから河口域の堆積環境が出現していたことを示している（図 10-6）。
その証拠は停滞水域とかん水域に生息するアシ原などを起源とするピートなど植物起源の有機質堆積物やカキ
など底棲貝類化石がボーリング試料に存在することである（図10-2）¹⁸⁾。 
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最近、メコンデルタの中央を流れるティエン川とハウ川に沿った浅い井戸（深さ60～70mまで）から、高い
ヒ素濃度（基準は 10μg/l）の地下水が数多く検出された（図 10-7）²²⁾。調査数は少ないが、50μg/ℓ以上の
高濃度汚染の割合は 38％でありガンジス平野に比べ非常に高い。ガンジス平野では浅い飲用井戸のなかで 50
μg/ℓ以上の高いヒ素の濃度の割合は 29％である。第四紀最新期の海進と海退の海水準停滞期にはこれらの地
域に、塩水～かん水域のラグーンや後背湿地ができ、有機質堆積物を含む細粒地層が堆積する層準を形成した。
それはヒ素が濃集する堆積環境と密接な関係があると推測される²³⁾。メコンデルタの帯水層の分布と、時代の
異なる帯水層の TDS 濃度の複雑な分布と海水浸入の機構、そしてヒ素を含む浅い帯水層の分布は、以上に述
べたように今回の第四紀最新期の海水準変動と埋没谷の解明によって、かなり深く理解できるようになった。 
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図10-6  完新統の等層厚線図と総溶存物質（TDS）と海底地形図 （ｍ） 
埋没谷と海面下 
にプロデルタが 
ある方向 
図10-7 メコンデルタの井戸地下水のヒ素濃度と分布（Nguyen,2006より作成） 
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1０.3.2  地下水開発と政策の変遷 
a.  メコンデルタ 
・ボーリングの結果を用いた今回の水理地質解析で明らかになった最も重要な点は、メコンデルタの埋没谷
の位置がはっきりしたことであろう。それはデルタ中央から、意外にも真東に開口している。完新世の基
底で約60m弱、シーケンス境まで70mの深さを超えているかなり深い埋没谷である。埋没層は細かく解析
され、深度40mと60m付近に沼沢性の有機物質を含むことが報告された。 
・このようにメコデルタの水理地質構造が明らかになったのは最近のことである。長い間懸濁した河川や運
河の水を飲用した当地域の人たちはこぞって地下水に安全な水源を求めた。しかし海水の浸入や残留塩水
（化石塩水）の調査や知識が十分でなかったため、乱掘を招き安全な水質や適度の水位を長く維持できた
井戸は少なかったと思われる。恒久的に利用できる深井戸の探査のためには多くの努力が必要であった。 
・筆者が初めて当地に調査に入った2004年、デルタ中部では深さ60mまでの井戸は塩分を含んでダメだと
いう地元の人の話しが良く理解できなかった。たしかに家庭用の井戸を調べるとそれ以深の井戸ばかりで
あった。これは、上記の解析からそこは完新世の埋没谷に沿った個所であり、残留塩分を含む谷埋め海成
堆積物が 60m ほどまで存在することから十分理由のあることであった。また、ヒ素濃度の高い地下水の
分布状況や、それが 70m 以浅の井戸から圧倒的に多く発見されたことも、推定した第四紀の埋没谷の存
在でかなり説明できることも分かった。ガンジス平野の機構と同じである。 
・このように、2000 年代になって完新世から中新世にいたる帯水層構造の重なりと、それぞれの地層中の
TDS（全溶存物質）の分布がほぼ明らかになった。第四紀最終間氷期の高海水準を示す更新世の段丘はデ
ルタ北部に露頭するのみで、他は全て地下に堆積している。堆積層の勾配は 3.8 万分の 1 とバックボ平野
の 1/4 と極めて緩やかで、動水勾配も極端に緩く地下水流動も遅い。多雨地とはいえ化石塩水が淡水に置
き換わるには余りに低平な土地であったのだろう。その様な地層が重なったデルタであるから、水質のよ
い帯水層に当たる井戸を掘削する作業はまるで、何層にも重なったジグゾーパズルの中から、幸運の女神
を探すようなものであったろう。それだけ、その TDS と海水浸入の地域は調査を進めるほどに想像を越
えて広範囲で複雑な形状を示し、良質の地下水を求める難しさが改めて理解された。これがメコンデルタ
の現状ということができる。したがって当地では水理地質的な理解が、地下水開発の政策に生かされたの
はつい最近であり、今後ともさらに短～中期的な開発の見通しは水理地質の理解を十二分に使って井戸を
選定し、地道に水源開発政策を進める必要がある。 
・短期に必要な施策は上に述べた汚染率の高いヒ素対策であり、中期は安全な水供給のための井戸掘削であ
る。安全な水へのアクセスが全国で最悪という汚名を返上するのはいつのことであろうか。ヒ素汚染被害
は拡がりをみせており、その対策は今後の調査結果次第では緊急な課題になりうる。 
b.  ホーチミン平野 
・ホーチミン（HCMC）はベトナムの南の港湾都市で交通の要衝であったため、フランス統治時代の 19 世
紀に水供給プラントが建設され、一部（ホックモン）は地下水を水源としていた。したがって古くから井
戸による地下水利用はあったようだ。 
・当地の大略の帯水層構造は南北方向の走向をもち、地層は東から西に傾いた単斜構造を示し、完新世から
鮮新世まで5層の帯水層から構成される。その傾斜は1/125と、関東平野の1/4であり、流動性は良いと
思われる。中・古生代の基盤岩まで市街地の西の端で深さ400mである。したがって西にゆくほど地層は
厚くなり透水量係数が大きくなるため地下水の出も良い。基盤岩も西に傾動する地塊で、メコンデルタの
基盤岩に続くのかもしれない。市の北には更新世の段丘が分布し、最終間氷期の高海水準を示すのはメコ
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ンデルタと同じである。HCMCの地下の第四紀最新期の地質発達史について細かいところは資料がない。 
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・開放政策後、急激な産業の発展と人口の集中に直面した HCMC は、その水源を地下水に依存した。それ
は急激な井戸の掘削数の増加に表れている。現在完新世から鮮新世まで5層の帯水層から150,000本の井
戸によって 2004 年まで約 530,000m³/日を取水している（図 10-8）²⁴⁾,²⁵⁾。無秩序で過密な開発が異常
なまでの地下水位低下（上部鮮新世の観測井で1984年～2003年間に約20m降下している、図10-9²⁴⁾）
や海水浸入を招いたのは当然であった。地盤沈下の観測はないが、発生していると推測される。以上のよ
うな事態になっていたにもかかわらず、HCMCは効果のある具体的な規制措置をしてこなかった。 
・2007 年にHCMC は大きな政策転換を実施した。HCMC では、全国に先駆けて（ハノイはすでに実施し
ていたと思われる）地下水揚水規制に関する規則を実施に移した。揚水規制は、下記の3つの内容で、個
別に決議書(Decision)が出ている²⁵⁾。１）HCMC の工業団地(工業団地以外は除く)対して、2007 年 2 月
に決定：地下水揚水許可証がない企業者に新規揚水許可証は発行しない、既に揚水許可証をもつ工業団地
に対しては揚水量の増加を認めない。２）同年 5 月に決定：HCMC の特定地域（29 区 (13 地区)）を地
下水規制地域に指定し、この地域の全地下水利用者(家庭、商業、工場すべて)に対して既存の地下水利用
量以上の揚水を認めない。３）同年同月に決定：HCNC全域において水資源(地下水、表流水)利用者(一般
家庭は除く)に課税する。本決定は1998年9月財務省告示の天然資源税に関する施行規則に基づいている。 
 ・その施行規則では課税額が石油や石炭と同じように天然資源の価値に対する一定の割合として定められ、
その割合のみが設定されただけであった。天然資源の価値は地方政府によって決定される。そのため 10
年の間、天然資源税に関する施行規則は存在していたが、水資源に関する税金は実際には徴収されていな
かった。成り行き任せで水理地質の理解が、具体的な規制政策に生かされず最悪の事態になって、初めて
上記のような対処をやっと始めた。その政策がこれからどう障害を克服してゆくか注目すべきである。 
・2007 年の一連の決議は、具体的には地下水を利用する企業に対して 40-160 ドン/m³(約 0.3-1.2 円/m³)の
税金を課すことであった。地下水利用料金が今まで無料で、水道料金が4500ドン/m³(約33.8円/m³)であ
ることを考えると、課税してもこの安さではとても地下水から水道へ移行する経済的な動機にはならない
と推測される。したがって今回の規制導入は、主に工業団地及び大量に地下水を揚水する企業を対象とし
たパイロットケースと思われる。それにしても市の決定はあまりに遅かった。 
・HCMC の地下水需要予測では、2020 年には 19 万m3/日の予測だが、2004 年まで約 53 万m³/日を利用
図 10-8 ホーチミン市の地下水取水量（Takizawa,S. et 
al.,(2008) & S.Ohgaki et al.,(2006)より作成） 
図10-9 上部更新世帯水層の地下水位変化（1994年4月
～2003年10月、Ohgaki,S., et al.,2006） 
＊1000 ｍ³/日  
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した地下水の代替水源の整備や主要工業の回収水率の可能性から推測しても困難と思われる（図 10-10）。
また、人口の急増と工業の上位業種（食品・清涼飲料水、化学製品、非金属製品）は水需要量を引き上げ
る要因になるだろう。2004 年現在 115 万 m³/日を 2 つのダムから導水しているが、サイゴンダムとその
下流の酸性土による汚染と河川の塩水遡上によって、浄水場の取水に問題が生じており選点に基本的な間
違いがある気がする。表8-5（100頁）に示された水需要予測との違いも懸念される。 
・タイの地下水法では地下水料金は水道料金を上回ってならないと規定している。最終的には地下水保全協
力金を加算して水道料金を上回ったが、地下水の抑制効果が顕著に現れるまで料金制度開始から 20 年も
かかった。企業者に対する地下水税の値上げ（ムチ）をする代わりに代替水源を供給する、あるいは回収
水の導入に対して補助政策（アメ）を導入するなど、ペアとなるバランス対策が必要である。これは日本
の歴史から学んだ教訓である。そして工業団地を HCMC の北から西に（地下水量は豊富であるし、海か
ら遠い）分散するインセンティブを推進することも代案として考えられる。 
・将来的に、地下水量は限界にあると見極め代替用水を早く準備したハノイと、重要な政策決定の判断が遅
れたため、無理な水利用の転換を市民に強いたHCMCでは、両市の政策施行の遅速の差は際立っている。
これからの数年の水政策が両市でどう展開してゆくか注意深く見守ってゆきたい。  
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１０．４   チャオプラヤ平野 
10.4.1   海水準変動からみた水理地質 
タイ湾の最北では、最終氷期の下刻谷（化石谷）と思われる痕跡が二ヶ所で認められる（図 10-11）²⁶⁾。西
のタチン川河口の南40km の沖合から深さ20m 以深で幅約 7 ㎞ほどの谷筋が見える。東のバンパコン川では河
口から西南方約24㎞の沖合に、やはり深さ20m 以深で幅約 100 ㎞の谷が入り込んでいる。両谷筋を分けてい
るのは深さ11～18m以浅の緩やかな盛り上がりである。ここはチャオプラヤ川から吐き出された新期の堆積物
によって埋積された可能性が強い。したがってタイ湾の奥は当初は幅が広い一つの下刻谷であったと思われる。 
最新の海進による海域はチャオプラヤ川の河口から約90㎞北のアユタヤ付近（標高6m）まで遡った。チャ
イナットの北まで広がる現在の平野のほぼ南半分が海没したことになる。この海進によって内湾に堆積したの
が内湾性堆積物のバンコック粘土層である。日本の有楽町層や、有明粘土層に相当する。非常に軟弱な海成粘
土で、かん水を含んでいる。層厚は最大約26mである（図10-11）²⁷⁾。 
図10-10 ホーチミン市の水需要予測（Takizawa,S et al.,2008）より作成） 
＊1000 ｍ³/日
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この粘土は地下水採取の対象ではないが、粘土層の最下位に、ラグ堆積物の砂礫層をレンズ状に挟む個所が
あり、最上位の帯水層Ⅰとして小規模に利用されている。この粘土層は下位の帯水層の過剰な取水による地下
水位低下によって、圧密を受け地盤沈下した地層である。実際過去に地盤沈下の被害が大きかった地域と、バ
ンコック粘土層の厚い地域は重複する。また、帯水層の地下水位低下により、かん水が下位層に漏水する可能
性も指摘されている。 
1990年代盛んに下位の帯水層Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ（深度300mまで）から揚水したため、地下水の塩素濃度が高くな
った。その際、明らかに海水浸入と考えられる沿岸部は別として、内陸部で塩素濃度が高くなった個所（例え
ばⅡ層(100～150m) のナコンパトム県の北端で最大8000mg/l、アユタヤ県の南端で4000mg/lが発生した）が現
れた(図 10-12)²⁸⁾。その分布は水位降下が大きい地域とほぼ一致する。さらに前者とほぼ同じ地域の帯水層Ⅳ
ではその濃度は4000mg/lと薄くなるので、帯水層Ⅳは塩水浸入とは関係がない。これらの地域の濃度分布はバ
ンコック粘土層が16～26mと周辺より厚い地域と似た分布をするため、バンコック粘土層のかん水が鉛直浸透
した可能性が高い。 
バンコック粘土層の分布域は、人口が集中し過去に地下水や洪水問題が顕在化した下部チャオプラヤ7県に
ほぼ相当する。現在、バンコック首都圏東北部郊外では総合治水対策中で、迂回堤防（キングダイクやインナ
ーダイク）とその外周の遊水池、内側での土地開発規制、大型地中排水トンネルなど精力的に対策が進められ
ている²⁹⁾。 
バンコックの東北部郊外から灌漑用水と一緒に流入してくる洪水を一時貯留する遊水池は、バンコック粘土
層の厚さが 15m 以浅の地域の東北部にあたる。1990 年代に下位の帯水層（Ⅱ）の地下水利用によって水位は
地面下24mに降下したが、地下水の塩素濃度は1000mg/l以下（図10-11）であった。現在の水位は回復途上
にある。そこは7県にとって地下水盆の上流域にあたる。しかも灌漑水は洪水に比べ細粒土を沈殿させている。
ダイクの外に配置された遊水池を利用して地下水の人工涵養地域とする条件として悪くないと思われる。 
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10.4.2  地下水開発と政策 
・地下水を規制し障害を抑制する過程でタイが最も日本と異なる点は、最初に「地下水法」を制定し、その法
律の下で政策を実施してきたことである。バンコックの地下水問題とその対処法は関東平野のそれと類似し
図10-11  Bathymetric contours in north Gulf of Thailand & mangrove 
Isopach map of Bangkok clay in south Chao Phraya Basin 
図10-12  Chlorite content in Aquifer (2),1993 (*1000 mg/l) 
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た点は多いけれども、タイの事業が迅速に進捗した所以はそこにあると思われる。 
・さらに、両者が位置する自然条件の違いが大きく影響しているのであろう。バンコックを含むチャオプラヤ
平野は約2万㎞²の広さがある。関東平野の4倍である。しかし河口から約200㎞の最上流のチャイナットで
も標高は約20mに過ぎない。非常に低平な平野で、関東平野の1/10の勾配である。とくに人口と産業が集中
する南部7県は標高が2～5m以下と極端に低いデルタをなしている。主河川のチャオプラヤ川は下流域で細
かい曲流を繰り返し、古来洪水の被害に見舞われてきた沼沢に囲まれた土地であった。18世紀に建設された
バンコックの都市も「土取りと盛り土」で構築された町で、縦横に走る運河と小規模な堰堤で守られている。
そのような土地に発生した地盤沈下はまさに「晴天の霹靂
へきれき
」であり、「死活問題」であっただろう。 
・地下水法は今日まで 2 度の改定を経ているが、1 回目に料金体系が加えられた位で基本的な内容は変わって
いない（1回目1992年、2回目2003年）。法律は通常主管する省と部局が統一されており、地下水管理は2002
年の行政部門の大改革で産業省鉱山局から、天然資源環境省の地下水資源局に引き継がれた。タイには農業
灌漑を統括する王室灌漑局（RID）という伝統ある局があり、農業用水との役割分担はよく分からない。 
・「地下水法」の第3条には地下水とは大臣が公告する地下10m以深にあって土壌や砂や石に含まれる地下の水
と定義してある。これは地下水は農業用水も含めて全て、地下水資源局が一元的に所轄することを意味する。
以上のことから、地下水を所轄する官庁はタイでは一元化され、日本の縦割りの水行政との違いがはっきり
としている。このような行政体制のもとで、タイが試行錯誤を繰り返しながらも、大きな方向性を間違うこ
となく、以下のような地下水保全政策を推進できたのは当然のことという気がする。 
・チャオプラヤ川南部地域に人口が集中し、産業が発達して都市用水は急激に増加した。とくに地下水は1955
年頃から手軽で安全な水源として使用され、南部で需要が伸びた。その結果1968年に地盤沈下が初めて報告
された。以来今日までその累積量は約1mである。以下の説明は第6章と重複するので簡潔にする。 
・地盤沈下の度合いと水位降下量で地下水取水の規制区域が設定された。しかし地盤沈下はその区域外に拡大
した。日本の規制と同じことの繰り返しである。のちに規制区域は南部7県全域に拡大されるとともに、区
域分けの規制値も厳しくなった。しかし、まだこの時には JICA の地盤沈下の最終報告（1995 年）は出てい
ないので、地域指定は、予測結果に基づいた訳ではなく、安全側をみて南部7県に大きく網を拡大したとい
う意味合いが強いと思われる。   
・公共水道井戸を除き地下水料金制度が1985年に導入され、一時的に抑制効果をあげた。アジアで初めてのこ
とで画期的なことであった。しかししばらくすると効果は薄れ9年後（1994年）料金は3.5倍値上げされた
が、高度経済成長の只中
ただなか
で目だった抑制効果はなく増加し続けた。そのため6年後料金は2.5倍値上げされ
た。この時すでに工業用水は1997年の金融危機から取水量は減少傾向にあり、抑制傾向が顕著になった。さ
らに2004年から段階的に地下水保全協力金が加算され、その額は2006年までに地下水料金と同額まで一気
に値上げされた。この強引で好妙な策の結果料金は倍増し取水量は激減した。1997年の通貨不足の経済危機
の影響と大幅な値上げは、産業界に二重苦となったようで不況下のタイの地下水利用は急激に減った。 
・集金された地下水料金等は政府予算とは別に、地下水資源局のもとに開発基金とされ事務・運営費と研究開
発費として歳出される。いわば地下水目的税として、地下水資源局が独自に予算を確保した点は地下水保全
策の遂行のため大いに評価できる。2003年現在45.5億円に達したが、現在減少している。 
・1992年から始まったJICAによる地盤沈下の予測報告は1995年に提出され、幾つかの取水量シナリオに基づ
いた地盤沈下の予測値が出された。他に規制区域の拡大や地下水料金等の提言があった。この時までの水理
地質情報はこの調査で集大成され、以降政策に十分生かされた（図-11、図10-12）。 
・工業用水は1997年の148万m³/年から2003年の75万m³/年までほぼ半減している。この代替用水がどう確
 146
保されたのか。MWAとPWAの供給量は2002年から2005年まで354万m³/日から422万m³/日に68万m³/日だ
け増加した。統計年度が違うし、この間5万人の人口増加もあるので正確なことは言えないが、代替分を補
ったようにみえる。農業専用であったパサックダムの一部が水道用に振り分けられたが、今後もこのレベル
で推移するかどうかなど大きな問題点が不明である。また気がかりなのは企業者側の意見が伝わってこない
ことである。ある大手の製麺業者は個人で浄水装置を装備して操業していると窮状を訴えた。 
・以上の経過を総括すると、タイでは地下水の規制地域の指定政策に水理地質の結果や地下水位、地盤沈下量
の観測結果を数値目標として良く反映しており、しかも一元管理化の官庁のもとで対応が早い。とくに地盤
沈下は低平地の洪水問題と密接に絡んでおり、緊急に解決すべき課題であったことは事実であろう。 
・しかし、回収水利用への補助金などいわゆる「アメ」の政策がなく、代替用水とすべきMWA、PWAの漏水率の
高さや上水の水質の不安定さなど、「ムチ」に相当する政策ばかりが、5割を超える地下水利用者である工業
関係者に向かうのは少し産業振興の点から厳しすぎるという気がする。 
・バンコックの次の課題は、現在進行中で2018年を目標年とした「総合治水対策」である。ここに今まで明ら
かにされた水理地質の情報が生かされ、地下水の人工涵養に結びつくことを再度提言する。 
 
１０．５  ガンジス平野 
10.5.1 海水準からみた水理地質 
JICA はガンジス平野のほぼ中央にあたるジャムナ川とガンジス川の合流点付近で行なったボーリング調査
の際、深度110mで木片を採取し、28,320年前の放射性炭素年代を得た(図10-13の JICA Boring)³⁰⁾。その上位
（深度90～100m）に河川の砂礫層がある。この結果によって初めて、ジャムナ川の地下に更新世末期（最終氷
期、18,000～19,000年前）に相当する河成の基底礫層が堆積し埋没谷が存在することが判明した。 
したがって、それ以浅の堆積物がほぼ最新期の海進に伴う堆積物に相当する。それは、下位から中粒砂層（厚
さ30m）、細粒～中粒砂層（厚さ20m）、その上位がシルト～細粒砂層（厚さ30m）である。さらに、約200㎞南
にあるクルナでは深度40mまで地質がボーリング調査され、ジャムナ川の地下に分布する地層と対比され南に
傾斜してつながると推定された³¹⁾。最近クルナの東南 Bagerhat で実施されたボーリング（BH-1,深度 90m）で
60m以深に河成の砂層が厚く存在し、深度55mの木片から9219calyrBPの年代が得られた (図10-13)³²⁾。 
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図10-13 古い下刻谷筋、海底谷ヒ素汚染率の高い地域、地形表高線 
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一方、ジャムナ川からクルナを結び、その南の延長にあたるベンガル湾の海底約55㎞の沖合まで続く、水深
100m に達する明瞭な海底谷が認められる（図 10-13）。このことから、最終氷期にこの海底谷と現在のジャム
ナ川を結ぶ方向に旧河川谷が連続していた可能性が強いと考えられ、これを古ジャムナ川と新称した¹⁵⁾。この
海底谷は、海岸線からさらに約150㎞の沖合までゆるく西に大きく凸状の弓なりに追跡され、その深度は急激
に深くなり最大1200mを超える。このため、最終氷期の海退時の浸食による下刻谷のみとは考えられず、沈降
を伴った海底構造地形と重複していると推測される。 
以上述べた海底谷の東方約 300 ㎞、現在のガンジス川の河口沖にも、南北方向に水深 50m まで緩い傾斜の
海底谷があり、現在のガンジス川の河口の延長にあたる。この二つの谷は現在の陸地にある埋没谷の方向と連
続すると想定される。谷が浸食され形成された時代は、海水準が現在より約120m下がった最終氷期に相当する
可能性がある。 
筆者はガンジス平野の西半分は、ガンジス川の右岸に弧状に伸びる何条もの自然堤防を作りながら吐き出さ
れた氾濫原堆積物により、完新世の比較的早い時期に埋没されたと考えた¹⁵⁾,３２⁾（図 9-3）。そのため、古ジ
ャムナ川を流下する堆積物の供給は早く絶たれ埋没谷となった。その後、ジャムナ川は流路を失ってガンジス
川と合流し流路を東遷させながら東流を続けたため、東の海底谷は現在まで河川が供給する堆積物によって埋
没され不明瞭になったと考えられる。この 2 つの埋没谷は、ヒ素に汚染された地下水の割合が 20%以下と極端
に低い井戸の分布域と深いかかわりをもっている¹⁵⁾。 
ガンジスデルタ形成の上で重要なことは、膨大な土砂がガンジス川とブラマプトラ川という2つの大河を通
して流れ出てきたことと、その堆積の場が時代と共に大きく変遷したことである。Goodbred Jr.,（2000）らはボ
ーリング調査と共に過去の結果と最近の年代測定値を総括して、当平野の第四紀における構造発達史をまとめ
た３２⁾,３３⁾,³⁴⁾。そのなかに上記の推測を裏付ける部分がある。「ガンジス平野の西部では7000cal yr BPまでに、
海水準の上昇を上回って堆積物がガンジス川から供給されたため、海岸では堆積物が押し出し多数のバイパス
を作ってデルタを急速に広げた。そのためブラマプトラ川の堆積物は内陸の構造性盆地に隔離されてしまった。
その結果海進は東部デルタに沿って進行した。次いで 5000cal yr BP までに、2 つの河川は流路を変え合流し
て東部デルタに沿って流れるようになった。これが今日のガンジス川で、3000cal yr BP には現在のデルタの
形はほぼ出来上がった。」とあり、すでに述べたジャムナ川の閉塞とガンジス川の東遷に地質的な裏づけをした
ことになる。ベンガル湾沖の西の海底谷が明瞭に残り、東の海底谷の傾斜が緩く地形が不明瞭になっている違
いは、谷の下刻後、海水準が上昇する地質時代にもたらされた堆積物の量の違いであろう。 
バングラデシュにおける最新の海進（日本の縄文海進に相当）は、沿岸植物の花粉の研究から現地形標高の
3.5m前後といわれている（図10-13）³²⁾,３５⁾。Goodbred Jr.,の結果は地表に近い軟弱層の圧密沈下を考慮した
ため、全体に標高は低くなっている（図10-14）。他のデルタに比べ堆積の速度が非常に速いため不確定な部分
も多い。また、最新の海進時に 2 度の停滞期があった。とくに現海面下30～40m 付近では 2000 年間ほど海水
準上昇が停滞した。ガンジス平野でもマイナス30m～40m 間の長い停滞期が明瞭に見て取れる（図 10-14）。こ
の間にかん水が漂う河口域やデルタが形成されたと考えられる。そこでは、後背湿地や氾濫原が形成され、マ
ングローブやアシなどの湿原植物が繁茂したため大量の有機物が堆積した。これが現在バングラデシュの地下
30～40mにみられるピート層の起源であり、ヒ素が濃集する地層である³⁶⁾。 
図10-13 に示すように、この最新期の海進による海域の北の範囲は、ヒ素濃度が50μg/l の健康基準値を越
える井戸の割合が60％以上の地域の北限（標高3.5～4.0m）とほぼ一致する。さらに、ヒ素に汚染された地下
水は100mより浅い井戸から取水される。これはヒマラヤ山脈の上流から鉄酸化物に吸着して流下してきたヒ素
が、最新期の海進の時に、流れの停滞した河川環境（エスチュアリーからラグーン）のなかで繁茂し枯死した
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植物遺骸内や泥に濃集し堆積した結果と考えられる。バングラデシュの潮位は現在3.3m～3.8mと比較的大きい
が、過去も同じレベルであったと仮定するとその潮位差と波浪による浮泥堆積作用で、その範囲は海成層の分
布限界よりさらに上流側に広がっていたと考えられる。 
この海水準の停滞期には、デルタは発達せずに、遊水池や後背湿地、三日月湖には葦や藻類、マングローブ
などの植物が繁茂し、枯れてはその場に埋もれてゆく。海岸には湾岸流によって砂丘やラグーン（潟湖）の潮
間帯が発達する。この環境はやがて有機物を地中に封じ込め厚い有機物層（ピート）となる。有機物はバクテ
リアによって酸素を消費し還元状態になる³⁶⁾。 
Stagnant stage
 
 
 
このような見方で、今回調べた沖積平野を眺めると、チベット高原から雲南省に源を発する、メコン川、紅
河、ブラマプトラ川、ガンジス川の最下流の平野では、ヒ素汚染が報告された。しかしその前縁山地を流域と
するチャオプラヤ平野では報告されていない。今回調査対象外であったミャンマーのイラワジ川は後者の流域
に属し、サルウィン川は前者に属するが、ヒ素の状況は判らない。ヒマラヤ山脈の南側の前縁を東西に走るシ
ワリク丘陵の南麓に広がるネパールのテライ平野でも高濃度のヒ素汚染地下水が見つかっている³⁷⁾。かなり
広域の話であるが、今後の研究対象として興味深い。 
10.5.2 地下水開発と政策の変遷 
・ガンジスデルタは広大な沖積平野であり、ローカルな掘削技術でも簡単に深さ100m程度の井戸を掘り、生活
用水の地下水を得ることができる。そういう専門的な水理地質学を必要としない時代が長かった。 
・バングラデシュでは1971年の独立以来、西ベンガル州ではそれ以前からユニセフを含む外国の援助により主
に安全な生活用水確保のため井戸が掘られた。英国は1980年代始めから深井戸によるODA灌漑プロジェクト
を始めた。この時点では全てが順調にゆくかにみえた。 
・しかし、1983 年コルカタ市の東で地下水中にヒ素が発見され、ヒ素中毒症状の患者も見つかった。その 10
年後、バングラデシュの西北で同様の発見が報告された。その被害は今日も広範囲に続いている。 
・ヒ素発見後に両国で大々的な調査が開始されたのは当然のことである。英国地質調査所（BGS）も1998年に
バングラデシュで井戸水のヒ素濃度のスクリーニングを始め、やがてBAMWSPに引き継がれ2006年6月に終
了した。この間世界各国の研究者が両国を訪れ、膨大な調査結果を残した。ヒ素の濃集、溶脱、除去、浄化、
治療など各方面の成果を公表した。 
・この多数の犠牲者を出し、現在も恐怖が続く歴史的な経緯からすれば、水理地質的な成果は安全な地下水の
確保という重要な課題に関して完全にあと追いになり、予防政策に全く役に立たなかった。しかし、今後の
図10-14 ガンジス平野の海水準変動（added to Goodbred Jr.,2000） 
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被害の拡大防止には、低濃度汚染地域の選別、上位帯水層の適正な揚水量の目標数値の設定や下位帯水層と
の漏水問題³⁶⁾、灌漑用井戸との競合など積極的に関与すべき点は多い。 
・筆者は2005年に初めてバングラデシュを訪れ多くを知らないが、現在最重要課題である「安全な地下水を得
る」政策ツールとして、多くの成果のなかで最も役に立ちこれからも大きな指標となるのは、大きく分けて
2つあると評価している。一つはBAMWSPの全国のスクリーニングとBGSの調査結果、砂・砂礫を使った浄化
槽の発案というハード面であり、2 つ目は集落ごとに浄化槽を建設・運用・維持管理の流れで動かしてゆく
地方組織つくりを担うソフト面の構築である。現在現場ではこれらの結果に基づき事業が着実に進められて
いる。後者の活動にはJICAの貢献が大きい。 
・また、筆者は独自の第四紀海水準の水理地質解析の結果から、ガンジス川北部に広がる段丘堆積物の潅漑水
を利用した地下水の人工涵養と、古ジャムナ川の下刻谷（化石谷）に沿って、うまく自然地形を生かした洪
水排水路と地下水人工涵養および地下水のヒ素汚染濃度の軽減策を提言した。これらは従来考えられなかっ
た案である。 
 
１０．６  長期の気候変動予測 
21世紀に入って、技術の発展により地球の温暖化に伴う気候の変動予測はかなりの精度でできるようになっ
た。その手法は降水量モデルと河川流動モデルの併用によって河川流量の変動予測に結びついている。気象研
究所によりその予測は、東アジアでは 20 ㎞間隔の格子点で解析できる段階まで発達し、長期的な水資源政策
を立案する手段として有効なレベルに達しつつある³⁸⁾。 
その予測には IPCC の A1B の炭酸ガス濃度の増加予測シナリオを採用している。ここで注意しなければな
らないのは、その中庸のA1Bシナリオにしても、過去40万年間の大気中炭酸ガス濃度の変化の範囲を大きく
振り切って増加しているということである。そのなかでアジアに関する結果を包括的にみると、年降水量は東
～東南アジアにかけて増加し、反対に中近東～中央アジアにかけて減少傾向にある（図10-15）³⁸⁾。それは現
在の状況がさらに増幅され、多い地域と少ない地域の対照がさらに強調されるパタンになる。また、降水量の
変動に伴う河川流量の季節変動においても雨季と乾季の変化が激しくなると予測されている（図10-16）。その
結果として河川流量は、雨季に洪水が増え、乾季が長引き干ばつが増えることを示している（図10-16）。 
本論では公表された IPCCのモデルとCRESTの研究で明らかにされた結果を用い、東南アジアから南アジ
アにかけての２１世紀半ば以降の長期的傾向から導き出される水循環や水理地質的な側面に与える影響を推察
し、政策立案に資する問題点を論じた。 
10.6.1   気候変動によって予測されるガンジス平野の脆弱性 
a.   水循環系への影響 
年間降水量が増加し、その季節変化－年最大流量が増え、年最小流量が減る－は洪水や渇水が増える可能性
を示している。河川流量のなかで洪水として流失する流量が増加することは、地下水涵養に貢献する基底流量
の減少を招き、地下水貯留量の減少に至る。洪水や渇水という極端化した現象は、人間社会に対する影響が極
めて大きい。 
b.   海水準上昇と国土保全への影響 
海水準の上昇により海水浸入が内陸におよび地下水の塩水汚染が進む。平野は極端に平坦で標高の低い沖積
平野であるため、影響は内陸の広範にわたる。海面が50cm上昇した場合、バングラデシュ国土の10％が水没
すると言われている。バングラデシュは現在でも河岸の浸食や流砂の堆積が進んでおり、国土の保全にさらに
大きな影響がおよぶと予想される。塩水浸入や洪水による国土の不安定化は人口の流失や反対に安定した土地
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への集中を招き、衛生環境の保持と生活用水の確保をさらに困難にする。 
c.   地下水開発の競合と国際紛争への影響 
渇水は灌漑用水の不足とその代替として灌漑用井戸の汲み上げ量を増加させ、生活用水源としての浅井戸（深
さ約 100m 以浅）と競合しその枯渇とヒ素の漏水を招く恐れがある³⁹⁾。地下水開発の対象は国境にまたがっ
た帯水層であるから、過度の開発は上流に位置するインドと国際紛争におよぶ恐れがある。 
d.   ヒ素汚染と人口増加への影響 
ヒ素に汚染した地下水を長年にわたって飲用し健康をそこねた患者より、過去に井戸を開発した ODA やユ
ニセフに損害賠償を請求する訴訟が発生している。この事例は法的な面からも汚染地下水に脆弱性が潜んでい
ることを示している。南アジアの人口増加率は世界平均を上回り、その増加の圧力は生活用水と、食糧の確保
の点から灌漑用水のくみ上げを増長し、上記の社会的な不安定要素を増大させる恐れがある（図10-17）。  
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図10-15 中近東から東アジアに、上口かけての年間平均降水量の将来予測（鬼頭・保坂・上口・野原，2008による）
図10-16  将来の年間の月別河川流量の変化予測（鬼頭・保坂・上口・野原，2008による） 
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ま と め 
本章では熊本地域を除く、モンスーンアジアの沖積平野の地形や水理地質の形成に大きな影響を与え、第四
紀最新期に世界的規模で発生した海水準変動に焦点を当てた。その変動のなかで、形作られた各地の帯水層構
造や過剰な汲み上げにより生じた地下水障害の特徴を整理した。いわば、各章で地域別に述べた水理地質や地
下水利用とその障害を東アジアから南アジアという広域的な視野で俯瞰
ふ か ん
した。しかし、ここでは水理地質学の
技術的な問題が焦点ではない。要点は長年にわたって続けられた各国の、さまざまな地下水利用法や保全対策
に、水理地質学を代表とする技術的な理解や知識が、どのように施策の立案や実施に活用され、適格に運用さ
れたかどうかについて検証することである。うまく活かされなかった場合にどう事態が動いたかその経緯にも
注視した。この点広域的に考察すると、ベトナムのハノイとホーチミン、日本の関東平野とタイ・チャオプラ
ヤ平野は、それぞれが政策遂行の点で好対照を成している。共通する点ももちろんあり、一概に優劣は決めら
れないが、肝要な点で一線を画して全く別の政策を推進した経緯が目に付く。 
前者は水収支結果から早くに地下水の可能量を予測し代替水源を準備したハノイと、過剰な揚水を続けて塩
水浸入の障害を招き、代替水源に現在も技術的問題を抱え厳しい政策運営を背負ったホーチミンである。後者
は早くから「地下水法」によって地下水を一元管理し、地域指定と地下水料金制度を導入して障害を抑制した
など独自の政策を迅速に進めたタイであり、対する日本は「特別２法」等により代替水源をダム建設によって
大規模に開発し地下水取水量を減少させた。現在は流域単元の水循環収支結果をもとに地域性に応じて地下水
保全政策が行われている。次に、ガンジス平野は豊富な資源に恵まれ地下水を多量に使い、広範囲なヒ素汚染
という将来への不安を抱えながらも技術的な処理法に試行錯誤を繰り返しつつ、その維持管理と運営組織に前
途多難な途を着実に歩み始めたバングラデシュである。しかし国民がみな安全な地下水を利用できる日までま
だ途ははるかに遠い。 
図10-17 バングラデシュにおける乾季の地下水灌漑による米の増産（左上）と井戸の
増加（左下）および 稲の葉、茎、米粒のヒ素の集積量（mg/kg） 
 152
以上のように本章では水理地質構造、地下水利用、地下水障害など地下水に係わる技術的な側面と、その抑
制や規制に向けた社会システム・政策的な対応や抑制策などとの接点に焦点を当ててきた。各地の経過を振り
返ると、技術側と実際に障害や被害を緩和するために政策を立案し、社会を動かしてゆく行政側に認識のズレ
が大きい。技術的な理解や予測がうまく活用されるには、相当な時間がかかり、技術が先行して行政が後追い
をする事例がほとんどであった。ヒ素汚染では多くの犠牲者が出た。 
しかし、1990年代辺りから、両者に良好な関係が構築されつつあると思われ、これは国際的な地球環境問へ
の関心の高まりが根底にあると理解される。国際的な会議の場では地球環境の保全という困難な共通課題を通
して技術者と政策決定者の会話の機会が多くなったからに違いない。多分野の人を説得する機会もあったはず
である。 
次章からは、本章までの各方面からの考察を踏まえて、今後技術と政策の両分野の係わる人の間にタイムラ
グがなく、障害を予防し被害を最小限にするためにどのような方策を考えたら良いのか、時間と分野別の優先
順位を振り分けながらシナリオを提案した。   
 本章の最後では、気象研究所が発表した東南アジアから東アジアの長期気象予測に基づいて、河川の水資源
と地下水に潜在する「脆弱性」について触れ、21世紀半ばを見据えた水資源政策に活用すべき段階にきている
ことを政策決定者に訴えた。とくに東アジアについて有用性は高いと思われる。 
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39）Ahmed,M.F.(2003) Fate of Arsenic in the Environment. Tokyo,United Nations University ,208pp.  
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第 １１ 章  持続的な地下水利用に向けた政策シナリオ 
 
１１．１   基本的な考え方 
本論ではモンスーンアジアの平野に位置する代表的な大都市圏を選び、その地下水の利用と障害および復興
に向けた保全政策について総覧し、比較研究を試みた。その結果、20世紀の早くから地下水を開発した日本を
除き地域によって時代は異なるが、1950年代より地下水は貴重な水資源、とくに都市用水（工業用水＋生活用
水）として利用されてきたこと、しかし長年の過剰な汲み上げによって地下水障害が発生したこと、そのため
今後とも地下水をできる限り持続的に利用するために、その対策に長年苦労していることが、共通の課題とし
て浮かび上がった。近年いずれの地域も急増する人口を抱え、産業が発展する沖積平野であるため、地下水の
重要性はさらに認識されている。選んだ地域は人口が急増するベトナムのバックボ（紅河）平野、メコンデル
タ、ホーチミン平野、タイのチャオプラヤ平野、およびバングラデシュとインドにまたがるガンジス平野であ
る。それに日本の関東平野と熊本地域である。 
本論は以上の地域の検討結果をもとに最終的に、今後持続的に地下水を利用するため、地下水を取り巻く水
循環を再生し、保全する施策のシナリオを提言することが目的である。その施策は、各章の末節においてその
つどまとめ、第 10 章では技術と政策の間の「適合性」あるいは「食い違い」について論じた。本章では、各
地の問題点と施策を再度整理したうえで、各地の状況を一覧して比較し表にまとめた。 
もとより、本論に述べた多様な地下水をめぐる問題に対して、全てに適用できる万能の「一般解」となるよ
うな施策シナリオが存在するとは考えられない。しかし、ひとつの手がかりとして、地球サミットで採択され
た「アジェンダ21」の第18章｢淡水資源の質と供給の保護：水資源の開発、管理及び利用への統合的アプロー
チの適用｣のなかで、具体的な行動計画を示した｢統合的水資源開発及び管理｣ に書かれているように、持続的
な発展に向けて「総合的に考えて、総合的に運営」する視点を軸にして、各国の自然や社会的・経済的な地域
性を考慮しながら、現場で得た事例を整理した。このような過程から「地域解」を具体的に積み重ねることに
よって、応用範囲の広い施策シナリオを考察できるのではないかと考えた。 
次に、施策には実施するにあたり、ものごとの順序からも時間的にも優先順位があるはずである。その点は
４段階に分けてより具現性のあるシナリオになるような枠組みにした。 
 まず、本論に入る前に今回取り上げた平野の人口、都市用水量、地下水利用量、地下水依存率、地下水障害
などの概要をとりまとめた（表11-1）。工業用水の統計は不明な地域が多い。この表では各地域の保全施策に
ついては、すでにそれぞれ各章で述べ、次節11.2で再度簡潔に整理するので省いてある。また、地下水問題を
考える際、重要な要素である地下水依存率は現在の数字で示してある。現在は低い地域も障害が発生した当時
は高かったと思われるが、信頼できる数字は残っていない。関東平野は関東圏の数字から周辺県を人口比で差
し引いた数字で示した。次に、各地域の地下水問題を理解するに当たって基本的な視点とした日本の地下水使
用量を抑制した動機のキーワードを供給側と需要側の観点からから表11-2まとめた。 
以上の記述をもとに、各国・地域の地下水保全施策の現状と問題点について章末に表11-3として一覧表で示
した。このなかで優先的に推奨される施策シナリオを色付け枠で明示した。なお、表11-3の作成に当たっては
Ohgaki.S et al.(2006)¹⁾の表の様式の一部を引用し、Takizawa,S. ed.(2008)²⁾を参考にした。なお、本章では参考
文献は各章との重複を避けて最小限に留めたことをお許し頂きたい。   
 
１１．２   各地域の地下水問題と保全施策のまとめ 
  11.2.1   日本 - 関東平野と熊本地域 
 156
 まず日本を代表する関東平野において地下水の利用が始まり、やがて地下水障害が発生してから、その利用
を抑制し障害を緩和するに至った歴史的な経過を整理しておこう。日本の地下水問題が集約された関東平野を
中心として日本の経験から学びうる施策と、関連する重要な時代動向は次のようにまとめられる。当然施策に
は成功例と失敗例があるが、両面において他地域の参考となるはずである。日本の経験は、本論の全体地域を
俯瞰
ふ か ん
する基本的な視点であるから、第 3 章や第 10 章と重複する部分もあるが少し細かく整理した（参考文献
はできる限り関係する章を参照されたい、以下のアジア地域も同じである）。 
     
表11-1 今回比較研究した各平野の自然側面と地下水利用の概要（ガンジス平野はバングラデシュ側のみを記した） 
代替水源
指針
総合治水
対策―地下水料金地下水料金保全プラン
環境
基本法
政令、指針地下水法政令政令政令地下水保全条例特別2法法律等
その他
△、浄化水●、地表水から補給△
●、地表水
から補給
●、地表水
から補給△△需要予測
ヒ素地盤沈下、塩水化塩水化、ヒ素
地下水位低
下、塩水化
地盤沈下、
ヒ素
地下水位
低下地盤沈下地下水障害
97（？）25（26）100（100？）29（？）100（100）100（100）17（16）地下水依存度（％）
220759030?8732175生活用水地下水（万m3/日）
225？約3009010587321030生活用水需要（万m3/日）
？162100?？約10043320都市用水地下水（万m3/日）
？628100？160約100432000都市用水需要（万m3/日）
約450010701616612312963330人口（万人）
ガンジス
南部
ﾁｬｵﾌﾟﾗﾔ
南部
メコン
デルタ
ホーチ
ミン平野
ハノイ
首都圏
熊本
地域
関東
平野平野
供給予測 ：○供給に余裕がある △：供給に問題がある ●：供給に余裕が無い、カッコ内の数字はバングラデシュ
の数字（1979年）、各国で統計年度は多少異なる。地下水依存度は対生活用水（対都市用水）％で示し、水源が地
下水しかない地域は依存度が両者とも100％となる。工業用水用地下水の統計は不明なところが多い。
 
・法律上地下水はその土地の所有権に属し、他人の権利を侵害しない範囲で個人の利用が認められた³⁾。 
・産業の発展と共に長く続いた過剰な地下水開発は、地盤沈下と洪水、塩水浸入等の災害を招き、とくに1960
年代から顕在化し、復興に大きな社会的・財政的な負担を強いた。 
・1956年に工業用水を規制する法律、1962年には都市の建築物等の地下水使用を規制する法律が制定された
⁴⁾。この2法は特定目的の、特定地域の地下水を規制する特別法で、主要都市圏に適用され日本全国に適用
されなかった。 
・主要都市圏では代替水源は別の法律（工業用水道事業法、1958 年）によって建設が保証された。東京では
1965年から工業用水の給水が開始され地下水利用量は減少した。しかし地盤沈下が沈静化するまで2法の制
定後10年ほどを要した。その時期はほぼ第 1 次オイルショック（1973年）と重なる。しかし、地下水障害
はその後上記2法の法律の適用を受けない主要都市圏の郊外や地方に波及した。 
・全国に広がった地盤沈下等の根本的な解決を目的として、1974～75年ごろに河川と地下水の水行政を包括す
る地下水法の議論が関係省庁でなされたが成立しなかった⁵⁾。現在も制定の動きはない。 
・この間に、公害対策基本法（1967 年）、水質汚濁防止法（1970 年）の制定や、下水道法（1970 年）改正が
行なわれた。これは公共水域に排出する使用済みの水の水質が監視され、地下水の利用に抑制効果をもたら
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した⁶⁾。1970年公共用水域や地下への排水の水質を規制する法律が改定されるとともに、下水道整備によっ
て下水量に料金がかかるようになった。生活用水は下水道法によって規制された⁷⁾。 
・工業用水の回収水の回収率は1965年から1980年の間に36％から74％に飛躍的に向上した⁸⁾。また、工業用
水の使用水量原単位も1975年から1991年にかけて、25％減少し企業の節水努力が明らかに認められた。 
・1973年の第1次オイルショック、1979年の第2次オイルショック、1990年代の経済不況によって、水の需
要は1987年に作成した国の「ウォータープラン2000」で予想された伸びを下回り、プランの改定が1999年
にされた。都市用水は平水年において供給は需要に追いついたと認識された⁹⁾。また、同プランでは水源確
保の目標は利水安定度の向上に、その手法は既設施設の有効利用に政策転換された⁹⁾。 
・20世紀末に世界的に淡水資源に対する危機感が高まり、国際会議の場で水環境の水質と量の面から、保全と
持続的な発展を基本理念として水資源を利用するため多くの提言がなされた。特に 1992 年の国連会議地球
サミットでは、淡水資源の質と量の供給の保護の章を設け、水資源の開発、管理および利用に向けて、各国
に統合的アプローチの適用と行動計画の策定を求めた¹⁰⁾。 
・翌1993年その理念を受け、日本では環境基本法が制定された¹¹⁾。環境基本法では「水環境が良好な状態に
保持されること」と明確に規定された。その規定に従い地方自治体も同じ趣旨の条例を定めた¹²⁾。 
・ここに、初めて全国的に地域性に応じて地下水管理ができる法的な体制が整備され、地方自治体は条例に則
って流域や地下水盆ごとに地下水管理を始めた。この地方自治体が先行した動きは注目されるべき制度とい
え、そのなかで自治体が情報を公開し、地域住民が施策の遂行に参画する新しい動き（ローカルガバナンス）
が生まれてきた¹³⁾。 
以上の歴史的経緯のなかから、日本が学んだ地下水需要を抑制する動機付けと水循環の再生に向けた施策を
供給側と需要側に分けて整理したのが表11-2である。ここに挙げた歴史的な経験からも、「緒言」に提案した
社会環境に幅広く目を配って地下水の保全を図る「地下水環境学」の必要性が理解できるのではないかと思わ
れる。 
 
最近の新しい動きとして, ローカル・ガバナンス (地域の枠組み又は秩序）がある。これは従来
まで地方自治体が行なうものと考えられてきた施策の決定や施行に地域住民が参画する仕組
みで、その段階は情報公開 ・相談 ・共同体作り ・代表団参画 ・市民の管理に進んでゆくと考え
られている。地下水保全施策の具体的な進め方についても、重要な働きをすると考えられる。
なぜなら、地域の事情に通じた市民の参画意識や危機意識がなければ 、環境問題などは実効
を伴わないからである。この点熊本県・熊本市は節水や雨水貯留、人工涵養などに参画し協力
的であり、意識も高い。地下水への依存度が高い富山県、岐阜市なども同じと思われる。
・工業用水源の表流水への転換, 
・節水機器の導入の以前と以後の経済コスト
の比較
・2回におよぶオイルショックによる経費節減
・工業用水使用水量原単位の削減
・回収水の利用, 
・重厚長大型から軽薄短小型への産業構造の
変化
・水多消費型工業から節水型工業への変化
・農業用水の有効利用（水管理施設の整備、
反復利用、水路の統廃合など）
・生活用水の節水、雑用水の活用
・地下水の２法律,量的規制,取水規制地域
・代替工業用水の供給, 
・下水道の水質を規制する法律, 
・下水道使用料金, 
・地下水取水を規制する目標値を予測する科
学的手法の開発, 
・アジェンダ２１を初めとする国際的な環境保
全の決議や行動計画, 
・環境基本法,
・地方自治体の環境保全関係の条例,  
・地下水や関連事項の情報公開、節水運動
需 要 側供 給 側
 
11.2.2   タイ・チャオプラヤ平野 
表11-2 日本の地下水使用量を抑制した動機のキーワード（供給側と需要側の観点から） 
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第6章の本文との重複をできる限り避けるため、保全施策と時代の動向を箇条書きで整理すると次の通りで
ある。 
・南部７県、特にバンコック首都圏では人口が増加し、産業の発展が著しい。GDPはタイ全国の約46％に、人
口は 17％に達している。1960 年代以降地下水開発が盛んになり、1970 年になって地盤沈下と塩水浸入の地
下水障害が顕著になった。 
・1977 年地下水法が制定され、地下水取水に規制がかかった。地下水位の低下や地下水障害の悪化に対応し、
1992 年と 2003 年に改正された。法律の骨子は、取水井戸および新規掘削の許認可、取水量の報告、取水規
制区域の設定、地下水料金と地下水保全協力金の徴収、監視委員会などである。地下水を対象とした単独の
法律として、国の施策の基本となった。アジア諸国に先駆けた施策であり、高く評価される。2008年現在地
下水位の回復に伴い、規制を緩和する方向に改正する動きがある。 
・ 現在バンコック首都圏を含むチャオプラヤ川南部の７県は地下水取水の規制と料金徴収の地域に入ってい
る。したがって地下水取水者は（地下水料金＋地下水保全協力金）/ｍ³(17 ﾊﾞｰﾂ＝60 円/ｍ³）を支払う。
日本の工業用水（23.3円/m³、2003年）に比べ、かなり高い料金である。 
・しかし、農業用井戸の一部や公共水道の給水が及ばない地域の井戸は規制が緩和され、料金も割引か免除に
なっている。一方で、高い地下水料金に対して産業界の抵抗があり、なかには表流水を浄水して自己水源を
確保する企業者も出てきた。 
・地下水取水量は、2000年以来南部7県・北部5県とも減少している。南部では最終的には地下水取水量（175
万m³/日、2003年）を150万ｍ³/日に抑制し、表流水に転換する方針である。地盤沈下や塩水浸入を管理す
る観測体制は整った。 
・タイ南部の工業用水の業種別の水需要は、上位の繊維、化学製品、食品・清涼飲料水、機械の４業種で工業
用水全体の 55%を占める。このなかで化学製品を除く業種は、日本でも回収水の利用率が 14～45％と低い
業種であり、回収水使用の抑制効果を期待しにくい。従業員が30人以下の企業ではさらに回収率は30％以
下に下がるという日本の実績がある⁸⁾。 
・さらに、代替水源（ダム、取水堰、浄水場など）の整備の遅れ、30％におよぶ公共水道の漏水率の高さ、浄
水の水質改善の不備、給水サービス範囲の区域の拡大にまだ課題が残っている。 
・北部５県の地下水は、50％以上が乾季の農業用水として使用されている。干ばつ時には急増する。米の相場
が上がった時には、地下水利用も多くなっている。 
・チャオプラヤ平野の地下水保全策として、南部にとって上流の涵養域に位置する北部の広大な水田（約 110
万ha、関東平野の水田の2倍の広さ）と、洪水から南部のバンコック首都圏を守る現在進行中の総合治水対
策を、地下水の人工涵養域をキーワードとして結び付け機能させる方策が考えられないか。これは6.4.5節
に述べた環境マネジメントとの接点からみた筆者の提案である。この案が、現在も将来も地下水を必要とし
ている南部7県およびチャオプラヤ平野全域に対する、総合的な地下水保全対策ではないかと思われる。上
記の提案については6.4で詳しく説明した。 
・タイでは2002年に公共部門の大改革が行なわれ、天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment、
MONRE）が設置されて、土地、水資源、環境を所轄する組織ができた。地下水管理は産業省鉱山局からMONRE
の地下水資源局に引き継がれた。これで、伝統あるRoyal Irrigation Department(RID)が所管する農業用水を除
き、水資源の量と質の管理を一元的に行なう行政組織が整った¹⁴⁾。これらの施策の動向に見られるように、
タイでは施策を実行に移す動きは早くしなやかで柔軟性がある。アジアの先進圏といえるかもしれない。 
11.2.3  ベトナム･バックボ平野（紅河平野） 
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第7章の本文との重複を避けるため、保全施策と時代の動向を箇条書きで整理すると次の通りである。 
・ベトナムでは全国をカバーする地下水管理に関する基本的な法律の整備ができていない。政令レベルの指針
はあるが実施も遅い。専門家からは、地方自治体で流域単元の地下水管理を可能とする制度化を求める意見
が出ている¹⁵⁾。この意見は日本の動向と全く同じである。現地を見た筆者にはこの発言はもっと奥深い意味
があってベトナムでは行政の縦割り意識が強いため、情報交換が非能率的な国情に警鐘を鳴らした意見であ
るように感じられる。 
・政令によりハノイ首都圏では工業用水から地下水料金をすでに徴収しているが、非常に安価で抑制効果は期
待できない。2007年より始めたホーチミンも事情は同じである。 
・ハノイ首都圏は現在農業用水を除く水資源を地下水に全面的（100％）に依存している。いっぽう現在の地下
水取水量（70～90万m³/日）は限界にあるという認識が関係者にあり、現状維持の傾向にある。現在近く（約
60㎞西）の既存ダムから表流水を導水する建設工事が進行中で、半分（約30万m³/日）は完成した。 
・ハノイの東北部バクニン県では大規模に工業団地を造成しており、今後地下水を開発する計画がある。しか
し、バックボ平野全域の地下水の評価はまだできていない。平野に位置する8県の間で行政的な連携が薄い
ように思われる。 
・ハノイ首都圏の南部では2001年に浅い井戸で、最近深い井戸にもヒ素汚染が発見された。海岸部では塩水化
が進行してナムディン県まで浸入しているが、110 ㎞内陸にあるハノイには及んでいない。また、帯水層が
比較的浅いため、肥料、排泄物、産業廃棄物、墓地、地元産業である木製品の塗料等による地下水汚染も懸
念されている。 
11.2.4  ベトナム･ナンボ平野（メコンデルタ・ホーチミン平野） 
第8章の本文との重複を避けるため、保全施策と時代の動向を箇条書きで整理すると次の通りである。 
・メコンデルタ 
・メコンデルタでは生活用水は 100％地下水に依存している。しかし、安全な水が供給される家庭の割合はベ
トナムで最下位に低迷し 50％を下回っている。そのうえ 12 ある行政県のなかで、県都である都市地域（例
えばカントー、ミントー、ヴィンロンなど）と農村地域では、最も大きな格差（約32ポイント）がある（1994
年で都市圏が62％、農村では30％にすぎない）。その大きな理由は都市地域では公共水道の深井戸によるパ
イプ送水があり、富裕層は各戸に小口径の井戸を掘っている。それも60mより深い井戸がほとんどである。
それに比べ、農村地域では手堀りの浅井戸や川と灌漑水路の表流水が水源であり、衛生状態は極めて悪い。 
・カンボジアとの国境まで、極めて低平なデルタ地帯であり、各地で地下水が塩水化している。その原因は井
戸の地下水位低下による帯水層からの海水浸入や、海成層の帯水層に残る化石塩水であり、渇水時に川を遡
上する海水である。原因が平面的にも、深度方向にも複雑なため、良質の地下水を得るのが容易ではない。 
・最近、メコン川上流部の浅井戸（60～70m以浅）の地下水にヒ素汚染が発見された。地質構造から推測して、
今後の分布の広がりは、デルタ中央を流れる二大河川（ハウ川とティエン川）の本流の上流域沿いと第四紀
最新期の埋没谷沿いとその周辺と思われる。このほか肥料や酸性土壌による表流水の汚染がある。 
 ・現在考えられる最善で実現可能な解決策は、専門家の判断で深井戸（深度60m以上）を塩分濃度の低い適地
に掘削し、できる限り多くの人にパイプ配水による共同栓を設置することであろう。それだけに、現在使用
中の井戸は貴重である。その一番の脅威である塩水化をいち早く防止するため、現在東西南北の格子状に設
置されている42本の観測井戸をうまく活用し、地下水位と電導度を連続してモニターすることが一番のリス
ク回避策であり保全策になる。 
・ホーチミン平野 
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・地下水は長年にわたる過剰取水によって、地下水位が経年的に低下し、塩水が内陸に浸入した。 
・公共用水道の地下水取水量は把握されているが、工業用井戸、家庭用の井戸については不明な点が多いため、
政令に従って申請させ正確に把握することがまず求められる。 
・ホーチミン市政府は、地下水は53万m³/日までとし、残りは上流域の既存ダム（本来は電力用）から表流水
を取水し、浄水施設を増強して対応し供給する方針を決定し、2004 年まで続けた。しかしその後 2007 年に
方針を大きく転換し地下水は大幅に削減する方向にある。しかしこの転換は遅きに失した感がある。 
・政令により2007年から地下水料金を徴収し始めたが、水道料金より格段に安いため、地下水取水に対する抑
制効果は疑問である。料金政策を本気でやろうとすれば、タイと同じように順次値上げする必要がある。 
・ダム貯水池周辺の酸性土壌の流入によって表流水が汚染し、浄水化が問題となっている。また、地下の塩水
浸入とは別に、ホーチミン市の近郊まで海水が遡上し、上水道施設の取水を停止した事故があった。代替水
源の鍵は表流水を取水する浄水施設であるから、その拡張計画の遂行と水質の確保、稼働率の維持が重要で
ある。 
・ホーチミンでは工業生産はベトナム内でも際立って拡大し、人口が著しく集中している。したがって将来の
工業用水と生活用水の水需要予測が今後の施策の重要な鍵になる。 
・水資源の回収水利用率の向上のため、設備投資への融資や補助が必要である。ホーチミン市は国内GDPの20％、
貿易額は40％を占め、工業生産高は40％にのぼるベトナム経済の中心都市である。ベトナムの工業生産高の
業種をみると、食料・清涼飲料水業、石油と天然ガス生産、化学製品業の順位となる。いっぽう、水の消費
量からみると、化学製品がずば抜けて多く、次いでパルプ・紙製品、食料となっている。 
・2004年の日本の同様業種の水利用の回収率からみても、食料品・清涼飲料水、繊維、紙製品業種は良質の水
を大量に必要とし、回収率は日本でも平均で50%に満たない。従業員30人以下の中小企業では30%以下に
すぎない。以上のことから、化学製品業や非金属製品に、早期に工業水道給水による代替水源を整備し、企
業の要求に適う水質の水を安定して供給できるかどうかが、地下水削減の成否の鍵と考えられる。 
・供給側からの具体的な抑制案としては、開発規制区域の設定や、地下水障害の程度に応じた段階的で、累進
性の地下水料金の設定をして、地下水揚水地域を北部や西部に分散、配置転換させることが先決である。 
・また重要なことは、水資源に対する危機意識を市民全体で共有することが大切である。節水目標や標準地下
水位の情報公開や無許可井戸掘削の防止など法の遵守は日常の啓発活動として地道な施策である。ホーチミ
ン平野では 30 本ほどの国家レベルの水位観測孔とその倍ほどの数の市レベルのモニタリング観測網が、北
部を中心に配置され運用されている。今後、帯水層別に広域の地盤沈下を観測することが望まれる。 
・現在日本と南部地質水理局により、地下水収支の算定が行なわれており、近いうちに結果が公表され施策の
重要な基礎データとして生かされるであろう。 
11.2.5  ガンジス平野―バングラデシュとインド・西ベンガル州 
・当地の施策については、特に緊急を要すると考えるので、11.3.4節に述べた。 
 
１１．３   政策シナリオの形成 
 地下水問題を考えることは、基本的に循環する水をとりまく環境をできる限り「要素に分解」して、要素
ごとに問題点を洗い出すことに他ならない。さらに、そこには「場」の条件があるから、地域社会の姿をそ
こに暮らす人々、とくに政策に係わる専門家の意見を含めてよく知ることが重要であり、現地調査の結果を
重視した。 
さらに重要なことは、｢アジェンダ21｣ 以来議論が深まった｢持続可能な発展｣の概念は、従来の｢自然環境か
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経済発展か｣という単純な関係だけでなく、社会的、制度的、法律的な問題にわたって広範な問題を提起してい
ることが分かった¹⁶⁾。したがってその点についても解析する必要がある。 
本論では、地域の自然と社会経済の状況をできる限り要素別に分け、システム化しながら、過不足や異変を
探す作業を心がけた。その過程で、各国の状況に応じた「地域解」の糸口にアプローチしてきた。そこには短
期的に答えを急ぐものから、長期にわたって時間も費用もかかるものまで政策的に選別される優先順位がある。
さらに緊急を要する課題もある。ここでは次の４つの段階に分けて考えた。以下に述べる各国と地域の施策の
現状と今後進められるべき問題点を表 11-3 に示し、そのなかで優先的に取り組むべき施策シナリオを色付け
枠で示した。 
 
11.3.1 短期的な戦術（技術政策の世界、できれば技術革新の世界、5 年ほど） 
11.3.2 中期的な戦略（産業や地域政策の課題、10 年ほど） 
11.3.3 長期的な政策（国家的な社会システム、法制度の課題、15 年～20 年ほど） 
11.3.4 緊急の課題 
 
11.3.1 短期的な戦術 （技術を中心とした、できれば技術革新の世界） 
１）水循環のエネルギーは太陽からもたらされる。その盛衰の予測は現在の科学では無理なのであろう。
また、気の遠くなるような年月の話であろう。ならば気候変動のなかで、水循環の 源
みなもと
に一番関係が
深い降水量の変動予測は水資源の将来の施策を考える場合、一番基本的なデータとなるものである。
水循環の１要素である地下水において然りである。最近は技術が進歩して、かなりの精度（例えば予
測の格子間隔を数10㎞以内とするなど）で降水量や河川流量の将来予測ができるようになっている。
成果の一部を第10章にすでに紹介した。 
２） 氾濫原沖積平野の地下水は広い流域のなかで、循環し再生可能な水資源の一つである。地下水盆の器
に応じて地下水流動系をなしており、一元的に管理しやすい条件下にある。したがって、明確に地下
水収支の評価をし、データベース化することが重要である。最近は地下水の量的評価に留まらず、地
盤沈下や塩水浸入と地下水汚染などの水質の評価までも予測できるシミュレーションが開発されて
おり、有効な政策ツールとして活用できる²⁾,⁶⁾。地下水の酸素同位体をトレーサーに用いた地下水
の年代測定や涵養の実態も解明される技術が進んでおり、積極的に推進して採用することは施策を具
体化する基礎資料となる。大都市が多い沖積平野に特有な耐震の問題も地下水位と関係し重要である
²⁾。 
３）なによりも計画や施策を遂行するためには、科学的な根拠を持ち、その決定のプロセスが民主的なも
のであることが重要であるから、特別なこと以外は数値と目標を公開することが重要である。これは
後のローカルガバナンスにつながってゆく。時に、反論が訴訟や私権の制限に発展する恐れがあるか
ら、慎重に根拠は蓄積し、適時公開すべきである。 
４）水資源のなかでの地下水資源が占める役割を明確にする。そのためには人口の増減や産業の動向、国
家的な都市・農業の将来計画に基づいて、水資源の需要予測ができる限り地域を分散化して行なわれ
ることが必要である。さらにその奥には産業構造の変化や景気の予測が含まれるだろう。 
５）以上の数字をもとに、行政側は開発取水量と、地下水障害緩和のための数値目標量を設定し公表する。
地下水利用者と具体的な抑制策について協議（代替水源の供給や取水場所の分散・再配置などを含む）
する必要がある。そのほか、人工涵養量、節水量等の目標値が提示され、プロジェクトの進捗は市民
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が参画できる形で経過はモニタリングされる必要がある。いわば ISO9001 にある PDCA
（Plan,Do,Check,Action）サイクルが実行され、成果が更新され向上する仕組みにならねばならない。 
11.3.2 .中期的な戦略（産業や地域政策の課題） 
１） 地下水は自然の水環境の一環で地下水盆の器に従い自由に流動するものであるが、行政区分や官僚主
義が境界を作り、自然的や総合的な考え方に基づいて開発や規制をする際に障害となっている事例が
多々ある。垣根を低くして互いに共存できる制度を作る努力が必要である。｢地域性｣が一番表面化す
る部分だと思われるが、地域性の「エゴ」から、「抑制することと共存する」への価値観の転換を迫
られている¹⁶⁾。 
２）日本の地下水保全政策は、当初の対症療法的で地域限定の施策の試行錯誤から地下水管理・保全の施
策へと進化してきた。それは20世紀末の国際会議での「持続的発展」を基調とする地球環境の保全の
動きが基本理念となっている。日本では実際の行動は「環境基本法」とその規定に則った自治体の「条
例」が事実上制度の変革となった。この法体系によって地下水そのものを管理する実効的な法律がな
くとも、水環境の一環として地下水保全を取り込み、地域性を考慮した条例によって全国の地下水保
全が実質的に進展することを示した。これは国の地方分権の制度と密接に関係するため、地域だけで
達成できる問題ではないが、地方自治体が先行した意義とその実績は大きい¹⁷⁾。 
３）需要側からみれば、保全対策の1つである回収水の利用や節水機器の設置などは経営者の立場で、そ
れぞれが経済評価することが基本である。いっぽう施策は社会との共存と協調や経済性との整合性も
必要で、そのため行政側から融資や補助も考慮されるべきであろう。需要者の経済学や景気浮揚も考
慮しないと共倒れになる。これは、いわば｢アメとムチ｣の政策で、社会のバランス感覚として重要で
ある。 
４）全面規制でなく、地域や季節による揚水規制が効果的な場合もありうる。タイは雨季には地下水を取
水しないで温存し、乾季に取水している。これも代替の表流水の水質浄化や配水施設の裏づけがない
とうまく機能しない。 
５）従来の重厚長大型産業は大都市圏の沿岸域に位置した。それは舟運や労働力、周辺関連企業との利便
性があったからに違いない。インフラの発達した現在では交通利便地に産業が分散化してきている。
代替水源や工業用地の誘導策によって、大口の水消費者を配置転換させることも可能となった。集中
せず、適度に分散して地下水を｢許容取水量｣内でうまく使う工夫はできる。 
11.3.3 長期的な政策（国家的な社会システム・法制度の課題） 
１）法制度は国の基本であるから、土地や地下水の財産権と地方分権に関する法律は「地域性」の最たる
ものである。したがって本研究で得た「日本の地下水保全施策の歴史的総括」の成果が、すぐアジア
各地に適用できるほど簡単とは思われない。しかし地下水保全を水環境保全の一環として包括的に捉
えることを第一義とし、地下水盆単元で管理できる「地域性」や「地域住民の要望」を尊重した日本
の｢環境基本法｣のような基本理念のもとで保全管理を制度化することは、今後各国の保全策の策定に
有益な実例を提供すると思われる。アジェンダ２１の決議は各国に「行動計画のプラン」作成を求め
ており、アジア各国も対応した法律等をすでに制定している（表11-3）¹⁰⁾。 
２）地下水の法的な位置づけは国の財産権、水に関する（慣行）水利権、環境保全関係法などと密接に関
係することがらである。そのため、地下水が公共財（公水）と認められたタイやベトナムでは、国が
使用者から使用料金を徴収できる。一般に水道料金の値上げが使用量の抑制に効果を上げることは知
られているが¹⁸⁾、地下水料金が抑止効果をもつためには、水道料金など他水源の料金との調整が必
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要である。この際、利用量と水質が監視され、料金が公平に徴収される社会システムが整っているこ
とが原則である。このように国情により、根本的に施策の基盤が異なるため、日本の経験と比較する
場合格別の配慮が必要である。それは土地所有、河川管理、水道制度などについても同じである。そ
れに比べタイで実施中の地下水保全協力金は、導入し易い制度であろうが、多少利用者に厳しすぎる
面があり、十分利用者の同意が必要である。 
３）政策を実行する側にしても水の循環に区切りがないように、水環境行政は用途別の組織割りでなく、
水循環を一元化して管理・統治できる組織となるように改革する。その点2002年のタイの組織改革は
大いに参考になる¹⁴⁾ 。 
４）日本では水利権の用途の転換が非常に難しい。特に農業用水の慣行水利権は明治時代（1896年）の旧
河川法で｢みなし水利権｣として今日に至っている¹⁷⁾ 。減反政策や休耕、都市化で余った水は、有効
に使われているのだろうか。国策レベルで水利権の転用がなされているが、全体の利用量に比べれば
わずかである(2005年時点で184件、約570万m³/日)⁸⁾。既得権に執着しない有効利用が望まれる。 
５）次に地下水盆の広域的管理の問題である。水田が大きな浸透能力をもって地下水を涵養していること
は良く知られたことである¹⁹⁾。地下水盆の上流に水田が存在する場合、雨季の自然の涵養に加え、乾
季の灌漑期にも涵養されるから、年間を通して地下水を効率的に涵養させる工夫はできる。地下水位
をモニターし、効果を公表して生産奨励や補助金など農民に動機づけを誘導する策が必要である。地
下水の涵養源を守り、水源を守ることは、地下水保全のうえで一番重要なことである。具体的には地
下水盆の上流～中流域で降水が地下に浸透する能力を維持し、増進させることである。浸透能力は土
地利用と密接に関連する。それは土地の開発が進む以前の早い段階に、適切な都市計画政策が立てら
れ、実効を伴うような補助策や誘導策が準備されていることが望ましい²⁰⁾。いわば、更新循環型地下
水盆の地下水強化策を農村の土地利用を生かしつつ、できる限りシステム化して人工涵養を進める形
である。農村型人工涵養といえる。熊本地域はその実験例として優れている。 
６）以上、１）から５）に述べたことは、｢環境保全政策の最終的な解答は国土計画である（宮本憲一、1989）
²¹⁾｣と言う、簡潔だが核心を突いた古くて新しい命題と結びつくと思われる。  
７）しかし、上記の施策は国家の財産権に密接に関係する。日本では土地の私有権が法的に認められ、そ
の処分や利用が公共の福祉を侵さない範囲で自由である。行政側が他人の土地の利用目的を勝手に決
め、強制することはできない。地下水も土地の所有権は地下にもおよぶと定めた民法により私有権の
なかにある。日本の現行法の範囲では、最終的には関係する当事者がプロジェクトに納得したうえで、
費用の負担と便益がバランスする形で、環境を持続させるマネジメントが重要である²⁰⁾。現在熊本市
が実施している人工涵養事業は、その点市と農家の便益と役割がうまくバランスして、2004年の協定
書締結以来5年間継続している²²⁾。表には出ないが市民も税金（補助金として農家に支払われる）を
負担して、便益（涵養された地下水を飲む）を得る構図になっている。 
８）今回取り上げた地域では、いずれも都市部への人口の集中が激しい。都市部ではインフラの整備が間
に合わず、安全な水の供給の不足や、排水や衛生施設等の社会基盤整備の不備が増長されている²³⁾。
上流の水源開発を含めた上水道施設計画のマスタープランが必要である。 
９）種々の施策の結果、適正に管理する体制が整った地下水盆では、地下水の利点（更新性流動系・良水
質・恒温）を生かし、許容取水量の範囲で利用する施策を進める。地下水開発は必ず水位の低下を伴
なうので、低下によって発生する負荷をどこまで許容するかは、関係者間で社会・経済的なコンセン
サスが必要である⁶⁾。 
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１０）従来は主要な水資源と考えられていなかった方法、例えば処理水の再利用や海水の淡水化などは、
最近の透過膜の技術の進歩とコストの削減によって、2025年を見据えた長期的な水政策の中に組み込
まれる方策となった²⁴⁾。 
１１）長期の気候変動予測で述べた結果は、東アジアの日本はもちろんのこと、東南アジアから南アジア
にかけて主要な水資源である河川流量の年間変化のみならず季節変動について信頼できる精度に向上
しつつある。ガンジス平野については及ぼす影響をすでに考察した。明瞭に少雨傾向にある北ベトナ
ムや多雨傾向にある南ベトナムからタイ東南部は、大都市圏と近いため、長期計画のなかに気候予測
を組み込む段階に来ているのではないかと思われる。専門技術者の政策関係者へのアプローチが必要
である。日本では一部で検討が始まっている²⁵⁾。 
11.3.4 緊急の課題 
１）ガンジス平野では地下水は豊富だが、安全な水の確保は簡単ではない。ヒ素に汚染された地下水が発
見されて 25 年以上の月日が流れた。現在でも生命にかかわる生活用水で、生活せざるを得ない人々
は概算でも2430万人にのぼる。一日も早い安全な水の供給は緊急の課題である。 
２）ヒ素に汚染された地下水を水源とする地域は、貧しい農村地域と重なっており、乏しい栄養状態はヒ
素中毒症の症状を悪化させる要因と考えられている²⁶⁾。 専門家が栄養指導に当たっている。 
３）代替水源が直ぐに確保できない以上、地下水からヒ素を除去する方法を考えねばならない。イオン交
換樹脂膜を通す方法、毒性のある3価のヒ素を5価に酸化させ、鉄と共沈させて除去する方法、太陽
熱で汚染水を蒸発させ冷却して凝固させ蒸留水を作る方法（実際にエジプトで用いられている、バン
グラデシュでも実験されたが農村では失敗した）など、実験室レベルでは有用な方法があることは多
くの研究で分かっている。規模を大きくして集中制御し、うまく管理運営すれば有用な技術であって
も、農村レベルで維持、管理するにはそれなりの訓練と技術が必要で、何よりもコスト高で実際問題
としては適用するのは難しい²⁷⁾。 
４）バングラデシュ政府は2004年のNational Policyに則り、ヒ素を浄化する水槽を建設することを対策の
基本方針と決定した²⁸⁾。その方針に従い各地で建設が始まった。海外からの援助機関も多く参加し
ている。 
５）その運営のなかで、数多くの問題点が浮かび上がった。一つの浄化水槽を200～400人程度の単位で建
設して利用し（大部分が補助）、住民が自立した運営組織を構築すること、年に数回必要な浄化槽の
洗浄を継続して機能を維持すること（この費用は地元負担）、時に代替水源を得ることが難しいこと
などである。これは、帯水層の有無だけでなく、水源をため池とした場合養魚と競合する、浄化槽建
設の土地所有者の意向と合わないなど地域社会の問題である。 
６）代替水源を持続的に維持管理してゆくために、指導する地方自治体の管理能力を高める必要がある²⁸
⁾。この点ではJICAの「持続的ヒ素汚染対策プロジェクト」の貢献は大きい。 
７）潜在的な中毒患者は、まだ存在すると思われ、発見と治療に努める。 
８）長年にわたる地下水灌漑の結果、土壌や稲などの作物にヒ素の濃集が発見された²⁹⁾。稲の茎や葉を飼
料とする家畜にもおよぶと懸念されている。このように食物連鎖によるヒ素の蓄積・濃集は将来どう
変化してゆくのか現在の段階では不明なため、追跡調査が必要である。 
９）現在では、長年にわたる地下水のヒ素濃度スクリーニングの結果、汚染の割合の高い分布域や汚染の
割合の少ない地域が平野全域で明らかになった。それより以前の調査により、深度方向の結果も明瞭
な傾向を示していた。これらの重要な情報を解釈するためには、ガンジス平野の地形発達史や水理地
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質構造、とくに第四紀最新期の海水準変動の理解が非常に重要な役割を果たしている³⁰⁾。今後とも
この点の解明に努め、少しでも汚染の度合いの低い地域と帯水層を選別し、安全な水を供給する必要
がある。 
 
以上に述べた各国と地域の施策の現状と今後検討を要する問題点を表 11-3 に整理した。そのなかで今後地
域性に応じ、優先的に推奨される政策のシナリオについて色つき枠で示した。 
 
ま と め 
 
本章では当論文の目的である地下水保全政策シナリオの総まとめとして、まず、各章に分けて地域別に記述
した政策に係わる背景や要件と実施中の政策を箇条書きにまとめた。ほぼ経年的に記述しているので、全体の
内容を簡潔に知ることができる。各地域で考えられるいわば保全策の「地域解」から、できる限り応用範囲の
広い「一般解」に近づけるためには、多くのハードルが考えられる。地域性、対症療法的、一過性などの要件
からできる限り共通性や普遍性のある核心を探し出すことも一つの方法であるし、できるだけ多くの先行した
類似事例から中核に当る部分を学ぶのも一つの方法であろう。ここでは「一般解」が言葉として表現された時、
時として実態から遠ざかって抽象化されやすい弊害を避け、それぞれの地域に応じた実情を感じ取れる「地域
解」を具体的に表に示すことにした。その方が今後の政策にも生き、参考になると考えたからである。 
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関東平野 バックボ（紅河）平野 ホーチミン平野 メコンデルタ チャオプラヤ平野 ガンジス平野
私有財 公共財 公共財 公共財 公共財 公共財
地方自治体（県） 首都圏政府、県 特別市政府 県 政府、首都圏 政府、州都圏
地盤沈下 地盤沈下、塩水化、地下水汚染
水位低下、塩水化 塩水化、
地下水汚染
地盤沈下
塩水浸入 地下水汚染
施策の種類 施策シナリオ 関東平野 バックボ（紅河）平野 ホーチミン平野 メコンデルタ チャオプラヤ平野 ガンジス平野
気候予測 気象研究所モデル 気象研究所モデル 気象研究所モデル 気象研究所モデル 気象研究所モデル 気象研究所モデル
水資源利用可能量
（億m3･年） 4200～4300 2100（4100）
バングラデシュ：1050（12110）
インド：1,2605（18970）
地下水水収支の把握 ほぼ終了 ハノイ首都圏、一部県で実施 実施中 なし 南部7県について実施
なし、水収支モデル
構築中
人工涵養 一部実験、中止 なし なし 計画中 実施したが中止 なし
モニタリング（量・質） 水位、地盤沈下、水質は年次報告
水位、地盤沈下、塩水
化、
地下水汚染（不定期）
水位あり、地盤沈下
塩水化（不定期）
水位あり、塩水化
（不定期） 地盤沈下、水質
バングラデシュでは系統的な
観測なし、西ベンガル水位あり
水資源開発計画
ウォータープラン
２１
フルプラン
地域別にあり 水資源に関する法律（1998） 地域別に有り
第10次国家社会・経済
間発計画（2007-11）
国家水政策（1999）
国家水管理計画（2004）
水需要予測 ウォｰﾀｰﾌﾟﾗﾝ21 あり あり あり あり ―
地下水規制 地下水2法、条例 政令あり、届出制 政令あり ― 許可、免許制 ―
規制区域 大都市周辺 なし 工業団地 なし 区域Ⅰ．Ⅱ、Ⅲ なし
地下水料金 なし 工業用水に微少な課金 工業用水に微少な課金 なし
工業。農業用水に課金、水
道範囲外は一部割引または
免除、他に保全協力金あり
なし
代替水源 工業用水事業法 ダムより導水一部工事中 ダムより導水し上水道に移行計画 なし 南部7県のみ、範囲は限定
なし、コルカタ、ダッカ
など都市のみ
水質規制 水質汚濁防止法 あり あり あり あり あり
下水道料金 水質汚濁防止法下水道法 なし なし なし 検討中、近々課金 なし
回収水奨励策 企業まかせ なし なし なし あるが、補助は不明 なし
節水機器導入策 企業まかせ なし なし なし あるが、補助は不明 なし
水行政機構の改革 縦割り ― ― ― 土地、水資源、環境の所管を統合
地下水汚染対策と水資源
開発は別所管
地下水法の制定 なし なし、政令あり なし、政令あり なし、政令？ 1977（1992,2003改定） バングラデシュはなし、西ベンガル州
は2005年に制定
国土開発・利用計画 国・地方自治体 あり あり ― あり あり
地方分権 一部あり ― ―
ﾛｰｶﾙｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ 一部あり なし なし なし なし 浄化水槽の管理運営
国
際
的
動
向
アジェンダ２１
1992、リオデジャネイロ
環境基本法、
環境基本計画
環境保護のための
政策と展望;持続可能な
開発行動計画
バングラデシュ;国家環境管理行動
計画（１９９５）：インド；国家保全戦
略；環境と開発に関する政府声明
緊急の課題 ヒ素汚染対策 なし ハノイ市の南部にあり なし ティエン川、ハウ川旧埋没谷沿いにあり なし
汚染地域の ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞが終わり、
約2430万人が健康被害の恐れ
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表11－3　各国・地域における地下水保全施策の現状と問題点の比較および優先的な施策
環境ビジョン2020,、環境保護戦略2001-2010、国家環境行動
計画2001-2005
地域
地下水障害
地下水を管理する主体
地下水の法律上の規定
3665（8900）
地方自治体の独自性意識が強い
国
家
的
課
題
社
会
的
・
経
済
的
制
度
技
術
的
課
題
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第 １２ 章   結   論 
 
１． 本研究の背景 
本論の目的はモンスーアジアの大都市圏の地下水問題を解析し、地下水を保全し将来とも持続的に利用する
ために必要な政策シナリオを考察し提言することである。通常「問題」とは、そのこと全体に関係する事柄の
集合か、特定の通常な状態ではない個別の事柄を意味する。地下水問題にはその開発から過剰な開発によって
生じた障害や汚染とその復興など技術を中心として研究するハード面の問題と、ハード面を実行するために必
要な指針や政策などを立案するソフト面の問題がある。本研究は主として後者の全般的な問題をテーマとして
いる。その内容を簡潔に表現すると、『近代の産業の発展とともに人口が急増し、都市用水（生活用水＋工業用
水）を地下水に長く依存してきたモンスーンアジアに位置する8つの大都市圏を対象として、地下水に係わる
問題を比較研究した。地下の帯水層の成り立ちを述べ、その利用と過剰な汲み上げによって生じた障害と復興
の歴史的経緯を比較しながら、地域的な特性を明らかにした。つぎに国際的な規模で地球の水環境が大きく変
化すると予測される 21 世紀にあって、水環境保全の時代背景を考慮して持続的な水循環の再生を目指し、将
来にわたって地下水を有効に利用するために、保全政策のシナリオ（道筋）を地域別に提言した実証的研究で
ある。』と言うことができる。 
この研究を進める視点は、本編の主題が地下水である以上、あくまでも地下水の｢器
うつわ
｣である帯水層構造や
水質を包括する水理地質学的な理解が基本にあり、その地域特性を明らかにしたうえで各国の地下水障害の特
徴や政策を考察した。そして、水理地質的な技術や理解が、地下水障害を解決する政策にどう採り入れられ、
あるいはないがしろにされて、事態の成否にどう影響したかをできる限り明らかにした。この視点は、各国の
歴史的な経緯と現況を検証するだけでなく、次の時代に向けた政策の 源
みなもと
として有益と考えたからである。こ
のように、本研究は各地域の現況と問題点について歴史的経緯を横糸とし、地下水障害を抑制し継続利用に向
けた施策の地域間の比較研究を縦糸として構成されている。その結果を将来にわたって地下水を保全し有効に
利用する政策のシナリオとしてマトリックス化して示した。本論は広域の地質と社会分野を横断的に整理した
ので、地下水に限らず水資源に関して応用範囲は幅広いと考える。 
 
２． 本研究の構成 
以上のように、筆者の水環境に対する時代背景の理解、地下水についての基本的な考え方、および水理地質
学を基礎とした組み立て方によって、本論文は構成されている。本論の第3章から第5章では日本の地下水に
ついてまとめた。第6章から第8章では東南アジアの2ヶ国の地下水を取り扱った。第9章では南アジアの国
境をまたいだ帯水層を取り上げ、難解な地下水の安全問題にも焦点を当てた。第10章からは視点を変え、沖
積平野の地形と地質構造、帯水層の分布に決定的な影響を与えた第四紀最新期の海水準変動と、その現象と密
接に関係する地下水障害、それに対する政策との関連性に触れた。この段階で専門的な理解や技術がどのよう
に政策に活用されたか否か、その結果はどうであったかを論じた。この議論は総まとめである第11章の政策
シナリオ（道筋）の提言に引き継がれる。 
 
３． 日本の地下水障害対策としての政策 
本論は研究の切り口として、日本の地下水問題をまとめた。日本は20世紀に入っていち早く地下水開発に着
手し、100 年以上の歴史が経過した。この間に図らずも日本は多くの地下水障害（公害と言うべきか）を経験
し、その復興に膨大な費用を注いだ。その対策で得た技術的なノウハウや、事業を実施するうえで社会基盤と
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なった政策や法律を年代を追って体系的に整理した。それは、日本が経験した対策が、成功例と失敗例の両面
から各国の地下水をめぐる事象を解析する際に基本的な視点を与え、各国の参考になる点は多いと考えたから
である。 
長い歴史のなかで日本が適用した主な政策は、法制的な水量規制、指定区域、代替水源、水質規制、下水道
料金、回収水導入、総合治水対策、環境基本法などであった。現在では環境基本法が包括的に水環境を保全す
る法的基盤を作っている。その主旨に沿った条例をもとに先進的な保全策を進める熊本地域を模範例として紹
介した。これらの主要な政策は、他の大都市圏の保全政策シナリオを考える骨格となった。 
法制による規制 ： 日本に地下水を特定目的として規制する法律は地域を限定した 2 つの法律しかない。日本
には自然界を循環する水（河川水や地下水など）を包括的に律する法規がない。いずれは自然の水環境・水
循環を包括する「水に関する基本法」的な法律が必要で、科学技術と行政で調整され具体化することが望ま
れる。タイは「地下水法」で適正にほぼ一元管理し律する国で日本と対照的である。日本には水循環や水質
保全の法律として環境基本法があり、それに則した地方自治体の条例が地域性に応じ先行して適正に地下水
を管理している。この点では非常に評価できる法制度であり、他国の範となりうる。 
代替水源 ： 上記の指定区域では地下水を規制する代償として代替水源は別の法律で早期に供給を保証され、
劇的な地下水の削減効果を挙げた。地下水の削減に成功した例と言えよう。これは主にダム開発によって水
源を開発する、膨大な予算と長い年月をかけた国家大プロジェクトであった。上水道と区別し安価で提供し
産業振興を旨としたのも国策といえよう。アジアの他国で直ぐに真似ができることではないだろう。各国と
も代替水源の手当てが遅れがちで、転換する保証がされず地下水規制が実質出来ないのが実情である。 
水質規制 ： 法律による公共用水域への総量排出規制で、水質管理と量の規制は水使用に抑制効果があった。
地下水の汚濁にも同じ規制がかかり、汚染処理は実質上公共財的な取り扱いになった。アジア他国ではほと
んど排水の水質が規制されているにもかかわらず実効を伴っているところは少ないのではなかろうか。 
下水道料金 ： 広域下水道や地域下水道に組み込まれ、水道料金と下水道料金を支払う二重の負担になった。
経済的理由により、とくに大口の消費者で節水効果を挙げたことは間違いない。家庭用も料金を徴収される
ようになった。 
回収水導入 ： 1965 年から 1975 年にかけて相次いで公害対策や水質汚濁に関係し、環境への負担を広く規制
する法律が制定された。さらにオイルショックが1973年に起きた。排水処理や代替用水の負担という経済的
な事情によって、企業は節水のため回収水と節水型設備を導入した。回収率は倍増し実質的な工業用水量は
減少した。日本の場合鉄鋼・化学・製紙の3種企業の冷却用が多かったため、大きな成果が出たが、アジア
他国の産業業種はそう容易ではない。日本の主要都市圏の地盤沈下はこの時点でようやく沈静化した。 
 
４． 東南アジア・南アジア各国の地下水障害対策としての政策 
つぎに日本の経験で学んだ基本認識を教訓として、アジア各都市圏の自然的側面や社会的・経済的な側面を
地域性を考慮しながら整理した。その際フィールドワークと現地専門家から得る進行形の情報を重視した。 
さらに、アジア各地で発生した地下水の水質汚染に関し、水の安全保障問題を指摘した。最も悲惨な例とし
てインドとバングラデシュにまたがるガンジス平野を取り上げ、高濃度のヒ素汚染域の特異な分布が第四紀海
水準変動に伴う地質的な堆積環境の変遷から説明できること、地質構造をうまく適用して、北に分布する段丘
堆積物を涵養池とする地下水強化策の可能性を初めて示した。 
本論では結論として国際的な環境保全の動向を配慮し、地下水保全施策のシナリオ（道筋）を表11-3に提言
した。表のなかには、すでに終了した項目、進行中の項目、まだ手を付けていない項目があるが、結論として
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ここに抜き出して強調した項目や、時間的に優先順位付けの高い項目には色付けをして示した。このように広
い地域を水理地質から政策まで横断的に俯瞰
ふ か ん
して考察した政策論は本論が初めての試みである。主要な政策を
個別にまとめると、次の通りである。 
法制度 ： 国の基本的理念や政策を文章に表現し、国を律する文書として最も重要である。地下水の場合自然
の水循環に適った形の法律が存在するかどうかと、地下水を公共財と定める法律の有無によって、政策の進
め方も違ってくる。タイはアジアでいち早く「地下水法」を制定し、地下水は天然資源環境省の地下水資源
局（前の産業省鉱山資源局）が一元管理している。地下水規制区域の指定、地下水料金の設定、地下水保全
協力金の追加設定など独自の政策を展開し、地下水量を抑制することに大きな成果を挙げた。いっぽうで最
初に決めた規制区域外に工場が分散して地盤沈下被害地が移動し、第 2 回目の改正で大幅に拡張したこと、
塩類汚染が思いのほか内陸深くまで浸入ことなど苦い経験をした。 
ベトナムでは全国に適用される地下水に関する法律はまだ制定されていない。規制は政府の政令に拠って
おり、施行は地方政府に任されているため政策の実施は地方によって足並みが揃っていない。 
バングラデシュでは、地下水のヒ素汚染という重大問題を抱えているにもかかわらず、今も地下水や水道
水源に関する法律は無い。これは引き続き発生するヒ素汚染の難問に対する当面の対応に追われて、Policy
とWater Guidelineを矢継ぎ早に制定するのが精一杯だったためかと想像される。未だに地下水管理に一番
基本的な法制度には手が着けられていない。 
インドでは中央政府から早くに地下水管理のモデル法案「Groundwater Control and Regulation Bill」が各州に
提示され 、制定は地方政府に任された。この法案では地下水に対する権利は一切州政府に属し、調査・差し
押さえの規定があるほか、多額の罰金、投獄、電力供給の停止も規定し、家庭用の井戸以外の井戸について
はかなり厳しい罰則を定めている。インドの地下水問題の深刻さが伺える。 
組織改革 ： 自然界の水循環に則して法律を施行するには、管理者を一元化することが原則であろう。水行
政の縦割りを改革したタイの政策は時代に先行し模範となる。RID（王室灌漑局）と表流水の農業用水を管
轄する権利の問題は残っているが、「微笑みの国」はいずれ調整が功を奏するであろう。ベトナムは天然資源
環境省に地質鉱物資源局があり、北部（ハノイ）と南部（ホーチミン）の調査所に分かれて技術的な指導を
している。政策面の管轄はよく分からないが、法制上のプロセスは上に書いた通りである。ベトナムは一般
に官庁は非常に閉鎖的で大学との交流でないと資料の交換は難しい。日本は水行政が一元化されてなく所管
省も縦割りである点で一番遅れている。 
土地利用政策 ： 土地利用政策は、地下水の開発地、地下水強化につながる人工涵養池、涵養した地下水の利
用に関して密接に地下水と関係する。さらにアジアのデルタ特有の低平地ある大都市圏は洪水被害が多く、
治水対策と切り離せない。流域の土地利用をうまく組み込み、地下水強化につながる人工涵養や下流で揚水
する地下水利用を公共事業とするためには、土地の所有権や借地権に抵触する。その点熊本とタイでは一定
期間賃借料を払って、所期の目的を達成しているが、農業振興の点からある程度の限度が必要である。洪水
の遊水池として公有地化する政策ができれば一番効率的だが、地主と必ずしもうまくゆかない。バンコック
で紹介した「総合治水対策」の場合、周辺に国有地が多く、タイには適した政策であるが、財産権には地域
性があって難しいことを指摘した。人工涵養は水理地質学的には可能性のある政策であることを示した。 
  また、重要なことは大都市圏の後背流域に広がる水田地域である。関東平野は長年わたる無秩序な都市開
発で後背の田畑を失い、川をコンクリート水路に閉じ込め、同時に地下水の涵養域を虫食い状態にして失っ
た。この失敗を繰り返さないために、上流の田畑を地下水の涵養地域として適格な環境マネジメントの下で
維持管理するシステムを作ることが重要である。最も肝要な点はそこに住む農業従事者に農業を継続する「動
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機づけ」を定着させることであろう。これは環境マネジメントの重要な要素である。 
地下水料金 ： 法制と地下水の所有権の係わることである。タイでは「地下水法」で地下水料金とのちに追加
して地下水保全協力金を制定した。両者を加えて初めて水道料金より高くなり、この段階で課金の効果がそ
れ以前の料金の時に比べ顕著に現れ地下水取水量が激減したという貴重な教訓を示した。しかも同時に代替
の上水道の増強も行った。ベトナムでは1998年に出た政令によると、天然資源税（一般家庭は除く）はその
価値に対する一定の割合で定められ、資源の価値評価は地方政府に任されている。これに則り2007年ホーチ
ミン市は、地下水取水を規制するため、地下水税を工業用水に課すことを始めた。しかし水道料金に比べｍ³
当りの単価が低く、とても抑止効果が出るとは思えない。タイと同じく将来値上げすると思われるがその後
の変化を注視したい。日本では地下水は私有権に属し、料金徴収を適用する法的基盤は存在しない。 
上水道 ： 上水道は人の安全と街
まち
の衛生に係わる生活基盤投資であり、優先的に進められるべき事業である。
日本以外は工業水道と上水道の区別はない。代替用水の供給は地下水抑制の柱であるが、タイとベトナムの
両国とも高い漏水率と供給の不安定さ、食品・清涼飲料水や繊維業に必要とする基準以下の水質のため大量
消費者が転換する動機づけに欠けている。これは大きな問題である。タイの食品企業者には自前で浄水施設
を設置するところも出ている。 
水質汚濁と下水道 ： 日本では排水に水質規制と下水道料金を課すことによって、節水効果をあげた。タイで
は近々下水道料金を課すことを考えているが、下水量の把握の基準と価格（1バーツ/ｍ³？）が肝要である。
これは地下水政策以前の社会基盤整備であり、都市の衛生からも重要な政策で今後の大きな課題であるが、
初期投資のかかることであり、どこでも推奨できる優先順位の高い政策とはならないであろう。 
回収水 ： 日本の工業用水の削減に対する回収水利用の貢献は非常に大きく、現在は80％近い。しかし業種に
よって大きな差が有ることを理解しなければいけない。タイとベトナムで水資源を大量消費する業種は現在
の日本でも回収率が低い食品・清涼飲料水、繊維、金属加工等が主で、地下水取水の削減要因になり難い。
政府から代替用水の早期整備や節水設備導入を促進する補助金等による誘導政策が必要である。 
 
５． 安全な地下水問題   
東南アジアと南アジアにおける安全な地下水問題は自然起源によるヒ素汚染である。とくにガンジス平野に
おける地下水のヒ素汚染対策は大規模で緊急の課題である。政府が決定した砂・礫による浄水槽の建設は現在
進行中で着実に進めなければならない。本論では短期的～中期的なシナリオとして、「① BAMWSPとSOESが明
らかにした汚染濃度の割合が低い地域の水理地質的素因は今回の地質解析でほぼ明らかになったと考えるので、
優先的に開発すること、② この低濃度の地域は南北性の埋没した化石谷の方向と調和することから、この地
域の地下は比較的透水性が高いと推定される。したがって洪水の排水と遊水池を併用した人工涵養型導水路を
計画する好条件を有していること、③ ガンジス川の北部の透水性の高い段丘に灌漑用水を浸透させ人工涵養
を検討すること、このルートは下流で上記の導水路と合流する。」ことを提言した。さらに、ベトナムのバック
ボ平野とメコンデルタでヒ素汚染が発見された。両地域とも高濃度のヒ素が濃集する地域は細粒堆積層や植物
腐植土が分布する地域や層準と重なり、ガンジス平野と共通している。さらに第四紀の海水準変動によってで
きた思われる化石谷の周辺に沿った地域にあるという共通点を明らかにした。今後この点に留意して地下水開
発を進めるように提案した。以上 3，4，5 にまとめた政策から優先順位が高い事項を選別し表 12-1 にまとめ
た。また、図12-1に本研究で明らかにした重点地下水保全施策を水循環のイメージ図の中に表現した。 
 
６． 総括 と 今後の課題 
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基本的なこととして、地下水保全政策を着実かつ迅速に実施する社会的基盤を構築するためには、地下水
の法制的な位置付けが必要なことを示した。タイでは 1977 年地下水障害が発生してから間を置かずに地下
水法を制定し、アジアの各国に比べかなり踏み込んだ施策を実施し、地下水障害の回復に努めた。これは地
下水に関する法律が制定され、地下水は公共財として法的位置づけが明確であり、ほぼ一元管理する行政組
織を構築したタイにおいてはじめてできた施策であろう。 
 
 
地域 技術的課題 社会的・経済的制度 国家的課題 緊急の課題 
関東平野 地下水位回復 
有効利用 
地方性配慮型の 
水資源管理 
長期気候予測対応 
水基本法 
地下水汚染 
一部の地下水位回復 
熊本地域 人工涵養・水質汚染 環境ガバナンス 水基本法に 則した条例 
水道更新 
節水 
チャオプラヤ平野 都市洪水排水 代替水源の確保 総合治水対策 工場配置転換 
バックボ平野 全域の地下水収支 水行政の融通性 長期水資源計画 ヒ素汚染対策 
メコンデルタ 全域の地下水収支 安全良質水源の確保 長期治水計画 ヒ素汚染対策 
ホーチミン平野 全域の地下水収支 代替水源の確保 地下水料金の改定 
中長期水資源 
計画 
地下水料金・節水 
工場団地配置転換 
ガンジス平野 全域の地下水収支 低汚染地下水開発 
人工涵養 
国土保全 長期水資源計画 浄水槽建設 
     
いっぽう、日本では地下水は私権に属し、公共財として法的に定められていない。しかし民法の規定に基
づいて、私権は公共の福祉を侵害しない範囲と規定した判例があり解釈は変化している。現在では、環境基
本法とそれに則した地方自治体の条例によって水循環の一環として地下水の保全管理が実質的に機能してい
る。 
他方、上に個別に述べたように、地下水の取水量に影響力を持つ大量消費者である企業者は、上下水道料
金や時代の経済動向、地下水や工業用水の価格と節水施設導入との経済的評価を重視し水使用の選別に敏感
で大きな影響を与えていることが分かる。政策決定者としてはアメ（代替用水や補助金）と規制（ムチ）を
適時に組み合わせて社会的なバランスを保つ感覚は施策を遂行してゆくうえで重要な鍵となる。 
 
最後に、日本がアジアと今後どう付き合ってゆくか－これはアジアの極東に位置する日本が、アジアと平
和で友好的な関係を継続しようとする限り、避けて通れない自国の安全保障にかかわる重要かつ持続的な課
題である。本論は21世紀の最大の問題と言われる水資源問題のなかで、とくに都市用水（生活用水＋工業用
水）として人間にもっとも密接に関係する地下水問題について日本とモンスーンアジア 4 ヶ国の大都市圏の
側面を明らかにした。なかでも人の生命に直結する水資源や地下水の保全政策、安全な水にかかわる検討内
容は、将来にわたって日本がアジアに向けて、技術支援も含めて、発信してゆくことによって、実のある国
際関係を築いてゆく材料となる。本研究でまとめた重要な課題を実現するためには技術者が政策担当者と忌
憚のない会話の機会を持つことが肝要である。本文にも書いたように、1980年代頃から水理地質学の理解や
技術が、徐々に地下水保全の施策に取り入れられるようになった。これは単なる偶然でも技術の進歩だけで
はなく、人類に共通する地球規模の環境をテーマとして科学者と政策担当者が国際的にも、国内的にも直接
会話をする機会が増えたという大きな時代背景が追い風になっていると考える。 
 
表12-1 モンスーンアジアの各地域で優先順位が高い地下水保全政策 
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長期的な気候予測
水理地質学的な理解
流域の環境マネジメント
水循環を包括する法制度
水行政の一元管理化 ダム
導水路
更新世の段丘
地下水涵養域の保全
沖積平野・デルタ
ラグーン
5000～6000年前
の（縄文）海進線
標高4～10m）
残留塩水、軟弱層
遊水池・人工涵養
ヒ素の濃集
第四紀最新期
の海水準変動
化石谷形成後
約120m上昇
第四紀最新期の化石谷の形成と埋積
浄水場
水田
流域の地下水収支
代替水源の手当てー規制
アメとムチのバランス政策
ハノイとホーチミンの政策力の差
工業用水の回収率
の差は業種・規模による
地下水の規制区域指定
現行の法律
地下水料金の設定は水道
料金との比較
下水道料金
（水質汚染防止）
水道(節水・代替水源）
（高い漏水率・水質）
社会基盤
の整備
産業界の
経済評価
ガンジス平野・メコンデルタ
バックボ平野
基盤岩
帯水層
井戸の規制他
塩水浸入
研究で明らかにした重点
地下水保全政策
社会的・経済的政策
洪水
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図12-1 水循環の視点で描いた本研究で明らかにした重点地下水保全政策 
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